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令和６年度決算の概要について 

 

令和６年度の一般会計及び特別会計の決算状況は、次のとおりである。 

 

１．一般会計 

（１）歳入 

令和６ 年度決算 の歳入総 額 は、926億6,463万3千 円であり、前年度と比較 して

18.8％増加した。 

   歳 入 のうち増 加 額 の大 きいものは、市 税 （ 102億 7,674万 ６ 千 円 ） 、市 債 （ 15億

3,010万 円） 、地 方 特例 交 付 金 （ ８ 億 3,704万 ２ 千 円 ） 等 であり、減 少 額 の大 きいも

の は 、 諸 収 入 （ １ 億 5,129 万 ５ 千 円 ） 、 地 方 交 付 税 （ 9,422 万 ３ 千 円 ） 、 繰 入 金

（5,987万９千円）等である。 

 

（２）歳出 

令和６年度決算の歳出総額は、888億9,415万４千円であり、前年度と比較して

18.7％増加した。 

歳 出 のうち増 加 額 の大 きいものは、総 務 費 （ 79億 7,729万 ５ 千 円 ） 、民 生 費 （ 21

億 3,347万 ２ 千 円 ） 、教 育 費 （ 17億 1,131万 円 ） 等 であり、減 少 額 の大 きいものは、

災害復旧費（76万９千円）である。 

また、性 質 別 で、増 加 額 の大 きいものは、積 立 金 （ 69億 1,003万 5千 円 ） 、投 資

的経費（35億5,198万円）等である。 

 

２．特別会計 

国民健康保険、墓地公園事業、介護保険、後期高齢者医療の4つの特別会計の決算規

模は、歳入総額では241億1,018万４千円、歳出総額では238億7,097万４千円で、前年度と

比較して歳入においては3,438万円の増 額、歳出 においては8,692万９ 千円 の増額 と

なっている。 

 

以上が令和６年度の一般会計及び特別会計の決算状況であり、主要施策の成

果及び主な予算の執行状況は、次のとおりである。 
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 この報告書の各表の記載金額、構成比率は、端数処 理の関係上、合計欄等が合

わない場合があります。なお、「0」は単位未満計数ありで、「－」は計数なしです。 
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金　　額
対前年度
伸び率％ 金　　額

対前年度
伸び率％ 金　　額

対前年度
伸び率％

93,616,408 13.7 12,527,830 △ 0.4 358,980 △ 47.5

92,664,633 18.8 11,955,356 △ 1.9 348,629 △ 47.5

88,894,154 18.7 11,915,393 △ 1.7 337,954 △ 48.8

3,770,479 21.9 39,963 △ 35.1 10,675 145.6

継 続 費 逓 次
繰 越 額

344,681 △ 33.5 － － － －

繰 越 明 許 費
繰 越 額

1,029,395 24.8 － － － －

事 故 繰 越 し
繰 越 額

32,472 8.8 － － － －

計 1,406,548 2.4 － － － －

2,363,931 37.5 39,963 △ 35.1 10,675 145.6

99.0 / 95.0 95.4 / 95.1 97.1 / 94.1

予 算 現 額 （ Ａ ）

１．令和６年度各会計決算総括表

摘　　　　　要

実 質 収 支 額

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

一般会計において、実質収支額2,363,931千円のうち、

歳 入 総 額 （ Ｂ ）

国民健康保険

(B)/(A) ／ (C)/(A) ( ％ )

墓地公園事業一　　　　般

区　　　　分

歳 入 歳 出 差 引 額

歳 出 総 額 （ Ｃ ）
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金　　額
対前年度
伸び率％ 金　　額

対前年度
伸び率％ 金　　額

対前年度
伸び率％ 金　　額

対前年度
伸び率％

8,208,270 2.6 1,165,040 3.2 2,359,700 14.8 118,236,228 10.7

8,207,564 2.7 1,236,166 5.2 2,362,469 14.8 116,774,817 14.4

8,148,963 2.9 1,118,134 8.3 2,350,530 14.7 112,765,128 14.3

58,601 △ 21.7 118,032 △ 17.2 11,939 40.6 4,009,689 18.5

－ － － － － － 344,681 △ 33.5

－ － － － － － 1,029,395 24.8

－ － － － － － 32,472 8.8

－ － － － － － 1,406,548 2.4

58,601 △ 21.7 118,032 △ 17.2 11,939 40.6 2,603,141 29.5

100.0 / 99.3 106.1 / 96.0 100.1 / 99.6 98.8 / 95.4

1,190,000千円を地方自治法第233条の2の規定により積立てました。

（△印は減）

（単位：千円）

介護保険
（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療 合　　　　計介護保険
（保険事業勘定）
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予算現額 決　算　額
予 算 現 額 と
決算額との比較

決算総額に対する
構 成 割 合 （ ％ ）

５. 市 税 52,732,000 53,298,800 566,800 57.5

10. 地 方 譲 与 税 279,590 288,724 9,134 0.3

15. 利 子 割 交 付 金 19,000 24,493 5,493 0.0

16. 配 当 割 交 付 金 273,000 412,921 139,921 0.4

17.
株式等譲渡所得割
交 付 金

226,000 619,316 393,316 0.7

18.
法 人 事 業 税
交 付 金

512,000 514,716 2,716 0.6

19.
地 方 消 費 税
交 付 金

4,480,000 4,646,691 166,691 5.0

27. 環境性能割交付金 48,000 55,767 7,767 0.1

29. 地 方 特 例 交 付 金 959,070 958,685 △ 385 1.0

30. 地 方 交 付 税 38,880 46,475 7,595 0.1

35.
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

14,440 12,695 △ 1,745 0.0

40.
分 担 金 及 び
負 担 金

545,980 544,732 △ 1,248 0.6

45.
使 用 料 及 び
手 数 料

1,727,570 1,775,526 47,956 1.9

50. 国 庫 支 出 金 14,720,417 13,525,042 △ 1,195,375 14.6

55. 県 支 出 金 4,686,083 4,398,603 △ 287,480 4.7

60. 財 産 収 入 444,140 462,856 18,716 0.5

65. 寄 附 金 1,486,400 1,350,645 △ 135,755 1.5

70. 繰 入 金 640,281 632,472 △ 7,809 0.7

75. 繰 越 金 2,232,258 2,232,260 2 2.4

80. 諸 収 入 1,651,599 1,616,014 △ 35,585 1.7

85. 市 債 5,899,700 5,247,200 △ 652,500 5.7

93,616,408 92,664,633 △ 951,775 100.0

２．令和６年度一般会計決算総括表

歳 入 合 計

款
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（△印は減）

（単位：千円）

予算現額 決　算　額
予 算 現 額 と
決算額との比較

決算総額に対する
構 成 割 合 （ ％ ）

５. 議 会 費 344,120 339,890 4,230 0.4

10. 総 務 費 15,615,750 15,153,885 461,865 17.0

15. 民 生 費 34,858,771 33,331,266 1,527,505 37.5

20. 衛 生 費 11,794,064 11,437,102 356,962 12.9

25. 農 林 水 産 業 費 7,320 7,252 68 0.0

30. 商 工 費 1,633,010 1,553,844 79,166 1.7

35. 土 木 費 8,960,631 7,553,161 1,407,470 8.5

40. 消 防 費 2,444,677 2,394,804 49,873 2.7

45. 教 育 費 13,512,159 12,766,607 745,552 14.4

48. 災 害 復 旧 費 100 － 100 －

50. 公 債 費 4,356,350 4,356,343 7 4.9

55. 予 備 費 89,456 － 89,456 －

  　　

  　

  　

  　

  　

93,616,408 88,894,154 4,722,254 100.0歳 出 合 計

款
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      地方譲与税 288,724
      利子割交付金 24,493
      配当割交付金 412,921
      株式等譲渡所得割交付金 619,316
      法人事業税交付金 514,716
      地方消費税交付金 4,646,691
      環境性能割交付金 55,767
      地方特例交付金 958,685
      地方交付税 46,475

      交通安全対策特別交付金 12,695

３．令和６年度一般会計決算状況

市 税

53,298,800

(57.5%)

国庫支出金

13,525,042

(14.6%)

県支出金

4,398,603

(4.7%)

財産収入

1,813,501

(2.0%)

繰入金

632,472

(0.7%)

繰越金

2,232,260

(2.4%) 諸収入

1,616,014

(1.7%)

市 債

5,247,200

(5.7%)

分担金及び負担金

使用料及び手数料

財産収入

寄附金

歳 入 合 計

(2.5%)

(2.0%)

92,664,633

(8.2%)

544,732

1,775,526

462,856

1,350,645
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（単位：千円）

議会費

339,890

(0.4%)

総務費

15,153,885

(17.0%)

民生費

33,331,266

(37.5%)衛生費

11,437,102

(12.9%)

土木費

7,553,161

(8.5%)

消防費

2,394,804

(2.7%)

教育費

12,766,607

(14.4%)

災害復旧費

0

(0.0%)

公債費

4,356,343

(4.9%)

農林水産業費
商工費

歳 出 合 計

(1.8%)

88,894,154

7,252
1,553,844
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予　算　現　額 調　定　額 収　入　済　額

① 52,732,000 53,997,905 53,298,800

(1) 30,239,230 31,083,743 30,522,344

1. 25,325,760 26,028,480 25,482,863

1 現 年 課 税 分 25,126,000 25,469,970 25,313,266

2 滞 納 繰 越 分 199,760 558,510 169,597

2. 4,913,470 5,055,263 5,039,481

1 現 年 課 税 分 4,910,000 5,042,324 5,037,070

2 滞 納 繰 越 分 3,470 12,939 2,411

(2) 21,353,430 21,759,429 21,628,505

1. 21,300,269 21,706,267 21,575,343

1 現 年 課 税 分 21,224,869 21,558,000 21,519,015

2 滞 納 繰 越 分 75,400 148,267 56,328

2. 53,161 53,162 53,162

(3) 101,340 106,861 100,079

1. 8,000 8,576 8,576

1 現 年 課 税 分 8,000 8,576 8,576

2. 93,070 97,237 91,374

1 現 年 課 税 分 91,000 91,863 89,984

2 滞 納 繰 越 分 2,070 5,374 1,390

3. 270 1,048 129

1 現 年 課 税 分 － － －

2 滞 納 繰 越 分 270 1,048 129

(4) 948,000 951,808 951,808

1 現 年 課 税 分 948,000 951,808 951,808

(5) 90,000 96,064 96,064

1 現 年 課 税 分 90,000 96,064 96,064

② 3,043,970 3,829,569 3,062,523

1 現 年 課 税 分 2,876,475 3,086,949 2,890,911

2 滞 納 繰 越 分 167,495 742,620 171,612

法 人

軽 自 動 車 税
環 境 性 能 割

軽 自 動 車 税
種 別 割

国 民 健 康 保 険 税

市 た ば こ 税

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金

入 湯 税

市 民 税

４．令和６年度市税収入状況

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

区　　　　　分

市 税

個 人

軽 自 動 車 税

軽 自 動 車 税
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（単位：千円）

不納欠損額 収入未済額 収入歩合（％）

19,462 679,643 98.7 ①

18,209 543,190 98.2 (1)

17,719 527,899 97.9 1.

153 156,552 99.4 1 現 年 課 税 分

17,566 371,347 30.4 2 滞 納 繰 越 分

490 15,292 99.7 2.

－ 5,254 99.9 1 現 年 課 税 分

490 10,038 18.6 2 滞 納 繰 越 分

1,020 129,904 99.4 (2)

1,020 129,904 99.4 1.

－ 38,985 99.8 1 現 年 課 税 分

1,020 90,920 38.0 2 滞 納 繰 越 分

－ － 100.0 2.

233 6,549 93.7 (3)

－ － 100.0 1.

－ － 100.0 1 現 年 課 税 分

71 5,792 94.0 2.

－ 1,879 98.0 1 現 年 課 税 分

71 3,912 25.9 2 滞 納 繰 越 分

162 757 12.3 3.

－ － － 1 現 年 課 税 分

162 757 12.3 2 滞 納 繰 越 分

－ － 100.0 (4)

－ － 100.0 1 現 年 課 税 分

－ － 100.0 (5)

－ － 100.0 1 現 年 課 税 分

43,668 723,378 80.0 ②

21 196,016 93.6 1 現 年 課 税 分

43,647 527,361 23.1 2 滞 納 繰 越 分

軽 自 動 車 税
種 別 割

入 湯 税

国 民 健 康 保 険 税

軽 自 動 車 税
環 境 性 能 割

区　　　　　分

固 定 資 産 税

市 税

市 民 税

法 人

固 定 資 産 税

個 人

軽 自 動 車 税

軽 自 動 車 税

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金

市 た ば こ 税
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25.
農林水
産業費

１. 報 酬

２. 給 料

３. 職 員 手 当 等

４. 共 済 費

５. 災 害 補 償 費

６. 恩 給 及 び 退 職 年 金

７. 報 償 費

８. 旅 費

９. 交 際 費

10. 需 用 費

11. 役 務 費

12. 委 託 料

13. 使 用 料 及 び 賃 借 料

14. 工 事 請 負 費

15. 原 材 料 費

16. 公 有 財 産 購 入 費

17. 備 品 購 入 費

18. 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

19. 扶 助 費

20. 貸 付 金

21. 補 償 補 填 及 び 賠 償 金

22. 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料

23. 投 資 及 び 出 資 金

24. 積 立 金

25. 寄 附 金

26. 公 課 費

27. 繰 出 金

－

364

－

－

－

37.5 12.9

５．令和６年度一般会計歳出決算節別内訳表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 款
節

31,527

759

－

976,221

132,840

132,630

1,013,492

99,337

－

90,632

－

52,119

1,967

－

531,315

615,750

５．議会費 15．民生費 20．衛生費10．総務費

184,748

3,201,579

11,437,102

1,302,373

7,037

2,122,457

39,900

341,4293,877

211

－

28

－

19,324

－

100

336

600

1,505,226

－ －

73,894

－

－

－

3,543,243

31,368 9,276

502,482

－

2,380

110,188

71,992

2,470

3,280

－

－

227,136

295,789

－

－

1,171

－

－

－

20

4,879,275

4,931,825

2

18,365

401,317

3,600

87,771

27,858

346,414

23,528

－

－

－

－

153,863

65,590

－

27,959

－

－

1,030,471

－

20,663

77,680

－

10,647

－

－

5,927

－

－

612,075

－

1,045

525,008

－－

割　　　合　　　（％）

－

－

339,890

0.4

合　　　　　　　　　計

－

－

17.0

－

372

－

15,153,885

－

7,413,719

－

144,729

715

－

－

86,431

33,331,266

－

－

12,002

230,110

585

249

5,019,001

16,509,791

－

305,015

12,716

－

211

－

－

0.0

－

7,252

－

－16－

主要<14>



48.
災 害
復旧費

合　　計 割合(％)
節

1,966,074 2.2 １.

5,112,230 5.8 ２.

4,705,355 5.3 ３.

2,124,722 2.4 ４.

－ － ５.

－ － ６.

123,457 0.1 ７.

60,519 0.1 ８.

1,572 0.0 ９.

2,611,628 2.9 10.

315,385 0.4 11.

16,457,626 18.5 12.

1,585,026 1.8 13.

11,413,585 12.8 14.

4,996 0.0 15.

369,484 0.4 16.

259,170 0.3 17.

8,314,447 9.4 18.

17,014,214 19.1 19.

453,600 0.5 20.

86,531 0.1 21.

5,135,363 5.8 22.

55,008 0.1 23.

7,433,278 8.4 24.

－ － 25.

2,874 0.0 26.

3,288,010 3.7 27.

88,894,154 100.0

100.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－178

167

－

－

4,745

2,476

－

－

80,485

1,080

－

－

1,789,138

－

9,679

1,770,755

212,973

－

－

－

－

10,831

72,041 1,006,368

－

289,373

729,722

450,000

－

270,453

－

－

12,480

9,929

－

135,831

389,195

308,948

－

－

－

763 33,625

－

－

363

786,939

－

121

73,349

118,770

－

(単位：千円）

22,720 917,266 －

45．教育費

－

50．公債費40．消防費30．商工費 35．土木費

－

54,854

662,623

1,287

640

607,843

53,935

138 －

738

613

－

－

14.4

6,145

－

22,074

2,275

－

306

1,553,844

－

－

－

2.7

－

1,612

2,394,804

8.5

－

7,553,161

55,008

1.7

－

－－

－

147

12,766,607

－

28

73,216

－

－

－

63,189

－

－

118,822

70,657

－

－

－

－

－

2,865

－

350,560

－

－

－

－

－

4.9

－

－

－

4,356,343

－

－

－

－

4,356,343

－

－

－

－

－

－

－

－

1,013,000

491,020

53,373

－

－

2,457,452

178,127

144,830

－

－

－

－

155,183

339

1,480,476

3,148,012

－

－

－ －

9,380

56,686

－

3,297,206

119,116

2,151

1,726

－17－

主要<15>



25.
農林水
産業費

10. 消 耗 品 費

20. 燃 料 費

30. 食 糧 費

40. 印 刷 製 本 費

50. 光 熱 水 費

60. 修 繕 料

70. 賄 材 料 費

80. 医 薬 材 料 費

90. 飼 料 費

10. 通 信 運 搬 費

20. 手 数 料

30. 広 告 料

40. 保 管 料

50. 保 険 料

60. 筆 耕 翻 訳 料

11．役 　務 　費

－

－

－

－

100,131

132,630

－

33,282

73,894 31,527

22,198

６．令和６年度一般会計歳出決算細節別内訳表

５．議会費 10．総務費 15．民生費 20．衛生費 30．商工費区　　　　分

3,877 341,429

26 －－

－ 1,196

38,739

10．需　 用 　費 110,188

158,017

－

－

35,198

305,015 2,275211

502

2,181

16

－

136,625

2,625

2,966

－

128,110

14,513

172

51

1,602

60

－

8,297

－

7,715

18,664

58,405

16,950

83

8,908

－

101,322

37,959

294

3,952

126

－

－

2

598

600

8,251

－

－ 972

－－

－ －

520 －57

2,30219,652

－－

－ －

－

640－

－

－－

－－

12,777

1－

－ 639

42 824

－ 6

249169

－ －

13,227

964

150

－18－

主要<16>



 

48.
災 害
復旧費

合　　計 割合(％)

2,611,628 100.0

522,482 20.0 10. 消 耗 品 費

18,050 0.7 20. 燃 料 費

4,671 0.2 30. 食 糧 費

48,273 1.8 40. 印刷製本費

917,445 35.1 50. 光 熱 水 費

173,638 6.6 60. 修 繕 料

914,020 35.0 70. 賄 材 料 費

12,949 0.5 80. 医薬材料費

98 0.0 90. 飼 料 費

315,385 100.0

202,861 64.3 10. 通信運搬費

76,595 24.3 20. 手 数 料

877 0.3 30. 広 告 料

5,032 1.6 40. 保 管 料

28,137 8.9 50. 保 険 料

1,884 0.6 60. 筆耕翻訳料

－

－

－

－

－

－

11．役 務 費

(単位：千円）

35．土木費 区　　　　分40．消防費 45．教育費 50．公債費

212,973 －

14,955

10．需 用 費

10,2402,414

15,105 73,690

55,566

412,745

－

155,183 1,480,476

－

1,508

282

46

4,745

9,679

－

1,473

62

958

1,947

36,703

12,480

－

－

－

－

178,965

191

3,098

－

－

－

－

－

－

－

325

32,278

－

8,001

3,331

－

－

－

913

221,238

－

－－

777,395

11,116

1,405

33,268

53,935

98 －

－

－

－

－

－

352

15,657

－

－

－

－2,744

799

－

1,116 －

－

－

－

－

－19－

主要<17>



25.
農林水
産業費

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９.

10.

11.

12.

 

（1）補助事業費

（2）単独事業費

合　　　　計

311

－

801

－

－

1,553,844

450,000

－

－

801

－

801

667,522

－

275,721

1,103,043

－

－

21,850,457

－

－

11,437,102

159,800

124,836

－

－

－

－

159,800

－

5,069,035

149,421

5,069,035

2,253,968

2,815,067

477,453

6,255,534

19,325

－

－

93,208

6,921

12,000

637,124

－

－

15,153,885

46,424

649,124

33,331,266

544,836

389,464

153,864

－

－

－

698,700

5,063,917

15,464

9,557

389,460

106,452

283,008

－

－

28

649,124

3,179,722

40,132

368,776

7,091,042

7,412,976

－

3,976,709

69,431

2,753,949

28,650,546

－

3,600

4,287,632

－

389,460

－

339,890

3,437,607

1,810,684

64,805

－

－

3,502,412

－

－

－

－

－

－

339,890

315,491

－

18,472

－

5,927

－

－

743

－

－

－

－

30．商工費

315,491

69,426

－

－

3,916,273

2,592,623

－

－

－

区　　　　分

内
　
　
　
訳

７．令和６年度一般会計歳出決算性質別内訳表

災 害 復 旧 事 業 費

失 業 対 策 事 業 費

内
　
訳

7,252

－

－

－

－

維 持 補 修 費

－

普 通 建 設 事 業 費 －

補 助 費 等

経 常 的 経 費 小 計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用

－

20

－

－

－

－

う ち 人 件 費

貸 付 金

－

－

－

7,252

義 務 的 経 費 小 計

物 件 費

－

内
　
訳

－

投 資 的 経 費

－

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利 子

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

6,921

5,750

５．議会費 10．総務費 15．民生費 20．衛生費

17,934,184

－

－

－

－20－

主要<18>



48.
災 害
復旧費

合　　計 割合(％)

14,218,427 16.0１.

8,683,516 9.8

18,503,412 20.8２.

4,356,343 4.9３.

4,356,323 4.9

20 0.0

37,078,182 41.7

20,554,900 23.1４.

618,065 0.7５.

4,576,363 5.1６.

62,827,510 70.7

7,432,536 8.4７.

55,008 0.1８.

453,600 0.5９.

4,381,583 4.9 10.

－ － 11.

13,743,917 15.5 12.

468,277 0.5

13,743,917 15.5

4,741,479 5.3

9,002,438 10.1

－ －

－ －

88,894,154 100.0

積 立 金

経常的経費 小計

うち 人件費

4,356,343

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

合　　　　計

－

12,766,607

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

9,310,141

24,880

128,733

50．公債費

－

－

－

4,356,343

4,356,323

－

20

4,356,343

－

－

－

4,356,343

－

－

3,687,134

－

－

3,456,438

5,291,408

208,003

123,596

－

－

2,394,804

3,336,575

1,628,517

350,559

－

－

－

－

－

153,613

5,324

153,613

327,675

15,666

74,359

2,241,191

－

－

91,079

3,456,438

801,164

2,655,274

4,025,446

－

－

7,553,161

1,823,491

1,512,216

－

－

－

－

1,823,491

－

－

－

2,029,164

269,369

496,562

3,472,528

179

55,008

166,472

4,025,446

1,543,015

2,482,431

35．土木費

677,433

550,000

－

－

677,433

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

内
　
訳

投資的経費

区　　　　分

災害復旧事業費

前 年 度
繰 上 充 用

繰 出 金

元利償還金

内
　
訳

内
　
　
　
訳

普通建設事業費

(1)補助事業費

(2)単独事業費

失業対策事業費

扶 助 費

一時借入金利子

公 債 費

補 助 費 等

維持補修費

人 件 費

貸 付 金

－

28

－

－

－

－

物 件 費

義務的経費 小計

投 資 及 び
出 資 金

（単位：千円）

40．消防費 45．教育費

うち 職員給

－21－

主要<19>



決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

５. 市 税 36,669,247 39.9 △ 14.0 42,818,319 56.8 16.8

10. 地 方 譲 与 税 283,633 0.3 1.2 281,795 0.4 △ 0.6

15. 利 子 割 交 付 金 32,932 0.0 7.9 27,831 0.0 △ 15.5

16. 配 当 割 交 付 金 197,246 0.2 △ 7.0 288,258 0.4 46.1

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 240,252 0.3 72.8 364,277 0.5 51.6

18. 法 人 事 業 税 交 付 金 492,901 0.5 皆増 689,998 0.9 40.0

19. 地 方 消 費 税 交 付 金 3,930,678 4.3 18.7 4,295,873 5.7 9.3

25. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 8 0.0 △ 100.0 0 0.0 △ 100.0

27. 環 境 性 能 割 交 付 金 34,454 0.0 103.2 35,404 0.0 2.8

29. 地 方 特 例 交 付 金 124,187 0.1 △ 78.1 267,255 0.4 115.2

30. 地 方 交 付 税 44,714 0.0 55.1 45,256 0.1 1.2

35. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 17,812 0.0 10.3 16,488 0.0 △ 7.4

40. 分 担 金 及 び 負 担 金 467,141 0.5 △ 25.1 523,992 0.7 12.2

45. 使 用 料 及 び 手 数 料 1,323,434 1.4 △ 22.5 1,482,007 2.0 12.0

50. 国 庫 支 出 金 27,254,712 29.6 248.6 13,504,028 17.9 △ 50.5

55. 県 支 出 金 3,466,183 3.8 15.8 3,401,041 4.5 △ 1.9

60. 財 産 収 入 362,708 0.4 △ 4.6 221,406 0.3 △ 39.0

65. 寄 附 金 43,534 0.0 0.3 276,022 0.4 534.0

70. 繰 入 金 1,423,809 1.5 △ 81.6 129,511 0.2 △ 90.9

75. 繰 越 金 1,487,596 1.6 △ 0.3 2,009,995 2.7 35.1

80. 諸 収 入 2,650,328 2.9 40.0 1,990,648 2.6 △ 24.9

85. 市 債 11,419,000 12.4 138.2 2,766,100 3.7 △ 75.8

合　　　　　　　計 91,966,509 100.0 19.8 75,435,504 100.0 △ 18.0

５. 議 会 費 330,658 0.4 △ 6.3 324,159 0.4 △ 2.0

10. 総 務 費 23,773,771 26.7 115.7 6,304,254 8.6 △ 73.5

15. 民 生 費 32,269,695 36.3 16.2 30,979,473 42.3 △ 4.0

20. 衛 生 費 5,906,597 6.6 6.2 6,677,133 9.1 13.0

25. 農 林 水 産 業 費 6,320 0.0 △ 53.4 9,824 0.0 55.4

30. 商 工 費 2,813,367 3.2 232.9 1,239,352 1.7 △ 55.9

35. 土 木 費 5,985,199 6.7 △ 29.6 7,571,998 10.3 26.5

40. 消 防 費 2,079,873 2.3 △ 5.5 2,161,237 3.0 3.9

45. 教 育 費 11,900,221 13.4 △ 9.9 10,400,419 14.2 △ 12.6

48. 災 害 復 旧 費 267,867 0.3 △ 82.2 83,948 0.1 △ 68.7

50. 公 債 費 3,652,946 4.1 0.2 7,419,092 10.1 103.1

88,986,514 100.0 19.2 73,170,889 100.0 △ 17.8

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

区　　　　　分

合　　　　　計

８．一般会計決算の推移

３　　年　　度２　　年　　度

－22－

主要<20>



決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

40,626,667 57.2 △ 5.1 43,022,054 55.2 5.9 53,298,800 57.5 23.9 ５.

298,731 0.4 6.0 301,953 0.4 1.1 288,724 0.3 △ 4.4 10.

26,634 0.0 △ 4.3 21,550 0.0 △ 19.1 24,493 0.0 13.7 15.

269,101 0.4 △ 6.6 305,526 0.4 13.5 412,921 0.4 35.2 16.

215,068 0.3 △ 41.0 365,792 0.5 70.1 619,316 0.7 69.3 17.

559,915 0.8 △ 18.9 465,684 0.6 △ 16.8 514,716 0.6 10.5 18.

4,591,095 6.5 6.9 4,495,789 5.8 △ 2.1 4,646,691 5.0 3.4 19.

993 0.0 377,608.4 3,464 0.0 248.8 － － 皆減 25.

44,863 0.1 26.7 49,306 0.1 9.9 55,767 0.1 13.1 27.

127,624 0.2 △ 52.2 121,643 0.2 △ 4.7 958,685 1.0 688.1 29.

39,046 0.1 △ 13.7 140,698 0.2 260.3 46,475 0.1 △ 67.0 30.

14,443 0.0 △ 12.4 13,499 0.0 △ 6.5 12,695 0.0 △ 6.0 35.

580,131 0.8 10.7 549,388 0.7 △ 5.3 544,732 0.6 △ 0.8 40.

1,695,978 2.4 14.4 1,714,611 2.2 1.1 1,775,526 1.9 3.6 45.

11,598,392 16.3 △ 14.1 13,063,769 16.7 12.6 13,525,042 14.6 3.5 50.

3,554,900 5.0 4.5 4,021,990 5.2 13.1 4,398,603 4.7 9.4 55.

281,146 0.4 27.0 326,615 0.4 16.2 462,856 0.5 41.7 60.

603,564 0.9 118.7 1,216,844 1.6 101.6 1,350,645 1.5 11.0 65.

547,762 0.8 322.9 692,351 0.9 26.4 632,472 0.7 △ 8.6 70.

1,474,615 2.1 △ 26.6 1,620,996 2.1 9.9 2,232,260 2.4 37.7 75.

2,056,536 2.9 3.3 1,767,309 2.3 △ 14.1 1,616,014 1.7 △ 8.6 80.

1,791,900 2.5 △ 35.2 3,717,100 4.8 107.4 5,247,200 5.7 41.2 85.

70,999,104 100.0 △ 5.9 77,997,931 100.0 9.9 92,664,633 100.0 18.8 合計

324,662 0.5 0.2 326,829 0.4 0.7 339,890 0.4 4.0 ５.

6,990,115 10.2 10.9 7,176,590 9.6 2.7 15,153,885 17.0 111.2 10.

29,915,012 43.6 △ 3.4 31,197,794 41.6 4.3 33,331,266 37.5 6.8 15.

7,162,150 10.4 7.3 10,836,880 14.5 51.3 11,437,102 12.9 5.5 20.

6,332 0.0 △ 35.5 6,742 0.0 6.5 7,252 0.0 7.6 25.

1,147,026 1.7 △ 7.4 1,481,236 2.0 29.1 1,553,844 1.7 4.9 30.

6,310,144 9.2 △ 16.7 6,562,000 8.8 4.0 7,553,161 8.5 15.1 35.

2,201,736 3.2 1.9 2,221,967 3.0 0.9 2,394,804 2.7 7.8 40.

10,567,358 15.4 1.6 11,055,297 14.8 4.6 12,766,607 14.4 15.5 45.

29,273 0.0 △ 65.1 769 0.0 △ 97.4 － － 皆減 48.

3,954,300 5.8 △ 46.7 4,039,567 5.4 2.2 4,356,343 4.9 7.8 50.

68,608,108 100.0 △ 6.2 74,905,671 100.0 9.2 88,894,154 100.0 18.7 合計

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

４　　年　　度

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

６　　年　　度

区　分

（単位：千円）

（△印は減）

５　　年　　度

－23－

主要<21>



９．市税税目別収入状況の推移

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

市 個 人 分 17,679,378 48.2 3.2 17,072,034 39.9 △ 3.4

民 法 人 分 1,346,437 3.7 △ 74.6 1,930,456 4.5 43.4

税 計 19,025,815 51.9 △ 15.2 19,002,490 44.4 △ 0.1

16,684,752 45.5 △ 12.9 22,779,092 53.2 36.5

85,147 0.2 7.3 87,174 0.2 2.4

840,700 2.3 △ 5.3 892,498 2.1 6.2

32,832 0.1 △ 60.7 57,066 0.1 73.8

36,669,247 100.0 △ 14.0 42,818,319 100.0 16.8

2,926,367 △ 2.8 2,852,097 △ 2.5

２　　年　　度

国 民 健 康 保 険 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

区　　　　　分

合　　　　　計

入 湯 税

３　　年　　度

－24－

主要<22>



決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

17,476,145 43.0 2.4 18,053,453 42.0 3.3 25,482,863 47.8 41.2

1,633,197 4.0 △ 15.4 3,011,247 7.0 84.4 5,039,481 9.5 67.4

19,109,342 47.0 0.6 21,064,700 49.0 10.2 30,522,344 57.3 44.9

20,380,535 50.2 △ 10.5 20,803,725 48.4 2.1 21,628,505 40.6 4.0

92,777 0.2 6.4 95,283 0.2 2.7 100,079 0.2 5.0

962,011 2.4 7.8 964,850 2.2 0.3 951,808 1.8 △ 1.4

82,003 0.2 43.7 93,497 0.2 14.0 96,064 0.2 2.7

40,626,667 100.0 △ 5.1 43,022,054 100.0 5.9 53,298,800 100.0 23.9

2,978,940 4.4 2,900,713 △ 2.6 3,062,523 5.6

（△印は減）

（単位：千円）

６　　年　　度５　　年　　度４　　年　　度

－25－

主要<23>



１０．一般会計歳出決算節別の推移

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

１. 報 酬 1,940,939 2.2 756.8 1,793,515 2.5 △ 7.6

２. 給 料 5,110,538 5.7 △ 0.7 5,033,247 6.9 △ 1.5

３. 職 員 手 当 等 4,096,588 4.6 △ 2.4 4,130,440 5.6 0.8

４. 共 済 費 2,124,666 2.4 △ 1.3 2,068,809 2.8 △ 2.6

５. 災 害 補 償 費 － － － － － －

６. 恩 給 及 び 退 職 年 金 － － － － － －

７. 報 償 費 491,424 0.6 116.4 251,968 0.3 △ 48.7

８. 旅 費 65,329 0.1 180.7 60,953 0.1 △ 6.7

９. 交 際 費 636 0.0 △ 74.1 286 0.0 △ 55.0

10. 需 用 費 2,236,772 2.5 △ 10.8 2,205,687 3.0 △ 1.4

11. 役 務 費 357,049 0.4 11.8 350,208 0.5 △ 1.9

12. 委 託 料 14,904,090 16.7 △ 4.8 15,036,541 20.5 0.9

13. 使 用 料 及 び 賃 借 料 1,467,493 1.6 △ 0.6 1,596,722 2.2 8.8

14. 工 事 請 負 費 7,939,307 8.9 △ 14.9 4,523,554 6.2 △ 43.0

15. 原 材 料 費 3,800 0.0 △ 17.6 3,613 0.0 △ 4.9

16. 公 有 財 産 購 入 費 551,781 0.6 △ 62.9 368,369 0.5 △ 33.2

17. 備 品 購 入 費 801,154 0.9 185.5 311,317 0.4 △ 61.1

18. 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 23,255,943 26.1 416.9 8,179,999 11.2 △ 64.8

19. 扶 助 費 13,531,424 15.2 6.1 14,306,660 19.6 5.7

20. 貸 付 金 1,456,210 1.6 217.2 453,960 0.6 △ 68.8

21. 補 償 補 填 及 び 賠 償 金 902,950 1.0 339.5 1,208,328 1.7 33.8

22. 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 4,241,886 4.8 △ 42.4 7,831,383 10.7 84.6

23. 投 資 及 び 出 資 金 334,480 0.4 皆増 370,324 0.5 10.7

24. 積 立 金 319,901 0.4 △ 40.3 178,291 0.2 △ 44.3

25. 寄 附 金 － － － － － －

26. 公 課 費 2,856 0.0 38.5 1,946 0.0 △ 31.9

27. 繰 出 金 2,849,302 3.2 △ 27.1 2,904,767 4.0 1.9

88,986,514 100.0 19.2 73,170,889 100.0 △ 17.8合　　　　　計

区　　　　　分

２　　年　　度 ３　　年　　度

－26－

主要<24>



（△印は減）

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

1,738,640 2.5 △ 3.1 1,778,736 2.4 2.3 1,966,074 2.2 10.5 １.

4,999,052 7.3 △ 0.7 5,019,551 6.7 0.4 5,112,230 5.8 1.8 ２.

4,200,408 6.1 1.7 4,300,658 5.7 2.4 4,705,355 5.3 9.4 ３.

2,051,008 3.0 △ 0.9 2,063,831 2.8 0.6 2,124,722 2.4 3.0 ４.

39 0.0 皆増 12 0.0 △ 69.2 － － 皆減 ５.

－ － － － － － － － － ６.

167,130 0.2 △ 33.7 132,942 0.2 △ 20.5 123,457 0.1 △ 7.1 ７.

60,984 0.1 0.1 63,696 0.1 4.4 60,519 0.1 △ 5.0 ８.

1,189 0.0 315.7 1,535 0.0 29.1 1,572 0.0 2.4 ９.

2,492,734 3.6 13.0 2,505,908 3.3 0.5 2,611,628 2.9 4.2 10.

331,109 0.5 △ 5.5 325,253 0.4 △ 1.8 315,385 0.4 △ 3.0 11.

15,719,523 22.9 4.5 15,930,869 21.3 1.3 16,457,626 18.5 3.3 12.

1,573,593 2.3 △ 1.4 1,611,861 2.2 2.4 1,585,026 1.8 △ 1.7 13.

4,085,824 6.0 △ 9.7 8,619,232 11.5 111.0 11,413,585 12.8 32.4 14.

4,045 0.0 12.0 4,559 0.0 12.7 4,996 0.0 9.6 15.

428,322 0.6 16.3 519,846 0.7 21.4 369,484 0.4 △ 28.9 16.

337,401 0.5 8.4 235,266 0.3 △ 30.3 259,170 0.3 10.2 17.

6,520,742 9.5 △ 20.3 6,832,848 9.1 4.8 8,314,447 9.4 21.7 18.

14,696,988 21.4 2.7 15,636,681 20.9 6.4 17,014,214 19.1 8.8 19.

455,555 0.7 0.4 455,400 0.6 △ 0.0 453,600 0.5 △ 0.4 20.

762,690 1.1 △ 36.9 154,064 0.2 △ 79.8 86,531 0.1 △ 43.8 21.

4,428,518 6.5 △ 43.5 4,710,882 6.3 6.4 5,135,363 5.8 9.0 22.

107,000 0.2 △ 71.1 60,000 0.1 △ 43.9 55,008 0.1 △ 8.3 23.

521,686 0.8 192.6 522,825 0.7 0.2 7,433,278 8.4 1,321.8 24.

－ － － － － － － － － 25.

2,877 0.0 47.8 2,154 0.0 △ 25.1 2,874 0.0 33.4 26.

2,921,052 4.3 0.6 3,417,064 4.6 17.0 3,288,010 3.7 △ 3.8 27.

68,608,108 100.0 △ 6.2 74,905,671 100.0 9.2 88,894,154 100.0 18.7

（単位：千円）

区分

５　　年　　度４　　年　　度 ６　　年　　度

－27－

主要<25>



１１．一般会計歳出決算細節別の推移

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％

2,236,772 100.0 △ 10.8 2,205,687 100.0 △ 1.4 2,492,734 100.0

10. 消 耗 品 費 621,580 27.8 △ 10.9 439,890 19.9 △ 29.2 449,033 18.0

20. 燃 料 費 11,972 0.5 △ 20.1 14,816 0.7 23.8 15,382 0.6

30. 食 糧 費 2,214 0.1 △ 69.0 2,861 0.1 29.2 3,255 0.1

40. 印刷製本費 67,511 3.0 △ 17.3 51,453 2.3 △ 23.8 42,715 1.7

50. 光 熱 水 費 688,341 30.8 △ 6.6 755,644 34.3 9.8 1,036,792 41.6

60. 修 繕 料 127,889 5.7 △ 27.8 138,293 6.3 8.1 122,553 4.9

70. 賄 材 料 費 709,492 31.7 △ 9.0 793,539 36.0 11.8 817,899 32.8

80. 医薬材料費 7,695 0.3 △ 33.9 9,115 0.4 18.5 5,037 0.2

90. 飼 料 費 76 0.0 0.0 75 0.0 △ 1.3 69 0.0

357,049 100.0 11.8 350,208 100.0 △ 1.9 331,109 100.0

10. 通信運搬費 235,951 66.1 19.7 218,281 62.3 △ 7.5 211,588 63.9

20. 手 数 料 79,671 22.3 7.7 94,192 26.9 18.2 80,740 24.4

30. 広 告 料 3,249 0.9 3.2 574 0.2 △ 82.3 3,071 0.9

40. 保 管 料 5,800 1.6 △ 52.6 5,799 1.7 △ 0.0 5,341 1.6

50. 保 険 料 27,894 7.8 △ 1.4 27,043 7.7 △ 3.1 26,626 8.0

60. 筆耕翻訳料 4,480 1.3 △ 1.0 4,319 1.2 △ 3.6 3,743 1.1

11．役　務　費

10．需　用　費

区　　　　　分

３　　年　　度 ４　　年　　２　　年　　度

－28－

主要<26>



対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

13.0 2,505,908 100.0 0.5 2,611,628 100.0 4.2

2.1 526,600 21.0 17.3 522,482 20.0 △ 0.8 10. 消 耗 品 費

3.8 18,716 0.7 21.7 18,050 0.7 △ 3.6 20. 燃 料 費

13.8 4,085 0.2 25.5 4,671 0.2 14.3 30. 食 糧 費

△ 17.0 50,010 2.0 17.1 48,273 1.8 △ 3.5 40. 印刷製本費

37.2 851,699 34.0 △ 17.9 917,445 35.1 7.7 50. 光 熱 水 費

△ 11.4 141,341 5.6 15.3 173,638 6.6 22.9 60. 修 繕 料

3.1 901,619 36.0 10.2 914,020 35.0 1.4 70. 賄 材 料 費

△ 44.7 11,769 0.5 133.7 12,949 0.5 10.0 80. 医薬材料費

△ 8.0 69 0.0 0.0 98 0.0 42.0 90. 飼 料 費

△ 5.5 325,253 100.0 △ 1.8 315,385 100.0 △ 3.0

△ 3.1 206,356 63.4 △ 2.5 202,861 64.3 △ 1.7 10. 通信運搬費

△ 14.3 80,342 24.7 △ 0.5 76,595 24.3 △ 4.7 20. 手 数 料

435.0 2,030 0.6 △ 33.9 877 0.3 △ 56.8 30. 広 告 料

△ 7.9 5,220 1.6 △ 2.3 5,032 1.6 △ 3.6 40. 保 管 料

△ 1.5 27,269 8.4 2.4 28,137 8.9 3.2 50. 保 険 料

△ 13.3 4,036 1.2 7.8 1,884 0.6 △ 53.3 60. 筆耕翻訳料

（△印は減）

（単位：千円）

５　　年　　度度

11．役　務　費

６　　年　　度

区　　　　　分

10．需　用　費

－29－

主要<27>



１２．一般会計歳出決算性質別の推移

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％

１. 13,441,699 15.1 15.7 13,250,721 18.1 △ 1.4 13,172,473 19.2

8,522,494 9.6 △ 3.8 8,447,511 11.5 △ 0.9 8,466,377 12.3

２. 13,892,613 15.6 7.6 17,101,649 23.4 23.1 15,733,862 22.9

３. 3,652,946 4.1 0.2 7,419,092 10.1 103.1 3,954,300 5.8

3,652,918 4.1 0.2 7,419,066 10.1 103.1 3,954,288 5.8

28 0.0 2,700.0 26 0.0 △ 7.1 12 0.0

30,987,258 34.8 10.0 37,771,462 51.6 21.9 32,860,635 47.9

４. 18,935,160 21.3 △ 10.5 18,968,712 25.9 0.2 19,580,320 28.5

５. 709,854 0.8 △ 49.0 659,121 0.9 △ 7.1 585,823 0.9

６. 22,310,230 25.1 221.8 4,312,225 5.9 △ 80.7 4,339,053 6.3

72,942,502 82.0 26.5 61,711,520 84.3 △ 15.4 57,365,831 83.6

７. 319,490 0.4 △ 40.3 178,138 0.2 △ 44.2 521,561 0.8

８. 334,480 0.4 皆増 370,324 0.5 10.7 107,000 0.2

９. 1,456,210 1.6 217.2 453,960 0.6 △ 68.8 455,555 0.7

10. 3,657,873 4.1 △ 21.6 3,755,902 5.1 2.7 3,893,451 5.7

11. － － － － － － － －

12. 10,275,959 11.5 △ 9.2 6,701,045 9.2 △ 34.8 6,264,710 9.1

 369,422 0.4 △ 7.5 311,602 0.4 △ 15.7 354,084 0.5

10,008,092 11.2 1.9 6,617,097 9.0 △ 33.9 6,235,437 9.1

（1）補助事業費 1,136,188 1.3 72.5 2,031,624 2.8 78.8 1,824,608 2.7

（2）単独事業費 8,871,904 10.0 △ 3.2 4,585,473 6.3 △ 48.3 4,410,829 6.4

267,867 0.3 △ 82.2 83,948 0.1 △ 68.7 29,273 0.0

－ － － － － － － －

88,986,514 100.0 19.2 73,170,889 100.0 △ 17.8 68,608,108 100.0

内
　
　
　
訳

内
　
訳

繰 出 金

投資及び出資金

積 立 金

合　　　　　計

う ち 人 件 費

前年度繰上充用

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

扶 助 費

経 常 的 経 費 小 計

補 助 費 等

義 務 的 経 費 小 計

内
　
訳

物 件 費

元 利 償 還 金

一時借入金利子

公 債 費

維 持 補 修 費

投 資 的 経 費

貸 付 金

人 件 費

う ち 職 員 給

２　　年　　度 ４　　年　　３　　年　　度

区　　　　　分

－30－

主要<28>



対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構成比

％
対前年度
伸び率％

△ 0.6 13,279,541 17.7 0.8 14,218,427 16.0 7.1 １.

△ 0.2 8,506,013 11.4 0.5 8,683,516 9.8 2.1

△ 8.0 17,031,626 22.7 8.2 18,503,412 20.8 8.6 ２.

△ 46.7 4,039,567 5.4 2.2 4,356,343 4.9 7.8 ３.

△ 46.7 4,039,556 5.4 2.2 4,356,323 4.9 7.8

△ 53.8 11 0.0 △ 8.3 20 0.0 81.8

△ 13.0 34,350,734 45.9 4.5 37,078,182 41.7 7.9

3.2 19,969,980 26.7 2.0 20,554,900 23.1 2.9 ４.

△ 11.1 407,566 0.5 △ 30.4 618,065 0.7 51.6 ５.

0.6 4,521,016 6.0 4.2 4,576,363 5.1 1.2 ６.

△ 7.0 59,249,296 79.1 3.3 62,827,510 70.7 6.0

192.8 522,501 0.7 0.2 7,432,536 8.4 1,322.5 ７.

△ 71.1 60,000 0.1 △ 43.9 55,008 0.1 △ 8.3 ８.

0.4 455,400 0.6 △ 0.0 453,600 0.5 △ 0.4 ９.

3.7 4,426,537 5.9 13.7 4,381,583 4.9 △ 1.0 10.

－ － － － － － － 11.

△ 6.5 10,191,937 13.6 62.7 13,743,917 15.5 34.9 12.

13.6 423,152 0.6 19.5 468,277 0.5 10.7

△ 5.8 10,191,168 13.6 63.4 13,743,917 15.5 34.9

△ 10.2 4,566,802 6.1 150.3 4,741,479 5.3 3.8

△ 3.8 5,624,366 7.5 27.5 9,002,438 10.1 60.1

△ 65.1 769 0.0 △ 97.4 － － 皆減

－ － － － － － －

△ 6.2 74,905,671 100.0 9.2 88,894,154 100.0 18.7

公 債 費

貸 付 金

内
　
訳

普 通 建 設 事 業 費

内
　
　
　
訳災 害 復 旧 事 業 費

内
　
訳一 時 借 入 金 利 子

経 常 的 経 費 小 計

義 務 的 経 費 小 計

物 件 費

投 資 的 経 費

失 業 対 策 事 業 費

合　　　　　計

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

（2）単独事業費

（△印は減）

（単位：千円）

扶 助 費

人 件 費

区　　　　　分

（1）補助事業費

う ち 人 件 費

元 利 償 還 金

補 助 費 等

前 年 度 繰 上 充 用

５　　年　　度

う ち 職 員 給

度 ６　　年　　度

維 持 補 修 費

－31－
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５. 国 民 健 康 保 険 税 3,043,970 3,062,523 18,553 25.6

10. 使 用 料 及 び 手 数 料 40 29 △ 11 0.0

15. 国 庫 支 出 金 28,000 27,403 △ 597 0.2

25. 県 支 出 金 8,013,850 7,420,702 △ 593,148 62.1

35. 財 産 収 入 10 2 △ 8 0.0

40. 繰 入 金 1,348,670 1,348,297 △ 373 11.3

45. 繰 越 金 61,530 61,532 2 0.5

50. 諸 収 入 31,760 34,868 3,108 0.3

12,527,830 11,955,356 △ 572,474 100.0

５. 使 用 料 及 び 手 数 料 221,980 214,242 △ 7,738 61.5

７. 財 産 収 入 290 586 296 0.2

10. 繰 入 金 119,980 117,251 △ 2,729 33.6

15. 繰 越 金 4,340 4,347 7 1.2

20. 諸 収 入 12,390 12,203 △ 187 3.5

358,980 348,629 △ 10,351 100.0

決算総額に対する
構 成 割 合 ( ％ )

１３．令和６年度各特別会計決算総括表

予 算 現 額 と
決算額との比較

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入会
計
名 款 予 算 現 額 決 算 額

歳　 入　 合 　計

特

別

会

計

墓

地

公

園

事

業 歳 　入 　合 　計

国

民

健

康

保

険

特

別

会

計

－32－

主要<30>



（△印は減）

（単位：千円）

５. 総 務 費 277,610 265,753 11,857 2.2

10. 保 険 給 付 費 7,911,470 7,323,179 588,291 61.5

18.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

4,186,780 4,186,779 1 35.1

26. 保 健 事 業 費 119,830 115,718 4,112 1.0

30. 基 金 積 立 金 20 12 8 0.0

35. 公 債 費 10 － 10 －

40. 諸 支 出 金 24,033 23,952 81 0.2

45. 予 備 費 8,077 － 8,077 －

12,527,830 11,915,393 612,437 100.0

５. 総 務 費 168,646 165,532 3,114 49.0

10. 墓 地 公 園 事 業 費 190,200 172,422 17,778 51.0

20. 予 備 費 134 － 134 －

358,980 337,954 21,026 100.0

予 算 現 額 決 算 額款

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　出

決算総額に対する
構 成 割 合 ( ％ )

予 算 現 額 と
決算額との比較

歳 　出　 合 　計

歳 　出　 合 　計

－33－
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５. 介 護 保 険 料 2,124,440 2,149,241 24,801 26.2

15. 国 庫 支 出 金 1,447,060 1,441,969 △ 5,091 17.6

20. 県 支 出 金 1,120,140 1,105,509 △ 14,631 13.5

25. 支 払 基 金 交 付 金 2,103,220 2,098,110 △ 5,110 25.6

27. 財 産 収 入 570 564 △ 6 0.0

30. 繰 入 金 1,326,010 1,325,980 △ 30 16.2

35. 繰 越 金 74,810 74,818 8 0.9

45. 諸 収 入 12,020 11,373 △ 647 0.1

8,208,270 8,207,564 △ 706 100.0

５. サ ー ビ ス 収 入 724,970 796,073 71,103 64.4

10. 繰 入 金 297,500 297,500 － 24.1

15. 繰 越 金 142,560 142,570 10 11.5

20. 諸 収 入 10 23 13 0.0

1,165,040 1,236,166 71,126 100.0

５. 後期高齢者医療保険料 2,087,880 2,090,261 2,381 88.5

10. 使 用 料 及 び 手 数 料 10 5 △ 5 0.0

15. 繰 入 金 257,090 257,081 △ 9 10.9

20. 繰 越 金 8,490 8,492 2 0.4

25. 諸 収 入 6,230 6,630 400 0.3

2,359,700 2,362,469 2,769 100.0

会
計
名

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入

歳 　入　 合 　計

特

別

会

計

後

期

高

齢

者

医

療

（

保

険

事

業

勘

定

）

介

護

保

険

特

別

会

計 歳 　入　 合　 計

（
介
護
サ
ー

ビ
ス
事
業
勘
定

）

介

護

保

険

特

別

会

計
歳 　入 　合 　計

款 予 算 現 額
予 算 現 額 と
決算額との比較

決算総額に対する
構 成 割 合 ( ％ )

決 算 額

－34－
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（△印は減）

（単位：千円）

５. 総 務 費 250,960 244,248 6,712 3.0

10. 保 険 給 付 費 7,424,480 7,391,288 33,192 90.7

20. 地 域 支 援 事 業 費 375,290 362,251 13,039 4.4

25. 基 金 積 立 金 93,950 93,944 6 1.2

35. 諸 支 出 金 61,590 57,232 4,358 0.7

40. 予 備 費 2,000 － 2,000 －

8,208,270 8,148,963 59,307 100.0

５. 総 務 費 26,490 25,933 557 2.3

10. 事 業 費 1,053,830 1,008,483 45,347 90.2

15. 公 債 費 83,720 83,718 2 7.5

20. 予 備 費 1,000 － 1,000 －

1,165,040 1,118,134 46,906 100.0

５. 総 務 費 56,130 53,854 2,276 2.3

10.
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

2,299,250 2,293,701 5,549 97.6

15. 諸 支 出 金 3,320 2,975 345 0.1

20. 予 備 費 1,000 － 1,000 －

2,359,700 2,350,530 9,170 100.0

予 算 現 額

歳 　出 　合 　計

歳 　出 　合 　計

歳 　出　 合 　計

決算総額に対する
構 成 割 合 ( ％ )

款

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　出

予 算 現 額 と
決算額との比較

決 算 額

－35－
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１４．国民健康保険特別会計決算の推移

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％

５. 国 民 健 康 保 険 税 2,926,367 25.4 △ 2.8 2,852,097 23.8 △ 2.5 2,978,940 24.7

10. 使用料及び手数料 72 0.0 63.6 41 0.0 △ 43.1 34 0.0

15. 国 庫 支 出 金 37,925 0.3 3,730.8 15,654 0.1 △ 58.7 － －

25. 県 支 出 金 7,285,975 63.3 △ 3.8 7,754,899 64.6 6.4 7,803,509 64.8

35. 財 産 収 入 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

40. 繰 入 金 1,136,379 9.9 8.2 1,290,428 10.7 13.6 1,173,356 9.7

45. 繰 越 金 86,930 0.8 739.9 65,688 0.5 △ 24.4 47,408 0.4

50. 諸 収 入 38,647 0.3 △ 42.7 29,401 0.2 △ 23.9 33,084 0.3

11,512,295 100.0 △ 1.7 12,008,208 100.0 4.3 12,036,331 100.0

５. 総 務 費 231,430 2.0 1.4 220,980 1.8 △ 4.5 211,118 1.8

10. 保 険 給 付 費 7,181,813 62.7 △ 3.1 7,645,631 63.9 6.5 7,712,152 64.4

18.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

3,918,441 34.2 1.5 3,966,007 33.2 1.2 3,920,743 32.8

20. 共 同 事 業 拠 出 金 2 0.0 0.0 0 0.0 △ 100.0 0 0.0

26. 保 健 事 業 費 92,103 0.8 △ 12.5 104,554 0.9 13.5 105,449 0.9

30. 基 金 積 立 金 50 0.0 0.0 10 0.0 △ 80.0 10 0.0

40. 諸 支 出 金 22,768 0.2 4.6 23,618 0.2 3.7 21,036 0.2

11,446,607 100.0 △ 1.6 11,960,800 100.0 4.5 11,970,508 100.0

３　　年　　度２　　年　　度 ４　　年　　

歳

　
　
　
　
　
　
　
出

区　　　　　分

合　　　　計

合　　　　計

歳

　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

－36－
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対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

4.4 2,900,713 23.8 △ 2.6 3,062,523 25.6 5.6 ５. 国 民 健 康 保 険 税

△ 17.1 42 0.0 23.5 29 0.0 △ 31.0 10. 使用料及び手数料

皆減 － － － 27,403 0.2 皆増 15. 国 庫 支 出 金

0.6 7,714,052 63.3 △ 1.1 7,420,702 62.1 △ 3.8 25. 県 支 出 金

0.0 0 0.0 0.0 2 0.0 2,896.5 35. 財 産 収 入

△ 9.1 1,476,128 12.1 25.8 1,348,297 11.3 △ 8.7 40. 繰 入 金

△ 27.8 65,823 0.5 38.8 61,532 0.5 △ 6.5 45. 繰 越 金

12.5 27,584 0.2 △ 16.6 34,868 0.3 26.4 50. 諸 収 入

0.2 12,184,342 100.0 1.2 11,955,356 100.0 △ 1.9

△ 4.5 219,573 1.8 4.0 265,753 2.2 21.0 ５. 総 務 費

0.9 7,607,307 62.8 △ 1.4 7,323,179 61.5 △ 3.7 10. 保 険 給 付 費

△ 1.1 4,156,748 34.3 6.0 4,186,779 35.1 0.7 18.
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

0.0 0 0.0 0.0 － － 皆減 20. 共 同 事 業 拠 出 金

0.9 118,797 1.0 12.7 115,718 1.0 △ 2.6 26. 保 健 事 業 費

0.0 10 0.0 0.0 12 0.0 20.0 30. 基 金 積 立 金

△ 10.9 20,375 0.2 △ 3.1 23,952 0.2 17.6 40. 諸 支 出 金

0.1 12,122,810 100.0 1.3 11,915,393 100.0 △ 1.7

歳

　
　
　
　
　
　
　
出

合　　　　計

合　　　　計

歳

　
　
　
　
　
　
　
　
　
入

度

（△印は減）

（単位：千円）

区　　　　　分
５　　年　　度 ６　　年　　度

－37－

主要(35)



１５．墓地公園事業特別会計決算の推移

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％

５. 使用料及び手数料 189,820 42.8 △ 11.6 286,608 97.6 51.0 247,479 74.7

７. 財 産 収 入 601 0.1 16.5 142 0.0 △ 76.4 23 0.0

10. 繰 入 金 240,478 54.2 10.1 － － 皆減 11,892 3.6

15. 繰 越 金 12,578 2.8 25.6 6,592 2.2 △ 47.6 69,250 20.9

20. 諸 収 入 230 0.1 △ 8.0 264 0.1 14.8 2,475 0.7

443,707 100.0 △ 10.5 293,606 100.0 △ 33.8 331,119 100.0

５. 総 務 費 166,341 38.1 △ 0.9 158,136 70.5 △ 4.9 145,085 43.9

10. 墓 地 公 園 事 業 費 233,078 53.3 △ 17.6 28,623 12.8 △ 87.7 148,165 44.8

15. 公 債 費 37,695 8.6 16.1 37,597 16.8 △ 0.3 37,488 11.3

437,114 100.0 △ 9.5 224,356 100.0 △ 48.7 330,738 100.0

１６．介護保険特別会計決算の推移

    （１）保険事業勘定

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％

５. 介 護 保 険 料 1,922,883 26.5 0.6 1,950,404 26.1 1.4 1,980,945 25.6

15. 国 庫 支 出 金 1,329,373 18.3 4.5 1,345,070 18.0 1.2 1,402,758 18.2

20. 県 支 出 金 962,608 13.2 0.4 1,015,036 13.6 5.4 1,027,907 13.3

25. 支 払 基 金 交 付 金 1,747,022 24.0 2.5 1,789,447 23.9 2.4 1,827,733 23.7

27. 財 産 収 入 209 0.0 △ 37.0 186 0.0 △ 11.0 210 0.0

30. 繰 入 金 1,164,770 16.0 1.3 1,241,550 16.6 6.6 1,261,783 16.3

35. 繰 越 金 136,750 1.9 △ 41.7 132,218 1.8 △ 3.3 217,954 2.8

45. 諸 収 入 2,478 0.0 691.7 431 0.0 △ 82.6 5,875 0.1

7,266,093 100.0 0.4 7,474,342 100.0 2.9 7,725,165 100.0

５. 総 務 費 216,236 3.0 △ 0.9 216,359 3.0 0.1 210,597 2.8

10. 保 険 給 付 費 6,141,192 86.1 1.9 6,359,214 87.6 3.6 6,530,501 86.4

20. 地 域 支 援 事 業 費 458,319 6.4 △ 5.9 503,092 6.9 9.8 564,074 7.5

25. 基 金 積 立 金 235,009 3.3 △ 25.5 85,526 1.2 △ 63.6 179,590 2.4

35. 諸 支 出 金 83,119 1.2 71.7 92,197 1.3 10.9 74,240 1.0

7,133,875 100.0 0.5 7,256,388 100.0 1.7 7,559,002 100.0

歳
　
　
　
出

合　　　　計

３　　年　　度 ４　　年　　

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

合　　　　計

２　　年　　度

歳
 

出

区　　　　　分

合　　　　計

合　　　　計

２　　年　　度 ３　　年　　度
区　　　　　分

歳
　
　
　
　
　
入

４　　年　　
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対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

△ 13.7 213,149 32.1 △ 13.9 214,242 61.5 0.5 ５. 使用料及び手数料

△ 83.8 265 0.0 1,052.2 586 0.2 121.1 ７. 財 産 収 入

皆増 448,736 67.5 3,673.4 117,251 33.6 △ 73.9 10. 繰 入 金

950.5 381 0.1 △ 99.4 4,347 1.2 1,040.9 15. 繰 越 金

837.5 1,865 0.3 △ 24.6 12,203 3.5 554.3 20. 諸 収 入

12.8 664,396 100.0 100.7 348,629 100.0 △ 47.5

△ 8.3 147,747 22.4 1.8 165,532 49.0 12.0 ５. 総 務 費

417.6 261,708 39.6 76.6 172,422 51.0 △ 34.1 10. 墓 地 公 園 事 業 費

△ 0.3 250,594 38.0 568.5 － － 皆減 15. 公 債 費

47.4 660,049 100.0 99.6 337,954 100.0 △ 48.8

対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

1.6 2,010,369 25.2 1.5 2,149,241 26.2 6.9 ５. 介 護 保 険 料

4.3 1,418,158 17.7 1.1 1,441,969 17.6 1.7 15. 国 庫 支 出 金

1.3 1,082,677 13.5 5.3 1,105,509 13.5 2.1 20. 県 支 出 金

2.1 1,963,563 24.6 7.4 2,098,110 25.6 6.9 25. 支 払 基 金 交 付 金

12.9 207 0.0 △ 1.4 564 0.0 172.5 27. 財 産 収 入

1.6 1,344,210 16.8 6.5 1,325,980 16.2 △ 1.4 30. 繰 入 金

64.8 166,163 2.1 △ 23.8 74,818 0.9 △ 55.0 35. 繰 越 金

1,263.1 8,055 0.1 37.1 11,373 0.1 41.2 45. 諸 収 入

3.4 7,993,402 100.0 3.5 8,207,564 100.0 2.7

△ 2.7 234,166 3.0 11.2 244,248 3.0 4.3 ５. 総 務 費

2.7 6,980,506 88.2 6.9 7,391,288 90.7 5.9 10. 保 険 給 付 費

12.1 593,925 7.5 5.3 362,251 4.4 △ 39.0 20. 地 域 支 援 事 業 費

110.0 29,479 0.4 △ 83.6 93,944 1.2 218.7 25. 基 金 積 立 金

△ 19.5 80,508 1.0 8.4 57,232 0.7 △ 28.9 35. 諸 支 出 金

4.2 7,918,584 100.0 4.8 8,148,963 100.0 2.9

歳
　
　
　
出

合　　　　計

度 ５　　年　　度

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

合　　　　計

（△印は減）

（単位：千円）

区　　　　　分
６　　年　　度

歳
 

出

合　　　　計

歳
　
　
　
　
　
入

合　　　　計

（単位：千円）

（△印は減）

区　　　　　分
５　　年　　度 ６　　年　　度度
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    （２）介護サービス事業勘定

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％

５. サ ー ビ ス 収 入 780,542 48.7 △ 1.9 745,812 66.8 △ 4.4 792,378 70.8

７. 県 支 出 金 － － － 110 0.0 皆増 － －

10. 繰 入 金 189,600 11.8 △ 24.6 176,510 15.8 △ 6.9 267,260 23.9

15. 繰 越 金 92,572 5.8 8.5 97,813 8.8 5.7 60,300 5.4

20. 諸 収 入 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

25. 市 債 539,200 33.7 213.5 96,700 8.7 △ 82.1 － －

1,601,914 100.0 22.8 1,116,945 100.0 △ 30.3 1,119,938 100.0

５. 総 務 費 583,602 38.8 164.3 118,365 11.2 △ 79.7 39,080 3.8

10. 事 業 費 911,769 60.6 0.8 928,469 87.9 1.8 960,312 94.2

15. 公 債 費 8,730 0.6 △ 89.9 9,811 0.9 12.4 19,639 1.9

1,504,101 100.0 24.1 1,056,645 100.0 △ 29.7 1,019,031 100.0

１７．後期高齢者医療特別会計決算の推移

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％

５.
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

1,497,033 87.1 10.7 1,550,245 88.1 3.6 1,706,838 88.1

10. 使用料及び手数料 4 0.0 △ 20.0 7 0.0 75.0 3 0.0

15. 繰 入 金 206,493 12.0 0.8 196,279 11.1 △ 4.9 215,023 11.1

20. 繰 越 金 11,242 0.7 4.4 9,305 0.5 △ 17.2 10,397 0.5

25. 諸 収 入 4,239 0.2 △ 11.8 4,602 0.3 8.6 5,392 0.3

1,719,011 100.0 9.3 1,760,438 100.0 2.4 1,937,653 100.0

５. 総 務 費 59,025 3.5 △ 20.2 44,445 2.5 △ 24.7 50,118 2.6

10.
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

1,648,193 96.4 11.0 1,702,846 97.3 3.3 1,876,729 97.2

15. 諸 支 出 金 2,488 0.1 △ 25.7 2,751 0.2 10.6 3,146 0.2

1,709,706 100.0 9.5 1,750,042 100.0 2.4 1,929,993 100.0

歳
　
　
出

区　　　　　分

合　　　　計

歳
　
　
　
　
入

区　　　　　分

合　　　　計

３　　年　　度２　　年　　度 ４　　年　　

歳

出

合　　　　計

３　　年　　度２　　年　　度

歳
　
　
　
　
入

合　　　　計

４　　年　　
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対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

6.2 792,600 67.4 0.0 796,073 64.4 0.4 ５. サ ー ビ ス 収 入

皆減 － － － － － － ７. 県 支 出 金

51.4 281,610 24.0 5.4 297,500 24.1 5.6 10. 繰 入 金

△ 38.4 100,907 8.6 67.3 142,570 11.5 41.3 15. 繰 越 金

0.0 0 0.0 0.0 23 0.0 13,888.5 20. 諸 収 入

皆減 － － － － － － 25. 市 債

0.3 1,175,117 100.0 4.9 1,236,166 100.0 5.2

△ 67.0 27,543 2.7 △ 29.5 25,933 2.3 △ 5.8 ５. 総 務 費

3.4 973,665 94.3 1.4 1,008,483 90.2 3.6 10. 事 業 費

100.2 31,339 3.0 59.6 83,718 7.5 167.1 15. 公 債 費

△ 3.6 1,032,547 100.0 1.3 1,118,134 100.0 8.3

対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

決 算 額
構成比

％
対 前 年 度
伸 び 率 ％

10.1 1,815,472 88.2 6.4 2,090,261 88.5 15.1 ５.
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

△ 57.1 2 0.0 △ 33.3 5 0.0 150.0 10. 使用料及び手数料

9.5 229,712 11.2 6.8 257,081 10.9 11.9 15. 繰 入 金

11.7 7,660 0.4 △ 26.3 8,492 0.4 10.9 20. 繰 越 金

17.2 5,702 0.3 5.7 6,630 0.3 16.3 25. 諸 収 入

10.1 2,058,548 100.0 6.2 2,362,469 100.0 14.8

12.8 47,493 2.3 △ 5.2 53,854 2.3 13.4 ５. 総 務 費

10.2 1,999,621 97.5 6.5 2,293,701 97.6 14.7 10.
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

14.4 2,942 0.1 △ 6.5 2,975 0.1 1.1 15. 諸 支 出 金

10.3 2,050,056 100.0 6.2 2,350,530 100.0 14.7

歳
　
　
　
　
入

５　　年　　度

（△印は減）

合　　　　計

度

（単位：千円）

歳

出

合　　　　計

合　　　　計

６　　年　　度度
区　　　　　分

（△印は減）

歳
　
　
　
　
入

５　　年　　度

歳
　
　
出

区　　　　　分

（単位：千円）

６　　年　　度

合　　　　計
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１８．普通会計財政指数の推移

区　　　　　分 ２　　年　　度 ３　　年　　度

歳 入 総 額 Ａ 92,203,103 75,669,641

歳 出 総 額 Ｂ 89,216,515 73,335,776

差 引 （ Ａ － Ｂ ） Ｃ 2,986,588 2,333,865

翌年度へ繰り越すべき財源Ｄ 1,045,572 697,974

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） 1,941,016 1,635,891

単 年 度 収 支 587,563 △ 305,125

実 質 単 年 度 収 支 △ 712,657 △ 293,346

基 準 財 政 需 要 額 23,470,582 25,054,009

基 準 財 政 収 入 額 35,745,536 33,677,342

標 準 財 政 規 模 47,033,749 44,163,945

財 政 力 指 数 1.526 1.467

実 質 収 支 比 率 （ ％ ） 4.1 3.7

経 常 収 支 比 率 （ ％ ） 89.6 89.9

１９．財政健全化指標の推移

区　　　　　分 ２　　年　　度 ３　　年　　度

実 質 赤 字 比 率 （ ％ ） － －

連 結 実 質 赤 字 比 率 （ ％ ） － －

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ） 7.8 8.2

将 来 負 担 比 率 （ ％ ） 38.5 37.1

－42－
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（△印は減）

（単位：千円）

４　　年　　度 ５　　年　　度 ６　　年　　度

71,262,346 78,506,518 92,851,391

68,870,969 75,409,911 89,070,237

2,391,377 3,096,607 3,781,154

858,915 1,373,198 1,406,548

1,532,462 1,723,409 2,374,606

△ 103,429 190,947 651,197

△ 526,688 △ 180,212 8,061,772

24,080,013 24,089,822 24,917,342

34,410,433 35,576,492 38,085,773

45,083,171 46,694,728 50,103,435

1.432 1.417 1.478

3.4 3.7 4.7

89.3 86.7 74.5

４　　年　　度 ５　　年　　度 ６　　年　　度

－ － －

－ － －

7.5 7.4 7.0

29.8 28.5 15.2
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２０．普通会計歳入決算自主財源と依存財源の推移

決 算 額
構 成 比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構 成 比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構 成 比

％

市 税 36,669,247 39.8 △ 14.0 42,818,319 56.6 16.8 40,626,667 57.0

分 担 金 及 び 負 担 金 403,953 0.4 31.3 471,942 0.6 16.8 483,034 0.7

使 用 料 及 び 手 数 料 1,718,209 1.9 △ 23.0 1,944,783 2.6 13.2 2,121,052 3.0

財 産 収 入 363,309 0.4 △ 4.6 221,548 0.3 △ 39.0 281,169 0.4

寄 附 金 43,534 0.0 0.3 276,022 0.4 534.0 603,564 0.8

繰 入 金 1,512,227 1.6 △ 80.6 129,511 0.2 △ 91.4 556,024 0.8

繰 越 金 1,500,174 1.6 △ 0.1 2,016,588 2.7 34.4 1,543,865 2.2

諸 収 入 2,444,062 2.7 33.5 1,754,146 2.3 △ 28.2 1,897,268 2.7

小　　　　　計 44,654,715 48.4 △ 21.3 49,632,859 65.6 11.1 48,112,643 67.5

地 方 譲 与 税 283,633 0.3 1.2 281,795 0.4 △ 0.6 298,731 0.4

利 子 割 交 付 金 32,932 0.0 7.9 27,831 0.0 △ 15.5 26,634 0.0

配 当 割 交 付 金 197,246 0.2 △ 7.0 288,258 0.4 46.1 269,101 0.4

株式等譲渡所得割交付金 240,252 0.3 72.8 364,277 0.5 51.6 215,068 0.3

法 人 事 業 税 交 付 金 492,901 0.5 皆増 689,998 0.9 40.0 559,915 0.8

地 方 消 費 税 交 付 金 3,930,678 4.3 18.7 4,295,873 5.7 9.3 4,591,095 6.4

自 動 車 取 得 税 交 付 金 8 0.0 △ 100.0 0 0.0 △ 100.0 993 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 34,454 0 103.2 35,404 0.0 2.8 44,863 0.1

地 方 特 例 交 付 金 124,187 0.1 △ 78.1 267,255 0.4 115.2 127,624 0.2

地 方 交 付 税 44,714 0.0 55.1 45,256 0.1 1.2 39,046 0.1

交通安全対策特別交付金 17,812 0.0 10.3 16,488 0.0 △ 7.4 14,443 0.0

国 庫 支 出 金 27,260,931 29.6 248.3 13,555,224 17.9 △ 50.3 11,614,763 16.3

県 支 出 金 3,469,640 3.8 15.7 3,403,023 4.5 △ 1.9 3,555,527 5.0

市 債 11,419,000 12.4 135.7 2,766,100 3.7 △ 75.8 1,791,900 2.5

小　　　　　計 47,548,388 51.6 133.9 26,036,782 34.4 △ 45.2 23,149,703 32.5

合　　　　　　計 92,203,103 100.0 19.7 75,669,641 100.0 △ 17.9 71,262,346 100.0

４　　年　　３　　年　　度

依

存

財

源

区　　　　　分

自

主

財

源

２　　年　　度
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対前年度
伸び率％

決 算 額
構 成 比

％
対前年度
伸び率％

決 算 額
構 成 比

％
対前年度
伸び率％

△ 5.1 43,022,054 54.8 5.9 53,298,800 57.4 23.9 市 税

2.4 457,846 0.6 △ 5.2 411,906 0.4 △ 10.0 分 担 金 及 び 負 担 金

9.1 2,100,491 2.7 △ 1.0 2,152,088 2.3 2.5 使 用 料 及 び 手 数 料

26.9 326,880 0.4 16.3 463,442 0.5 41.8 財 産 収 入

118.7 1,216,844 1.5 101.6 1,350,645 1.5 11.0 寄 附 金

329.3 1,055,682 1.3 89.9 663,292 0.7 △ 37.2 繰 入 金

△ 23.4 1,621,377 2.1 5.0 2,236,607 2.4 37.9 繰 越 金

8.2 1,558,072 2.0 △ 17.9 1,543,578 1.7 △ 0.9 諸 収 入

△ 3.1 51,359,246 65.4 6.7 62,120,358 66.9 21.0 小　　　　　計

6.0 301,953 0.4 1.1 288,724 0.3 △ 4.4 地 方 譲 与 税

△ 4.3 21,550 0.0 △ 19.1 24,493 0.0 13.7 利 子 割 交 付 金

△ 6.6 305,526 0.4 13.5 412,921 0.4 35.2 配 当 割 交 付 金

△ 41.0 365,792 0.5 70.1 619,316 0.7 69.3 株式等譲渡所得割交付金

△ 18.9 465,684 0.6 △ 16.8 514,716 0.6 10.5 法 人 事 業 税 交 付 金

6.9 4,495,789 5.7 △ 2.1 4,646,691 5.0 3.4 地 方 消 費 税 交 付 金

3,377,608.4 3,464 0.0 248.8 － － 皆減 自 動 車 取 得 税 交 付 金

26.7 49,306 0.1 9.9 55,767 0.1 13.1 環 境 性 能 割 交 付 金

△ 52.2 121,643 0.2 △ 4.7 958,685 1.0 688.1 地 方 特 例 交 付 金

△ 13.7 140,698 0.2 260.3 46,475 0.1 △ 67.0 地 方 交 付 税

△ 12.4 13,499 0.0 △ 6.5 12,695 0.0 △ 6.0 交通安全対策特別交付金

△ 14.3 13,119,901 16.7 13.0 13,462,637 14.5 2.6 国 庫 支 出 金

4.5 4,025,367 5.1 13.2 4,440,713 4.8 10.3 県 支 出 金

△ 35.2 3,717,100 4.7 107.4 5,247,200 5.7 41.2 市 債

△ 11.1 27,147,272 34.6 17.3 30,731,033 33.1 13.2 小　　　　　計

△ 5.8 78,506,518 100.0 10.2 92,851,391 100.0 18.3 合　　　　　　計

（△印は減）

（単位：千円）

度 ６　　年　　度

依

存

財

源

５　　年　　度

自

主

財

源

区　　　　　分
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２１．普通会計歳入決算一般財源と特定財源の推移

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

５. 36,669,247 － 42,818,319 －

10. 283,633 － 281,795 －

15. 32,932 － 27,831 －

16. 197,246 － 288,258 －

17. 240,252 － 364,277 －

18. 492,901 － 689,998 －

19. 3,930,678 － 4,295,873 －

25. 8 － 0 －

27. 34,454 － 35,404 －

29. 124,187 － 267,255 －

30. 44,714 － 45,256 －

35. 17,812 － 16,488 －

40. － 403,953 － 471,942

45. 163,464 1,554,745 232,119 1,712,664

50. 948,832 26,312,099 373,324 13,181,900

55. － 3,469,640 418 3,402,605

60. 346,602 16,707 190,700 30,848

65. 40,532 3,002 271,317 4,705

70. 1,304,755 207,472 － 129,511

75. 770,461 729,713 1,127,682 888,906

80. 209,496 2,234,566 274,247 1,479,899

85. 4,693,700 6,725,300 － 2,766,100

50,545,906 41,657,197 51,600,561 24,069,080

(％) 54.8 45.2 68.2 31.8

(％) △ 6.2 79.6 2.1 △ 42.2

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

対 前 年 度 伸 び 率

歳 入 構 成 比

市 債

諸 収 入

自 動 車 取 得 税 交 付 金

合　　　　計

寄 附 金

繰 越 金

繰 入 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

法 人 事 業 税 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

３　　年　　度
区　　　　　分

２　　年　　度
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一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

40,626,667 － 43,022,054 － 53,298,800 － ５.

298,731 － 301,953 － 288,724 － 10.

26,634 － 21,550 － 24,493 － 15.

269,101 － 305,526 － 412,921 － 16.

215,068 － 365,792 － 619,316 － 17.

559,915 － 465,684 － 514,716 － 18.

4,591,095 － 4,495,789 － 4,646,691 － 19.

993 － 3,464 － － － 25.

44,863 － 49,306 － 55,767 － 27.

127,624 － 121,643 － 958,685 － 29.

39,046 － 140,698 － 46,475 － 30.

14,443 － 13,499 － 12,695 － 35.

1,706 481,328 － 457,846 － 411,906 40.

168,813 1,952,239 171,170 1,929,321 206,857 1,945,231 45.

539,709 11,075,054 1,761,890 11,358,011 1,655,054 11,807,583 50.

－ 3,555,527 － 4,025,367 14,861 4,425,852 55.

229,063 52,106 245,560 81,320 313,843 149,599 60.

571,622 31,942 1,208,782 8,062 1,343,704 6,941 65.

424,883 131,141 605,978 449,704 － 663,292 70.

935,218 608,647 851,120 770,257 879,962 1,356,645 75.

342,118 1,555,150 139,655 1,418,417 173,900 1,369,678 80.

－ 1,791,900 － 3,717,100 － 5,247,200 85.

50,026,319 21,235,034 54,291,113 24,215,405 65,467,464 27,383,927

70.2 29.8 69.2 30.8 70.5 29.5 (％)

△ 3.0 △ 11.8 8.5 14.0 20.6 13.1 (％)

法 人 事 業 税 交 付 金

６　　年　　度

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

使 用 料 及 び 手 数 料

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

対 前 年 度 伸 び 率

寄 附 金

財 産 収 入

歳 入 構 成 比

合　　　　計

市 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

市 税

区　　　　　分
４　　年　　度 ５　　年　　度

（単位：千円）

（△印は減）
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 ２２．令和６年度決算主要施策等成果表（一般会計） 議会事務局

所
管

・

・

※（　）は本会議日数

※委員数は、令和６年度末時点

.

会議の種類

議会及び委員会を次のとおり開催し、市長から提出された政策などについての審議がなされ
ました。

内容

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ75
当初予算

決算

議員報酬等経費

予算現額

7 2 0

市長提出

23日（５日）

議員提出 請願 陳情

22日（５日）

232,615千円

定例会 25日（３日） 35

11

市議会議員に対する報酬、期末手当、共済負担金です。

会　期
付　議　事　件

1

定例会

議

会

事

務

局

231,286千円

【議会開催状況】

招 集 日

令和６年11月29日 定例会

0

20人 5日

232,614千円

7日

0

【常任委員会・議会運営委員会・特別委員会開催状況】

令和７年１月28日

7日

都市経済常任委員会

7人

委員数

21日（６日）

3

0 0

令和６年６月５日 定例会 12 3

令和６年９月６日

24

政治倫理等調査検討特別委員会小委員会 10人 1日

委員会名

総務常任委員会

教育民生常任委員会

議会運営委員会 8人 9日

7人

132,840千円

99,774千円

１．議員２１名分報酬

２．議員期末手当等経費

政治倫理等調査検討特別委員会

7人 7日

開催日数

0

1

*表中の予算現額は、当初予算の補正や流用等をした後の額です。
 決算額は千円未満切り捨てです。

－48－－48－
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総務部

所
管

・

・

「浦安市褒賞規程 」に基づき、市の公益
のために私財を寄附し、又は奇特の行為の
あった方に対し、感謝状を贈呈

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ75
当初予算

決算 1,335千円予算現額 1,385千円

浦安市表彰規則及び浦安市褒賞規程等に基づき、市の発展、公共の福祉の増進及び文化の振
興等に寄与された方々の功績をたたえ表彰しました。

令和６年度の表彰内容は次のとおりです。

総

務

課

1,324千円
表彰経費

内容

成果

浦安市特別表彰 ４名
文化芸術、学術研究、スポーツ等の分野に
おいて優秀な成績を収めた者又は団体に対
し、表彰

表彰名等 人数 内容

市民功労者表彰式 ９名
「浦安市表彰規則」に基づき、本市の発
展、公共の福祉の増進及び文化の振興等に
寄与された方々を表彰

感謝状贈呈式 19名

－49－－49－
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管

・

・

注：

245件 39人

145件 60人

0件
自 己 情 報 開 示 0件 0件 0件 0件

請求１件に対し２件以上の決定となる場合があるため、(1)の表の請求件数とこの表の
処理件数は一致しません。

合 計
175件 69件

自 己 情 報 開 示 38件 9件 20件
公 文 書 開 示 470件

5件 4件
47件

計 508件 188件 195件 52件 73件

179件
0件

議 会
公 文 書 開 示 4件 2件 2件 0件

0件
自 己 情 報 開 示 0件 0件 0件 0件 0件

固 定 資 産 評 価
審 査 委 員 会

公 文 書 開 示 0件 0件 0件 0件

0件
自 己 情 報 開 示 0件 0件 0件 0件 0件

監 査 委 員
公 文 書 開 示 0件 0件 0件 0件

0件
自 己 情 報 開 示 0件 0件 0件 0件 0件

選 挙 管 理
委 員 会

公 文 書 開 示 0件 0件 0件 0件

18件
自 己 情 報 開 示 4件 2件 2件 0件 0件

教 育 委 員 会
公 文 書 開 示 74件 32件 22件 2件

5件
自 己 情 報 開 示 3件 0件 1件 0件 2件

消 防 長
公 文 書 開 示 24件 5件 14件 0件

46件
自 己 情 報 開 示 31件 7件 17件 5件 2件

市 長
公 文 書 開 示 368件 140件 137件 45件

実 施 機 関
処理
件数

決　　　定　　　内　　　容
開 示 部分開示 不開示 取下げ

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

(2) 実施機関別の開示状況

法

務

文

書

課

計 30件

情報公開制度による公文書の開示請求及び個人情報保護制度による自己を本人とする保有個
人情報の開示請求を情報公開室において受付しました。また、令和６年度は、公文書開示等
に対する審査請求が８件あり、実施機関からの諮問に応じて審議する浦安市情報公開・個人
情報保護審査会を７回開催しました。

(1) 公文書開示請求及び自己情報開示請求の状況
区　　　　　　　　　　　　　分 件　数

内容

情報公開・個人情報保護事業 決算書Ｐ77
当初予算 594千円
予算現額 617千円 決算 595千円

公文書
開示

19人
市外に住所を有する者 5件 5人

計 390件 99人

市内に住所を有する者、市内に事務所又は事業所を有する個人及び
法人その他の団体
市外に住所を有する者、市外に事務所又は事業所を有する個人及び
法人その他の団体

成果
市民等が求める情報を的確に把握するように努め、情報提供するとともに、公文書及び保有
個人情報の開示等を行いました。

24人
合　　　　　　　　　　　　　計 420件 123人

自己情
報開示

市内に住所を有する者 25件

人　数

－50－－50－
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・

・

・

・

決算

各階層で必要となる知識の習得及び能力の向上を図ることを目的として、新規採用職員から
管理職までの研修を実施するものです。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

職員研修事業 決算書Ｐ77
4,826千円
4,665千円

研修名 期間 人数

1日間 31人

予算現額 4,240千円

内容

成果

派遣機関名

全国建設研修センター

課程名

開発許可Ⅰ等

人

事

課

15人
55人(5)

0人

当初予算

主事研修Ⅱ 1日間

新規採用職員研修（後期）

25人

36人

10日間

1日間

1日間

主任主事研修Ⅱ

課長補佐･副主幹研修 1日間

主任主事研修Ⅰ 1日間 23人

管理者研修Ⅰ

12人
副主査研修

43人

1日間

新規採用職員研修（前期） 7日間 38人
11人

主事・主事補研修Ⅰ

※()内はうちオンライン受講者の数

半日間

派遣を行った研修につきましては、より高度で専門的な知識及び技術の習得並びに他の団体
職員との交流により、職員の意識改革を図ることができました。

国土交通大学校 道路計画〔分析・評価〕等
3人(3)

能力開発や専門的な知識・技術を習得することを目的として、外部研修機関への派遣を実施
するものです。

自治大学校
3人(1)

事後研修会等

1日間 47人

管理者研修Ⅱ・Ⅲ

内容

成果

人数

一般財源 4,046千円
特定財源

市町村職員中央研修所
千葉県自治研修センター

住民行政事務能力の向上等

194千円その他
１．階層別研修

半日間 113人

住民協働推進研修等

12人

2,672千円

２．派遣研修 1,100千円

新規採用職員から管理職までの各階層を対象に、職責に応じて必要となる知識の習得及び能
力の向上を図ることができました。

係長・主査研修 1日間

主任主事研修Ⅲ

定年延長及び定年前再任用職員研修 19人

20人

－51－－51－
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管

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・令和６年度職員採用試験の実施状況は次のとおりです。

(1)令和６年５月16日実施（第一回）

(2)令和６年６月30日実施（第二回）

(3)令和６年９月22日実施（第三回）

＊

申込者数

人事業務の効率化と人事関係申請・手続きの電子化を図るため、これまで使用していた、人
事管理システム、給与計算システム、会計年度任用職員システムの統合・再構築を行うとと
もに庶務事務等システムへ新機能の導入を行うものです。

１．総合人事管理システム経費（債務負担行為分）【実施計画】 114,411千円

これまで使用していた３つの人事関係システムを統合・再構築することで、業務の効率化及
びペーパーレス化を図ることができました。

1,741千円

最終試験合格者数には補欠合格者を含みます。

90人

74人

２．職員採用経費

173人
37人

3人

保育士 19人

受験者数
申込者数

学芸員 1人 20人 15人
8人

消防初級

8人

計

12人

10人

30人

司書

土木

21人

3人

(障がいのある方)

行政事務

199人

49人 468人

10人

採用予定
者数

4人
1人

第1次試験

244人
22人42人

2人

22人
60人

13人

受験者数

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

8人

合格者数

人

事

課

試験区分
採用予定
者数

169人

342人

552人

5人消防上級

27人
9人

建築(Ｂ) 2人

64人

2人

行政事務上級(Ａ) 28人 411人
行政事務上級(Ｂ)

1人
歯科衛生士 1人
幼稚園教諭 6人 21人

行政事務初級

6人

201,273千円 決算 193,570千円
当初予算 196,858千円

決算書Ｐ77

4人

10人
70人

第1次試験

5人

14人

12人

計 43人

2人

12人

5人

1人

3人 23人

試験区分
最終試験

予算現額

合格者数

行政運営に必要な人材を公正かつ効率的に採用することを目的として、募集パンフレット等
の作成及び職員採用試験を実施するものです。

採用数

1人

保健師 44人
2人
4人

最終試験

合格者数＊

10人

3人

採用数

人事管理事業

合格者数＊

13人

6人
3人

1人

35人

2人

1人
2人

採用数

8人

1人

11人
4人

1人

55人

46人

7人

14人

3人

20人

6人

0人 0人 0人

42人
合格者数＊

1人

試験区分
採用予定
者数

申込者数
第1次試験 最終試験

受験者数 合格者数

0人

建築(Ａ) 3人 7人 5人 5人 3人 0人

建築 3人

7人

公認心理師 2人 6人 5人 5人 4人
2人 1人

5人
19人 12人 11人

21人 14人 7人

0人

－52－－52－
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982

正規職員

受検者（C)

177人

消防士、給食員21

人

人 198

人

事

課

人

177

人

区　　分 対象者（A）

人2,000合計

会計年度
任用職員

20,860千円

3,144千円

21,645千円

決算書Ｐ77

一時的な欠員補充（31人）を図ることによって、事務の停滞を防ぐとともに各職員が育児休
業を取得しやすい環境を整備しました。

１．職員健康診断経費

内容

100.0615 人

対象者（A）

3,799千円

(1)職員定期健康診断

区　　分

100.0515

467

受検率
（C/B)

人

予算現額

３．育児休業代替等経費 49,963千円

労働安全衛生費

一般健診者(34歳以下)
504人

総合健診者(35歳以上)
478人

２．職員健康診断経費（債務負担行為分）

％

決算

内　　　　訳
受検希望者

（B)

％

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果

休業による欠員が業務に及ぼす影響を軽減し、職員が育児休業等を取得しやすい環境を整備
することを目的として、欠員が生じた所属（保育園、幼稚園・認定こども園については、保
育幼稚園課が所管）に育児休業等代替職員の配置を行うものです。

内容

受検者
（C)

健康診断等の実施により、職員の健康状態の把握と疾病の早期発見、予防に繋がりました。

当初予算 22,731千円

職員の健康保持と各種疾病の予防、早期発見等を目的として実施するものです。

982

成果

会計年度
任用職員

正規職員 1,385

人

人

人 人515

177

受検希望者
(B)

＊正規職員の対象者(A)は、特別職・休職者等を除き、再任用職員を含む。
＜正規職員健康診断受検状況＞
　定期健康診断受検者数515人と自己検診受検者数(人間ドック等)870人で総受検者数は1,385
人となり、全体の受検率は、100.0％となります。

467 人

(2)職員特定業務従事者健康診断
受検率
（C/B)

100.0人 ％

対象職種

人

合計 198

2121

人

人

％

合計 1,989

(3)ストレスチェック
区　　分 対象者（A） 受検者（B)

人

198 100.0

100.0 ％

人

％100.0

90.9 ％

＊特定業務従事者とは、身体に負担や危険性の大きい業務や深夜業務等に従事する者です。

1,355

人 1,884

1,308

人 576
会計年度
任用職員

634 人

受検率（B/A）

正規職員 人 96.5 ％

人 94.7 ％

－53－
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○　職員と給与について（一般職）

１．職員数について
・

２．職員の給与について
・会計別給与費の決算状況は次のとおりです。

人 人 人 人 人 人 人 人

３．ラスパイレス指数
・令和６年４月１日現在のラスパイレス指数は次のとおりです。

４．退職手当総合事務組合負担金（特別職を含む）
・令和６年度の総合事務組合負担金は次のとおりです。

令和６年度末累計収支差の状況

令和６年度の退職手当支給の状況

期末・勤勉手当 2,267,856

56,042 11,734

特殊勤務手当

　　　　 　会計区分

種　　別

地 域 手 当

9,111,118

900人

給 料 5,071,575

1,482

4,814

5人
実　　数

事務局

保 険 事 業
勘 定

千円 千円

墓 地 公 園
事 業
特 別 会 計

千円

25,302

職 員 手 当 等 4,039,543

637,050 6,992

0

45,431

101,473

74,407

合　計介 護
サ ー ビ ス
事 業 勘 定

公 営 企 業
会 計
（ 下 水 道
事 業 ）

介護保険特別会計
後 期 高 齢
者 医 療
特 別 会 計

41,313 5,274,13114,246

計

（令和７年３月31日現在）

207人 1,376人

機　関
教　委

290人

消　防
事務局

9,476,813

千円 千円

20,661

千円

134,369 8,895 23,417

千円

76,880

35,567 4,202,682

扶 養 手 当 96,215 978 618 2,196

8,927

0 741 101,006

管 理 職 手 当 140,795 1,242 0 2,487 0 0 1,289 145,813

5,201 662,534

25,434132

1,503 3360

0

546,145934 6,552

1,062

421

119,203

0 0 0

104,751

0

0

時間外勤務手当 522,419

8,255 0 0 0 0

62,64631

通 勤 手 当 99,674 836 325 2,124

204

0 8,255

1,4680管理職員特別勤務手当 1,468 0

1,810,029

6,121 19,225 2,360,622

0

2,334

64,8050

市　長 議　会
事務局

選　管

940人
5人 250人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

住 居 手 当 113,364 2,602 336

9,491 609

0

71 1,293

休日勤務手当 62,340

0

9,171

1,709

共 済 費

428

夜間勤務手当

負担金
千円

872,613

本市の指数 県内の順位

64,805

1,321

0

101.7 37市中4番目

職 員 数

99.6

0 0

1,738,445

10,849,563

児 童 手 当
26,116 1,752

220人

4,528 15,227

1,474人

7,702

0

34,283

0

県内37市の平均

4 11

千葉県の指数

3 1,37620

人

事

課

100.1

27,945 92,107 11,286,842

1

4,081

国 民 健 康
保 険
特 別 会 計

部　局
定　　数

10,647

9人 5人

7,513 604

258

59,962

監　査

12人

121,328

7人

160,485

0

24,767

27 0 44

累計収支差額

(A) （B) （A)－(B)

事務局

職員数及びその配置状況は次のとおりです。

4,106

千円
給 与 費

一 般 会 計

-80,616

退職手当支給額 人数

千円 人

16

千円 千円 千円

退職手当負担金累計額

1,344,427 83

22,491,331 22,571,947

退職手当支給累計額

区　　分

19,855

25,241 5,562

合 計

－54－

主要<52>



所
管

・

・

・

・

・

・

内容
・

・

（令和７年度へ逓次繰越）

決算書Ｐ91

親局設備の設置などを行い、防災行政用無線の内容や災害情報をＳＮＳ、メール配信サービ
ス、市ホームページ等へ一斉配信ができるシステムを導入しました。
また、引き続き整備を進めることから、業務を令和７年度へ繰り越しました。

２．防災行政用無線システムデジタル化整備事業（継続費分）【実施計画】 148,608千円

内容
千葉県防災行政無線は、設置後15年が経過し機器の老朽化により、通信障害が増加している
ことから、通信機能の向上を図るため、再整備を行いました。

成果
再整備を行うことより、通信機能の向上など、災害情報を確実に発信できる体制を確立する
ことができました。

11,425千円

防災無線等管理運営事業

危

機

管

理

課

9,748千円

自主防災組織82団体のうち、補助金交付対象の防災事業実施率は67.1％となっています。ま
た、自治会自主防災組織連絡協議会の研修会などを通じ、市民の防災意識の高揚と市民生活
の安全確保を図ることができました。

自主防災組織育成事業

10,929千円

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ89
当初予算

決算

341,342千円

予算現額 11,388千円

内容

地域防災計画事業

内容

決算書Ｐ89
当初予算 12,400千円
予算現額 9,317千円

前回調査以降に行われた防災関係法令の法改正、国・県の被害想定及び防災関係指針の改
訂、地域特性の経年変化等を踏まえて基礎調査を実施しました。

成果

決算 9,317千円

予算現額 351,454千円
139,683,850円

決算

災害に備える住民の自主的な組織を育成するため、自主防災組織に対して補助金の交付を
行ったほか、自治会自主防災組織連絡協議会の実施する研修会や会議運営の支援を行いまし
た。

当初予算

84,121千円

１．千葉県防災行政無線再整備事業（令和５年度より繰越明許費分）

成果

災害時に市民への確実な情報伝達手段の確立と多様化を促進し、市民に対して安全・安心の
確保を図るため、老朽化した防災行政用無線を現在のアナログ方式からデジタル方式への更
新整備工事を令和６年度から３箇年で実施します。

特定財源

209,447千円
（令和７年度へ逓次繰越）

基礎調査の結果に基づき、地震の発生に伴う本市における被害想定の見直しを行いました。

107,000千円
国県支出金 18,326千円
地方債

一般財源

139,683,850円

－55－－55－
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３．防災行政用無線システムデジタル化整備事業【実施計画】
内容
・

・

・

・

・

・

112,633千円

３．防災備蓄倉庫整備事業【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分）

２．防災備蓄倉庫整備事業【実施計画】

１．防災備蓄品購入費

当初予算

7,150千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

危

機

管

理

課

181,500千円

361,326千円予算現額

災害時に市民へ確実な情報伝達を行えるよう、防災行政用無線と連動した防災アプリの導入
を行いました。

成果
防災アプリを導入することにより、市民等に向け正確かつ迅速に災害情報が発信できる体制
を整備することができました。

決算書Ｐ91災害対策事業

災害時の応急対策の一環として、指定避難所等に設置された防災備蓄倉庫に分散備蓄するこ
とで、災害時における被災者への迅速な供給体制の強化を図ることができました。

366,498千円 決算

地方債
25,153千円

154,673千円
特定財源
一般財源

23,185千円

国県支出金

成果

256,665千円

47,314千円

指定避難所等へ防災備蓄倉庫を再整備することにより、防災力強化を図ることができまし
た。

内容

内容
災害時の避難生活等で必要不可欠な非常用備蓄食料や生活必需品の充実を図るため、「浦安
市災害時の緊急物資等の備蓄に関する計画」により、計画的に物資の購入を行いました。

成果

近年、大型化する台風や首都直下型地震などに対応し、防災力強化を図るため、より強固で
収容力を備えた、防災備蓄倉庫の再整備を行いました。

－56－－56－
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・
・

・

・
・

・

・

・

・

・

・

・

２．情報システムサーバ統合基盤経費（債務負担行為分） 137,769千円
内容

職員に配布しているシンクライアント端末から各業務システムやインターネットなどを操作
出来る新仮想基盤環境の運用を行いました。

成果
職員が使用する新仮想基盤環境の安定的な運用及び利便性の向上を図ることにより、事務の
効率化に寄与しました。

１．情報システムサーバ統合基盤経費 126,865千円
内容

情報システムサーバの運用・管理にかかる経費の削減やシステム障害への迅速な対応、さら
に災害などからサーバ群を守るため、民間の堅牢なデータセンターでサーバの維持管理を行
いました。

成果
システム障害やセキュリティの対策、災害への対策など管理体制がなされているデータセン
ターを活用し、安定した情報システムの運用を行いました。

情報システム総合基盤事業 決算書Ｐ93
当初予算 420,872千円
予算現額 398,153千円 決算 395,767千円

２．職員用ノートシンクライアント賃借経費（債務負担行為分） 7,489千円
内容

令和5年度に更新した職員用ノート型シンクライアント端末の賃貸借経費です。

成果
ノート型シンクライアント端末の整備を推進しました。

１．パーソナルコンピュータ・プリンタ等管理経費
内容

職員用ノート型シンクライアント端末及び各課用プリンタ等の管理を行いました。
セキュアプリントシステムの導入を行いました。

成果
セキュアプリントシステムの導入により、各課用プリンタからの印刷にかかるセキュリテ
イの向上や事務の効率化を図ることができました。

61,271千円
予算現額 40,933千円 決算 38,521千円

ＯＡ機器管理事業 決算書Ｐ93

31,032千円

当初予算

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

１．統合型地理情報システム推進経費 8,140千円
内容

市の地図を電子データに加工し、市民と情報の共有化を図りました。
統合型地理情報システムで使用する基盤となる地図データの更新を行いました。

成果

情

報

政

策

課

情報化推進事業 決算書Ｐ91
当初予算 22,698千円
予算現額 21,736千円 決算 19,305千円

インターネットを通じて、公共施設の配置図などの地理情報の提供を行いました。
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・

・

・

・

・

・

・

・

３．行政手続きオンライン化推進事業 3,168千円
内容

ぴったりサービスからマイナンバーカードを用いたオンライン申請を可能とするためのシス
テムの保守管理を行いました。

１．自治体ＤＸ推進事業【実施計画】 33,396千円
内容

基幹情報システム20業務の標準化・共通化を令和7年度までに実現するため、標準準拠システ
ムへの移行に向けた課題の整理、調達範囲の明確化等を実施しました。

情

報

政

策

課

標準化対象及び影響を受けるシステム全体の移行計画を更新しました。

２．自治体ＤＸ推進事業

国庫支出金

ぴったりサービスと連携を行う申請管理システムの安定的な運用を行いました。

書かない窓口の導入や生成ＡＩ等の利活用を促進しました。

決算 63,885千円

特定財源
一般財源

成果

26,971千円
内容

浦安市デジタル化推進計画に基づき、デジタル技術を活用した市民サービスの向上や事務の
効率化を図るため、自治体ＤＸの推進に取り組みました。

成果

39,950千円

23,935千円

当初予算 63,082千円

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

自治体ＤＸ推進事業 決算書Ｐ93

予算現額 65,117千円

検査事務運営費 決算書Ｐ91
当初予算 156千円
予算現額 156千円 決算 137千円

内容
本市が発注した工事請負及び物品の契約について、契約事務規則第35条第2項に基づく給付の
検査を行いました。

成果
すべての検査を合格と認め、工事請負及び物品の契約が適正に執行されました。
実施状況は次のとおりです。

工　　事    検    査    （130万円以上）     （単位：件）
　          工種別
検査種別

土　木 建　築
植　栽

設　備 その他 計
造　園

0 4
完　　　　　成 48 24 1 45 0

34 0 23 0

118
出    来    形 0 0 0 4

67
計 58 58 1 72 0 189

中　　　　　間 10

　          種類別
検査種別

消耗品
印　刷

備　品 車 両 計
製　本

0 15
完　　　　　納 50 12 44 1 107

1 122
中　　　　　間 0 0 0 0 0

検

査

監

理

課

計 56 17 48

分　　　　　納 6 5 4

物    品    検    査    （50万円以上）     （単位：件）

－58－
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企画部

所
管

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ85
当初予算

決算予算現額 8,797千円

企画政策調査検討事業

8,357千円
6,450千円

決算 591千円

3,120千円
内容

市民がまちや地域に誇りや愛着を持ち、一人一人がまちづくりの主体として地域社会の活性
化に貢献するという意識を育むシビックプライドを醸成し、共創のまちづくりを推進してい
くため、市民が誇りに思うもの等について、市民アンケート等を行い、調査及び研究を行う
ものです。

成果
市民アンケートの結果等をふまえて研究し、共創のまちづくりの推進に向け、基本的な知見
が得られました。

１．シビックプライド推進事業【実施計画】

官民連携推進事業 決算書Ｐ85

企

画

政

策

課

官

民

連

携

推

進

課

当初予算 1,900千円
予算現額 595千円

１．官民連携推進経費 591千円
内容

官民の適切な役割分担による効果的かつ効率的な行政サービスを提供するため、民間活力の
導入手法等について検討し、積極的な民間活力の導入に取り組みました。

成果
「浦安市官民連携に関する基本方針」に基づき、庁内における統一的な意識醸成を図りまし
た。また、PPP推進委員会を開催し、境川河口部エリア整備事業に対し官民連携手法の導入の
可否の審査を行いました。
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当初予算

・

・ヒューマンフェスタうらやす

・人権標語コンテスト

・

・

・

・

291回

相談内容に応じて、必要な情報提供を行うとともに、庁内関係部署や関係機関と連携し、問
題解決に向けた支援に取り組みました。

相　談　名 実相談者数 延べ相談回数

8,571千円

１．女性のための相談事業

　女性のための法律相談 57人 57回

女性が抱える様々な問題について、女性問題の視点とカウンセリングの技法を備えた相談員
による「女性のための相談」（８回/月）と、弁護士による「女性のための法律相談」（２回
/月）を実施しました。

成果

内容

多

様

性

社

会

推

進

課

人権尊重社会推進事業 決算書Ｐ85
1,845千円

予算現額

　女性のための相談 115人

男女共同参画社会づくり事業 決算書Ｐ85

１．人権啓発・教育活動推進事業

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

特定財源
国県支出金 765千円

1,779千円1,854千円 決算
一般財源 1,014千円

開催日 内容 開催場所 参加人数

当初予算

1,258千円

参加校

成果

内容

成果

市民の人権尊重意識の高揚を図るため、「ヒューマンフェスタうらやす」を開催しました。
また、中学生に人権についての学習機会の提供として、「人権標語コンテスト」の実施
や「人権・公民ノート」を作成し、市立中学校3年生に配付しました。

10,609千円

９校
応募件数

人権が尊重され、多様な個性や価値観を認め合い、誰もが地域の中で生き生きと暮らし、と
もに支え合う社会の実現に向け、パートナーシップ宣誓制度の運用とともに、普及啓発を行
いました。

2,466件

12月7日
（土）

・「人権標語コンテスト」入賞作品表彰式
・「全国中学生人権作文コンテスト」千葉県大会市川協議
  会優秀作品の朗読
・講演「私の居場所の作り方」
　　　　ジェーン・スー氏

文化会館
小ホール

234人

２．パートナーシップ制度普及経費
内容

令和６年７月に千葉県内の都市と「パートナーシップ・ファミリーシップ制度に係る都市間
連携に関する協定」を締結しました。また、令和７年３月に大阪府が中心となっている「パ
ートナーシップ制度自治体連携ネットワーク」へ加入し、転出入の際の宣誓手続きの簡素化
を図ることができました。令和６年度中にパートナーシップ宣誓をされた方は、13組となり
ます。

2,868千円

68千円

予算現額 8,913千円 決算
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所
管

・

当初予算

・

・

ＤＶ相談支援カード作成枚数

多

様

性

社

会

推

進

課

うらやすP－Life男女共同参画ニュース　Vol.27

妊娠・出産・育児をリアルに疑似体験するボードゲーム
「サンゴクエスト」で仕事と育児の両立をかなえよう！

それってデートＤＶかも… 6,000枚

P－Life男女共同参画ブックレット

公共施設や商業施設に加え、新たに市内大学４校に「デートＤＶ相談支援カード」を設置
し、若者への相談先の周知を図る事ができました。

1,600部

発行部数

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

6,000部

参加人数

・情報紙

「一緒に話し合ってみませんか？大切にしたい身体と性の話」

12人

２．男女共同参画意識づくり事業

講　座　名

「職場で、地域コミュニティで、家庭で役に立つファシリテーションスキル
を磨こう」

886千円

成果

内容
男女共同参画社会に関する市民意識の高揚を図り理解を深めるため、講座やパネル展を開催
するとともに、市民向けに情報紙「うらやすP－Life男女共同参画ニュース」を発行しまし
た。また、子どもの頃から男女共同参画への理解促進を図るため、小学４年生を対象に「P－
Life男女共同参画ブックレット」を配布しました。このほか、関連図書等の閲覧または貸出
しを行い、市民の学習機会の提供に努めました。

成果
・講座

ルピナスセミナー（1）

ルピナスセミナー（2）
6人

ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）防止啓発事業

ＤＶに関する正しい理解の浸透と被害者支援につなげるために、ＤＶ防止に向けた啓発や相
談先などが記載されている「ＤＶ相談支援カード」を作成するなど、普及啓発を行いまし
た。

「みんなの平等を考えてみよう！」

名　称

決算書Ｐ85
165千円

予算現額 165千円 決算 99千円
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・

・

・

・

・

・

内容
外国人、視覚障がい者、高齢者など紙媒体から情報を取得しにくい方々に対し、より多くの
情報を伝えるため、広報紙を、スマートフォンやパソコンで、記事の拡大や音声読み上げ・
多言語自動翻訳などの機能により閲覧できるサービスを利用し、配信しました。

広報紙を電子媒体で配信することで、これまで、紙媒体から情報を取得しにくい方々に対
し、市の施策や事業などの情報の共有化を図ることができました。

成果

60,715千円
決算 57,661千円

行政情報番組及びコミュニティ番組制作事業

閲覧回数 うち外国語での閲覧回数

広

聴

広

報

課

広報紙の定期的な発行により、市の施策や事業などの情報を広く市民に提供し、市民生活に
役立ててもらうとともに、情報の共有化を図ることができました。

１．広報うらやす発行費 24,297千円

成果

10,481千円

情報ユニバーサルデザイン推進事業 決算書Ｐ79
当初予算 528千円

市の施策や事業など市政に関する情報を、市民にわかりやすく正確に提供するため、「広報
うらやす」を毎月１日と15日に発行しました。特集号は、予算についてなど２回発行しまし
た。また、市内在住外国人に対して、生活にかかわる情報や市の主催行事などの情報を提供
するため、毎月１日に「City Newsうらやす」を発行しました。

528千円
一般財源 264千円

予算現額 528千円

１．情報ユニバーサルデザイン推進事業【実施計画】 528千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

広報うらやす等発行費 決算書Ｐ79

内容

当初予算 42,300千円

２．広報うらやす発行費（債務負担行為分）

予算現額 37,358千円 決算 34,878千円

特定財源
国県支出金 264千円

決算

区　　分 発行部数 折込部数
通　　常　　号 820,500部 608,100部
特　　集　　号 42,800部 26,000部

City　Newsうらやす 19,500部 4,200部

39,195千円

１．行政情報番組及びコミュニティ番組制作事業 18,466千円

予算現額 57,773千円

令和7年3月31日現在

多様な行政情報をわかりやすく映像で提供することができました。特に地域の情報を提供す
ることで、地域コミュニティの意識醸成を図ることができました。

1件当たりの平均閲覧回数
53.9回

成果

市の施策や事業などの行政情報と、市民生活に密着した地域情報を提供することを目的とし
て、１本30分間の番組を制作し、㈱ジェイコム千葉市川・浦安局で放送しました。

決算書Ｐ79

広報うらやす 24件 1,294回 202回
掲載物 掲載数

当初予算

内容
２．行政情報番組及びコミュニティ番組制作事業（債務負担行為分）

－62－－62－

主要<60>



所
管

・

・

・

・

こちら浦安情報局（30分） 51本 463回 13,890分

市内商店会のあり方に関するアンケート 6年11月29日～12月5日 1,783人

観光資源発掘に関するアンケート 6年11月7日～11月13日 1,784人

「浦安市まち・ひと・しごと創生総合戦
略」に関するアンケート

6年8月19日～8月25日 1,780人

期間 登録者数

２月

995人

成果
短期間で市民の意見を把握する事ができ、施策や事業の参考にしました。

広報うらやすに関するアンケート 7年1月7日～1月13日 1,782人 1,005人

「浦安市健康ポイント事業」に関するア
ンケート

7年1月17日～1月23日 1,780人 1,035人

965人

食品ロス削減に関するアンケート 6年11月20日～11月26日 1,784人 1,008人

生涯学習および生涯スポーツに関するア
ンケート

6年9月18日～9月24日 1,782人 1,016人

認知症に関するアンケート 6年10月28日～11月3日 1,785人 1,009人

996人

「浦安市再犯防止推進計画」に関するア
ンケート

6年8月26日～9月1日 1,784人 1,026人

宿泊税導入検討に関するアンケート 6年7月20日～7月26日 1,768人 1,041人

市民参加に関するアンケート 6年8月5日～8月11日 1,773人 1,002人

回答者数

２．インターネット市政モニター経費

身近な行政課題などについて、市民の考えや意見を聞き、今後のまちづくりの参考とするた
め、モニター登録している市民に対しインターネット環境を通じて11回のアンケートを実施
しました。

706千円

1,053千円

46 54 47 47 4949 46

広

聴

広

報

課

内容
３．インターネット市政モニター経費（債務負担行為分）

６月 ７月 10月 11月
42 61

４月 ５月

件名

３月
40 587件

成果
寄せられた意見や提案、要望などは所管課等に連絡し問題解決に当たるとともに、回答を希
望する方へ迅速に回答を行いました。

８月 ９月
39

合計
67

12月 １月

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
市長への手紙（封書、メール、ＦＡＸ等）で、市民からの意見や提案、要望などを受け付け
ました。

広聴関係事業

１．市長への手紙経費 1,269千円

決算書Ｐ79
当初予算 3,040千円
予算現額 3,037千円 決算 3,029千円

行政情報番組及びコミュニティ番組制作・放送実績

番組名（１本の制作分数）
制　　作

新春特別番組（30分） 1本 9回 270分

放　　送
数量 回数 分数

－63－－63－

主要<61>



所
管

内容
・

・

・

セッション数 月平均375,517セッション
ページビュー数 月平均926,152ページビュー

・

・重要なお知らせ配信システムにて、LINEとEメールでの情報提供を行いました。
●重要なお知らせ配信サービス登録件数（令和7年3月31日現在）

広

聴

広

報

課

インターネットホームページ作成事業 決算書Ｐ79
当初予算 17,909千円
予算現額 17,909千円

　うち、LINEでの配信登録件数（令和7年3月31日現在）

一般財源
17,334千円

市民と市との情報の共有化を推進するために、公式ホームページを利用した行政情報の提供
を行いました。

2,138千円

決算

13,036件

18,274件

15,196千円

内容

ホームページ作成システムを最新バージョンに更新しました。

成果

市民生活に影響のある重要なお知らせについて、市民へ遅滞なくメッセージを配信するた
め、配信システムにて情報提供を行いました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果
市政情報の充実に努めるとともに、利用者の環境に対応した情報提供を行いました。

15,869千円

1,056千円

特定財源
その他

１．公式ホームページ運営経費

●アクセス数

２．緊急情報配信経費

－64－－64－

主要<62>



財務部

所
管

・

・

・普通交付税

・特別交付税

・震災復興特別交付税

・

千葉県市町村振興協会
千葉県市町村振興協会

0.900
0.900

健康センター外壁修繕工事
（令和５年度繰越分）

51,000 千葉興業銀行 1.405

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

財

政

課

地方交付税 決算書Ｐ29
当初予算 38,880千円
予算現額 38,880千円 決算 46,475千円

内容
地方交付税には、普通交付税と特別交付税があり、普通交付税の額は地方交付税総額の
94％、特別交付税の額は６％に相当する額となっています。

平成23年度から、東日本大震災に係る復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等を
考慮して震災復興特別交付税が創設されています。

成果

基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた額を基準に交付されますが、交付基準額が
マイナスのため、昭和58年度から普通交付税の交付を受けていません。

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額
24,917,342千円 38,085,773千円 -13,168,431千円

普通交付税における基準財政需要額の算定方法によって捕そくされなかった特別の財政需要
がある場合など、災害や特別の事情を考慮して35,787千円交付されました。

東日本大震災に係る復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等（地方税等の減収）
に対して10,688千円交付されました。

市債 決算書Ｐ65
当初予算 4,842,300千円
予算現額 5,899,700千円 決算 5,247,200千円

内容
世代間の負担の公平、支出と収入の年度間調整、資金調達などを目的として、地方債（一般
会計分）を発行しました。発行状況は次の通りです。

事　　　業　　　名
借 入 額
（千円）

借　　入　　先
年利率
（％）

償還期間
（年）

151,800

10

10

10

市川市農業協同組合 1.000 10
幹線道路液状化対策事業

32,400

美浜１６自治会集会所敷地造成事業
（令和５年度繰越分）

17,900 千葉興業銀行 1.405

60,100

今川団地自治会集会所建替事業 12,600 千葉興業銀行 1.405 10
防災備蓄倉庫整備事業 9,600 10

美浜１６サロンの会会館敷地造成事業
（令和５年度繰越分）

防災行政用無線システムデジタル化整
備事業

107,000 千葉興業銀行 0.922 5

14,700 千葉興業銀行 1.405 10

13,900 1.100 10市立保育園照明設備改修事業 財政融資資金

火葬設備改修事業 60,700 千葉興業銀行 1.405 10
財政融資資金 1.400 15

20
ごみ処理施設延命化整備事業
（令和５年度繰越分）

48,900 財政融資資金 1.700 20

ごみ処理施設延命化整備事業
8,000

財政融資資金
1.200 10

1,664,400 1.700

防災備蓄倉庫整備事業
（令和５年度繰越分） 20,100

全国市有物件災害共済
会

1.100 10

－65－－65－

主要<63>



所
管

メディアセンター整備事業

成果
・

1.400 15

無電柱化事業
（令和５年度繰越分）

35,900 財政融資資金 1.500 15
49,500 市川市農業協同組合 1.000 10

発行総額52億4,720万円、償還期間５年～25年で次年度へ繰越となった事業以外の地方債を
発行することができ、世代間負担の公平化などの目的を達成することができました。

10

舞浜小学校改修事業 4,100 千葉興業銀行 1.405 10

財政融資資金 1.200 10

千葉興業銀行

財政融資資金

財政融資資金

10

10

15

市川市農業協同組合 1.000 10

5

財政融資資金 1.400

10

15
各小学校照明設備改修事業 93,600 千葉興業銀行 1.405 10
各小学校エアコン更新事業

千葉興業銀行 1.405

橋りょう長寿命化修繕及び耐震補強事
業

舞浜地区雨水貯留管整備事業
（令和５年度繰越分）

508,600 1.500

1.000 107,800 市川市農業協同組合
1,400 財政融資資金

20,800 市川市農業協同組合 1.000 10
市道第１－９号線道路改良事業
（令和５年度繰越分）

33,600 市川市農業協同組合 1.000 10

市道第１－９号線道路改良事業
財政融資資金 1.400 1513,500

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

財

政

課

事　　　業　　　名
借 入 額
（千円）

借　　入　　先
年利率
（％）

償還期間
（年）

68,400 1.400 15舞浜地区雨水貯留管整備事業

猫実Ａ地区土地区画整理事業 8,600 千葉興業銀行 1.405

道路照明施設更新事業 189,500
市川市農業協同組合 1.000道路照明施設更新事業

（令和５年度繰越分）
173,900

境川・市役所周辺エリア整備事業 19,100

10

119,700

11,700 千葉県市町村振興協会 0.700 5
学びの多様化学校設置事業 39,000

高規格救急自動車購入

92,700

11,100 財政融資資金 1.000

各小学校エアコン更新事業
（令和５年度繰越分）

202,100

メディアセンター整備事業
（令和５年度繰越分）

23,400

千葉興業銀行 1.405
美浜南小学校改修事業 250,700
美浜南小学校改修事業
（令和５年度繰越分）

30,700

1.405

東小学校改修事業 13,000 地方公共団体金融機構 2.000 25

各中学校エアコン更新事業 215,500
千葉興業銀行 1.405 10各中学校エアコン更新事業

（令和５年度繰越分）
256,600

10
総合体育館大規模修繕事業 332,700

千葉興業銀行 1.405 10

千葉興業銀行 1.405

舞浜認定こども園改修事業 57,400 千葉興業銀行 1.405

10

総合体育館大規模修繕事業
（令和５年度繰越分）

11,000

陸上競技場全天候舗装等改修事業 78,500

－66－－66－

主要<64>



所
管

内容
・

成果
・

・

１．財務会計システム再構築事業（債務負担行為分）【実施計画】

地方債元利償還金の内訳 （単位：円）
区           分 償 還 元 金 償 還 利 子 元 利 計

4,215,618千円
予算現額 4,245,868千円

348,999,379 54,195,748 403,195,127
郵便貯金・簡易生命保険管理機構 165,037,468 14,441,778 179,479,246

646,805,978

地方公共団体金融機構 293,235,423 6,039,744 299,275,167
京葉銀行 1,819,490,000 9,694,870 1,829,184,870

45,405,798
三菱ＵＦＪ銀行 62,610,000 660,284 63,270,284

千葉興業銀行 8,130,000 96,988 8,226,988
みずほ銀行

地方債償還利子

東京ベイ信用金庫 548,860,000 10,403,414

三井住友銀行 42,825,000 2,580,798
638,600,000 8,205,978

財政融資資金

43,055千円

110,461千円 決算 110,454千円

これまで運用してきた財務会計システムの保守終了に伴い、新システムの構築を行いまし
た。

令和７年度当初予算編成から新財務会計システムの稼働を開始し、引き続き財務会計に係
る事務を的確に行うことができました。

決算

予算現額

決算書Ｐ213
当初予算

計 4,245,867,522 110,454,542 4,356,322,064

559,263,414
東栄信用金庫 134,920,000 3,205,334 138,125,334
東京シティ信用金庫 10,350,000 147,508 10,497,508
全国市有物件災害共済会 17,898,000 27,995 17,925,995

666,347 105,958,011
千葉県市町村振興資金 49,620,588 87,756 49,708,344

財

政

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算 43,420千円
予算現額

決算書Ｐ213
当初予算 112,502千円

千葉県市町村振興協会 105,291,664

予算編成及び執行管理業務

43,099千円

40,038千円

地方債償還元金

4,245,867千円

決算書Ｐ81

決算

－67－－67－

主要<65>



所
管

１．庁舎等維持補修経費

・

・

２．集合事務所維持補修経費

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

財

産

管

理

課

庁舎等管理運営費 決算書Ｐ83
当初予算 560,012千円
予算現額 557,593千円 決算

国県支出金

545,695千円
一般財源 528,273千円
特定財源

その他 12,566千円
4,856千円

22,220千円
内容

庁舎や立体駐車場の機能を維持するため、入退室管理設備の修繕や空調機関連の修繕、内線
電話工事等を行いました。

成果

内容
2,054千円

庁舎等において、必要な工事等を行い、機能を維持し安全を確保することができました。

成果

新浦安駅前複合施設整備運営事業（債務負担行為分） 決算書Ｐ83
当初予算 118,673千円

集合事務所の機能維持のため、駐輪場屋根の修繕等を行いました。

集合事務所において、必要な工事等を行い、機能を維持し安全を確保することができまし
た。

予算現額 118,673千円 決算 118,247千円
一般財源 106,205千円
特定財源
その他 12,042千円

内容
新浦安駅前プラザマーレのサービス機能の充実を図るため、施設の維持管理経費および管理
運営経費等を支出しました。

成果
ＰＦＩ事業の導入により、民間ノウハウを幅広く活かし、良質な公共サービスを提供するこ
とができました。

－68－－68－

主要<66>



所
管

（令和７年度へ繰越明許）

１．新浦安駅前プラザマーレ次期事業検討事業【実施計画】

・

・

２．集合事務所改修事業【実施計画】

・

・

・

・

（単位：件）

特定財源
その他

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

財産管理事業 決算書Ｐ83
当初予算 125,167千円
予算現額 120,773千円 決算 79,272千円
35,921,000円 一般財源 74,312千円

4,960千円

内容
現在のＰＦＩ事業が令和７年度末に終了することから、事業終了に向けた手続きの整理や次
期事業における施設の維持管理等について検討しました。

成果

9,416千円

内容

606千円
35,921,000円

（令和７年度へ繰越明許）

事業終了に伴い事業者が実施する修繕内容や、次期事業に向けた維持管理業務内容を整理す
るとともに、次期事業における施設機能や事業手法等について基本方針を作成しました。

老朽化した建物・設備の改修を目的とし、集合事務所のアスベスト調査及び改修工事設計業
務を行いました。

契約事務運営事業 決算書Ｐ83

改修工事設計業務に着手し、引き続き設計を進めるため、業務を令和７年度へ繰り越しまし
た。

成果

当初予算 6,206千円
予算現額 6,206千円 決算 5,979千円

一般財源 5,790千円
特定財源
その他 189千円

１．電子入札システム運用経費

275 289 289

4,630千円

２．電子入札システム運用経費（債務負担行為分） 403千円

内容
入札予定・入札結果・名簿情報などを公表するための「入札情報サービスシステム」を始め
とした、ちば電子調達システムが提供するサービスを利用し、入札事務等を行いました。

成果

物 件 等 108 106 143

事業者の登録申請や入札等を、ちば電子調達システムを通じて処理することにより、進捗状
況の可視化や入札参加機会の拡大に寄与し、透明性、公平性及び効率性を確保した契約事務
を行うことができました。

業種 令和４年度 令和５年度 令和６年度
業務委託

合計 491 530 553

契

約

課

財

産

管

理

課

工　　事 108 135 121

－69－
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所
管

・

・

：
：
：
：

26,777千円 決算

1
市 民 経 済 部

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

営

繕

課

営繕事務運営費 決算書Ｐ85
当初予算 26,777千円

1

予算現額

(単位：件)
　　 　項目

部署

25,576千円

工 事 監 理 工事の現場監理

今川団地自治会集会所・今川耳順会会館新築工事

各部署依頼内訳
主な業務件名設計

審査
工事
監理

4

内部
設計

仕様書

総 務 部 1 2 2

環 境 部 1 2

0

内容

成果

5 7 4 4

防災備蓄倉庫整備工事設計業務委託

シルバー人材センター空調設備改修工事福 祉 部 1 1
健康こども部

4 00

高洲保育園増築棟照明設備改修工事

消 防 本 部 2 1 3 0 (仮称)消防署舞浜出張所新築工事実施設計業務委託
教 育 総 務 部 1 4 3 2 学びの多様化学校整備工事

18 8 合計 63件
生 涯 学 習 部 0 4 1 1 （仮称）舞浜地区公民館整備事業実施設計業務委託

猫実第１市営住宅303号室内装改修工事設計

設 計 審 査 発注図書の審査

内 部 設 計 職員が設計書及び図面を作成
仕 様 書 設計業務委託を発注するための設計書及び仕様書の作成

計 12 25

公共建築物の建設事業等に対して、予算執行課から依頼を受け、施設の新築・増築、維持管
理に係る設計等及び工事監理を行うものです。

63件の設計等及び工事監理を行いました。各部署の内訳は次のとおりです。

0 0 斎場火災報知設備更新工事設計
都 市 政 策 部 1 0 0 0

－70－
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・

・

・

・

・

（単位：件）

636　

30　

4,611　 4,646　
50人以下

令和５年度
35　

令和６年度
32　

240　

667　

30　
249　

644　
20　

48　

計
3,338　 3,364　

4,511　

4,524,568,200　
均 等 割 額

（単位：円）

3,252　

13　

21　

224　

55　

16　
231　

令和４年度
31　
14　

239　
29　

241　

　10億円を超えるもの 50人以下

　１億円を超え、10億円以下のもの

　１千万円を超え、１億円以下のもの

　50億円を超えるもの 50人　超
　10億円を超え、50億円以下のもの 50人　超

　１千万円以下のもの

1,118,855,500　
513,926,400　

20　

1,632,781,900　
2,490,360,900　

　　　　 年　度
区　分

50人　超
50人以下

５．法人市民税調定額（現年課税分）

3,016,127,800　 5,042,323,600　

17,522,212,798　

法人市民税の納税義務者数は、次のとおりです。

法 人 税 割 額

４．法人市民税納税義務者数

計

50人　超

25,469,970,106　18,023,600,755　計

法人市民税の調定額の内訳は、次のとおりです。

17,679,540,255　

50人　超
50人以下

資本等の金額 従業員数

49　

計

　　　　 年　度
区　分

93,919　

令和５年度

25,166,415,106　
303,555,000　337,288,000　

17,184,924,798　所 得 割 額

752　

7,266　

３．個人市民税調定額（現年課税分）
個人市民税の調定額の内訳は、次のとおりです。

均 等 割 額 344,060,500　

95,150　
退職所得に係る所得割を納付す
る者

759　754　

97,120　

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

１．個人市民税課税者数

２．個人市民税納税義務者数

市民税

個人市民税の課税者は、次のとおりです。

令和４年度

当初予算

36,808　 非課税者数

決算

（単位：人）

20,819,230千円
予算現額 30,239,230千円

（単位：円）

令和６年度令和４年度

令和６年度

36,734　 

均等割のみを納付する者

市

民

税

課

101,944　99,057　

3,153　3,042　
均等割・所得割を納付する者 93,326　

個人市民税の納税義務者は、次のとおりです。

決算書Ｐ25

令和６年度

　　　　 年　度
区　分

136,258　 

令和５年度

101,944　 

138,678　 

99,057　 

令和４年度
　　　　　　　　　　　年　度
区　分

30,522,344千円

課税者数 97,120　 

133,928　 申告者数
37,201　 

令和５年度

（単位：人）

令和４年度 令和６年度令和５年度

517,755,400　525,766,900　

－71－
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・

・

・

・

・
・

※

※
※

0　 42,000　

※「非課税台数」とは、主に市や警察が所有する軽自動車等です。

「調定額」には、遡及分を含みます。

二輪の小型自動車 1,681　 0　
計 16,051　 98　 15,953　 125　 91,862,800　

1,681　 1　 10,086,000　
小型特殊車両 101　 3　 98　 0　 578,200　
軽四輪貨物（自） 1,491　 19　 1,472　 9　 7,440,000　

105　 54,958,500　
軽四輪貨物（営） 329　 0　 329　 1　 1,227,800　

5,616,000　
軽四輪乗用（営） 4　 0　 4　 0　 27,400　

軽
　
自
　
動
　
車

軽二輪 1,562　 1　 1,561　 1　

軽四輪乗用（自） 5,402　 33　 5,369　

4,598,400　
原付ミニカー 165　 0　 165　 0　 610,500　

6,230,000　

50cc超え  90cc以下 223　 1　 222　 0　 448,000　
50cc以下（特定原付） 21　 0　

3,125　 14　 3,111　 2　

90cc超え 125cc以下 1,947　 27　 1,920　 6　

21　

２．軽自動車税種別割調定額（現年課税分）
平成28年度の税制改正により軽自動車税に環境性能割が創設されたことに伴い、従来の軽自
動車税は種別割へと名称が変更されました。

軽自動車税種別割の調定額の内訳は、次のとおりです。
軽自動車税種別割は、毎年４月１日時点で軽自動車等を所有する方に課税するものです。

種　　　別
保有台数
（台）

非課税台数
（台）

課税台数（台） 調　定　額
（円）

市

民

税

課

101,340千円 決算 100,078千円

１．軽自動車税環境性能割調定額（現年課税分）

248　 257　 360　 
調定額（円） 5,577,600　 

軽自動車税 決算書Ｐ25

　　　　 年　度
区　分

予算現額

軽自動車税環境性能割の調定額の内訳は、次のとおりです。

6,006,400　 8,575,800　 

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

令和４年度 令和５年度 令和６年度

当初予算 97,740千円

平成28年度の税制改正により、令和元年10月から、県税の自動車取得税が廃止され、市税と
して軽自動車環境性能割が創設されました。三輪以上の軽自動車の取得時に、取得価格に燃
費性能に応じた税率を乗じて課税するものです。当面の間、千葉県が徴収し、２ケ月後に県
から市に納入されます。

令和５年度の税制改正により、軽自動車税種別割に特定小型原動機付自転車（特定原付）が
追加されました。

申告者数（件）

うち 減免

原
付
自
転
車

50cc以下(一般原付）

「特定原付」とは、①定格出力0.6kw以下 ②長さ1.9m以下、幅0.6m以下 ③最高速度
20km/hを全て満たすものです。
 商品車は、台数には含みません。

－72－－72－
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管

・

※

・

・

・
（単位：件）

3,419千円
予算現額 3,495千円

230
年間合計

208 224
10月 11月 12月

222 3,550167 513 394 339414 344 265 230
4月 5月 6月 7月 8月 9月

（人） 623,315　

1月 2月

3,486千円

１．税証明コンビニ交付サービス経費
内容

3月

入湯税の内訳は、次のとおりです。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

入湯税

令和６年度

入 湯 客

　　　　　　　　 　年　度
項　目

令和５年度

決算書Ｐ25
当初予算 80,000千円

成果

96,063千円

640,426　

※税率　１人１日につき150円

96,063,900　
月 平 均 税 額

予算現額 90,000千円 決算

7,791,438　

※入湯税については、消防施設費に充当しました。

決算

マイナンバーカードを利用して、課税証明書および非課税証明書をコンビニエンスストア等
で取得できるコンビニ交付サービスを行うための経費です。

決算書Ｐ95
当初予算

調 定 額 （円）

決算書Ｐ25
当初予算 970,000千円

市

民

税

課

（円） 8,005,325　

１．入湯税（現年課税分）

令和６年度の発行件数は次のとおりです。

予算現額 948,000千円 決算 951,808千円

市たばこ税

１．市たばこ税（現年課税分）
市たばこ税の内訳は、次のとおりです。

　　　　　　　　 　年　度
項　目

令和５年度 令和６年度

売 渡 本 数 （本） 147,815,949　 145,851,898　
税 率 1,000本につき6,552円 1,000本につき6,552円
調 定 額 （円） 964,849,838　 951,808,010　
月 平 均 税 額 （円） 80,404,153　 79,317,334　

売渡本数には、返還本数が含まれているため、売渡本数に税率を乗じた額が、調定額とは
なりません。

93,497,250　

3,453千円

税証明交付事務経費

－73－－73－

主要<71>



所
管

・

・

内容
・

成果
・eLTAX-ASPサービス拡充（給与報告書改修、所得税税制改正対応、個人住民税申告電子化）、

軽自動車税OSS及びJNKSの拡充（小型二輪で排気量250CC超の納付確認）により納税者や利用
者の利便性が向上しました。       

内容
・

成果
・

-千円２．市民税等電算処理経費（システム開発分）(令和５年度より繰越明許費分）

予算現額 88,981千円 決算

地方税ポータルシステム（eLTAX）のサービス拡充に伴うシステムの改修などを委託するもの
です。

82,202千円

１．市民税等電算処理経費（システム開発分） 1,540千円

決算書Ｐ95
当初予算 85,601千円

市民税等電算処理経費

税制改正に伴う令和６年度個人住民税への定額減税に係るシステム改修等などを委託するも
のです。

システム改修が令和５年度に完了しないため、令和６年度へ繰り越しましたが、委託事業者
から市民税等電算処理経費（通常分）の保守業務委託で対応が可能との回答を受け、当該繰
越分は支出しなかったものです。

市

民

税

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

宿泊税導入検討事業 決算書Ｐ95
当初予算 3,571千円
予算現額 3,495千円 決算 3,217千円

１．宿泊税導入検討事業【実施計画】 2,993千円
内容

宿泊税導入検討委員会の実施にかかる運営経費です。宿泊税導入を検討するにあたり必要な
サポート、情報収集、資料作成などを委託するものです。

成果
宿泊税導入検討委員会を４回開催し、宿泊税の導入が必要であるとの答申を得ました。

回数 開催日 議題
第１回 ５月28日 浦安市の情勢について等

第４回 11月26日 浦安市宿泊税導入検討委員会報告書（案）について等

第２回 ８月19日 アンケート調査結果と分析について等
第３回 10月21日 浦安市宿泊税導入検討委員会報告書（素案）について等

－74－－74－
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管

・

726,138,929 

53,068,943,718 

229,856,012 

202,669,170152,928

軽 自 動 車 税
（ 種 別 割 ）

入 湯 税

市 た ば こ 税 951,808,010円

150　 円/人

円/本

89,983,600円 15,956 台

計 53,015,781,918円

96,063,900円 640,426 人

145,851,898 本

収入済額
納税義務者及び
課税対象等の数

101,944

社

△93.3

滞納繰越分 6.434.1

40,626,667,423 

53,271,765,816 

3.699.3285,803,69915,526

41,504,293,634 

40,652,937,957 

△5.197.9853,497,59724,128,614

4 滞納繰越分 851,355,677 

40,367,118,732 

99.5

259,548,691 

令
和

30.5

計

現年課税分

令
和

年
度

計

年
度

730,735,795 5.9

5

令
和

現年課税分 42,969,789,143 

滞納繰越分

53,997,904,745 53,298,799,730 

5.9

276,283,444 

42,745,770,596 

43,780,053,098 

810,263,955 

19,308,974

現年課税分

6

23.9

24.299.6

収入
割合

506,723,80827,256,703

27,263,263 98.3

年
度

円/社

△16.8

98.7

31.7

23,822　 円/台

1,084,174　

円/人

679,643,113

476,973,943

5,639　 円/台

人47,492

7　

453,108　 円/人

360 台

4,646

固 定 資 産 税

法 人 市 民 税

21,519,014,981円

5,037,070,088円

軽 自 動 車 税
（ 環 境 性 能 割 ）

8,575,800円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

○　市税の状況

○　市税の推移

調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

市税収入は、対前年度比23.9％増で、前年度実績を上回る結果となっています。内訳は、個人
市民税が41.2％増、法人市民税が67.4％増で、固定資産税が4.0％増、軽自動車税が5.0％増と
なっています。

　　　　　 区　分
税　目

6,560

25,313,265,539円 人

224,011,987

43,022,054,040 

19,461,902

納税義務者及び課税対象等
単位当たりの収入済額

個 人 市 民 税

計

※納税義務者及び課税対象等の数については、個人市民税及び法人市民税は納税義務者数、
　固定資産税は、土地・家屋・償却資産を納税者ごとにまとめた数、軽自動車税は課税車
　両台数、市たばこ税は売渡本数、入湯税は入湯客数となっています。

○　納税義務者及び課税対象等単位当たりの収入済額（現年課税分）

（単位：円、％）市

民

税

課

・

固

定

資

産

税

課

・

収

税

課

248,306　

収入済
前年比

　　　  区　分
年　度

24,113,088 567,693,898

※固定資産税の収入済額は、国有資産等所在市交付金 53,161,800円を含んでおりません。
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所
管

・
(単位：人、社)

・

1,513 42,193

1,437

217 3,245

1,591108
 免税点以上の
 もの
 免税点未満の
 もの

1,369

1,360

9 754

40,918

45

40,680

42,332

109

(単位：円)

令和　４　年度 令和　６　年度

94 1,546

3,0281,520

42,278

8,541,445,900　

1,699

総　　数

備　　　　　考

42,294

101

40,774
注：免税点……課税標準となるべき額が、土地は30万円、家屋は20万円、償却資産は
              150万円に満たない場合は、固定資産税は課税されません。

40,963

家 　　　屋

計

土　 　　地
8,359,060,600　 8,846,283,000　

(単位：円)

予算現額 21,353,430千円 21,628,505千円

個人 法人 計

固定資産税の納税義務者数は、次のとおりです。
１．固定資産税納税義務者数

個人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ25
当初予算

決算

固定資産税
21,353,430千円

償却資産

20,304,522,900　 21,557,999,800　

２．固定資産税調定額（現年課税分）
固定資産税の調定額の内訳は、次のとおりです。

計

償 却 資 産 3,404,016,400　 3,289,576,700　

9,422,140,100　

固

定

資

産

税

課

令和　５　年度

8,793,233,100　
8,565,343,900　
3,362,221,500　

20,720,798,500　

交　付　金

土　　地 家　　屋
計

国有資産等所在市交付金

３．国有資産等所在市交付金

53,161,800　

個人 法人 法人

　　　　　　　年　度
区　分

　　　　　　　区　分
種　別

交付金額
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所
管

・

・

スマートフォン納付利用状況

・

・

コンビニ納付利用状況

決算 12,474千円

その他 4,015千円

2,354,809,966

※上記のうち収税課分

負担金（市民税課、固定資産税課、収税課） 決算書Ｐ95
当初予算 13,318千円
予算現額 12,479千円

収納件数

納税者の利便性の向上を図るため、コンビニエンスストアでの収納を行うものです。また、
スマートフォン専用アプリを活用したキャッシュレス納付については、令和６年度から地方
税共同機構の提供するQRコードにより市県民税（普通徴収）の対応をすることとなったた
め、本事業による対応は終了しました。

収　納　額
年　度

コンビニエンスストアで納付できることで、納付方法の選択肢を拡充し、納税者の利便性向
上に資することができました。

税　目
令和６年度
（単位：件、円）

1,195,339,222
収　納　額

33,904千円 決算 29,690千円

42,681

8,855千円

収納件数

647,946,558
15,603 486,869,026
2,405 13,415,700
31,381 1,148,231,284

52,534,090
93,777

市 県 民 税 （ 普 徴 ） 45,846 1,280,915,468

2,438,310,985

固 定 資 産 税

合　計 97,486

42,540 1,105,152,397
9,061
42,035 1,106,936,654

決算書Ｐ95

一般財源
特定財源
国県支出金 16,820千円

１．市税等収納代行事業 7,882千円

当初予算 33,639千円
予算現額

19,988
3,883,100

軽 自 動 車 税 9,100 52,243,120

市税徴収事務費

内容

成果

令和５年度

令和５年度
税　目

698,421,220

518,004,554
固 定 資 産 税 5,934 176,533,566

743
合　計

収納件数 収　納　額
市 県 民 税 （ 普 徴 ） 13,311

納税者の利便性の向上を図るため、地方税共同機構が運営する地方税共通納税システムを利
用するにあたり、MPN（マルチペイメントネットワーク）及びAPI（スマホアプリ等を利用し
た電子決済サービス）の手数料に対し、各地方団体の利用実績に応じた金額を利用年度の翌
年度に共同収納手数料負担金として納付するものです。

（単位：件、円）
令和６年度

収納件数 収　納　額
13,373

1,522千円 決算 1,521千円

成果

1,521千円
内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

地方税共通納税システムを利用することにより、納付方法の選択肢を拡充し、納税者の利便
性向上に資することができました。

年　度

１．地方税共同機構負担金

軽 自 動 車 税

収

税

課

当初予算 2,424千円
予算現額

－77－
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所
管

口 座 利 用 者 数

年　度
税　目

口 座 利 用 者 数

6,408,430,700 6,815,164,100

56.63

利 用 割 合

（単位：人、円、％）

利 用 割 合

2,868,253,399 15,208,579,494

25.64

22,029,651,294

38.69

6.64 6.42

注：利用割合は各税目の納税義務者に対する口座利用者数の割合を示します。

計

利 用 割 合

口 座 利 用 者 数

38.79 42.97

9,282,473,799

軽
自
動
車
税

1,050 1,025

5,789,700 5,907,700

利 用 割 合

口 座 振 替
収 入 済 額

34,515 35,555

口 座 振 替
収 入 済 額

固
定
資
産
税

26,872 27,100

個
人
市
県
民
税

（

特
徴
除
く
）

6,593 7,430

口 座 振 替
収 入 済 額

口 座 利 用 者 数

口 座 振 替
収 入 済 額

56.96

収

税

課

令和５年度 令和６年度

○　口座振替の状況

(0)
還 付 金

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

件 数

○　償還金還付の推移

年　度
令和５年度 令和６年度

区　分

2,322 1,948

法 人 市 民 税
（ 加 算 金 ） (246,900) (222,700)
還 付 金

個 人 市 県 民 税
（ 加 算 金 ） (0)

58,501,867 75,898,854

(253,700)
還 付 金 12,517,600 13,073,249
件 数

37,724,300 28,483,000
件 数 378 354

115 130

軽 自 動 車 税
（ 加 算 金 ） (0) (0)
還 付 金

固 定 資 産 税
（ 加 算 金 ） (228,400)

(0)
還 付 金 87,500 77,000
件 数

14,000 12,900
件 数 3 1

15 16

そ の 他 の 税 目
（ 加 算 金 ） -              -              
還 付 金

軽 自 動 車 税
（ 種 別 割 ）

（ 加 算 金 ） (0)

-              -              
件 数 0 0

2,833 2,449
注：（　）内は内数

（単位：円、件）

計
（ 加 算 金 ） (475,300) (476,400)
還 付 金 108,845,267 117,545,003
件 数

－78－－78－
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所
管

○　不納欠損事由別内訳

11軽 自 動 車 税
（ 種 別 割 ）

2 10 16

40 10

12,000 59,300 -              71,300
1 0 18

155 581
5,371,475 6,115,509 1,523,570 13,010,554

0

計
58 180 78 342 19 59

0

0

2,000 26,224 -              28,224
軽 自 動 車 税

1 1 3 9

3
412,400 19,900 -              432,300

固 定 資 産 税
2 22 1 2

0

0

0 1 1
119,400 -              -              119,400

24

528
4,825,675 6,010,085 1,523,570 12,359,330

法 人 市 民 税
1 1 0 0

件数 人数 人数 件数件数

64 315 19 59 136

収

税

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

（地方税法第15条の７によるもの） （単位： 円、人、件）
区　分 差押財産なし 生活困窮 所在不明

件数 人数

個 人 市 民 税
53 154

計

税   目 税　　額 税　　額 税　　額 税　　額
人数

（単位： 円、人、件）
区　分 地方税法第18条による

もの
地方税法第15条の７に
よるもの

計

税　　　額
人数

税　　　額
人数

税　　　額
人数

税　目 件数 件数 件数

個 人 市 民 税 5,359,537
140

12,359,330
136

17,718,867
276

425 528 953

法 人 市 民 税 370,700
6

119,400
1

490,100
7

6 1 7

固 定 資 産 税 587,200
9

432,300
3

1,019,500
12

29 24 53

軽 自 動 車 税 133,911
26

28,224
4 30

40 10 50
軽 自 動 車 税
（ 種 別 割 ）

-           
-    

71,300
11

計 6,451,348
181

13,010,554
155

162,135

19,461,902
336

500 581 1,081

71,300
11

-    18 18

－79－－79－
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選挙管理委員会事務局

所
管

・

・

・

・

・

応募者数（人） 応募作品数（点） 応募者数（人） 応募作品数（点）

・

80 73 153 68,600 74,512 143,112

計 6 3

中 学 校 の 部 2 0
高 等 学 校 の 部 0 0

部　　門 ポスター入選者数（人）標語入選者数（人）
小 学 校 の 部 4 3

計 37 37 53 54
ポスターおよび標語入選者の状況は、次のとおりです。

中 学 校 の 部 5 5 0 0
高 等 学 校 の 部 0 0 0 0

成果
ポスターおよび標語の応募状況は、次のとおりです。

部　　門
ポスター 標　語

小 学 校 の 部 32 32 53 54

成果

7,996千円

延べ出席委員数（人）
78

選挙啓発事業 決算書Ｐ99

内容
40千円

予算現額 8,107千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ99
当初予算

決算

開　催　回　数（回） 審議及び報告件数（件）

選

挙

管

理

委

員

会

事

務

局

国県支出金

一般財源
特定財源

8,087千円

選挙管理委員会の開催状況

選挙管理委員会運営費

当初予算 907千円

7,956千円

登　　録　　日
新規登録者数(人) 登録日現在登録者数(人)

男 女

予算現額 907千円 決算 873千円

令和６年６月１日（定　時） 947 1,031 1,978 68,344

21 116
選挙人名簿の登録
定時登録を年４回（６月、９月、12月、３月）行ったほか、選挙時に行う選挙時登録を衆議
院総選挙および千葉県知事選挙、浦安市長選挙の際に行いました。

選挙人名簿登録者数は、次のとおりです。

73,974
2,039 3,953 68,756 74,550

女計 男 計
142,318
143,306

 　 〃　10月14日（選挙時） 546 557 1,103 68,806 74,671 143,477
 　 〃　９月１日（定　時） 1,914

143,303
 　 〃　12月１日（定　時） 523 476 999 68,717 74,543 143,260
令和７年２月26日（選挙時） 912 921 1,833 68,697 74,606

143,177　　〃　３月１日（定　時） 37 47

内容
明るい選挙の推進に役立てるため、「きれいな選挙の推進を表すもの」や「棄権防止の呼び
かけを表すもの」などを内容としたポスターおよび標語を募集しました。さらにその後の審
査で、優秀な作品に対して表彰を行いました。

84 68,630 74,547
　　〃　３月８日（選挙時）

－80－－80－
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所
管

・

・

・

・

選

挙

管

理

委

員

会

事

務

局

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

衆議院議員選挙執行費 決算書Ｐ99
当初予算 -千円
予算現額 73,778千円 決算 71,207千円

一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 71,207千円

(4) 候補者数　　小選挙区６人　比例代表・南関東選挙区10政党　

内容

成果

令和６年10月27日（日）に、衆議院議員総選挙を執行しました。

(1) 選挙事由　　解散による
(2) 公 示 日　　令和６年10月15日(火)
(3) 選挙期日　　令和６年10月27日(日)

(5) 選挙啓発 
投票への参加を推進するため、電光掲示板及び横断幕の掲出、投票所案内看板の設置、投
票日案内マグネットシートの公用車貼付、防災行政用無線による投票の呼びかけ、選挙公
報の配布等を実施しました。

(6) 選挙結果
①投票 ②開票

区　　　分 男 女 計 投票総数(票) 80,469
当日有権者数（人） 68,594 74,473 143,067 有効投票数(票) 78,998
投 票 者 数（人） 39,121 41,349 80,470 無効投票数(票) 1,471
投 票 率（％） 57.03 55.52 56.25 無効投票率(％) 1.83

知事選挙執行費 決算書Ｐ101
当初予算 34,220千円
予算現額 49,957千円 決算 49,945千円

一般財源 12,663千円
特定財源
国県支出金 37,282千円

内容
令和７年３月16日（日）に県知事選挙を執行しました。

成果
(1) 選挙事由　　任期満了による
(2) 告 示 日　　令和７年２月27日(木)
(3) 選挙期日　　令和７年３月16日(日)
(4) 候補者数　　４人　
(5) 選挙啓発 

投票への参加を推進するため、電光掲示板及び横断幕の掲出、投票所案内看板の設置、投
票日案内マグネットシートの公用車貼付、防災行政用無線による投票の呼びかけ、選挙公
報の配布等を実施しました。

(6) 選挙結果
①投票 ②開票

区　　　分 男 女 計 投票総数(票) 40,176
当日有権者数（人） 67,297 73,197 140,494 有効投票数(票) 39,641

1.33
投 票 者 数（人） 18,869 21,309 40,178 無効投票数(票) 535
投 票 率（％） 28.04 29.11 28.60 無効投票率(％)

－81－
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所
管

・

・

市長選挙執行費

令和７年３月16日（日）に市長選挙を執行しました。

(1) 選挙事由　　任期満了による

- 無効投票率(％) -
投 票 者 数（人） - - - 無効投票数(票) -
投 票 率（％） - -

-
当日有権者数（人） - - - 有効投票数(票) -

(5) 選挙啓発 
投票への参加を推進するため、電光掲示板及び横断幕の掲出、投票所案内看板の設置、投
票日案内マグネットシートの公用車貼付等を実施しました。

(6) 選挙結果
①投票 ②開票

区　　　分 男 女 計 投票総数(票)

(2) 告 示 日　　令和７年３月９日(日)
(3) 選挙期日　　令和７年３月16日(日)
(4) 候補者数　　１人　

内容

選

挙

管

理

委

員

会

事

務

局

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ101
当初予算 40,151千円
予算現額 24,414千円 決算 12,235千円

成果

－82－－82－
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監査委員事務局

所
管

内容
・地方自治法及び地方公営企業法等に基づき、監査業務を実施しました。

監査・検査の実施状況は、次のとおりです。

・

　　令和５年４月１日
　～令和６年２月29日
　　令和５年４月１日
　～令和６年３月31日
　　令和６年４月１日
　　　　　～７月31日
　　令和６年４月１日
　　　　　～８月31日
　　令和６年４月１日
　　　　　～９月30日
　　令和６年４月１日
　　　　　～10月31日
　　令和６年４月１日
　　　　　～12月31日
　　令和６年４月１日
　～令和７年１月31日

（２）出納検査
・

（３）決算審査及び基金運用状況審査
・令和５年度決算について、会計処理の適正性や予算執行の効率性等を審査しました。

また、あわせて基金の運用状況を審査しました。
（４）地方公共団体財政健全化判断比率等審査

・
（５）工事監査

・技術的な観点からの監査を主眼とし、各種書類及び現場を調査するとともに、関係職員の
説明を受けて監査しました。
監査の対象　浦安海岸千鳥地区安全施設設置等工事（２工区）

（６）財政援助団体等監査
・市が財政的援助を与えている補助金交付団体について、当該団体に係る事務の所管課に対

し、書類審査及び質問審査を実施しました。
監査の対象　（補助金名）浦安市老人クラブ補助金
　　　　　  （補助金交付団体）浦安市老人クラブ連合会
所　管　課　福祉部　高齢者福祉課　　

（７）住民監査請求
・

監査を実施した結果一部棄却・一部却下となったもの　１件

・監査委員が法に定められた職務を遂行することにより、市の行財政運営をチェックする機関
としての役割を果たすことができました。

3,055千円

都 市 政 策 部

令和５年度における健全化判断比率及び資金不足比率の算定等を審査しました。

福  祉  部

市 民 経 済 部

健康こども部　幼稚園・

令和７年２月28日

監

査

委

員

事

務

局

令和７年１月29日

毎月の現金の収納、又は支払いが適正に処理されているかを検査しました。

教 育 総 務 部

地方自治法第242条第１項の規定に基づく請求がありました。

令和６年４月26日

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ105

（１）定期監査

監査範囲（対象期間）
各部所管の財務に関する事務の執行を次のとおり監査しました。

対　　　　象 監 査 実 施 日

監査委員報酬等経費
当初予算

決算

成果

令和６年５月31日

令和６年９月24日
保育園・認定こども園

3,315千円
予算現額 3,065千円

令和６年11月５日

令和７年３月28日

令和６年11月28日

－83－－83－

主要<81>



市民経済部

所
管

・

・

・

・美浜16自治会集会所について、敷地造成工事を行うことができました。

・

・

(令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・今川団地自治会集会所の建替に伴う解体工事を行いました。

・

５．今川団地自治会集会所建替事業（実施設計）

成果

-千円

内容

成果

855千円

美浜16自治会集会所について、実施設計を行うことができました。

今川団地自治会集会所について、実施設計を行うことができました。

内容

２．美浜１６自治会集会所敷地造成事業 1,060千円

１．美浜１６自治会集会所建替事業（実施設計）（債務負担行為分）
(令和５年度より繰越明許費分）

内容

-千円

26,632千円

自治会活動の拠点となる自治会集会所について、自治会及び老人クラブと協議し、老人クラ
ブ会館との合築による建替工事に向けた実施設計を行いました。

美浜16自治会集会所の建替に伴う敷地造成工事を行いました。

成果

７．今川団地自治会集会所建替事業（継続費分）

内容

美浜16自治会集会所について、建替工事を進めることができました。
成果

28,915,000円

3,951千円

今川団地自治会集会所について、解体工事を行うことができました。

（令和７年度へ逓次繰越）

内容
自治会活動の拠点となる自治会集会所について、自治会及び老人クラブと協議し、老人クラ
ブ会館との合築による建替工事に向けた実施設計を行いました。

（令和７年度へ逓次繰越）

28,121,000円

４．美浜１６自治会集会所建替事業（継続費分）

成果

３．美浜１６自治会集会所敷地造成事業(令和５年度より繰越明許費分）

79,245千円

30,500千円

予算現額 112,901千円

地方債

一般財源 22,384千円

52,884千円

特定財源

57,036,000円（令和７年度へ逓次繰越）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ87
当初予算

決算

自治会集会所建設事業【実施計画】

６．今川団地自治会集会所建替事業 19,616千円

自治会活動の拠点となる自治会集会所について、老人クラブ会館との合築による建替工事に
着手しました。
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管

・

・

(令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・

・

８．美浜三丁目自治会集会所建替事業（実施設計） 768千円

成果

内容

今川団地自治会集会所について、建替工事を進めることができました。

美浜三丁目自治会集会所について、基本設計を行うことができました。

決算書Ｐ87
当初予算

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

予算現額 4,660千円 4,295千円

内容

自治会活動の拠点となる自治会集会所について、自治会及び老人クラブと協議し、老人クラ
ブ会館との合築による建替工事に向けた基本設計を行いました。

成果

一般財源
特定財源

多文化共生推進事業

3,179千円

(3)多文化共生職員研修「多文化共生による地域づくり」

外国人市民に対する生活上の問題解決に向けた支援や、多文化共生社会の理解促進を図るこ
とができました。

外国人市民と日本人市民が、お互いの文化、習慣、考え方などの違いを認め合い、誰もが安
心して暮らすことができる「多文化共生社会」の実現のため、相談対応や多言語及びやさし
い日本語による行政情報の提供、多文化共生への理解を深める講座等を行いました。

成果

当初予算 23,400千円
決算

その他 3,041千円

(2) 災害時外国人サポーター養成講座

(1) 外国人相談窓口

国際センター運営事業

内容

4,687千円

1,222千円

決算
32千円

国県支出金

自治会活動の拠点となる自治会集会所について、老人クラブ会館との合築による建替工事に
着手しました。

災害時に外国人市民を支援するために必要な知識や心構えの習得、避難所巡回訓練を行う
浦安市災害時外国人サポーター養成講座を開催し、災害時外国人支援体制の充実を図るこ
とができました。
実施日：令和７年１月25日　受講者数：12名

予算現額 23,400千円

特定財源
165千円

外国人相談アドバイザーが、６言語(英語、中国語、フランス語、ポーランド語、ロシア
語、日本語)により相談を受け、問題解決に向けて支援することができました。
年間相談対応件数：468件

国県支出金

決算書Ｐ87

一般財源
23,400千円

本市における国際化の現状や、浦安市多文化共生推進プランの概要説明、外部講師による
多文化共生のまちづくり推進の重要性についての講義、グループワークを行いました。研
修により、職員の多文化共生に対する理解促進を図ることができました。
実施日：令和７年１月30日
受講者数：57名

その他 20,056千円

地

域

振

興

課

－85－－85－

主要<83>



所
管

１．国際センター指定管理料（債務負担行為分）

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

(件) (人)(日)

3,292千円 決算 3,073千円

利用率利用者数利用件数

非核平和事業 決算書Ｐ87
当初予算 4,408千円
予算現額

一般財源 11千円
特定財源
その他 3,062千円

１．非核平和関連事業

成果

(2) 平和の千羽鶴募集及び献納

(3) 黙とうの呼びかけ

(4) 「平和への願い」カレンダーの作成

296千円

(5) 子どもたちによる“平和なまち”絵画コンテスト2024

9,232

６歳以上15歳以下の市民を対象に“私にとっての平和”をテーマとした絵画コンテスト
を行いました。
募集期間：令和６年８月１日～９月30日
応募数：95作品
作品展示期間：令和７年１月16日～１月30日　市役所１階市民ホール

“平和なまち”絵画コンテスト受賞作品を掲載した年度カレンダーを作成し、小・中学
校等市内各所へ配付しました。

(1) 横断幕及び電光掲示板での啓発
市民の非核平和に対する意識を高めることができました。

796 7,921

原爆の投下日に原爆死没者のめい福と核兵器の廃絶を願い、黙とうの実施について広報
うらやす（８月１日号）や市公式Ｘ（エックス）、市役所電光掲示板・庁内放送によ
り、広く呼びかけを行いました。

市民から平和の千羽鶴を募集し、広島市・長崎市への献納を行いました。
募集期間：令和６年６月17日～７月16日
献納数：約70,700羽

「核兵器のない平和な世界を」と記した横断幕を掲出しました。また、市役所電光掲示
板で啓発しました。
横断幕掲出期間：令和６年７月16日～９月13日
横断幕掲出場所:浦安駅前歩道橋、新浦安駅北口歩道橋、舞浜駅北口歩道橋

96.8

内容

23,400千円
内容

成果

利用日数休館日利用可能日

昭和60年３月29日の「非核平和都市宣言」に基づき、非核平和理念の市民への浸透と平和意
識の高揚を図るため、非核平和関連事業を実施しました。

868

＜研修室利用状況＞

(％)(日) (日)

52

研修室１ 305
研修室２ 339 26 328

17,153

施設の管理・運営や各種事業を通して、市民の国際理解・交流に対する意識の向上や市民相
互の交流を図ることができました。
年間総利用者数：27,070人

　　　 区分
施設

国際センターの指定管理者である（公社）青年海外協力協会・（一社）協力隊を育てる会共
同事業体への指定管理料です。研修室等の使用管理、国際理解・交流に関する情報提供、
ホームページによる行政・生活情報の提供、外国人相談、その他自主事業等を行いました。

90.0

93.4計

339

678

26
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所
管

２．平和学習青少年派遣事業

３．平和学習青少年派遣事業（債務負担行為分）

・

・

４．原爆展及び被爆体験講話事業

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

1,956千円

80千円５．被爆者団体育成補助金
内容

成果

内容
関係団体の協力のもと、原爆被災写真の展示、学校における被爆体験講話などを通して、市
民に非核平和の啓発を行いました。

成果
次代を担う子どもたちをはじめ、多くの市民が、核兵器の恐ろしさや戦争の悲惨さを理解
し、平和の尊さを考えることで、非核平和に対する意識を高めることができました。

長崎市に派遣された平和使節団による報告や、長崎市の被爆者による被爆体験講話等を行
いました。
＜プログラム＞
第１部　令和６年度平和学習青少年派遣事業報告会
第２部　被爆体験講話
第３部　朗読劇「伝えたい　あの日のことを」
開催日程：令和６年９月１日　市役所１階市民ホール
来場者数：113人

（2）平和のつどい2024

被爆者団体を支援することにより、その活動を通じて、市民に核兵器の廃絶及び世界の恒久
平和の理念を浸透させるとともに、被爆者相互のきずなを深め非核平和活動への推進につな
げるため、被爆者団体「浦安被爆者つくしの会」へ補助金を交付しました。

市立小・中学校において、浦安被爆者つくしの会による被爆体験講話や朗読劇、ＤＶＤに
よる平和学習及び、非核平和パネル展を開催しました。
平和学習：小学校17校・中学校６校（学習者数2,024名）
パネル展：小学校17校・中学校９校

市民に核兵器の廃絶及び世界の恒久平和の理念を浸透させるとともに、被爆者相互のきずな
を深め非核平和活動への推進につなげるための活動を支援することができました。
＜主な事業＞　朗読劇「伝えたいあの日のことを」のYouTube配信
　　　　　　　学校・市民向けの被爆体験講話、朗読劇の実施
　　　　　　　語り方教室　　等

171千円

内容

568千円

被爆地である長崎市に本市青少年を平和使節団として派遣しました。派遣中に平和祈念式典
に参列、長崎市が実施する青少年ピースフォーラムに参加し、フィールドワーク・グループ
学習等を行い、派遣後には、本市で開催した「平和のつどい2024」にて報告会を実施しまし
た。

（3）小・中学校平和学習及び非核平和パネル展

（1）原爆展

成果

長崎市と共催で、「長崎原爆・平和展」を開催し、原爆被災写真や被爆被災物品などを展
示しました。
展示期間：令和６年７月18日～９月１日　市役所１階市民ホール

参加した青少年は被爆の実態から平和の尊さへの理解を深め、戦争や核兵器のない平和な未
来を築こうとする心を育むことができました。
派遣期間：令和６年８月７日～８月10日
派遣人数：中学生18名（市立中学校９校から２名ずつの推薦）
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管

・

・

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算

成果

その他

地域における自治会活動の活性化を促進するため、各自治会及び自治会連合会へ運営費補助
金の交付を行いました。

内容

特定財源

誰もが安心して暮らし、活躍することができる多文化共生社会を推進するため、浦安市国際
交流協会が行う多文化共生を推進する事業に要する経費の一部に対し、補助金の交付を行い
ました。

多文化共生社会の推進につながる、市民主体の様々な活動を支援することができました。
＜主な事業＞
 語学講座（日本語学習支援教室：17教室、外国語学習講座：９言語24講座）
 イングリッシュカフェ（年３回　延べ43名（６月23日16名、１月12日15名、２月１日12
　名））
 在住外国人との日帰り研修バス旅行（30名）
 姉妹都市オーランド市Dr.フィリップス高校生ホームステイ受け入れ（30名）
 外国人のための浦安市のお知らせ（やさしい日本語版）を発行（月1回　600部）等

市民のふるさと意識の醸成とともに地域住民の連帯を深め、心のふれあう明るく住みよい地
域社会を築くための事業運営を支援することができました。主な事業は、浦安市花火大会、
花いっぱい運動（配布施設83施設）、市民憲章等普及事業、催し物備品貸出事業です。

一般財源 113,327千円

3,680千円

117,007千円

２．浦安市ふるさとづくり推進協議会運営費補助金

82団体に補助金を交付し、自治会及び自治会連合会の円滑な運営を促進するとともに、住民
相互の良好なコミュニティの形成を図るための事業運営を支援することができました。

＜主な使途＞ ・消耗品（事務用品、清掃用具等）
・印刷製本費（会議資料、広報誌等）
・使用料（インターネット通信等）
・事業費（自治会まつり等）

内容

補助金 決算書Ｐ89
当初予算 156,377千円
予算現額 156,377千円

77,591千円

成果

３．浦安市多文化共生推進事業補助金

地域住民の連帯を深め、心のふれあう明るく住みよい地域社会を築くため、浦安市ふるさと
づくり推進協議会へ運営費補助金の交付を行いました。

4,140千円

成果

１．浦安市自治会・自治会連合会運営費補助金 35,275千円

内容
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・

・

・

・

・

当初予算 16,247千円
予算現額

１．市民活動補助金及びまちづくり活動補助金選定委員会委員６名分報酬

内容
市民参加を適正に推進するため、市民参加推進会議を開催しました。

①年間スケジュールについて

　いて

②「第３期市民参加推進計画」に関する進行管理シートについて

決算書Ｐ79

市民向け市民参加推進講演会及び市民参加推進アドバイザーによる職員向け市民参加推進講
習会を開催し、84名が参加しました。また、市民活動総合補償保険に加入したことで、市民
活動従事者への支援につながりました。加えて、第４期市民参加推進計画の策定に向けて市
民参加に関する意識調査を行ったことで、市民やまちづくり活動団体等の意識の現状を把握
することができました。

２．市民参加推進経費

成果

テーマ　：地域の発展に貢献しよう！参加と受入方法について学ぶ
開催日　：令和６年11月10日（日）
開催場所：まちづくり活動プラザ 講義室１
講師　　：後藤　麻理子 氏（日本ボランティアコーディネーター協会
　　　　　事務局長）
参加者　：26名

9,713千円

テーマ　：地域と行政の連携によるまちづくりに向けて
開催日　：令和６年６月21日（金）
開催場所：文化会館３階大会議室
講師　　：関谷　昇 氏（千葉大学大学院社会科学研究院　教授）
参加者　：58名

16,186千円

6,276千円

①令和５年度市民参加に関する事業実施状況報告について

予算現額

市民参加についての知識や理解を深めるために、市民向け市民参加推進講演会及び市民参加
推進アドバイザーによる職員向け市民参加推進講習会を開催しました。また、市民活動従事
者が安心して活動できるよう市民活動総合補償保険に加入しました。加えて、第４期市民参
加推進計画を策定するにあたり、市民やまちづくり活動団体等に市民参加に関する意識調査
を行いました。

844千円

１．市民参加推進会議委員８名分報酬

特定財源

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

①令和７年度会議開催スケジュールについて

成果
第３期市民参加推進計画の実施状況報告や第４期市民参加推進計画の策定に係る市民参加に
関する意識調査について、専門的見地からご意見をいただきました。

1,366千円当初予算

令和６年11月13日

開催日 審　議　内　容

②第４期市民参加推進計画に係る市民意識調査（概要案）について

市民参加推進事業

②令和５年度市民参加に関する事業の実施状況調査（追加調査）につ

決算書Ｐ79

決算

令和６年７月３日

一般財源

その他

③第４期市民参加推進計画に係る市民意識調査の状況について

823千円

市

民

参

加

推

進

課

職員向け市民参加推
進講習会

15,989千円

令和７年３月５日

市民向け市民参加推
進講演会

市民活動促進事業

内容

181千円

642千円

191千円

市民活動補助金及びまちづくり活動補助金の適正化を図り、補助対象候補事業を選定・評価
するため、市民活動補助金及びまちづくり活動補助金選定委員会を開催しました。

決算

－89－－89－
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管

・

・

・

市民活動センター来館者数の推移 （人）

市民活動センター利用承認団体数の推移 （団体）

市

民

参

加

推

進

課

２．市民活動センター運営経費

情報発信

・センターホームページによる市民活動に関わる情報発信
・庁舎内デジタルサイネージでの市民活動に関わる情報発信
・メールマガジンの発行（月２回）
・市民活動センターだよりの発行（年４回）

若者のための夏休み
ボランティア

まちづくり講座

市民が市民活動に対して興味を持ち、地域で活動を始めるきっかけとな
る講座を開催
テーマ　：「人生100年！地域でイキイキ暮らすために」
開催日  ：令和６年11月10日（日）
開催場所：まちづくり活動プラザ　講義室１
講師　　：浦安介護予防アカデミア他２団体
参加者　：45人

夏休み期間に、市内在住・在学の中学生以上から20代までの方を対象
に、市民活動団体の活動体験を通して社会貢献を学ぶ機会を提供
実施期間    ：令和６年７月21日（日）～８月31日（土）
プログラム数：34（受け入れ団体数：27）
参加者　　　：231人

うらやす
NPOウィーク

市民活動の啓発及び活性化を図ることを目的に、市民活動団体の活動内
容を展示し、市民に広く周知する場として開催
開催期間：令和７年２月２日（日）～13日（木）
開催場所：市役所１階市民ホール
参加団体：30団体
来場者数：623人

4,685 4,661

234

6,842

231 240254
令和６年度令和５年度

市民活動に対する関心を高めるとともに、市民活動団体への支援を通して、市民活動を促進
することができました。

年度 令和２年度

令和４年度

令和５年度
5,438来館者数 5,480

②市民活動補助金（令和７年度事業）の選定について
①令和７年度委員会開催予定について

令和７年３月12日

②令和７年度補助金事業の選定方法について
①令和７年度補助金事業の応募状況について

令和６年６月20日

内容

①市民活動補助金（令和７年度事業）公開プレゼンテーション
令和６年12月16日

令和３年度 令和４年度

審　議　内　容

②令和６年度補助金事業の評価方法について

市民活動センターの運営業務を委託し、団体の交流促進、市民活動に関する情報発信・啓
発・講座・相談対応などの事業を行いました。

令和６年10月21日

成果

開催日
①令和５年度実施事業の評価について

浦安市市民活動補助金の交付に関する規則及び浦安市まちづくり活動補助金制度実施要綱に
より提案された対象事業の選定・評価を行うことで、補助金の適正化を図りました。

②令和６年度委員会開催予定について
③令和７年度市民活動補助金及びまちづくり活動補助金の実施概要に
　ついて

３．市民活動センター運営経費（債務負担行為分）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

令和２年度

成果

承認団体数
年度

事業区分 内　容
市民活動センターの主な事業

238
令和３年度

2,022千円

10,780千円

令和６年度

－90－－90－
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交付確定額 2,996,350円 -

成果
団体と市が連携協力し、地域課題や行政課題の解決に向けて効果的な事業を実施することが
できました。

一般提案部門
交付事業数 １事業

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

-

市の行政課題や地域課題を解決するために、団体と市が連携及び協力して進める事業に補助
金を交付しました。
補助金の種類
（１）一般提案部門：１事業300万円以内

まちづくり活動団体が自由に事業テーマを設定（３年度を限度）

４．まちづくり活動補助金

行政が課題としている事業テーマを設定（３年度を限度）

市民活動団体が安定的かつ継続的に活動が行えるよう、団体の抱える課
題の解決につながる講座を開催
テーマ　：「広報力アップ！“ツカエル写真”の撮り方講座」
開催日  ：令和７年３月９日（日）
開催場所：まちづくり活動プラザ　第２多目的室
講師　　：田中　ルナ 氏
参加者　：36人（22団体）

つなぐプロジェクト

内容
補助金の概要

行政提案部門

市民活動団体
応援講座

市民活動団体と地域活動団体や事業者などが、双方の資源を持ち寄り連
携して事業や活動を行うことで、その効果を更に高め、豊かなまちづく
りにつながることを目的として実施
提案プログラム数：42団体　77プログラム
連携事業件数    ：16件

（２）行政提案部門：１事業300万円以内

まちづくりフェスタ
ｗｉｔｈ

事業区分 内　容

市

民

参

加

推

進

課

2,996千円

展示やワークショップなどの方法で市民活動・まちづくり活動を啓発す
るとともに、団体や来場者の交流の場を創り出すことを目的として開催
開催日　：令和６年11月10日（日）
開催場所：まちづくり活動プラザ
参加団体：展示：15団体、ワークショップ・販売等：35団体
来場者数：740人

－91－－91－
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内容
・

成果
・

※16団体が延べ248台使用しました。

内容
・

成果
・

合計 (21) 81
13

30 29

市

民

安

全

課

2718

2173(18)

33

自治会
8

決算書Ｐ89

誘導灯(本) ポール(本)帽子(個) 腕章(枚)

41,060千円

防犯活動推進事業

予算現額
当初予算 49,168千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

（支援物資貸与状況）
団体名(団体数)

１．自主防犯活動支援経費

39,332千円

741千円

地域の安全は地域で守ることを目的に、自主的にパトロール等の防犯活動に取り組む自治会
やＰＴＡ等の地域団体に対し、帽子、腕章、ベスト、のぼり旗等の物品や防犯パトロール用
車両（車2台、バイク1台）の貸出しを行うほか、浦安市学生防犯委員会Ｖ５の活動への支援
を行いました。

自治会、ＰＴＡをはじめとする地域防犯団体が実施する自主防犯活動の支援の一環として、
パトロール物資の無償貸与や防犯パトロール車両の貸出しを行うことにより、各団体におけ
る活動の充実と地域の防犯力向上を図ることができました。

国県支出金 1,728千円

41,880千円 決算

特定財源

ベスト(枚)

物資の貸与とパトロール車の貸出し実績は次のとおりです。

一般財源

のぼり(枚)

79
0

43 211
(3)ＰＴＡ等 5 08

25

6

00
16

0

浦安市学生防犯委員会Ｖ５の主な活動実績は次のとおりです。

台数
0 0 0 00 0

街頭活動：４回　　会議回数：１回

7 8 9 10

79
（防犯パトロール車両貸出し状況）

月 4 5 2 3

211

11

56

合計

2723

12 1

15
0

車 1317 18
0

【自転車盗難抑止対策に伴う啓発活動】
6月10日に新浦安駅前広場で、10月17日に浦安駅前ロータリー付近にて、自転車盗難抑止対
策としてチラシ及び啓発品を配布しながらの啓発活動を実施しました。

【夏季防犯キャンペーン・年末年始特別警戒防犯キャンペーン】
7月11日及び12月10日に新浦安駅前広場にて、詐欺や窃盗等の犯罪被害を防止するため、チ
ラシ及び啓発品を配布しながらの啓発活動を実施しました。

２．市内巡回パトロール経費

３．市内巡回パトロール経費（債務負担行為分） 5,738千円

犯罪の発生を抑止するため、平日は17時から23時まで、土日祝日は14時から23時までの時間
で青色回転灯を装備した車両１台により、365日、市内全域を巡回する防犯パトロールを実施
しました。

警備専門事業者による市内全域のパトロールを実施することにより、各種犯罪発生の抑止を
図ることができました。

18
0

24823
バイク 0

5,675千円
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管

内容
・

設置場所　国道357号クローバーインターの海楽側に１箇所・美浜側に１箇所　
富岡の国道357号高架橋下に２箇所
国道357号上下線の舞浜交差点から境川高架橋間の歩道に５箇所

・

成果
・

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・

・

・

防犯相談や防犯教室・啓発活動を行うことにより、市民へ適切な犯罪発生情報の提供や防犯
意識の高揚等を図ることができました。また、学校や幼稚園・保育園等では、子供たちに犯
罪被害に遭わないための行動を学んでもらうとともに、教職員に対しても、危機管理意識や
不審者への対応を身に付けてもらうことができました。

高洲移動防犯ステーションに勤務する、警察勤務経験を持つ安全指導員による防犯教室、交
通安全教室等を行うことにより、市民への防犯意識の向上を図りました。

成果
３自治会に対して合計８台分の設置費用を補助することにより、地域の防犯力向上に寄与し
ました。

７．防犯カメラ設置費補助金 1,600千円

8,326千円

犯罪の発生を抑止するため、市内に設置している70台の防犯カメラの運用と、街頭緊急通報
装置から防犯カメラへ更新分9台の設置及び運用を行いました。

令和6年11月まで犯罪抑止が図られ、令和6年12月をもってスーパー防犯灯の運用を終了し、
全てスタンドアロン型防犯カメラへ変更しました。

3,914千円

内容
自治会が防犯を目的に設置する防犯カメラに対し、設置費の一部を補助することにより地域
の防犯力向上を図りました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

４．街頭緊急通報装置経費

現行の機種は製造が終了しており故障した際に復旧ができないことや、携帯電話の普及によ
り緊急通報装置としての利用頻度が低く、誤報やいたずらも発生していたことから、スタン
ドアロン型防犯カメラに切り替えを行うため、令和6年12月にスーパー防犯灯の撤去を行いま
した。

道路等の公共空間において防犯カメラを運用することにより、さらなる犯罪抑止力の強化を
図ることができました。

６．安全指導員経費 13,127千円

５．防犯カメラ運用等経費

犯罪の発生を抑止するため、国道357号沿いに設置している浦安警察署への通報装置及び防犯
カメラを備えたスーパー防犯灯9台の運用を行いました。

市

民

安

全

課
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・

・

　各種交通安全教室・講習会等の実施状況は次のとおりです。

・

・

啓発活動の実施状況は次のとおりです。

・

・

事業実績

自転車交通安全
教室(中学生)

市内の交差点などで通勤及び通学の時間に合わせた自転車安全
利用の指導を実施するほか、主要交差点や駅前広場にて、街頭
キャンペーンを実施して、交通ルールの周知・定着を図る。

実際の事故事例を基にしたＤＶＤを視聴し、自転車
利用者としての責任を理解する。

自転車の交通ルール遵守やマナー向上を図るため、イベント等において啓発活動を実施する
とともに、安全指導員や自転車安全利用推進員による声掛け、また、浦安警察署や関係団体
等と連携した早朝指導や街頭キャンペーンなどの啓発活動を実施しました。

内容

54回

自転車利用者への声掛けや啓発活動を実施することで、自転車利用者に対し交通ルールの遵
守やマナーの向上を図ることができました。

早朝指導及び街
頭キャンペーン
の実施

3,254千円

区　　　分 内　　　　　容

自転車の点検方法や通行区分、乗り方についての講
義・実技試験・筆記試験を行い知識と技術を身につ
ける。また、自転車運転免許証を発行することによ
り、運転者であることを自覚する。

17校/1,365人

交通安全教室
(幼稚園児)
(保育園児)
(認定こども園児)

自転車交通安全
教室
(小学校3年生）

成果

 3校/1,513人

２．自転車安全利用推進事業

信号機の見方等の講話や横断歩道の渡り方の実技を
交えながら交通安全の知識を身につける。

内容

成果

9,677千円

区　　分

17校/1,334人
交通安全教室
(小学校1年生)

　内　　　　　容

信号機の見方等の講話や横断歩道の渡り方の実技を
交えながら交通安全の知識を身につける。

一般財源 5,343千円
特定財源
国県支出金

5,791千円決算

448千円

決算書Ｐ157

事業実績

 46園/2,071人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

交通安全教室や自転車安全利用講習会など、年齢層に応じた交通安全教育を実施しました。

6,203千円

577千円１．交通安全教育事業

予算現額
当初予算

交通安全対策費

園児及び小学校新入生を対象とした交通安全教室、小学校３年生及び中学生を対象とした自
転車交通安全教室を開催し、安全教育を推進することができました。

市

民

安

全

課

３．自転車乗車用ヘルメット購入補助金 1,406千円
内容

自転車乗車用ヘルメットの着用を促進するために、浦安市民又は浦安市立の小・中学校に通
う市外在住の小・中学生に対し、市と当該事業に係る協定を締結した事業協力店で利用可能
な2,000円分の割引券を配付し、その購入費を補助しました。

成果
令和７年１月から助成対象を幼児及び小・中学生から全市民に拡大しました。割引券を配付
することで、購入費の負担軽減と自転車乗車用ヘルメット着用の促進及び乗車時の安全を図
るとともに、自転車乗車用ヘルメットの着用について啓発することができました。割引券の
使用者は、703人でした。

－94－
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実施状況は次のとおりです。

自転車乗車用ヘルメットの着用を促進するために、浦安市民又は浦安市立の小・中学校に
通っている市外在住の小・中学生に対して配付する自転車乗車用ヘルメット購入割引券を作
成し、発送を行うとともに、啓発用ポスターを作成しました。

135千円
内容

成果市

民

安

全

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

18,120千円 決算 15,243千円

４．自転車乗車用ヘルメット購入支援事業

路面シートその他の交通安全施設設置等工事
そ　の　他 交通啓発看板購入等

1,779,800円区画線等調査及び資料作成業務委託
道路反射鏡鏡面調整（5面）

ポストコーン設置・撤去工事
道路反射鏡設置等工事（13基）

142,260円
合　　　計 15,243,315円

交通安全施設整備事業 決算書Ｐ157
当初予算 18,522千円
予算現額

維 持 補 修
工 事

区画線等補修工事（4路線）

13,321,255円

種　　　別 内　　 容 金　　額

保守点検業
務委託等

道路反射鏡点検等業務委託（597基）

令和７年１月から助成対象を幼児及び小・中学生から全市民に拡大しました。割引券を配付
することで、購入費の負担軽減と自転車乗車用ヘルメット着用の促進及び乗車時の安全を図
るとともに、自転車乗車用ヘルメットの着用について啓発することができました。

内容
地域の交通安全確保及び交通の円滑化のため、区画線や道路反射鏡等の交通安全施設の補修
工事等を実施しました。

成果
区画線や道路反射鏡等の交通安全施設を整備することで、通学路を含めた地域の交通安全確
保及び交通の円滑化を図ることができました。
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事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

82,397千円83,262千円予算現額

自転車等駐車対策経費 決算書Ｐ159

放置自転車の移送、保管及び返還業務並びに放置自転車の整理及び指導業務を行うほか、放
置自転車防止の啓発活動を行いました。

成果

当初予算 83,358千円
決算

市

民

安

全

課

一般財源 49,441千円

区　　分 撤去日数 撤去台数 返還台数

特定財源
その他 32,956千円

１．放置自転車対策経費 53,334千円

内容
市営自転車駐車場用地の賃借料を支払うとともに、自転車駐車場施設の修繕及び点検を行い
ました。

成果
市営自転車駐車場を維持管理することで、放置自転車の発生を抑制し、安全なまちづくりに
寄与しました。

自　転　車
182日

1,262台 526台
原付自転車 32台

２．自転車駐車場関連経費 29,062千円

20台

内容

自転車の放置防止に努めることで、市民の良好な生活環境を確保することができました。
放置自転車撤去状況は次のとおりです。
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各種証明書交付件数（単位：件・円）

2,616,700
1,880,550

20.3%

732 0 219,600 141 0

46,200

小 計 57,552

金　額（円）

10 10

42,300

11,674

4,946,250

住 民 基 本 台 帳
関 係 の 証 明
（ そ の 他 ）

1,605 214 481,500 628 0 188,400 2,233 214 669,900

広域交付除籍謄
本・改製原謄本

4,918 1,500 3,688,500 1,677

2,425

873 0 261,900

印鑑登録証明書 17,732 5,319,600
戸 籍 謄 本 2,628 1,182,600 交通系電子マネー決済

うちキャッシュレス決済

29,700 55 0 16,500 154 1

コンビニエンスストアでの交付件数 キャッシュレス決済の利用状況
区　　分

住 民 票 29,347 8,804,100 本 庁 窓 口 証 明 発 行 手 数 料 27,119,550
5,496,700

999,450

86,400

戸 籍 の 附 票 2,475 3,541 742,500 348 110 104,400 2,823 3,651

86,400 0 0 0 288 2,425

846,900

住 民 票 閲 覧 288

14,871,900

36,074 8,910

3,336,750
広　域　交　付
戸　籍　謄　本

5,384 939 2,422,800 2,031 30 7,415

2,712,000

受 理 証 明 1,623 15 672,000 42 0 14,700 1,665 15 686,700

5,250 45 21 33,750

除 籍 謄 本 ・
改製原戸籍謄本

3,128 2,051 2,346,000 488

19,002,050

住 民 票 ・
除 住 民 票 ・
改 製 原 住 民 票

538,850

2,112

予算現額 54,066千円 決算 59,411千円

内容

証明書の発行は、市役所本庁舎と、浦安駅、新浦安駅、舞浜駅前の行政サービスセンターの
窓口で行いました。また、マイナンバーカードを利用して全国のコンビニエンスストア等で
の発行も行いました。

市役所本庁舎の窓口では、キャッシュレス決済を導入し、現金での支払いに加えて、交通系
電子マネーやクレジットカード、コード決済での支払いが可能となっています。

成果

戸籍・住民票等の証明書を発行しました。

市役所（郵便等申請含む） 行政サービスセンター 合　　　　計
区　　分 件　　数

市

民

課

戸籍・住民票等手数料 決算書Ｐ33
当初予算 54,066千円

除 籍 抄 本 ・
改製原戸籍抄本

金　額
件　　数

金　額
件　　数

金　額
有 料 無 料 有 料

戸籍関係の証明
( そ の 他 )

1,502 69 464,850 71

金　額（円）

コード決済

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

38 21 28,500 7 0

無 料 有 料 無 料
10,236 3,866 4,606,200 2,998 245 1,349,100 13,234 4,111 5,955,300

574,200 218,250 792,450

合 計 85,657 20,236 32,068,650 33,001 812 11,708,600 118,658 21,048 43,777,250

戸 籍 謄 本
戸 籍 抄 本 1,276 101 485 9 1,761 110

969913,950

61 366,000 3,616

241 2 74,000 1,743

1 1,257,750 6,595 1,501

0 2,993,100

小 計 28,105 8,562 14,803,050 7,969 348 4,199,000

35,690 5,483 10,707,000 13,883 354 4,164,900 49,573 5,837

26,640印鑑登録証明書 16,663 7,992,000

印 鑑 登 録 証

クレジットカード決済

キャッシュレス決済の割合

戸 籍 抄 本 728 327,600
合 計 50,435 15,633,900

17,265,600 25,032 464 7,509,600 82,584 12,138 24,775,200

広域交付住民票 99 1

4,998,900 9,977

区　　分 件　数（件）

－97－
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住民基本台帳人口総数 人
世帯総数 世帯

0 
入 籍 351 合 計 件 数 9,103 

推 定 相 続 人 廃 除

失 踪
復 氏 5 そ の 他

2 不 受 理 申 出 114 姻 族 関 係 終 了

親権・後見・後見監督・保佐 10 就 籍 0 
死 亡 1,546 訂 正 ・ 更 正 70 

0 追 完 3 

離 婚 599 名 の 変 更 13 
法 77 条 の ２ ・ 75 条 の ２ 245 転 籍 923 

9 

養 子 離 縁 53 国 籍 選 択 18 
法 73 条 の ２ ・ 69 条 の ２ 4 外 国 国 籍 喪 失 0 

婚 姻 2,942 氏 の 変 更 25 

国 籍 留 保 14 国 籍 取 得 0 
認 知 29 帰 化 25 

養 子 縁 組 124 国 籍 喪 失 5 

本 籍 人 口 131,985人

戸籍処理件数（単位：件）
届 出 事 由 件　数 届 出 事 由 件　数

出 生 1,840 分 籍 134 

市

民

課

３．住民基本台帳事務経費

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
戸籍法に基づき、戸籍の届出の受理から編製までの事務を行いました。

成果

51,653戸籍
戸 籍 全 部 消 除
新 戸 籍 編 製 2,676件 本 籍 数

決算書Ｐ97

住民基本台帳法に基づき、転入・転出等の住民異動事務を行いました。

成果
住民基本台帳人口及び世帯総数は次のとおりです。（令和７年３月31日現在）

171,899
87,345

内容

20,383千円

戸籍住民基本台帳事務費
当初予算 184,368千円
予算現額 206,118千円

特定財源
国県支出金 84,584千円
その他 59,426千円

決算 198,869千円
一般財源 54,859千円

本籍数、本籍人口、戸籍処理件数は次のとおりです。（令和７年３月31日現在）

800件

１．戸籍事務経費

２．戸籍事務経費（令和５年度より繰越明許費分）
内容

住民票等に氏名の振り仮名を記載するため、戸籍の附票システムの改修を行いました。

成果
戸籍の附票システムの改修により、住民票等に氏名の振り仮名を記載できるようになります。

2,200千円

33,509千円

－98－－98－
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６．住民記録システム運営経費（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・
・

・

合 計 件 数

件数
69 

3,091 
189 
427 
11 

6,372 
982 

7,645 
38,618 

8,407 
1,167 

異　動　事　由
職 権 消 除

転 居
世 帯 分 離
世 帯 合 併

職 権 修 正
世 　帯　 主 　変 　更

転 入 通 知

コンビニ交付サービスを行いました。

異　動　事　由
転　　　入
出　　　生

職 権 記 載
職 権 回 復
転 出 取 消
住 所 設 定

転　　　出
死　　　亡

件数
9,196 

921 
87 
21 
24 
9 

世　帯　構　成　変　更
市

民

課

成果

住民基本台帳ネットワークシステムの運用を行いました。

発行件数、処理件数は次のとおりです

特例転出

155件

住民基本台帳ネットワークを活用して、市区町村間でデータを送受信し、住民票の広域交付
や、マイナンバーカードを利用した特例転入・転出の事務を行いました。

5,387件
4,890件

内容

特例転入

内容

４．住民基本台帳ネットワークシステム運営経費

５．住民記録システム運営経費

７．コンビニ交付サービス運用事務経費

成果
住民記録システムの改修により、住民票等に氏名の振り仮名を記載できるようになります。

10,600千円

24,829千円

7,788千円

15,855千円
内容

コンビニ交付は、マイナンバーカードを利用して、住民票の写しや印鑑登録証明書などをコ
ンビニエンスストア等で取得できるサービスです。

成果
居住地周辺や全国のコンビニエンスストア等で各種証明書の交付を受けることができるよう
になり、市民の利便性が向上しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

住民票等に氏名の振り仮名を記載するため、住民記録システムの改修を行いました。
内容

住民異動事務の処理件数は次のとおりです。
（単位：件）

住民基本台帳を管理する住民記録システムの開発・保守等の委託、ソフトウェアの使用権許
諾及び機器の賃貸借を行いました。

成果
住民記録システムの機器やソフトウェアを運用することで、住民基本台帳法に基づく事務を
正確化、効率化しました。

住民票の写しの広域交付

－99－－99－
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申請受理件数

交付件数 （単位：件）

電子件数 3 71 775

決算書Ｐ99

決算書Ｐ99

内容
社会保障・税番号制度に基づいて、マイナンバーカードの交付等を行いました。

市

民

課

成果

成果

内容
旅券法に基づき、旅券の申請及び交付事務を行いました。

4,923 2,734 1,139 308

（単位：件）
新規 切替

成果
旅券の申請から受け取りまでを市内で完結させることができ、利便性が向上しました。
旅券の申請受理件数及び交付件数は次のとおりです。

残存同一
紛失・
その他

合計

窓口件数 196 57 9,357

128

10年用

10,132
割合(％) 49.4% 27.2% 16.5% 3.7% 2.0% 1.3% 100.0%

199

５年用 10年用 ５年用

78 24 530 69
計 5,001 2,758 1,669 377

割合(％) 66.4% 21.2% 10.3% 2.0% 100.0%

新規・切替
残存同一 合計

10年用
５年用

12歳以上 12歳未満
件数 6,631 2,118 1,030 203 9,982

94,558千円 決算 94,344千円

内容
新築又は改築に伴う住居番号の設定や証明書等の発行、住居表示街区表示板の設置及び交換
を行いました。

発行件数、設定等の件数は次のとおりです。

住居表示変更証明書の発行件数 174件
新築届の受理及び住居番号の設定等 294件

56,204千円

マイナンバーカードの交付件数は次のとおりです。

マイナンバーカードの交付件数 14,369件

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

８．マイナンバーカード交付事務経費

その他 93,348千円

特定財源
国県支出金 996千円

一般財源 -千円

住居表示事務運営費
当初予算 3,963千円
予算現額 3,930千円 決算 3,819千円

旅券事務費
当初予算 149,231千円
予算現額

－100－
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4,695千円

6,491,971円
0件 0円

１．商店会のあり方検討事業【実施計画】

決算書Ｐ153

決算

利子補給金額

0件

成果

資　　金　　名

運 転 資 金 32,775,232円

162,879千円

26,186千円２．浦安市貨物運送事業者物価高騰対策支援給付金

0円
14件

計
158件

1,900件
創 業 支 援 資 金

133件

商

工

観

光

課

成果
法人67社、個人事業主９者に対して、保有する貨物自動車の台数に応じて給付金を交付し、
市内貨物運送事業者の事業の継続に寄与することができました。

燃料価格等の高騰により、経営に影響が出ている市内貨物運送事業者の事業の継続を支援す
るため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、給付金を交付しました。

工 場 移 転 資 金

内容

4,728,447円

市内商店会の現状と課題を分析し、今後の方向性や市に求められる支援について検討するた
め、商店会連合会の会員に対するアンケート調査及び同会役員と意見交換を行いました。

26,186千円
その他

649,960千円

内容

件　数

小 規 模 事 業 資 金

一般財源
653,142千円663,361千円

１．中小企業資金利子補給金
450,031千円

設 備 資 金

国県支出金

1,788,412円
897件

7,476,221円
427件

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ153
当初予算

中小企業支援事業

109,618,965円

調査結果や意見を踏まえ、今後の施策展開の方向性について整理することができました。

当初予算 6,571千円
予算現額 4,809千円

予算現額 決算

商工業活性化事業

176,925千円
特定財源

内容

成果

1,533千円

市内事業者の債務負担を軽減するため、金融機関より融資を受けた事業者に対して、支払い
利息の一部を補助しました。

中小企業の資金需要を満たすとともに、利子負担の軽減を図ることができ、中小企業振興に
資することができました。

社 会 貢 献 推 進 資 金

271件
経 営 安 定 化 資 金

162,879,248円

事 業 転 換 資 金

－101－
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決算書Ｐ153

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

2,784件 206,786,298円
多様な機能と交流が生み出す魅力あふれるまちへ 1,380件

7,795千円

１．チャレンジショップ運営事業

創業支援事業
当初予算
予算現額 3,730千円

商

工

観

光

課

当初予算 19,891千円

特 に 指 定 し ま せ ん （ 市 長 に お ま か せ ）

3,753千円

成果

成果

899件 78,816,400円

使 用 用 途

安 全 ・ 安 心 で 快 適 な ま ち へ

計 14,888件 1,341,196,798円

97,875,800円

寄附件数

2,990件 282,388,800円

15,681千円

育 み 学 び 誰 も が 成 長 す る ま ち へ 6,835件 675,329,500円
誰もが健やかに自分らしく生きられるまちへ

677,818千円

成果
延べ46社95人に対し奨励金を交付し、高年齢者や障がい者の雇用機会の推進に寄与すること
ができました。

当初予算

決算 3,117千円

寄附金額

一般財源 2,493千円
特定財源
その他 624千円

2,579千円

43事業者、135品目の返礼品を通じて、本市のＰＲと地場産業の振興と観光推進を図ることが
できました。

内容
創業者の創業から自立までを支援するため、浦安市チャレンジショップを運営し、店舗ス
ペースの提供、専門家によるアドバイスなどの支援を提供しました。

決算書Ｐ155

利用者に対して、中小企業診断士や経営指導員との相談を実施するなど、自立に向けた支援
を行いました。

就労支援事業

ふるさと納税推進事業

決算書Ｐ155

予算現額

内容
雇用機会の拡大並びに福祉の増進への寄与を目的とし、市内に居住する高年齢者及び障がい
者を雇用する事業主に対し、奨励金を交付しました。

決算 14,811千円

１．雇用促進・就業支援奨励金

内容
ふるさと納税制度を活用し、返礼品を送付することで本市をＰＲし、地場産業の振興と観光
推進を図りました。

予算現額 716,218千円 決算 654,231千円

観光推進事業 決算書Ｐ155
当初予算 34,275千円
予算現額 33,982千円 決算 33,681千円

効果的な観光振興施策を推進するため、調査・分析を踏まえ、今後の施策展開の方向性につ
いて整理することができました。

１.観光需要基礎調査【実施計画】 2,970千円
内容

地域全体の付加価値向上と効果的な観光プロモーションの強化を図るため、企画立案に必要
となるデータの収集を目的とした多角的な調査のほか、調査結果の分析を行いました。

成果

－102－
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１．消費生活相談経費

・

・

【相談件数と主な相談内容（上位10位）】

消

費

生

活

セ

ン

タ

ー

決算書Ｐ155
当初予算 8,741千円
予算現額 9,038千円 決算 8,712千円

8,419千円

一般財源 8,704千円
特定財源
国県支出金 8千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

7
金融・保険
サービス

71

生命保険や損害保険、
預貯金・証券、投資商
品、住宅ローン・サラ
金などに関する相談

６
件数 1,104 919 1,028 987

3 保健衛生品

2
保健・福祉
サービス

96

医療サービス、理髪・
エステ、社会保険、保
育園、老人ホームなど
に関する相談

91

医薬品や医療用具、化
粧品及び理美容器具・
用具などに関する相談

消費生活センター運営事業

成果
専門の相談員が1,047件の相談に応じ、事業者との自主交渉のための助言を604件、事業者と
の交渉（あっせん）を208件行い、契約トラブルの解決を支援しました。

【相談受付件数の推移】
年度 ２ ３ ４ ５

内容

肉・魚介・野菜・果物
など食材全般、菓子
類、酒類、健康食品な
どに関する相談

1,047

順位 区分 件数 主な相談内容 順位 件数 主な相談内容

1 商品一般 110

身に覚えがないハガキ
による架空請求や不審
なアンケートが届いた
などの相談

6 食料品

和服や洋服や履物、カ
バン、アクセサリーな
ど身につけて使用する
ものなどに関する相談

7
運輸・通信
サービス

71

旅客・貨物運送サービ
ス、携帯電話やイン
ターネット通信、放送
などに関する相談

56

他の役務4
教養・娯楽
サービス

85

旅行、習い事、資格講
座、コンサート、レ
ジャー施設、出会い系
などに関する相談

7

消費生活に関する消費者と事業者間のトラブルについて、事業者との自主交渉の方法や具体
的な解決策などについて助言、または、事業者との交渉（あっせん）を行いました。

71

冠婚葬祭、外食・宅
配、結婚相談、廃品回
収などに関する相談

73

区分

5 教養娯楽品 76

学習教材や書籍・印刷
物、スポーツ用品、パ
ソコン、カメラ、楽器
などに関する相談

10 被服品
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所
管

・

・

・

・

647千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ155
当初予算

決算

293千円

予算現額 993千円 940千円

消

費

生

活

セ

ン

タ

ー

国県支出金

一般財源
特定財源

985千円
消費者啓発事業

１．消費生活啓発経費

作成資料 発行数(部) 配布先

874千円
内容

消費生活センターに寄せられた相談実績や特に注意して欲しい契約トラブルの事例などを記
載した情報紙や各年齢層に応じた啓発チラシを作成及び購入しました。

成果
自治会や学校、イベントなどを通して、啓発チラシ資料を配布しトラブルの未然防止や拡大
防止につながる情報提供が行えました。

【消費生活情報紙】

消費生活センター
だより（No.41）

7,000

各自治会、千葉県弁護士会京葉支部、各公民館、各地域包括
支援センター、老人福祉センター、社会福祉協議会、民生委
員・児童委員協議会、市民活動センター、各老人クラブ、シ
ルバー人材センター、まちづくり活動プラザなど

【啓発チラシ】
配布資料 配布数 配布先

スマホトラブル防止ルールブック 1,509枚 中学校(10)
成年になるみなさんへ 1,627枚 18歳になる市民
悪質業者は若者を狙っています 1,744枚 大学(3)
ホントはだれ 騙って欺くサギの影 2,207枚 敬老会の参加者

24

２．消費者教育講座経費 65千円
内容

商品やサービスの情報を理解し、比較検討できるようになることで、トラブルにあった時に
も適切に対応できるよう、消費者力の向上を図るための講座を開催しました。

成果
身近なテーマの教育講座を開催し、商品やサービスを選択する際に、品質、価格、安全性や
環境への影響などに配慮できるような消費者力の向上を図ることができました。

日の出公民館 19

【消費者教育講座】
実施年月日 講　　座　　名 会　　場 参加者(人)

令和6年8月6日
正しく怖がるインターネット

～事例に学ぶ情報リテラシー～
高洲公民館

令和6年11月6日 これからの時期に気を付けたい防炎講座 美浜公民館 13

令和6年8月29日 イチから学ぶ！化粧品の選び方 中央公民館 30

令和6年10月12日 エシカル消費ってなんだろう？

－104－－104－
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所
管

・

・

＜春学期・秋学期講座＞

行政のまちづくり論
修了演習
浦安で、自分らしく、役割を感じながら、楽しく生き抜くために

あなたが知らない水の話
花のまちづくりのための基礎講座
家族とまちを守るみんなの防災
浦安のマンション居住の未来を考える
高齢化する市民社会における経済と法
市民自治論
市民のまちづくり論
うらやすで介護予防を進めるために
公衆衛生
環境のために私たちにできること
浦安のまちづくり形成史を読み解く
まちづくり活動ブラッシュアップ講座
地域で支える子育て環境

・

＜公開講座＞

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

67人

講座名

まちづくりサポーターコース 1年次 3人、2年次 3人

97.8%

講座名

授業回数

決算書Ｐ81
当初予算 9,125千円
予算現額

4

受講生数

成果

市

民

大

学

校

9,215千円 決算 8,285千円
一般財源 7,630千円
特定財源

募集時の申込実人数

授業満足度

市民大学校事業

令和６年度秋学期（令和６年10月から令和７年３月まで）及び令和７年度春学期（令和７年
４月から９月まで）の受講生を７月中旬から８月末まで募集しました。
令和６年度に実施した春学期（令和６年４月から９月まで）・秋学期（令和６年10月から令
和７年３月まで）の講座は、まちづくりサポーターコース必修講座４科目・自由選択講座12
科目・公開講座２講座を開講しました。

自由選択講座のみ     61人

655千円

内容
１.市民大学校運営事業

その他

10 21

10 4

10 10
10

10
10

16

8

6
5

10
9

春
学
期

10

10 9

12

10

10

10

8

8

受講
生数

10

10
5

145

12

中学生から20代までの世代を対象に実施しました。環境編では、SDGsの観点から海洋汚染の
問題を学び、河川に流れ着いたごみを集めてアート作品を制作しました。多文化共生編で
は、ミャンマーでクーデターを経験した講師から、「ヤンゴンかるた」を通して、多様性や
異文化、ミャンマーの歴史や人々の暮らしについて理解を深める講座としました。アンケー
トでは、ともに満足度の高い結果となりました。

10

10

91

受講生数

講座最終回のアンケート調査（16講座・回答数100：回答率69.0%）によると、まちづくり活
動への意欲がみられる方は89.0%、うらやす市民大学の受講をきっかけに活動を始めた、また
は考えている方は37.0%であることがわかりました。

授業出席率 84.4%

秋
学
期

実人数
延べ人数

8,285千円

夏休み公開講座【環境編】
　　舞浜から川と海の未来を考えよう

令和6年8月10・11日

令和6年8月17日
夏休み公開講座【多文化共生編】
　　素顔のミャンマーを知り、一緒に平和を考えよう

6

1010

実施日

－105－
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所
管

・

成果
・

6,192千円

特定非営利活動法人
たすけあいはとぽっ
ぽ

身体機能の改善、口腔機能の保持に効果的なエ
クササイズ等の介護予防活動。

ま

ち

づ

く

り

活

動

プ

ラ

ザ

当初予算 71,779千円
予算現額

特定財源

浦安介護予防アカデ
ミア

場所

第２多目的室

特定非営利活動法人
フレンズ

決算書Ｐ81

一般財源 64,139千円

主に高齢者の介護予防活
動

一般社団法人手の舎

まちづくり活動プラザ事業

障がい者の就労支援を目的とした、古書の修
理・販売、ブックカフェの運営。

住民参加型生活支援事業

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

70,331千円

１.まちづくり活動プラザ管理運営事業

283

地域交流の場、市民活動団体等に活動の場を提
供するシェアオフィスの運営。

労働者協同組合ワー
カーズコープ・セン
ター事業団

女性のためのシェアサロ
ン・シェアオフィス　プ
リズムネクスト

Prism!プリズム
事業拠点の貸し出し等、女性を対象にした起
業・独立支援。

71,531千円 決算

自由に使える工房・シェアアトリエの運営。創
作技術が学べるワークショップの実施。

第３多目的室

手の舎tenosya－デザイ
ンを軸とした創作技術の
習得と実践の場－

団体事務所を設置し、有償ボランティアによる
家事等生活支援事業の運営。

障がい者の就労支援を目的とした、昼食用の弁
当、お菓子製造・販売、小型家電の回収・分解
作業の運営。

ぽりりずむ（障がい者の
就労継続支援Ｂ型事業
所）

入船北のわくわくはっ
ぴー本棚（障がい者の就
労継続支援Ｂ型事業所）

その他

合計 1,814 30,004

7,073

451 8,311
7,415
5,321

第１多目的室

特定区画利用団体をはじめ、地域で活動している団体によるまちづくり活動の活性化並びに
市民相互の連携及び交流が図られました。

内容
様々なまちづくり活動をする市民が、世代を超えて交流や活動ができる「まちづくり活動プ
ラザ」の管理運営を行いました。
なお、公募により選定された特定区画利用団体の事業内容は次のとおりです。

事業名 団体名 内容

運動場 50 1,884

まちねっとカフェ・シェ
アオフィス

特定非営利活動法人
浦安まちづくりネッ
ト

64,734千円

体育館

利用件数（件）
まちづくり活動プラザの利用件数及び延利用人数は次のとおりです。

利用人数（人）

497
533

－106－－106－
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福祉部

所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

内容
生活保護を受給していないが、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ
なくなる恐れのある生活困窮者への就労などの自立に関する相談、これに関係する各事業利
用のためのプラン策定等を実施しました。

社

会

福

祉

課

28,487千円
予算現額

センターにおいて91名の成年後見相談に応じたほか、後見支援委員会において21名の受任調
整（家庭裁判所への成年後見人の申立）、弁護士相談17名、司法書士相談19名、社会福祉士
相談会44名など成年後見制度の利用を促進しました。

２．就労準備支援事業（債務負担行為分） 2,267千円

27,666千円 決算

特定財源
国県支出金

成果

１．自立相談支援事業（債務負担行為分）
16,117千円

特定財源

生活困窮者自立支援事業

成果

内容

27,351千円
一般財源 11,234千円

認知症や障がいなどによって判断能力が不十分な方の権利・財産を保護する成年後見制度の
普及を図るため、社会福祉協議会に「うらやす成年後見支援センター」の運営を委託しまし
た。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

本事業は、就労に必要な実践的な知識・技能等が不足しているだけではなく、複合的な課題
があり、生活リズムが崩れている、社会との関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下し
ている等の理由で就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に対して、一般就労に向けた
準備としての基礎能力の形成からの支援を、計画的かつ一貫して実施しました。

44,010千円
一般財源 32,438千円

44,011千円

決算書Ｐ107
当初予算

10,341千円

44,011千円

内容

地域福祉ネットワーク事業 決算書Ｐ107

決算
当初予算
予算現額

国県支出金 11,572千円

成果
小学生22名、中学生38名及び高校生14名に対して学習支援を96回開催し、延2,267名が参加し
ました。

8,433千円

成果
新規相談432名、生活困窮者自立支援法に基づく支援プランを延31件策定し、延1,341回支援
しました。

３．学習支援事業（債務負担行為分）
内容

生活困窮世帯の小学校４年生から高校３年生の児童生徒を対象に、週2回、自習の場を提供す
ることで学習を支援しました。社会的な居場所づくり、進学に関する支援等、子どもと保護
者の双方に必要な支援を実施しました。

延249回（6名）支援しました。

－107－
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所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

ＳＮＳ等を用いた相談対応システムを構築し、これまで相談に繋がらなかった人を相談につ
なげる仕組みを整備しました。

社

会

福

祉

課

決算
13,121千円

内容

３．福祉相談デジタル技術活用事業 4,866千円

成果

決算書Ｐ107

おおむね16歳以上のひきこもり状態にある方及びその家族等に適切な助言を行うとともに、
家庭訪問や同行支援を通じて社会参加を促進しました。

成果

各分野の支援機関等（45の機関、団体）からヒアリングし、地域の社会資源や地域生活課題
の把握を行うとともに、住民主体の活動支援を行いました。また、地域づくり事業を担う機
関が集まる連携会議を２回開催し、情報共有や連携強化を図りました。

内容
583千円

内容
千葉県及び本市含む県内８市において、デジタル技術を活用し福祉の相談業務を支援するた
めのシステムの共同調達を行いました。

成果
相談時の音声情報をテキスト化し、相談内容に応じた情報をガイダンスで相談員に表示する
とともに、相談記録等をＡＩで要約する等の機能をもつ福祉相談業務システムを調達し、令
和６年10月に運用開始しました。

19,125千円

10,230千円

包括的支援事業

11,378千円

7,205千円

新規29名、継続53名を支援しました。ひきこもり支援拠点を49回開催し、170名が参加しまし
た。ひきこもりに関する講習会・勉強会を1回開催し、51名が参加しました。家族の集いを12
回開催し、46名が参加しました。

内容
地域住民のニーズ・生活課題の把握、住民主体の活動支援・情報発信、地域コミュニティを
形成する居場所づくり、多様な担い手が連携する仕組みづくりを行いました。

一般財源
特定財源
国県支出金

ＳＮＳ等を用いた相談対応システムを構築し、令和７年２月に運用開始しました。

２．生活困窮者支援等のための地域づくり事業

当初予算
予算現額

3,026千円４．ひきこもり相談事業（債務負担行為分）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

17,435千円

１．包括的支援事業【実施計画】

成果
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所
管

(令和５年度より繰越明許費分)

(令和５年度より繰越明許費分)

・

・

(令和５年度より繰越明許費分)

(令和５年度より繰越明許費分)

・

・

・

・

内容
令和６年度における個人住民税非課税世帯に対し、１世帯当たり３万円を給付するととも
に、世帯員である18歳以下の児童１人当たり２万円を支給するものです。

成果
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和７年３月28日付で物価高騰対策低
所得世帯支援給付金３万円を8,631世帯に支給しました。また、世帯員児童１人当たり２万円
を831名分支給しました。

決算 277,187千円
120,802,145円（令和７年度へ繰越明許） 一般財源

特定財源
国県支出金

特定財源
国県支出金

電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事業

-千円

48,991千円

決算

物価高騰対策低所得世帯支援給付事業 決算書Ｐ109

２．電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事務費

予算現額 1,256,573千円 決算

国県支出金

10千円

成果

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、電力・ガス・食料品等価格高騰支援給
付金７万円を696世帯に支給しました。

成果

一般財源

1,154,315千円
一般財源

物価高騰対応重点支援給付金給付事業

47,925千円

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、住民税非課税世帯に対し１世帯当
たり７万円を支給するものです。

48,720千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

社

会

福

祉

課

-千円

1,106,390千円

２．物価高騰対応重点支援給付金給付事務費

-千円

271千円

当初予算 -千円

決算書Ｐ109

48,991千円

特定財源

予算現額
当初予算

218,863千円

決算書Ｐ109
当初予算

内容

１．電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金給付事業費

令和６年度に新たに住民税非課税及び住民税均等割のみ課税になった世帯へ７万円又は10万
円を給付するとともに、18歳以下の児童１人当たり５万円を支給するものです。また、定額
減税しきれないと見込まれる方に対し、１万円単位で切り上げて算定した調整給付金を支給
するものです。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰対応重点支援給付金10万円を
1,957世帯、７万円を1,358世帯に支給するとともに、世帯員児童１人当たり５万円を1,508名
分支給しました。また、調整給付金については対象となる19,671人に7億4,023万円を支給し
ました。

1,154,305千円

7,187千円

270,000千円

１．物価高騰対応重点支援給付金給付事業費

内容

予算現額 398,486千円
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所
管

・

・

・

・

・

・

・

・
成果

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、コールセンターを開設しました。令和
７年４月より給付が開始できるように通知物等の準備を行いました。

75,750千円
予算現額

200千円
予算現額 200千円 90千円決算

法人運営費として人件費、また、事業費として地域福祉推進事業、子育て支援事業、ボラン
ティアセンター事業等に必要経費を助成しました。法人の安定した運営に寄与したほか、災
害ボランティアの育成など中核事業の円滑な実施を図ることができました。

予算現額

高等学校等入学準備費用     4件 　　　  90,473円

53,374千円
-千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和７年８月頃より不足額給付が開始
できるよう、事前の準備を行いました。

社

会

福

祉

課

定額減税不足額給付事業

浦安市物価高騰対策低所得世帯特別給付事業

205,079,000円（令和７年度へ繰越明許）

１．浦安市社会福祉協議会補助金

法外援護事業

被保護世帯に対し、高等学校等入学準備費用の助成を行い、生活の安定と自立促進を図るこ
とができました。

205,079千円

浦安市生活保護世帯等の助成に関する要綱について、近隣市の状況などを考慮し廃止を検討
していましたが、高等学校等入学準備費用は継続することとし、助成を行いました。

決算書Ｐ135
当初予算

内容

決算書Ｐ109

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容

当初予算

定額減税しきれなかった方に対し、令和６年分所得税及び定額減税が確定したのちに、所得
が減少した方など当初調整給付額との間で差額が生じた方について、追加で不足額を１万円
単位に切り上げ不足額給付として支給を行うものです。

成果

令和６年度における個人住民税均等割のみ課税世帯に対し、１世帯当たり３万円を給付する
とともに、当該支給対象者（世帯主）の世帯員である18歳以下の児童１人当たり２万円を支
給します。

成果

75,750千円 決算

-千円

53,133,342円（令和７年度へ繰越明許）
決算

決算書Ｐ109

成果

補助金

内容

社会福祉協議会補助金交付要綱に基づき、社会福祉法人浦安市社会福祉協議会の運営及び事
業に要する経費の一部を助成しました。

228千円

決算書Ｐ111
当初予算

73,720千円

73,080千円
内容

決算予算現額
当初予算 -千円

－110－
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・
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・

・

・

・

成果

3,072千円

就労支援相談事業

一般財源

4,001千円

成果

安定就労の機会を得たことで生活保護が廃止に至ったときに、生活保護廃止直後の不安定な
生活を支え、再度の生活保護受給防止を図るために給付金を支給しました。

国県支出金

4,270千円

予算現額 決算
448千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

生活保護廃止直後の不安定な時期において、当該給付金を支給することで経済的に安定した
生活の維持を図り、自立生活の継続支援を図ることができました。
（支給実績：38名　平均支給額：47,134円）

1,343千円

2,600千円

特定財源

就労自立給付金支給事業

1,791千円

就労可能と判断される生活保護受給者に対し相談支援を行い、参加した110名のうち14名が一
般就労を開始し、うち2名が就労に伴う増収により生活保護廃止となりました。

社

会

福

祉

課

282千円

国県支出金

進学・就職準備給付金事業

予算現額

生活保護受給者に対して、本人の状況や求人状況を総合的に勘案し、期間を定め、その期間
内に就職できることを目指し、本人が主体的かつ計画的に求職活動に取り組めるよう切れ目
のない相談支援を行いました。

内容

決算書Ｐ135
2,100千円

1,500千円当初予算

決算書Ｐ135

内容

予算現額
一般財源

当初予算

特定財源

当初予算

進学された方６名、就職された方２名の合計８名の方に進学・就職準備給付金を支給し支援
を行いました。

特定財源
国県支出金 600千円

内容

決算書Ｐ135

被保護世帯の高校３年生等に対して、経済的支援を行いました。大学や専門学校等への進学
者に加え、新たに安定した職業に就くことが見込まれる方も対象者に追加されました。

成果

1,500千円 決算 800千円
一般財源 200千円

3,354千円決算

－111－－111－
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・

(1) 扶助種類別内訳

世帯 人 円

(2）被保護世帯数等の推移（各年度３月分の数値）※福祉行政報告による

・

社

会

福

祉

課

計 45,829 55,173

662,626千円

2,995,317千円
3,006,876千円 決算 2,951,636千円

一般財源

成果

生業扶助費 276

住宅扶助費 13,911

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

被保護世帯及び要保護世帯に対し、生活保護法に基づき、その困窮の程度に応じて生活支援
と自立支援を行いました。

生活保護費支給事業

2,241,089千円

当初予算

47,921千円

特定財源
国県支出金

決算書Ｐ135

予算現額

扶助種類 世帯（延） 人員（延） 金額

その他
内容

16,805 634,637,882
生活扶助費

教育扶助費 530 742 5,648,459

13,505 16,573 833,516,836

介護扶助費 2,595 2,631 60,254,929

2 2 780,600
1,397,669,290

出産扶助費
医療扶助費

人員 1,605 1,609 1,562 1,554

14,728 17,843

3,299,671
葬祭扶助費 36

1,271

保護施設事務費 20 20 3,448,030

295
36 6,249,836

2,951,636,573

※記号の‰（パーミル）は1,000分の１を１とする単位で、保護率は人口千人あたりの数値を示す。

6,131,040

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度
世帯数 1,258 1,281 1,273

9.1

令和6年度

委託事務費 226 226

健康で文化的な最低限度の生活の保障と自立支援を行いました。令和６年度の保護開始世帯
数は231世帯、自立支援により就労等で自立した世帯は92世帯です。

保護率‰（パーミル） 9.5 9.5 9.1

－112－
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※上記のうち障がい福祉課分

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

２．障がい児手当

35,077千円３．特別障がい者手当

成果
手当の対象となる障がい児のいる399世帯の保護者に対し、手当を支給し、生活の安定と福祉
の増進を図ることができました。なお、手当の対象となる障がい児は412人となります。

特定財源

854千円その他

【市手当】在宅の障がい者に対する福祉の一環として、20歳以上の重度の障がい者で障がい
内容や所得制限などによって、特別障害者手当（国手当）が受けられない方に対して、手当
を支給しました。

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

障

が

い

福

祉

課

難病等援護事業（社会福祉課、障がい福祉課） 決算書Ｐ107
当初予算 41,584千円

217,926千円

49,640千円

１．重度障がい者手当

47,631千円

予算現額 48,196千円 決算 48,195千円

277,940千円

国県支出金 39,275千円

当初予算

予算現額 47,632千円

内容
【国手当】障がい者に対する福祉の一環として、在宅の特別障がい者に対し、著しく重度の
障がいによって生ずる日常生活上の負担軽減を図る一助として手当を支給しました。

４．障がい児福祉手当 11,224千円
内容

【国手当】特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、在宅の20歳未満の重度障がい
児で日常生活に常時特別の介護を要する者に手当を支給しました。

特別障害者手当（国手当）が受けられない方1,596人に手当を支給し、生活の安定と福祉の増
進を図ることができました。

内容
【市手当】在宅の障がい児に対する福祉の一環として、20歳未満の障がい児の家族の経済
的、精神的負担軽減を図る一助として、手当を支給しました。

成果
在宅の著しく重度の障がい者119人に手当を支給し、生活の安定と福祉の増進を図ることがで
きました。

313,460千円
決算 318,069千円予算現額 318,107千円
一般財源

内容

内容
難病者の生活の安定と福祉の増進を図ることを目的に見舞金を支給しました。

成果

通院延件数 8,909件 入院延件数 278件

障がい者（児）手当支給事業 決算書Ｐ111

当初予算 40,924千円
決算

難病者の生活の安定と福祉の増進を図ることができました。
実人数 986人

47,631千円

１．難病者見舞金

成果
在宅の20歳未満の重度障がい児66人に手当を支給し、介護する方の生活の安定と福祉の増進
を図ることができました。

－113－－113－
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・ ：
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・ ：

・

・

・

・

育 成 医 療 身体上の障がいを有する児童（18歳未満）又は現存する疾患を放置すると
将来的に障がいを残すと認められる児童であって、確実な治療の効果が期
待できるものに対して、その治療に必要な自立支援医療費の支給を行いま
した。

成果

27

136,988千円１．自立支援医療費給付事業

179
7

更生医療

２．重度障がい者医療給付事業

更 生 医 療 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者（18歳以上）であって、そ
の障がいを除去・軽減する治療によって確実にその効果が期待できるもの
に対して、その治療に必要な自立支援医療費の支給を行いました。

障がい者医療費等給付事業 決算書Ｐ111
当初予算 408,794千円

決算 393,406千円404,440千円予算現額

85
育成医療

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

障

が

い

福

祉

課

成果
障がいのある方の医療費に係る経済的負担を軽減することができました。

実利用者数 延利用件数

内容

日常生活支援事業 決算書Ｐ111
当初予算 78,775千円
予算現額 69,403千円 決算 68,556千円

一般財源 43,443千円
特定財源
国県支出金 23,762千円
その他 1,351千円

１．障がい者紙おむつ給付事業 58,826千円
内容

ねたきりの身体障がいのある方、知的障がいのある方又は精神障がいのある方に対して、紙
おむつの現物支給を実施したほか、入院や施設入所者、その他購入費希望者に対し、購入費
用の一部を助成しました。

成果
障がいのある方に対し、紙おむつの現物及び購入費の給付を行うことにより、障がいのある
方の日常生活の保障をするとともに、家族の経済的負担及び精神的負担の軽減ができまし
た。

項目 現物給付 購入費給付
利用者数 703人 150人

重度障がい者（身体障害者手帳１・２級、療育手帳マルＡ・Ａの１・Ａの２、精神障害者保
健福祉手帳１級、身体障害者手帳３級と療育手帳Ｂの１（重複）所持者）が医療を受けた場
合、保険診療の自己負担金のうち、加入している健康保険から支給される分（高額療養費・
附加給付金等）を除いた額を申請により助成しました。

受給資格者1,877人について、医療費の助成を行うことで経済的負担を軽減することができま
した。

療養介護医療 医療と介護を必要とする方に、医療機関において、機能訓練、療養上の管
理、看護、介護及び日常生活の世話を行う療養介護のうち、医療に係る部
分を自立支援医療費として支給しました。

2033

内容
254,515千円

療養介護医療 7

その他 3,385千円

205,624千円
特定財源
国県支出金 184,397千円

一般財源

－114－
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※上記のうち障がい福祉課分

・

・

※上記のうち障がい福祉課分

・

・

・

・

交付人数
手話通訳者養成講座 要約筆記者養成講座

4人

聴覚障がいのある方等との円滑な意思疎通を図ることができる奉仕員の養成を促進するた
め、千葉県が行う手話通訳者養成講座及び要約筆記者養成講座の修了者に対し、交通費や教
材費を助成しました。

7人
項目

聴覚障がいのある方等との円滑な意思疎通を図ることができる奉仕員の養成を促進すること
ができました。

実利用者数 34人 42人 10人
件数

手話通訳者派遣 要約筆記者派遣

２．奉仕員養成研修交通費等補助金 469千円
内容

成果

8,536千円
内容

327件 540件 21件

聴覚障がいのある方等のコミュニケーションを手話により支援する手話通訳者を、障がい福
祉課の窓口に週５日配置しました。また、聴覚障がいのある方等の外出支援として、手話通
訳者・要約筆記者を派遣しました。

成果
聴覚障がいのある方等のコミュニケーションを支援することにより、社会参加を促進するこ
とができました。

項目 窓口相談

一般財源 28,276千円
特定財源
国県支出金 17,994千円

１．意思疎通支援事業

当初予算 47,816千円
予算現額 48,919千円 決算 46,270千円

実人数 91人 74人
90件

障

が

い

福

祉

課

18,273千円

28,216千円決算28,217千円

項目
障がいのある方165人に支給をし、自立と社会参加の促進を図ることができました。

１．補装具交付・修理費給付事業

障害者総合支援法に基づき、身体障がい者の機能の現況・年齢・職業・生活環境等の諸条件
を考慮したうえで、補装具の製作又は修理を行う際の費用を支給しました。

内容

支給件数

地域生活支援事業（障がい福祉課、障がい事業課） 決算書Ｐ111
当初予算 684,797千円
予算現額 682,699千円 決算 638,913千円

22,630千円

交付

障がい福祉サービス等給付事業（障がい福祉課、障がい事業課）

特定財源
国県支出金

当初予算

28,216千円

決算書Ｐ111

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

予算現額

成果

当初予算 3,568,723千円
予算現額 3,697,368千円 決算 3,613,942千円

一般財源 9,943千円

修理

121件
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・

助成件数 2,004件

３．日常生活用具給付事業 28,185千円

3,575千円
内容

障がいのある方（児童を含む）の社会参加を促進するため、団体が主催する行事にリフト付
き大型バス（運転手付き）の貸出を行いました。

成果

内容
障がいのある方等に対し、特殊寝台、ストーマ用装具、聴覚障がいのある方のための通信装
置等の日常生活用具の給付及びその取付を行いました。

成果
在宅の重度障がいのある方等の日常生活の利便を図ることができました。

実人数 260人

１．福祉タクシー利用料金助成

実利用者数 860人 助成件数 8,447件

成果
障がいのある方の社会活動の範囲を広める支援ができました。

実利用団体 101団体 利用延べ件数 146件
障がいのある方（児童を含む）の外出を促進し、社会参加につながりました。

３．自動車燃料費助成事業 16,894千円

４．リフト付き大型バス運行管理事業

５．リフト付き大型バス運行管理業務（債務負担行為分）

5,223千円

身体障害者手帳１・２級（視覚障がい者は３級以上）、療育手帳マルＡ・Ａの１・Ａの２、
精神障害者保健福祉手帳１・２・３級の手帳所持者が、通院等のため自動車を利用する場合
において、その燃料の購入に要する経費（ガソリン代）の一部を助成しました。

障がいのある方に3,138件のICカード利用助成を行い、外出を支援することができました。

助成件数

成果
障がいのある方の外出を支援することができました。
実利用者数 800人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

15,599件

２．バス・鉄道共通ＩＣカード利用助成 10,040千円

内容
身体障害者手帳１・２級（視覚障がい者は３級以上）、療育手帳マルＡ・Ａの１・Ａの２、
精神障害者保健福祉手帳１・２・３級の手帳所持者が、通院等のため福祉タクシーを利用す
る場合において、その料金の一部を助成しました。

54,529千円 決算 52,463千円予算現額

障

が

い

福

祉

課

障がいのある方の社会参加の促進を目的として、ICカード利用助成を行いました。（障害者
手帳の提示による運賃半額と併せて利用可）

成果

決算書Ｐ113社会参加等促進事業
当初予算 55,165千円

内容

16,731千円

内容

－116－
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※上記のうち障がい福祉課分

・

・

その他 35千円
１．手話言語等理解普及事業 5,437千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

7,307千円

決算書Ｐ113

災害発生時に備え、聞こえない方・聞こえにくい方が抱える困りごとや不安を踏まえ、支援
者に知ってほしい情報や、協力をお願いしたい内容をまとめた手話付きの動画を作成し、市
のホームページに掲載しました。これらの取り組みにより手話等の理解及び普及の促進を図
ることができました。

一般財源

108,108千円 決算 104,085千円

障

が

い

福

祉

課

障がい者福祉推進事業（障がい福祉課、障がい事業課）

当初予算

特定財源
国県支出金

成果

5,584千円

当初予算 117,626千円
予算現額

決算

内容
聴覚に障がいのある方や、手話は日本語と同様に言語であることの理解及び普及を促進する
ため、「浦安市手話言語等の理解及び普及の促進に関する条例」に基づき、手話等の理解及
び普及の促進のための活動や情報の発信等を行いました。

予算現額 8,000千円

1,960千円

7,579千円

－117－－117－
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所
管

※上記のうち障がい事業課分

・

・

３．障がい児通所自己負担無償化事業

・

一般財源
特定財源
国県支出金 2,580,497千円

1,005,229千円

14,812千円

1,069,148千円

１．障がい者介護給付事業 2,488,314千円
内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ111
当初予算

決算予算現額 3,697,368千円

障がい福祉サービス等給付事業（障がい福祉課、障がい事業課）

3,613,942千円

障

が

い

事

業

課

3,568,723千円

２．障がい児通所給付事業

当初予算 3,546,093千円
予算現額 3,669,151千円

障がい児が発達支援を受けることができる場を確保するとともに、保護者の経済的負担の軽
減を図るため、障がい児通所給付事業の利用者負担額を助成しました。

決算 3,585,726千円

内容

成果
利用実人数

児童福祉法に基づく児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援等の障がい児
通所給付費を支給しました。

利用延べ人数

成果
利用実人数 利用延べ人数

595人 3,187人

876人 16,971人

内容

成果
利用実人数 利用延べ人数

1,124人 21,791人

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス費等（介護給付費（居宅介護、行動援護、短
期入所、生活介護）、訓練等給付費（自立訓練、就労継続支援、共同生活援助））および
相談支援給付費等を支給しました。

－118－
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所
管

※上記のうち障がい事業課分

・

・

・

・

地域の相談支援の拠点として、障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられている
基幹相談支援センターをまちづくり活動プラザ内で運営し、障がいのある方及びその家族、
介護者等に対して、福祉サービスの利用援助や、社会資源の活用や社会生活力を高めるため
の支援などの総合的な相談業務を行いました。

常時ひとり暮らし等の一定の要件に該当する身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者及び精
神障害者保健福祉手帳所持者に対し、緊急時に通報を受けた際に居宅へ支援員を派遣し、排
せつ介護や見守り、関係機関との連絡調整等を行うとともに、その利用に関する費用の助成
を行いました。

363,167千円

利用延べ人数
成果

内容

79人

４．日中一時支援事業

45人 11人

稼働日数

7,700千円

障がいのある方等の日中活動の場を確保し、介護者負担の軽減を図るため日中預かり事業を
行いました。

５．障がい者緊急時支援事業 20,273千円
内容

登録者数 利用実人数

333人 8,890人

２．相談支援事業（債務負担行為分）

38,500千円

内容

成果

当初予算 636,981千円
予算現額 633,780千円

利用実人数

特定財源
国県支出金

一般財源 373,032千円

１．相談支援事業

決算 592,642千円

成果
利用実人数 利用延べ人数

490人 7,376人

219,610千円

利用延べ人数
319日

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

障

が

い

事

業

課

地域生活支援事業（障がい福祉課、障がい事業課） 決算書Ｐ111
当初予算 684,797千円
予算現額 682,699千円 決算 638,913千円

457人 41,880時間

　153,674千円３．移動支援事業
内容

障がいのある方等の社会生活上必要な外出、余暇活動等の社会参加のための外出を支援する
移動支援事業を実施しました。

成果
利用実人数 総利用時間

－119－
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所
管

・

・

※上記のうち障がい事業課分

・

２．障がい者等歯科診療体制推進事業

・

決算書Ｐ113

成果
開所日数 利用実人数

4,612人

50日 143人 541人

成果
開所日数

常時介護が必要な重度障がい者について、大学内で修学するために必要な支援体制を大学が
構築できるまでの間において、支援を実施した場合の身体介護等に要する費用の一部を
助成しました。

まちづくり活動プラザ内で小学生から概ね25歳までの発達障がいのある方や発達が気になる
方、その家族、学校職員などからの相談に応じ、専門性の高い療育支援などを行いました。

障がい等の理由により歯科治療に特別な配慮を必要とする方が、安心して歯科治療を受けら
れるよう、健康センター内で歯科治療や歯科保健指導を行いました。

内容

56,355千円
内容

利用延べ人数

利用実人数 利用延べ人数
290日 527人

特定財源
国県支出金 16,149千円
その他 5,087千円

１．青少年サポート事業（債務負担行為分）

予算現額 100,108千円 決算 96,505千円
一般財源 75,269千円

予算現額 108,108千円 決算 104,085千円

当初予算 110,319千円

成果
利用実人数 利用延べ人数

1人 38人

障がい者福祉推進事業（障がい福祉課、障がい事業課）
当初予算 117,626千円

６．重度障がい者等就労支援特別事業 4,583千円
内容

常時介護が必要な重度障がい者について、通勤支援や職場等における支援を実施した場合
の身体介護等に要する費用の一部を助成しました。

成果
利用実人数 利用延べ人数

1人 223人

７．重度訪問介護利用者大学修学支援事業 290千円
内容

障

が

い

事

業

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

22,762千円

－120－

主要<118>



所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

１事業者（１事業所） ４人 97日
事業者数 実利用人数 利用延べ日数

重度障がいのある児童等の通所先の確保を促進するため、重度障がいのある児童等が通所す
る障がい者支援施設等を運営する事業者に補助金を交付しました。

補助金の交付により、総合福祉センター内で実施する放課後等デイサービスにおいて、医療
的ケアの必要な重度障がいのある児童等を支援することができました。

４．重度障がい児等通所事業所特別支援事業補助金 9,600千円
内容

成果

グループホーム消防設備
１事業者（１事業所）
１事業者（１事業所）

内容

成果
補助金の交付により、グループホームの拡充、消防設備の設置促進を図り、障がい者の地
域生活の支援をすることができました。
グループホーム施設整備

グループホームの整備促進、並びにグループホーム等における消防設備の設置促進を図るた
め、市が指定する事業者に対し、整備等に要する経費の一部について補助金を交付しまし
た。

対象延べ月数
13事業者（13事業所） 55人 543ヶ月

12,733千円３．障がい者グループホーム施設整備費補助金【実施計画】

補助金の交付により、グループホームの円滑な運営を促進し、当該グループホームに居住す
る障がいのある方の福祉の増進を図ることができました。

16,943千円
１．障がい福祉団体事業費補助金

２．障がい者グループホーム運営費補助金
内容

1,229千円
内容

交付団体数

障がいのある方の福祉の増進を図るため、障がい福祉団体が行う事業に要する経費の一部に
ついて補助金を交付しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ113
当初予算

決算予算現額 296,411千円

補助金

障

が

い

事

業

課

国県支出金

一般財源
特定財源

297,534千円

事業者数 入居者数

282,166千円
265,223千円

成果

15,613千円

成果

６団体 対象人数 168人

補助金の交付により、福祉団体の活動費の負担が軽減され、障がいのある方の福祉の向上
を図ることができました。

グループホームに居住する障がいのある方の福祉の増進を図るため、グループホームを運
営する事業者に対し、その運営に要する経費の一部について補助金を交付しました。
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所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

補助金の交付により、重度障がいのある方に対する障がい福祉サービスを行う事業所の円滑
な運営が促進され、重度障がいのある方の福祉の増進を図ることができました。

重度の強度行動障がいがある方を受け入れた障害者支援施設又は共同生活援助事業所に対し
て、支援員の加配に係る人件費を補助する事業です。

補助金の交付により、サービス等利用計画等の作成が推進され、計画相談支援及び障害児相
談支援の円滑な実施が図られました。

喀痰吸引等を必要とする在宅の障がい者又は障がい児の日常生活を支援するため、居宅介護
事業者に対し、従業員の喀痰吸引等研修の受講に要する経費等の一部について補助金を交付
しました。

短期入所事業所を運営する事業者に対し、運営に要する経費の一部について補助金を交付し
ました。

事業者数(延べ事業所数)

221人 32,964日

成果

対象実人数

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

障

が

い

事

業

課

５．重度障がい者支援事業所運営費補助金
内容

重度障がいのある方の福祉の増進を図るため、重度障がいのある方が通所する施設を運営
する事業者に対し、その運営に要する経費の一部について補助金を交付しました。

成果

６．重度の強度行動障がい者支援事業所運営費補助金
内容

対象延べ人数 対象利用日数
11事業者（27事業所） 145人

強度行動障がい者２名が安定した入所生活を維持することができました。
事業者数(事業所数) 対象実人数
１事業者（２事業所） ２人

７．計画相談支援等推進事業補助金
内容

障害福祉サービス等を利用するためのサービス等利用計画の作成をする計画相談支援事業
者に対し、人件費の一部について補助金を交付しました。

成果

事業者数 ９事業者（12事業所） 相談員数（常勤換算） 19.0人

研修受講者数 5人１事業者（１事業所）

９．障がい者短期入所事業所運営費補助金

８．障がい者等喀痰吸引等研修費等補助金
内容

成果

成果

内容

補助金の交付により、喀痰吸引等を必要とする在宅の障がい者又は障がい児の日常生活を
支援することに寄与しました。
事業者数

補助金の交付により、短期入所事業を行う事業所の円滑な運営が促進され、障がいのある
方の福祉の増進を図ることができました。

事業者数 ３事業者（３事業所） 対象部屋数 12床

174,923千円

11,288千円

17,580千円

216千円

14,018千円
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所
管

・

・

・

・

・

・

外来受診

利用実人数

従事者に対して住宅手当を支給している障害福祉サービス事業所等を運営する事業者に対
し、住宅手当の支給に要する経費の一部について補助金を交付しました。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている障がい福祉サービス事業者に対
し、給付金を交付しました。

1,538人認知機能評価・リハビリテーション

35人 377ヶ月

浦安市障がい福祉サービス事業所物価高騰対策支援事業

補助金の交付により、障害福祉サービス事業所の従業者の確保及びその離職の防止に寄与
しました。

障

が

い

事

業

課

10．高次脳機能障がい相談支援体制整備事業等補助金
内容

医療法人社団城東桐和会タムス浦安病院における高次脳機能障がいの相談支援体制の整備
を図るため、人件費、研修開催経費等の一部について補助金を交付しました。

11．障がい福祉サービス等従事者住宅手当支給事業費補助金

310人

相談

成果

12事業者（21事業所）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果
補助金の交付により、事故や病気等により脳の機能に障がいが生じた高次脳機能障がいの
方に対する支援体制が整備され、市内において専門的なリハビリテーションや相談を受け
ることが可能となりました。

内容

492人

利用延べ人数
57人 57人
55人

事業者数 対象従事者数 対象従事延べ月数

決算書Ｐ115
当初予算 -千円

660千円 決算 440千円
一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 440千円

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている障がい福祉サービス事業者に対
し、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、事業の継続を支援することができ
ました。

17,442千円

7,520千円

成果

事業者数 10事業者（12事業所）

１．浦安市障がい福祉サービス事業所物価高騰対策支援給付金 440千円
内容

予算現額

－123－－123－
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所
管

・

２．ソーシャルサポートセンター指定管理料（債務負担行為分）

・

３．発達障がい者等地域活動支援センター指定管理料 （債務負担行為分）

・

成果

障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターⅡ型、障害者相談支援事業を実施する、浦
安市身体障がい者福祉センターの運営を行いました。

予算現額 95,340千円

30,124千円
内容

65,928千円

地域活動支援センター管理運営事業

１．身体障がい者福祉センター指定管理料（債務負担行為分）
20千円

29,391千円

95,339千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ115
当初予算

その他

決算

内容

成果

成果

1,849人
123人 1,742人

開所日数

障害者相談支援事業

障

が

い

事

業

課

国県支出金

一般財源
特定財源

95,340千円

内容
障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターⅡ型、障害者相談支援事業を実施する、浦
安市ソーシャルサポートセンターの運営を行いました。

63人

35,101千円

障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターⅠ型、障害者相談支援事業を実施する、浦
安市発達障がい者等地域活動支援センターの運営を行いました。

利用延べ人数
23人 942人
18人 137人

開所日数 利用実人数

244日

利用実人数 利用延べ人数

開所日数
120人
79人

242日

地域活動支援センターⅠ型

障害者相談支援事業

利用実人数

30,114千円

1,500人
675人

利用延べ人数

地域活動支援センターⅡ型

障害者相談支援事業

地域活動支援センターⅡ型

245日

－124－
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所
管

・

２．障がい者等一時ケアセンター指定管理料（債務負担行為分）

・

成果

・

障害者総合支援法に基づく短期入所事業、日中一時支援事業、及び介護を行う方が、介護・
介助を行うことが突然困難となった場合に障がいのある方（児童を含む）を一時的にまたは
緊急一時預かりサービスを実施する、浦安市障がい者等一時ケアセンターの運営を行いまし
た。

就労相談や職場実習、就職活動支援などを行うとともに、職場定着等の支援を行いました。

252日

243日 3,085人 12,722人

内容

成果
開所日数

89,446千円
一般財源 83,527千円
特定財源

利用実人数 利用延べ人数

その他 5,919千円
１．障がい者就労支援センター運営費（債務負担行為分）

障がい者就労支援施設管理運営事業 決算書Ｐ115
当初予算 94,141千円
予算現額 90,682千円

38,599千円

決算

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ115
当初予算

その他

決算予算現額 570,659千円

229,412千円

486,449千円

内容

生活介護 58人 12,171人
稼働日数 利用実人数 利用延べ人数

障害者総合支援法に基づく生活介護、就労継続支援Ｂ型、指定特定相談支援を実施する浦安
市障がい者福祉センターの運営を行いました。

70人 2,208人

内容

365日

就労継続支援Ｂ型
相談支援 293日 228人

稼働日数 利用実人数 利用延べ人数

257,037千円

8,328人
252日 47人 9,294人

406,963千円

79,486千円

１．障がい者福祉センター指定管理料（債務負担行為分）障

が

い

事

業

課

一般財源
特定財源

570,659千円

成果

障がい者福祉センター等管理運営事業
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・

・
成果

施設の管理運営に係る消耗品費、光熱水費等のほか、施設の適切な維持管理を図るため、総
合維持管理業務を委託しました。

88,212千円

23,873千円

２．東野地区複合福祉施設維持管理経費（債務負担行為分）

内容

一般財源
特定財源

114,245千円

24,056千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ115
当初予算

その他

決算

障がいのある方が安全に施設を利用するとともに、施設の円滑な維持管理を実現することが
できました。

88,375千円

障

が

い

事

業

課

１．東野地区複合福祉施設維持管理経費

112,431千円

東野地区複合福祉施設管理事業

予算現額 114,330千円

－126－－126－
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・

・

・

（１）外来支援

・

・

発達に遅れや心配のある子どもとその保護者を支援するため、発達段階に応じてグループや
個別での専門的な発達支援を実施しました。事業は、小集団で発達支援を提供する通園部
門、個別相談・支援を中心に行う外来部門、利用児が所属する保育園や幼稚園に出向き、支
援を行う保育所等訪問支援を中心として実施しました。また、地域の児童の健全な発達にお
いて中核的な役割を担う機関として、地域機関電話相談、地域機関訪問相談、保護者支援等
を実施し、地域の支援力の向上を図りました。

52,658千円

児童福祉法に基づく児童発達支援事業所として、２歳から就学前の発達に心配のあるお子さ
ん及び家族に対し、多職種がチームとして関わりながら児童発達支援計画に基づき、基本的
な生活習慣、遊び、運動及びコミュニケーション等、家庭や地域の中で暮らしやすくなるた
めの必要な発達支援を小集団で行いました。

(5) 医療的ケアを必要とする利用児への療育

「歩き始めが遅い」「不器用」「言葉が増えない」「発音がはっきりしない」「言葉を繰り
返す」「落ち着きがない」「集団に入れない」「友達と上手く関われない」「食事・着替
え・排泄が一人でできない」など、発育・発達、身体・運動機能に心配がある子どもの相談
を受け、その子どもの発達状況に応じた個別の相談・アセスメント等を行うと共に、子ども
が所属する保育園・幼稚園・小学校等の職員とのカンファレンスを実施しました。また、平
日利用が困難な家庭を対象として土曜日も開館し、個別相談・アセスメントを行いました。

１.こども発達センター児童発達支援活動費

利用延人数
3人 161人 

２.こども発達センター外来部門活動費

内容

72,431千円

成果

利用実人数

個別相談やアセスメントにより子どもの発達や保護者の子どもに対する理解を促すことがで
きました。また、家庭以外の生活の場でもある園・学校等とのカンファレンスを行うことで
職員に子どもの理解を深めてもらい、園生活の中での支援につなげることができました。

(4) 児童発達支援利用者送迎事業
運 行 日 数 運 行 回 数 利用延人数

233日 1,051回 6,395人 

家庭環境 情緒の障がい 聴覚障がい その他 合計
0人 0人 0人 0人 56人 

知的障がい 言語発達障がい 肢体不自由 重症心身障がい 発達障がい
28人 0人 3人 2人 23人 

10人 11人 19人 16人 56人
(3) 障がい内訳（重複障がい児については主たる障がいによる分類）

延 805人 
(2) 年齢内訳
２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

成果
一人ひとりの子どもに合った課題に取り組み、また保護者が抱える様々な不安や悩みの解消
を図ることを通じて、成長発達を促すことができました。
(1) 通所児

通 所 児 数 保 護 者 数
実 56人 延 3,182人 実 21人 

内容

こ

ど

も

発

達

セ

ン

タ

ー

こども発達センター活動事業 決算書Ｐ131
当初予算 149,468千円
予算現額 129,223千円 決算

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

51,493千円
特定財源
国県支出金 12,737千円
その他 61,747千円

125,977千円
一般財源
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(内訳)　
①

※

※

②

（２）保育所等訪問支援

・

・

（３）地域機関支援

・

・

※個別開催の実施はありませんでした。

園の職員に対し、園での対応や子どもに合った環境整備等について助言することができまし
た。また、研修を通じて発達支援に関する理解を深めてもらうことができました。

全体開催
参加園数
開催回数

参加実人数
参加延人数

４園
２回

９人

参加施設数
開催回数

参加実人数

23施設
１回
60人

75人 
電話相談回数

39回
訪問相談回数

143回
実人数

５人

内容

成果

○地域機関電話相談・訪問相談事業

○地域支援研修

○サポート園研修

相談 実施内容
依頼園
21園

計 351人 

相談日数 相談実人数 相談延人数
48日 241人 1,202人 

○土曜日相談　実施状況

カンファレンス
種別 実人数 延人数

カンファレンス（訪問） 178人 335人 

2,129人 
1,744人 
267人 
411人 

計 4,551人 

実人数 延人数
心理　個別相談・アセスメント
ＳＴ　個別相談・アセスメント
ＰＴ　個別相談・アセスメント
ＯＴ　個別相談・アセスメント

464人 
390人 
52人 
278人 

４回
参加実人数
参加延人数 111人

参加施設数 15園
開催回数

カンファレンス（来所） 12人 16人 

44人

こども発達センターを利用していない子どものうち、幼稚園や保育園等の生活の中で、気に
なる行動や対応の難しさがある子どもやその保護者への関わり方について、園からの依頼に
基づき電話相談や訪問による相談を行いました。また、地域機関への発達支援に関する研修
会として、地域支援研修（幼稚園教諭や保育士、児童発達支援事業所職員などの職員を広く
対象とした研修）と、サポート園研修（希望園対象の研修）を開催しました。さらに、試行
的にゆう活勉強会（保育士・児童発達支援事業所職員等を対象とした定期勉強会）も開催し
ました。

こ

ど

も

発

達

セ

ン

タ

ー

117回 
その他調整

内容

実人数 訪問支援回数

センター利用児の保護者との契約に基づき、利用児が所属する保育園や幼稚園に訪問支援員
が出向き、子どもの園生活を支援すると共に、職員に対する支援方法や環境整備等について
提案・検討を行いました。

成果
訪問支援員が園生活の場に訪問し、対象児に直接的な発達支援を行い、集団への適応や成長
発達を促しました。その他に、環境調整として園の職員と対象児の発達段階に合った支援を
提案・指導するための話し合いを47回、保護者に対する育児支援を76回行いました。

123回

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

個別相談・アセスメント(心理・ST・PT・OT) 

○相談・カンファレンス実人数  810人　延人数　4,902人

種別

○ゆう活勉強会

ＳＴ：言語聴覚士
ＰＴ：理学療法士
ＯＴ：作業療法士

一人の児童に対し、複数の職
種が対応する場合もあるた
め、全体の実人数810人とは
一致しません。

11人
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（４）保護者支援事業

・

・

発達支援推進事業

（１）こども発達相談

・

・

（２）初回相談

・

・

（３）障害児支援利用計画書等の作成

・

・

3,717千円
特定財源
その他 245千円

内容

成果

○就学説明会

○ペアレントトレーニング
参加延人数 51人
参加実人数

就学説明会参加人数 52人

内容

内容

内訳

専門スタッフによる相談により、保護者が抱える様々な不安や悩みの解消を図ることができ
ました。

一般財源

継続支援（モニタリング）

こ

ど

も

発

達

セ

ン

タ

ー

内容

71人
12人

13件
6件

必要とするサービスの種類や頻度を保護者と相談し、適切なサービスが利用できるよう計画
書等を作成しました。

成果

253件

内訳

成果

作成件数

成果

336人

10人

保護者が子どもの発達に関する理解を深め、不安や悩みの解消を図ることができました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

計画作成
内容別

相談受付人数
初回相談へ
他機関紹介
その他

253人

決算書Ｐ131
当初予算 3,828千円
予算現額 3,970千円 決算 3,962千円

子どもの心身の発達に対する不安や悩みを抱える保護者からの相談を受け、各福祉サービス
や関係機関などについて、情報提供しました。また、保護者の不安等の解決だけでなく、子
ども自身が抱える生活のしづらさなどの課題解決のために社会福祉士や療育相談員などの専
門スタッフが面接を行い、子どもの状況を捉える初回相談を行いました。

障がい児が通所支援事業や居宅介護サービスを利用できるよう、障害児支援利用計画書等の
作成を行いました。また、作成後も定期的にサービスの利用状況を把握し、必要に応じてモ
ニタリング報告書の作成や利用計画書の再作成を行いました。

発達に何らかの心配があるセンター利用児の保護者に対して、子どもを理解し、子育てがし
やすくなるよう支援を行いました。

利便性の向上を図ることができました。

令和６年度より、初回相談に「来庁予約システム」を導入しました。

初回相談件数
こども発達相談より

その他
167件
86件

－129－
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・

・

・

・

・

・

内容
65歳以上の一人暮らしまたは高齢者のみの世帯（日中独居含む）に対して、緊急通報装置の
貸与を行いました。

成果
高齢者の安全を守り、また日常生活における不安の軽減を行うことができました。

通報件数 290件
1,388人実利用人数

契 約 更 新 料 4人 － 348,000円

34,125千円２．高齢者緊急通報装置貸与事業

－ 46,000円
家              賃 14人 126ヶ月 2,032,000円
住 み 替 え 費 用 1人 

23,430千円
2,426千円

民間賃貸住宅に居住する高齢者世帯等が、取り壊しや建替え等の事情により住み替える場合
にかかる費用の一部を助成しました。

成果
住み替え家賃等を助成することにより、居住の安定の確保を図ることができました。

助成人数 延　月　数 金　額

はり、きゅう、マッサージ等の施設を利用した際の費用の一部を助成することにより、高齢
者の健康増進や、経済的負担の軽減を行うことができました。

内容

延利用件数 40,188件

一般財源 77,387千円
特定財源

１．高齢者世帯住み替え費用助成
その他

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ117
115,745千円

決算 100,817千円

高齢者日常生活支援事業

115,745千円

65歳以上の方に対して、はり、きゅう、マッサージ等の施設を利用した場合に施術に要した
費用の一部を助成しました。

4,398人

32,960千円３．はり、きゅう、マッサージ等費用助成

高

齢

者

福

祉

課

内容

当初予算
予算現額

申請者数

成果
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

65歳以上で、要介護３～５の方又はおむつが必要なことについて医師の証明を受けた方に、
紙おむつを給付しました。また、入院期間中使用するおむつについて、その費用の一部を助
成しました。

３．高齢者外出支援交通費助成事業 2,609千円
内容

令和７年度より福祉乗車券と交通系ＩＣカード費用負担額助成の選択制を導入するにあた
り、対象者へ事業案内を送付しました。

成果
対象者に対し、事業内容の周知を図ることができました。

対象者数 24,859人

要介護高齢者等に快適な日常生活を保障するとともに、介護者及び家族の経済的負担及び精
神的な負担を軽減することができました。

紙おむつ給付 1,494人 12,551件
入院患者おむつ代助成 179人 790件

17,551千円

予算現額 114,074千円

実利用者数 延給付件数

成果

内容

内容
１．住宅改修費助成

高齢者在宅介護支援事業 決算書Ｐ117
当初予算 113,755千円

決算 98,752千円

対象者数 24,484人

8,934千円
内容

実利用団体 102団体 延利用件数 214件

97,718千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

自立の促進及び介助に適した住環境づくりができました。
助成件数 126件

当初予算 115,020千円

成果

85,655千円
内容

70歳以上でバスを利用する方（令和６年度中に70歳になる方を含む、障害者手帳所持者を除
く）に対して、5,600円分の福祉乗車券の交付を行いました。

予算現額 118,118千円 決算

福祉乗車券を交付することにより、高齢者の外出支援や経済的な負担の軽減を行うことがで
きました。

要支援・要介護認定者に対し、自立の促進及び介助に適した住環境づくりのため、その居住
する住宅の改修に要する費用の一部を助成しました。

成果

高

齢

者

福

祉

課

社会参加等促進事業 決算書Ｐ117

高齢者等の社会参加を促進するため、団体が主催する行事に大型バス（運転手付き）の貸出
を行いました。

成果
高齢者の外出を促進し、社会参加につながりました。

73,376千円

１．高齢者バス代助成

２．要介護高齢者等紙おむつ給付事業

２．大型バス運行管理事業
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・
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予算現額 57,916千円 決算

敬老祝金

46,212千円
内容

お祝い金やお祝い品を贈呈することで、高齢者を敬愛し、長寿を祝うことができました。
対象者数

敬老祝い金については、数え88歳・99歳の方に支給し、敬老祝い品については、数え77歳以
上の方に贈呈しました。

予算現額 20,964千円 決算

敬老事業 決算書Ｐ119
57,958千円

成果

申請者数
619人 610人

１．敬老祝金品経費

50,559千円

14,802人

支給率
88歳　20,000円

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

99歳　30,000円 43人 40人 93.0%
敬老祝品 15,905人

高

齢

者

福

祉

課

高齢者施設福祉事業（高齢者福祉課、高齢者包括支援課） 決算書Ｐ117
当初予算 20,964千円

18,573千円

１．老人保護措置費 14,849千円

※上記のうち高齢者福祉課分

環境上の理由及び経済的理由により、居宅で生活することのできない高齢者に対し養護老人
ホームへの入所措置を行いました。

当初予算 15,120千円
予算現額 15,120千円 決算 14,849千円

環境上の理由及び経済的理由等により、居宅で生活することのできない高齢者の生活の安定
を図ることができました。

成果

98.5%

当初予算

実人数 実施月数
養護老人ホームへの措置 ７人 82か月

93.1%
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・

・

・

・

・

・

69,068千円

108,811千円
予算現額 108,811千円 決算 95,883千円

その他

一般財源

決算書Ｐ119
当初予算

当初予算 13,438千円
決算書Ｐ119

特定財源

内容

指定管理事業者の専門性を活かして、利用者に適正なサービス提供ができました。
実 利 用 者 数 22人 平均入所者数 21.7人／日

高

齢

者

福

祉

課

ケアハウス指定管理料（債務負担行為分）

4,772千円

予算現額

国県支出金

13,438千円
7,908千円一般財源

12,680千円決算

4,050千円

浦安市老人クラブ連合会は、各種スポーツ大会、地域清掃等の社会奉仕活動など様々な事業
を実施し、会員の生きがいづくりや健康の増進など、老人福祉の増進を図ることができまし
た。

単位老人クラブ会員の生きがいづくりや健康の増進など、老人福祉の増進を図ることができ
ました。単位老人クラブは、令和６年４月１日現在、クラブ数が48、会員数が3,086名です。

成果

老人福祉の増進を図るため、単位老人クラブの事業に対し、補助金を交付しました。

8,318千円

ケアハウスの管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指定管理者に指定し、利
用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

26,815千円

成果

成果

老人福祉の増進を図るため、浦安市老人クラブ連合会（ベイシニア浦安）の事業に対し、補
助金を交付しました。

内容
２．老人クラブ連合会補助金

内容
１．単位老人クラブ補助金

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

老人クラブ支援事業

特定財源
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・

・

・

・

高齢者がふれあうサロンを開催し、担い手となる人材を育成する活動について、事業を実施
する市民活動団体６団体に対して補助金を交付しました。

１．（公社）シルバー人材センター補助金

２．高齢者支え合いサロン活動及び担い手育成事業補助金 1,218千円

10人
8人

サロン活動 担い手育成
開催回数 実参加人数 開催回数 実参加人数

36回 131人

潮騒くらぶ 86人 9回 10回 

サロンはなみずき 55人 2回 3人
入船東エステート住宅管理組合

老人福祉の増進を図ることを目的して、生きがいの充実や社会参加促進等、高齢者の就業機
会の確保等を業務として設立されたシルバー人材センターの安定した運営等に資するため、
補助を行いました。

成果
シルバー人材センターでは、発注者（依頼者）から請負・委任又は派遣の形で仕事を引き受
け、会員の希望や能力に応じた仕事を提供することができました。

契約金額就業実人員 就業延人員 受注件数

正会員数
160,577千円
契約金額

246人
請負・
委任

就業実人員 就業延人員

シニアいきいきサロン

内容

成果
サロンを開催することで、高齢者の孤立の防止、居場所づくり及び高齢者が安心して住み続
けていける地域づくりに寄与しました。また見守り活動を行う担い手の育成ができました。

593人 18回 18人

※正会員数は令和７年３月末日現在

2回 10人
サンコーポ浦安自治会福祉厚生部

派遣

夢海サロン

61人 2回 4人

2回 

24人 3,730人日

26,227人日

14,831千円

23回 

予算現額 21,450千円 決算 20,718千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

16,345千円

高

齢

者

福

祉

課

補助金 決算書Ｐ121
当初予算 21,450千円

63回 

23回 

会員賃金

会員配分金

9件

22人

386件
受注件数

19,500千円

10回 

136,551千円307人

内容
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委託料

高

齢

者

福

祉

課

その他 273千円

報酬等、消耗品、光熱水費、通信運搬費

使用料及び賃借料
会館賃借料　4,844,556円、NHK受信料　622,930円、
CATV使用料　611,672円

6,079,158円

26,286千円 決算 25,615千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

老人クラブ会館維持管理事業

合計

一般会計

473人

当初予算 25,148千円
予算現額

内容
老人クラブ会館の適正な管理ができました。

12,045,887円

特定財源

3,326,562円

樹木管理業務委託　1,896,811円
消防設備保守点検業務委託　418,000円
樹木薬剤散布業務委託　363,000円
シロアリ駆除　205,058円
その他　443,693円

その他

区分 事業費

172,547千円

内容

21,451,607円

老人福祉センター管理運営事業 決算書Ｐ121
192,947千円

浦安市老人福祉センターの機能を維持するため、各種備品購入、施設修繕等の維持管理を行
いました。

成果

予算現額 192,050千円 決算 172,767千円
一般会計

開館日数 291日 延利用人数 137,742人 1日平均利用者数

成果

21,451千円

170,145千円１．老人福祉センター指定管理料（債務負担行為分）
内容

老人福祉センターの管理運営については、社会福祉法人 浦安市社会福祉協議会を指定管理者
に指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

浴室利用や健康相談の実施など利用者に適正なサービス提供ができました。

利用者が安全・安心に利用できるよう施設の運営管理ができました。

特定財源
その他 220千円

１．老人クラブ維持管理経費

25,342千円

当初予算

成果

市内に38ヵ所ある老人クラブ会館の維持管理を行いました。
内容

決算書Ｐ121
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・

老人クラブ活動の拠点となる老人クラブ会館について、自治会及び老人クラブと協議し、
自治会集会所との合築による新築工事に向けた実施設計を行いました。

２．今川耳順会館建設事業（継続費分）

27,219千円

成果

内容

老人クラブ活動の拠点となる老人クラブ会館について、自治会集会所との合築による新築
工事に着手しました。

老人クラブ活動の拠点となる老人クラブ会館について、自治会及び老人クラブと協議し、自
治会集会所との合築による新築工事に向けた実施設計を行いました。

老人クラブ活動の拠点となる老人クラブ会館について、自治会集会所との合築による新築
工事に着手しました。

成果

-千円
23,008,000円

成果

成果

老人クラブ活動の拠点となる老人クラブ会館について、自治会及び老人クラブと協議し、
自治会集会所との合築による建替工事に向けた基本設計を行いました。

今川耳順会館について、実施設計を行うことができました。

美浜１６サロンの会会館について、実施設計を行うことができました。

（令和７年度へ逓次繰越）

(令和５年度より繰越明許費分）

14,700千円

美浜１６サロンの会会館について、新築工事を進めることができました。

内容

23,657,000円
（令和７年度へ逓次繰越）

美浜１６サロンの会会館の新築に伴う敷地造成工事を行いました。
成果

高

齢

者

福

祉

課

１．今川耳順会館建設事業（実施設計）(令和５年度より繰越明許費分）

老人クラブ施設整備事業【実施計画】

76,127千円

美浜１６サロンの会会館について、敷地造成工事を行うことができました。

７．美浜１６サロンの会会館建設事業（継続費分） -千円

3,233千円

４．美浜１６サロンの会会館建設事業（実施設計）（債務負担行為分）

内容

当初予算 46,665千円
予算現額

一般財源 12,519千円
特定財源
地方債

内容

(令和５年度より繰越明許費分）

決算
46,665,000円(令和７年度へ逓次繰越)

700千円

６．美浜１６サロンの会会館敷地造成事業

内容

成果
Ｍ３イズミクラブ会館について、基本設計を行うことができました。

(令和５年度より繰越明許費分）
３．Ｍ３イズミクラブ会館建設事業（実施設計）

今川耳順会館について、新築工事を進めることができました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

21,790千円

決算書Ｐ121

５．美浜１６サロンの会会館敷地造成事業 867千円

628千円

内容
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当初予算 20,964千円

高齢者保健福祉計画及び第10期介護保険事業計画の策定に向けて、増加が見込まれる転入・
転出・転居高齢者に関するアンケート調査や、警察が保有する行方不明・保護高齢者の調査
などを行いました。

転入・転出・転居高齢者の異動者数・居住地・要因や行方不明・保護高齢者の発生者数・居
住地・発生時間などの実態を把握することができました。

1,804千円

1,919千円

3,723千円

※上記のうち高齢者包括支援課分
当初予算

予算現額 20,964千円

認知症や高齢者虐待を受けた等のやむを得ない事由により介護保険サービスを受けられない
高齢者に対し必要な措置を行いました。
養介護施設従事者を対象とした虐待防止研修を実施しました。

実人数

特定財源
その他

13,842千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

高齢者保健福祉計画策定事業 決算書Ｐ115
当初予算 4,335千円

高齢者施設福祉事業（高齢者福祉課、高齢者包括支援課）

決算

決算書Ｐ117

3,298千円

成果

高

齢

者

包

括

支

援

課

内容

予算現額 3,299千円

必要な措置を行い高齢者の安全を確保することで、権利を守ることができました。
研修実施により、虐待防止の基礎知識を学び、意識の高揚を図ることができました。

一般財源

5,844千円
予算現額 5,844千円 決算

実施月数

成果

決算 18,573千円
一般財源

その他 4,731千円
特定財源

１.老人保護措置費 3,723千円
内容

高齢者虐待防止研修会 43人
やむを得ない事由による措置 12人 33か月

フレイル予防の基礎講座 102人 ５回
ロコモ予防の運動教室 140人 ５回

成果
市民に対して広く介護予防に関する支援を行い、参加者の身体機能の状態把握をすることが
出来ました。

実人数 実施回数
介護予防測定会 417人 ４回

その他 9,718千円
１．介護予防プロジェクト事業 2,999千円
内容

壮年期から高齢期の市民が広く介護予防に関する取り組みを行うため、市内教育機関に調査
研究を委託しました。令和６年度は、介護予防測定会、介護予防教室等を市内で実施しまし
た。

一般財源 1,445千円
特定財源

一般介護予防事業

予算現額 11,392千円 決算 11,163千円 決算書Ｐ117
当初予算 8,420千円
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一般財源 4,209千円
特定財源
国県支出金 394千円

介護従事者確保事業 決算書Ｐ119
当初予算 8,116千円
予算現額 5,480千円 決算 4,603千円

物価高騰による影響を受ける介護サービス事業所の運営を支援することができました。

補助延人数 14人

内容

特定財源

補助事業者数 ４事業者 192月

３事業者

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

介

護

保

険

課

成果

補助従事者数

13人

交付件数

介護サービス事業所を運営する事業者に対し、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を
活用し、給付金を交付することで、電気・ガス・食品等の物価高騰による影響を緩和し、介
護サービス事業所によるサービスの継続を支援しました。

成果

内容

決算書Ｐ119

内容
介護従事者の確保及びその離職の防止を図るため、浦安市内に介護従事者のための住宅を借
り上げ、提供している介護事業者に補助金を交付しました。

成果
市内介護事業所を運営する介護事業者が補助金制度を利用することで、介護従事者の賃料の
負担を軽減し、介護人材の確保を図ることができました。

国県支出金 10,600千円

当初予算 -千円
予算現額 11,700千円

３．介護支援専門員更新研修受講料等補助金【実施計画】 63千円
内容

介護支援専門員に係る更新費用等の負担をしている市内事業所（事業者）に補助金を交付す
ることで、介護支援専門員の負担を軽減し、介護人材の確保を図ることができました。

介護支援専門員等の確保及び定着を図るため、市内介護サービス事業所に勤務する介護支援
専門員等の資格更新研修受講料等を負担する介護サービス事業者に対し補助金を交付しまし
た。

補助事業者数

１．介護職員研修受講料等補助金 526千円

２．介護従事者宿舎借上げ支援事業費補助金 4,014千円

20人

介護人材の確保を図るため、介護職員初任者研修または介護福祉士実務者研修を修了し、市
内介護事業所に従事している職員に対して、その受講料の一部を補助しました。

成果

補助実人数

研修修了者に補助金を交付することで、介護職員の研修費用の負担を軽減し、介護人材の確
保を図ることができました。

補助延月数

43事業者(51事業所)

１.浦安市介護サービス事業所物価高騰対策支援給付金 10,600千円

補助従事者数 3人

浦安市介護サービス事業所物価高騰対策支援事業

一般財源 -千円
決算 10,600千円
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・地域型業務

・基幹型業務

内　　　　　容 実施回数 実相談件数
地域包括支援センターサテライト 143回 72件

地域包括支援センター後方支援 131件
409件

うち権利擁護・高齢者虐待に関すること 92件
329件

18件 143件 82件
(上段：実件数、下段：延件数)　

内　　　　　容 件　数

1,031件 673件
包括的・継続的ケアマネジメント支援 35件 20件 9件 36件 23件

112件 61件

3,375件
うち権利擁護・高齢者虐待に関すること 160件 52件 39件 62件 133件

881件 595件 611件

総合相談支援事業 940件 869件 497件 970件 625件
3,150件 4,201件 2,881件 5,219件

(上段：実件数、下段：延件数)　
内　　　　　容 中央 新浦安 高洲 富岡 浦安駅前

内容

成果

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるように、
直営型１ヶ所、委託型４ヶ所の計５ヶ所の地域包括支援センターの運営を行いました。
中央地域包括支援センターに社会福祉士・保健師・主任介護支援専門員の３職種を配置し、
各地域包括支援センターの総括および総合調整、支援困難ケースの後方支援、高齢者虐待対
応など基幹型業務も行いました。また、身近な場所で気軽に相談できるよう、市内12ヶ所に
地域包括支援センターサテライトを開設し、相談対応を行いました。

高齢者や介護者のニーズに応じたきめ細やかな相談対応、支援のためのネットワークづく
り、適切な医療・福祉サービスや制度利用につなげることができました。
中央地域包括支援センターにおいて、各地域包括支援センターの総合調整・後方支援、高齢
者の権利擁護支援、地域包括支援センターサテライトにおける相談対応などを実施し、高齢
者の安心安全な暮らしのための支援、身近な場所での相談支援体制を整えることができまし
た。

一般財源 77,764千円
特定財源
国県支出金 81,427千円
その他 32,817千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

中

央

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

地域包括支援センター運営事業 決算書Ｐ117
当初予算 201,434千円
予算現額 199,570千円 決算 192,008千円

－139－－139－

主要<137>



所
管

・

・

内容
地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、日の出地
区に高洲地域包括支援センター支所の設置を行いました。

6,359千円

１．（仮称）日の出地区地域包括支援センター整備事業

２．（仮称）日の出地区地域包括支援センター賃借料

9,130千円
8,250,000円

（令和７年度へ事故繰越し）

成果
令和７年４月から運営が開始できるよう高洲地域包括支援センター日の出支所の建設を行い
ました。

中

央

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

21,984千円
予算現額 23,838千円

地域包括支援センター・サテライト設置事業【実施計画】

特定財源
15,089千円

国県支出金

一般財源

400千円

15,489千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ117
当初予算

決算
8,250,000円（令和７年度へ事故繰越し）
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健康こども部

所
管

※上記のうちこども課分

・

・

・会員数（令和７年３月31日現在）

・

※利用者のニーズを把握するため、令和６年度より保護者が援助を必要とする理由別に集計
しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

こ

ど

も

課

子育てサービス事業
当初予算 26,830千円
予算現額 26,830千円 決算 26,788千円

一般財源
特定財源
国県支出金
その他

11,873千円

１．ファミリー・サポート・センター事業
内容

子どもを育てる環境と児童の福祉の向上を図るために、子育ての手助けをしてほしい人と子
育てのお手伝いをしたい人によって組織するファミリー・サポート・センターの運営を浦安
市社会福祉協議会に委託しました。

13,209千円
1,706千円

11,743千円

委 託 内 容 (1) 会員の募集、登録、管理
(2) 会員の相互援助の調整
(3) 多胎家庭の利用支援、調整
(4) 研修及び指導
(5) 会員相互の交流と会員と非会員の交流
(6) 関係機関との連絡調整
(7) 地域子育て支援拠点事業との連携
(8) センターの業務内容の周知・啓発

成果
子育ての手助けをしてほしい人（おねがい会員）と、子育てのお手伝いをしたい人（まかせ
て会員）の相互援助活動により、子育て家庭の支援を充実させることができました。

まかせて会員 おねがい会員 どっちも会員 計
264人 1,696人 79人 2,039人 

実績
保　護　者　事　情　(援助を必要とする理由) 利用件数

定期就労 1,776件 
臨時就労・求職活動 6件 
冠婚葬祭・他の子どもの学校行事等 195件 
買い物等による外出・家事 3件 
リフレッシュ 34件 
病気療養・家族の看護 72件 
習い事・講習受講 62件 
介護 0件 
育児サポート 925件 
産前・産後サポート 126件 
その他 1件 

合　　　　　計 3,200件 

子育てサービス事業（こども課、こども家庭支援センター） 決算書Ｐ123
当初予算 40,255千円
予算現額 41,460千円 決算 39,645千円
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所
管

・

・

・活動実績

・

・

・

・

・
平日　午前９時～午後５時 

・

・

３．子育て短期支援（ショートステイ）事業 14,523千円

5,761千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

こ

ど

も

課

内容
疾病、出産、看護等の理由で一時的に養育が困難となった家庭の児童を施設で養育するた
め、社会福祉法人に事業の運営を委託しました。

成果
延べ利用日数として短期入所生活援助事業は通常利用が566日、支援計画利用が330日、休
日・夜間養護事業は通常利用が894日、支援計画利用が53日利用されており、一時的に養育が
困難となった子育て家庭を支援することができました。

子育て短期支援事業利用状況
（通常利用）

延べ利用日数延べ利用世帯数延べ利用者数 実利用世帯数 実利用者数
短期入所生活援助事業 566日 221世帯 254人 43世帯 52人 

休日養護事業 671日 451世帯 671人 49世帯 66人 
夜間養護事業 223日 123世帯 223人 16世帯 26人 

（支援計画利用）
延べ利用日数延べ利用世帯数延べ利用者数 実利用世帯数 実利用者数

短期入所生活援助事業 330日 94世帯 110人 12世帯 19人 
休日養護事業 30日 29世帯 30人 ４世帯 ６人 
夜間養護事業 23日 14世帯 23人 ２世帯 ５人 

子育てサポート事業 決算書Ｐ123
当初予算 12,239千円
予算現額 12,409千円 決算 12,343千円

１．市託児保育事業
内容

市役所における各種手続きや相談窓口等の用件で来庁された方に対して、庁舎内で一時的に
子どもをお預かりする「庁舎内託児室」を運営しました。
庁舎内託児室

一般財源 12,073千円
特定財源
その他 270千円

開 所 時 間
対 象 市役所に以下の用務がある保護者の子ども

（概ね生後３か月から就学前までの子ども）
　(1）市役所に各種届出や申請の用務がある保護者
　(2）市役所で実施する相談窓口に用務がある保護者

開所日 延べ保護者数 延べ児童数 実保護者数 実児童数 平均利用時間

延べ利用時間数

244日 1,013人 1,264人 373人 463人 44分

成果
市役所庁舎内の託児室に子どもを預けることで、保護者は安心して気兼ねすることなく各種
手続きや相談ができています。
庁舎内託児室運営状況

5 22件 5世帯 144日 909時間

成果
多胎児家庭が抱える、同じ月齢の子を同時に子育てすることに伴う不安感や負担を軽減し、
継続した支援を行うことができました。

年度 登録世帯数 利用世帯数

２．ファミリー・サポート・センター多胎児利用補助金 522千円
内容

うらやすファミリー・サポートセンター事業を利用した市内に居住する小学校就学前までの
多胎児の保護者に、利用料の半額（３歳未満の児童は４分の３の額）を補助しました。

6 28件 9世帯 168日 936.5時間
延べ利用日数
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・

・

・

・

・

・子育て支援センター利用状況

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

こ

ど

も

課

成果
民間と行政の子育て支援情報を一元化して発信することにより、利用者が必要な情報を収集
しやすくなっています。また、年齢別・状況別ガイド、イベントカレンダー、特集記事な
ど、市民の関心が高く、利用しやすいコンテンツを提供しています。

利用状況
延べアクセス数 閲覧総ページ数

274,404件 555,125ページ 

子ども・子育て支援総合計画推進事業 決算書Ｐ125
当初予算 2,453千円
予算現額 2,453千円 決算 2,280千円

内容
浦安市で子どもを産みたい、子どもを育てていきたいと思える環境を目指し、第３期子ど
も・子育て支援総合計画（令和７年度から令和11年度まで）を策定しました。

成果

2,013千円１．子ども・子育て支援総合計画策定事業（債務負担行為分）【実施計画】

常設型子育て支援拠点事業 決算書Ｐ125

浦安市子ども・子育て会議及び第３期浦安市子ども・子育て支援総合計画策定等検討会を開
催し、幅広い視点により、基本理念に沿った具体的な事業計画を策定することができまし
た。また、子どもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律を踏まえ、子どもの貧困対
策を総合的に推進できるよう、関連事業を整理し計画に加えました。

当初予算 34,021千円
予算現額 35,189千円 決算 34,957千円

実来所児童数

一般財源 14,556千円
特定財源
国県支出金

１．子育て支援センター運営経費
20,401千円

11,611千円

相談方法 面談、電話、メール

内容
育児支援と子どもの健全育成を目的として、就学前の子育て世帯の集いの場、交流の場、遊
びの場、情報交換など、地域全体で子育てを支援するための子育て支援センターを運営しま
した。

成果
自由に遊べるスペース、子育てについての情報、相談、講座を提供することにより、子育て
家庭の支援の充実を図ることができました。

開所日数 延べ来所組数 延べ来所者数 実来所組数

相談日・時間 月～土(祝祭日、年末年始を除く）の９時～12時、13時～16時

293日 8,414組 18,933人 1,124組 1,435人

5,945千円２．子育て支援案内事業

相談内容をお聞きした上で関係機関と連携を取り、担当機関を案内し、相談者の精神的安定
を図りました。
延べ相談件数　191件

２．子育て応援ポータルサイト経費 3,536千円
内容

妊娠中、子育て中の保護者にとって利用しやすいウェブサイトを提供するため、民間情報と
行政情報を一元化した子育てポータルサイト「浦安子育て情報サイトＭＹ浦安」の行政情報
部分の運営を委託しました。

成果

内容
子育てに関する不安や悩み事についての相談を実施しました。
場　所 集合事務所３階子育て支援センター内の「子育て支援室」
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・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

児童手当支給事業 決算書Ｐ127
当初予算 2,471,627千円
予算現額 2,492,260千円 決算 2,419,660千円

一般財源 284,371千円
特定財源
国県支出金 2,134,682千円
その他 607千円

254,775,000円

内容
中学校修了前までの児童を養育する方に対して、児童１人につき月額10,000円～15,000円の
児童手当を支給し、所得制限限度額以上所得上限限度額未満の方に対しては児童１人につき
月額5,000円の特例給付を支給しました。なお、令和６年10月分から制度改正により、所得制
限額の撤廃、第３子以降一律30,000円とする引き上げや高校生相当年齢への支給対象拡大を
しました。

成果
手当を支給することにより、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資することができまし
た。令和６年度の児童手当の支給状況については、次のとおりです。

第３子以降

区　　分 月　額 延べ児童数 金額(扶助費)
～令和６年９月分（制度改正前）

児
童
手
当

(

被
用
者

)

０～３歳未満 15,000円 16,985人
29,853人 298,530,000円

第２子 10,000円 19,653人 196,530,000円
15,000円 4,931人 73,965,000円

中学生 10,000円 16,463人 164,630,000円

３歳～
小学生

第１子 10,000円

児
童
手
当

(

非
被
用
者

)

０～３歳未満 15,000円 1,652人 24,780,000円

３歳～
小学生

第１子 10,000円 4,267人 42,670,000円
第２子 10,000円 2,833人 28,330,000円

第３子以降 15,000円 929人 13,935,000円
中学生 10,000円 3,104人 31,040,000円

特
例
給
付

０～３歳未満 5,000円 2,474人 12,370,000円
３歳～小学生 5,000円 12,997人 64,985,000円

中学生 5,000円 5,656人 28,280,000円
令和６年10月分～（制度改正後）

児
童
手
当

(

被
用
者

)

０～３歳
未満

第１子 15,000円 5,167人 77,505,000円
第２子 15,000円 4,060人 60,900,000円

第３子以降 30,000円 1,339人 40,170,000円

３歳～
中学生

第１子 10,000円 31,963人 319,630,000円
第２子 10,000円 20,478人 204,780,000円

第３子以降 30,000円 6,236人 187,080,000円

高校生
相当年齢

第１子 10,000円 13,157人 131,570,000円
第２子 10,000円 1,854人 18,540,000円

第３子以降 30,000円 558人 16,740,000円

児
童
手
当

(

非
被
用
者

)

０～３歳
未満

第１子 15,000円 446人 6,690,000円
第２子 15,000円 343人 5,145,000円

第３子以降 30,000円 146人 4,380,000円

３歳～
中学生

第１子 10,000円 3,463人 34,630,000円
第２子 10,000円 2,072人 20,720,000円

第３子以降 30,000円 768人 23,040,000円

高校生
相当年齢

第１子 10,000円 1,550人 15,500,000円
第２子 10,000円 213人 2,130,000円

第３子以降 30,000円 88人 2,640,000円

こ

ど

も

課

 合計（令和４年度） 215,611人 2,131,270,000円

 合計（令和６年度） 215,698人 2,406,610,000円

 合計（令和５年度） 191,902人 1,956,330,000円
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・

・

・

（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・

・
・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

こ

ど

も

課

子ども医療費助成事業 決算書Ｐ127
当初予算 813,666千円
予算現額 893,443千円 決算 818,556千円

一般財源 677,199千円
特定財源
国県支出金 141,354千円
その他 3千円

内容

浦安市子どもの成長応援臨時給付金給付事業

1,210千円

高校３年生相当年齢までの子どもの入通院医療費に対して、本人負担分（保険診療対象分か
ら高額療養費等を除く）を助成しました。

成果
子どもの医療に要する費用を負担する保護者に対し、当該費用を助成することにより、その
経済的負担を軽減し、子どもの保健の向上を図ることができました。
令和６年度の子ども医療費の助成状況については、次のとおりです。

対象人数（実人数） 件　　　数 金　額（扶助費）
未就学児 8,877人 145,249件 257,695,823円
小中学生 12,845人 185,069件 446,441,392円
高校生相当年齢 2,503人 29,277件 79,988,266円

決算書Ｐ127
当初予算 -千円
予算現額 2,110千円 決算 1,210千円

内容

成果
当該給付金を支給することにより、未就学児に係る経費の負担を軽減することができました。

件数 81件 児童数 121人 支給額 1,210千円

物価高騰による影響を緩和し、将来を担う子どもたちが豊かな成長につながる機会を得られ
るよう、市内在住の未就学児を対象に１人10,000円の給付金を支給しました。

176千円

ひとり親家庭援護事業 決算書Ｐ127
当初予算 452,308千円
予算現額 488,342千円 決算 470,139千円

69,015千円
内容

ひとり親家庭の世帯主で、月額10,000円を超える家賃を支払っている場合に、その超えた額
に対して月額15,000円を限度として、市条例により手当を支給しました。

成果
ひとり親家庭の経済的負担の軽減と住生活の安定を図ることができました。

一般財源 312,106千円
特定財源
国県支出金 157,857千円

4 407人 4,947件 72,367,860円 

過去３年間のひとり親家庭住宅手当の支給状況については、次のとおりです。
年度 受給者数 受給延べ件数 金　額（扶助費）
6

１．浦安市子どもの成長応援臨時給付金給付事業費

１．ひとり親家庭住宅手当支給事業

5 406人 4,804件 70,158,480円 
384人 4,732件 68,982,160円 

その他
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48,577千円

親 624人 10,480件 20,243,715円 
13,638件 27,038,515円 

内容
ひとり親家庭等の父母または養育者及び児童の入通院医療費に対して、当該費用の全部また
は一部を助成しました。

成果

成果
ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与するとともに、児童の福祉の増進を図るこ
とができました。

ひとり親家庭等における福祉の増進を図ることができました。

対象人数（実人数） 件　　　数 金　額（扶助費）

父母の離婚等により、父または母と生計を同じくしていない児童を養育している父または母
等に対して手当を支給しました。

内容

令和６年度のひとり親家庭等医療費等の助成状況については、次のとおりです。

児童 812人 

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

こ

ど

も

課

324,899千円

27,647千円

過去３年間の児童扶養手当の支給状況については、次のとおりです。
年度 受給資格者数 支給者数 延べ支給者数

914人 670人 8,453人 

金　額（扶助費）
316,881,340円 

8,219人 318,115,670円 
325,279,570円 4

27,510千円

４．児童扶養手当支給事業（加算分）

※３月末現在（受給資格者数及び支給者数は年齢到達者を除く）

640人 児童数 917人 支給額

エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得のひとり親世帯を支援するため、
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、子ども１人あたり30,000円を児童扶養
手当に上乗せして支給しました。

成果
当該給付金を支給することにより、エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けた低所
得のひとり親世帯を支援することができました。
受給者数

内容

２．ひとり親家庭等医療費等助成事業

３．児童扶養手当支給事業

5 871人 637人 
6 797人 583人 7,815人 
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・

・

・東野児童センター

１．児童センター活動費 32,297千円

32,438千円決算

153 6 4,029
子育て支援事業 125 12 2,181

372人

合　計 427 50 10,062

こども健全育成事業 149 32 3,852

地域貢献事業

7,235人

（3）事業内訳
事　業　名 開催回数(回) 事業数(種類) 参加延人数（人）

22,956人
実利用人数 1,976人 1,635人

22,956人 6,643人

57人 2,603人 6,643人
延利用人数 7,226人 7,357人 889人 249人

（2）利用児（者）内訳
幼　　児 小 学 生 中 学 生 高 校 生 大　人 計

78人 108人 95人 66人

（1）利用児（者）
延　利　用
人　　　数

実　利　用
人　　　数

１日平均 日曜日平均

293日

土曜日平均 平日平均 開館日数

地域貢献事業 196 8 2,897
合　計 797 39 17,340

こども健全育成事業 396 19 10,398
子育て支援事業 205 12 4,045

（3）事業内訳
事　業　名 開催回数(回) 事業数(種類) 参加延人数（人）

27,458人
実利用人数 1,793人 1,001人 85人 8人 2,325人 5,212人
延利用人数 9,584人 8,187人 252人 8人 9,427人

（2）利用児（者）内訳
幼　　児 小 学 生 中 学 生 高 校 生 大　人 計

開館日数

27,458人 5,212人 94人 145人 102人 78人 293日

児

童

セ

ン

タ

ー

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

児童センター活動事業 決算書Ｐ131

（1）利用児（者）
延　利　用
人　　　数

実　利　用
人　　　数

１日平均

31,219千円当初予算

・高洲児童センター

33,972千円予算現額

内容

成果

児童に健全な遊びを提供し、心身の健康の増進と情操を豊かにすることを目的として各種事
業を実施しました。

東野児童センター、高洲児童センターで計1,224回の事業を実施し、多くの利用者が安心でき
る居場所を提供しました。また、子どもが楽しく安全に過ごせる場、子育て世代には子育て
を楽しむ場、友だちづくりの機会を提供することができました。

日曜日平均 土曜日平均 平日平均
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40.6％

令
和
６
年
度

現年度分 21,371,760円

21,452,760円 -円         計 208,440円21,661,200円

過年度分

528人
対象人数

１．病児・病後児保育運営費

7,119,000円

68,354千円

免除額
市立保育園給食費（1～3月分）

順天堂大学医学部附属浦安病院

延べ利用者数
363人
761人

内容

21,461,760円

物価高騰に伴う保護者の負担軽減を図るため、市立保育園（３～５歳児）の給食費(副食費)
の免除を行いました。

浦安中央病院

決算 68,233千円

病気等のため、集団保育が困難な子どもを預かることで保護者の就労等の支援ができました。

51,353千円
特定財源
国県支出金

予算現額

内容

16,880千円
40,864千円

成果

病気や病気回復期のため、集団保育や事情により家庭保育が困難な子どもを、病院に併設さ
れた施設で一時預かりを行いました。

-円         

99.0％

199,440円

118,440円

-円         

199,440円

99.6％-円         90,000円

81,000円

24.3％

99.8％-円         

保

育

幼

稚

園

課

病児・病後児保育運営費 決算書Ｐ125
当初予算 68,354千円

調　定　額

99.1％22,264,200円

過年度分 163,440円

36,000円

計 22,463,640円

-円         

収入未済額

成果
令和６年度の収入割合について、現年度分は99.6％、過年度分は40.6％となりました。

令和元年10月から実施された３歳以上児の幼児教育無償化の対象外となる給食費(副食費)に
ついて、保護者から食材料費の実費額(月額4,500円)を徴収しました。

令和６年度は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、令和７年１月～３月分
の市立保育園の給食費を免除しました。

給食費徴収金収入の推移

収入割合
　　 　 区分
年度

収入済額

内容

予算現額 21,452千円

不納欠損額

令
和
５
年
度

216,000円 52,560円

現年度分 22,247,640円 22,211,640円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金による給食費免除の対象人数および免除額

施設名

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

給食費徴収金（公立保育園分） 決算書Ｐ61
当初予算 29,312千円

一般財源

決算22,242千円
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２．病児・病後児保育運営費【実施計画】

病気や病気回復期のため、集団保育や事情により家庭保育が困難な子どもの一時預かりを行
いました。

予算現額 2,010,474千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

27,368千円

施設名
ポピンズナーサリースクール浦安
ポピンズナーサリースクール新浦安

延べ利用者数
14人
88人

内容

成果
病気等のため、集団保育が困難な子どもを預かることで保護者の就労等の支援ができました。

補助金 決算書Ｐ125
当初予算 1,979,621千円

決算 1,989,914千円
一般財源 1,555,796千円

成果
私立保育所等（44園）に対し補助金を交付し運営を支援することで、児童の保育内容の向上
及び充実を図ることができました。

特定財源
国県支出金 434,118千円

内容
私立保育所等の健全な運営を促進するとともに、児童の保育内容の充実及び向上を図るた
め、私立保育所等の運営に要する経費等の一部に対し、補助金等を交付しました。

成果

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、私立保育所・幼稚園等に対し、運営に
かかる経費について、給付金を支給しました。

２.公私連携型保育所大規模修繕等補助金

補助金等を交付し運営を支援することで、児童の保育内容の向上及び充実を図ることができ
ました。

１.私立保育所等運営費等補助金 1,724,450千円

保育環境の整備を図ることを目的に、公私連携型保育所の施設修繕に対し補助金を交付しま
した。

成果
公私連携型保育所（１園）に対し施設修繕に係る補助金を交付し、保育環境の整備を図るこ
とができました。

内容
私立認可保育所等の健全な運営を促進するため、運営に要する経費の一部に対し補助金を交
付しました。

71,665千円
内容

保

育

幼

稚

園

課

３．私立保育所・幼稚園等物価高騰支援給付金 11,600千円
内容

成果
57施設に対し給付金を交付し、物価高騰の影響を緩和することで、運営の継続を支援するこ
とができました。

－149－

主要<147>



所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

決算書Ｐ129

内容
保育環境の充実を図るため、今川地区に保育園園舎を建設するための設計業務等を行いまし
た。

成果
設計業務等を実施し、事業の推進が図れました。

決算予算現額 26,207千円

保

育

幼

稚

園

課

26,206千円

１．今川地区保育園建設事業【実施計画】 10,896千円

２．今川地区保育園建設事業（実施設計）【実施計画】 15,309千円

811人 1,997人 

成果
預かる理由を問わず気軽に利用していただいたことにより、安心して子育てができる環境を
提供することができました。

市立保育園整備事業
当初予算 36,589千円

保育室アリエ 243日 378人 176人 463人 169人

1,011人243日 934人 209人 807人 507人 3,468人 
青葉ルーム 243日 1,824人 318人 591人 383人 627人 3,743人 

日の出ルーム

合計
富岡ルーム 243日 1,507人 187人 636人 192人 264人

内容
市立幼稚園の余裕教室等を活用し、一時的に家庭での保育や育児が困難となった子どもを預
かりました。

2,786人 
ルーム名 開設日数 1時間利用 1時間30分利用 2時間利用 2時間30分利用 3時間利用

一般財源 14,973千円
特定財源
国県支出金 28,383千円
その他 5,242千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、私立保育所等に通園する保護者負担の
軽減を図るため、給食費の実費徴収費に対し、園を通して支援を行いました。

成果
44施設に対し補助金を交付し、在園児の保護者の物価高騰の影響を緩和することで、保護者
負担の軽減を図ることができました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容

子育てのための施設等利用給付事業 決算書Ｐ127
当初予算 61,380千円
予算現額 64,805千円 決算 64,804千円

一般財源 26,834千円

児童178人の保護者に対し給付を行い、保護者負担の軽減を図ることができました。

決算書Ｐ129
当初予算

49,764千円 決算 48,598千円

一時預かり事業

予算現額

４.私立保育所等給食費臨時補助金（給食費徴収分） 33,209千円

内容
幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育所等に通園する際の保護者負担の軽減を図るた
め給付を行いました。

成果

46,532千円

特定財源
国県支出金 37,970千円
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成果

児童633人の保護者に対し給付を行い、保護者負担の軽減を図ることができました。

市立園向けのアンケートにより利用者のニーズを調査し、保育・教育施設のニーズ量、利用
者の将来推計を行い、適正配置のあり方について庁内検討委員会（全４回）を実施しまし
た。

成果
設計業務を実施し、事業の推進が図れました。

当初予算 85,398千円

園舎の安全性の確保や老朽化などに対応するため、舞浜認定こども園の改修工事を行いまし
た。

19,591千円
特定財源

１．公共施設安全対策事業（実施設計）

決算書Ｐ197

内容
幼児教育・保育の無償化に伴い、私立幼稚園に通園する際の保護者負担の軽減を図るため給
付を行いました。

17,599千円
内容

北部認定こども園他３園の二次部材等の耐震化のため、当該部材の補強設計を行いました。

幼稚園・認定こども園改修事業【実施計画】 決算書Ｐ197

決算書Ｐ197

83,600千円

予算現額 83,600千円
一般財源

当初予算 5,528千円

6,609千円
地方債 57,400千円

１．舞浜認定こども園改修事業
内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保

育

幼

稚

園

課

１．未就学児保育・教育施設の適正配置検討事業【実施計画】 5,390千円

内容
未就学児保育・教育施設について、「未就学児の保育・教育環境のあり方基本方針」等を踏
まえ、適正配置を検討する。

成果
工事・設計業務等を実施し、事業の推進が図れました。

未就学児保育・教育施設の適正配置検討事業

決算書Ｐ199
当初予算 179,837千円
予算現額 175,629千円 決算 162,426千円

幼稚園維持管理事業
当初予算 152,413千円
予算現額 123,174千円

成果

予算現額 5,511千円 決算 5,423千円

決算 118,293千円

一般財源 44,834千円
特定財源
国県支出金 117,592千円

子育てのための施設等利用給付事業

83,600千円 決算
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１　市立保育所

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

２　私立保育所

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

63人
入園 9人 10人 10人 10人 8人 9人 56人

4人 42人
アップルナースリー浦

安保育園

定員 9人 10人 10人 10人 12人 12人

入園 3人 9人 11人 9人 6人

62人
新浦安こどもの木

保育園

定員 3人 9人 11人 11人 11人 11人 56人

16人 16人 72人
入園 4人 10人 12人 9人 15人 12人

たかし保育園新浦安
定員 6人 10人 12人 12人

65人
入園 6人 10人 12人 11人 12人 10人 61人

26人 159人

アスク舞浜保育園
定員 6人 10人 12人 12人 12人 13人

入園 21人 28人 29人 28人 27人

149人

愛和元町保育園
定員 21人 28人 29人 34人 34人 33人 179人

30人 30人 159人
入園 18人 23人 24人 31人 27人 26人

ポピンズナーサリー
スクール新浦安

定員 18人 23人 26人 32人

110人
入園 9人 14人 18人 20人 16人 23人 100人

29人 152人

しおかぜ保育園
定員 9人 14人 18人 20人 24人 25人

入園 13人 20人 24人 33人 33人

130人

みのり保育園
定員 15人 20人 24人 39人 39人 39人 176人

25人 26人 131人
入園 9人 22人 24人 25人 24人 26人

入船北保育園
定員 9人 22人 24人 25人

21人 110人
入園 12人 17人 16人 8人 15人 17人 85人

12人 10人 61人

ふたば保育園
定員 12人 18人 18人 20人 21人

12人 12人 12人 12人 64人
入園 6人 9人 12人 12人

131人
入園 15人 17人 21人 24人 27人 27人 131人

53人

弁天保育園
定員 15人 17人 21人 24人 27人 27人

17人 53人
入園 9人 12人 15人 17人

私
　
　
　
立

海園の街保育園
定員 9人 12人 15人

浦安駅前保育園
定員 6人 10人

※市外からの受託児童は除いています。

区分 保育園名 合計

入園 81人 185人 199人
市立計

定員 82人 187人 203人 234人
39人 226人
243人 1,190人

45人

216人 219人
241人

223人 1,123人

入園 18人 40人 41人 43人

155人

高洲保育園
定員 18人 40人 42人 43人 45人 45人 233人

31人 31人 166人
入園 9人 32人 30人 31人 22人 31人

日の出保育園
定員 9人 33人 31人 31人

172人
入園 14人 30人 31人 32人 30人 29人 166人

24人 139人

東野保育園
定員 14人 30人 32人 32人 32人 32人

入園 8人 24人 29人 25人 29人

230人

富岡保育園
定員 9人 24人 29人 29人 29人 29人 149人

58人 58人 250人
入園 12人 30人 34人 50人 51人 53人

入船保育園
定員 12人 30人 34人 58人

22人 103人
入園 11人 15人 16人 17人 21人 22人 102人

21人 25人 105人

猫実保育園
定員 11人 15人 17人 17人 21人

18人 24人 25人 26人 117人
入園 9人 14人 18人 18人

区分 保育園名 合計

市
　
　
　
立

当代島保育園
定員 9人 15人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保

育

幼

稚

園

課

○　保育園入園児童数（令和７年３月１日現在）

認可保育園の定員及び入園児童数は、次のとおりです。
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０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

3,664人
786人 790人 4,066人

入園 358人 628人 681人 679人 657人 661人
市立・私立合計

定員 365人 641人 705人 779人

2,876人
入園 277人 443人 482人 463人 438人 438人 2,541人

12人 63人

私立計
定員 283人 454人 502人 545人 545人 547人

入園 6人 11人 13人 10人 11人

58人

浦安きらきら保育園
定員 6人 12人 13人 13人 13人 13人 70人

15人 15人 80人
入園 6人 14人 13人 9人 7人 9人

グローバルキッズ浦安
園

定員 6人 14人 15人 15人

61人
入園 6人 9人 9人 5人 11人 6人 46人

14人 63人
トレジャーキッズうら

やす保育園

定員 6人 11人 11人 11人 11人 11人

入園 3人 11人 12人 11人 12人

41人

浦安いろどり保育園
定員 3人 12人 12人 15人 15人 15人 72人

10人 10人 53人
入園 3人 10人 9人 9人 8人 2人

ソポ・ラプシ保育園
定員 3人 10人 10人 10人

60人
入園 5人 10人 10人 9人 3人 9人 46人

11人 59人
浦安堀江雲母

保育園

定員 6人 10人 11人 11人 11人 11人

入園 6人 11人 12人 10人 9人

59人
浦安富士見
雲母保育園

定員 6人 11人 12人 11人 11人 11人 62人

16人 16人 80人
入園 9人 12人 11人 11人 9人 7人

AIAI NURSERY　浦安北
栄

定員 9人 12人 12人 15人

82人
入園 5人 10人 11人 11人 17人 12人 66人

7人 40人
スクルドエンジェル

保育園猫実園

定員 5人 11人 12人 18人 18人 18人

入園 5人 7人 8人 7人 6人

54人
ソラストうらやす

保育園

定員 6人 8人 9人 9人 9人 9人 50人

12人 12人 60人
入園 3人 9人 12人 9人 9人 12人

堀江こどもの木
保育園

定員 3人 9人 12人 12人

114人
入園 12人 18人 18人 20人 18人 22人 108人

39人

さくら保育園
定員 12人 18人 18人 20人 23人 23人

入園 12人 14人 13人

71人

めぶき保育園
定員 12人 15人 15人 42人

12人 12人 69人
入園 9人 12人 12人 12人 12人 14人

新浦安きらきら
保育園

定員 9人 12人 12人 12人

56人
入園 6人 10人 10人 10人 10人 10人 56人

8人 38人
こどものじかん

保育園

定員 6人 10人 10人 10人 10人 10人

入園 3人 5人 8人 7人 7人

66人

風花学園
定員 3人 5人 8人 8人 8人 8人 40人

15人 15人 78人
入園 9人 12人 12人 14人 12人 7人

そらまめ保育園
定員 9人 12人 12人 15人

64人
入園 6人 10人 11人 11人 8人 11人 57人

12人 61人
舞浜こどもの木

保育園

定員 6人 10人 12人 12人 12人 12人

入園 6人 8人 11人 11人 13人

65人

浦安どろんこ保育園
定員 6人 10人 12人 14人 14人 14人 70人

16人 16人 78人
入園 6人 12人 10人 12人 13人 12人

浦安わかばの森
保育園

定員 6人 12人 12人 16人

40人
入園 5人 7人 7人 6人 0人 5人 30人

17人 114人

AIAI NURSERY　浦安
定員 5人 7人 7人 7人 7人 7人

入園 12人 20人 22人 22人 21人
20人 23人 23人 24人 24人 126人

※市外からの受託児童は除いています。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保

育

幼

稚

園

課

区分 保育園名 合計

私
　
　
　
立

ポピンズナーサリース
クール浦安

定員 12人
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※市外からの受託児童は除いています。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保

育

幼

稚

園

課

○　市立認定こども園保育事業利用状況（令和７年３月１日現在）

園　　名 ２号認定定員 ２号認定利用者数 一時預かり年間利用延人数
若 草 認 定 こ ど も 園 25人 8人 563人 
みなみ認定こども園 25人 20人 371人 
神 明 認 定 こ ど も 園 25人 25人 444人 
北 部 認 定 こ ど も 園 25人 22人 732人 
見明川認定こども園 25人 18人 499人 
堀 江 認 定 こ ど も 園 25人 16人 644人 
美浜南認定こども園 25人 17人 218人 
入船南認定こども園 25人 20人 272人 
舞 浜 認 定 こ ど も 園 25人 20人 772人 
美浜北認定こども園 10人 3人 371人 
明 海 認 定 こ ど も 園 25人 24人 1,161人 

合　　計 260人 193人 6,047人 

○　市立幼稚園・認定こども園入園児童数（令和７年３月１日現在）

園　名
３歳児 ４歳児 ５歳児 合　計

定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数
若 草 25人 5人 35人 5人 35人 17人 95人 27人 
青 葉 25人 11人 35人 14人 35人 17人 95人 42人 
み な み 25人 15人 35人 18人 35人 26人 95人 59人 
神 明 25人 19人 35人 22人 35人 32人 95人 73人 
北 部 25人 16人 35人 22人 35人 22人 95人 60人 
見 明 川 25人 10人 35人 13人 35人 21人 95人 44人 
堀 江 25人 13人 35人 15人 35人 13人 95人 41人 
富 岡 25人 10人 35人 15人 35人 19人 95人 44人 
美 浜 南 25人 5人 35人 15人 35人 7人 95人 27人 
入 船 南 25人 7人 35人 15人 35人 13人 95人 35人 
舞 浜 25人 13人 35人 25人 35人 17人 95人 55人 
美 浜 北 35人 10人 
日 の 出 25人 8人 35人 13人 35人

34人 35人 34人 95人 78人 

35人 10人 
20人 95人

合計 325人 142人 268人 1,270人

41人 
明 海 25人 10人 35人

東 野 保 育 園 353人 105人 546人 1,004人 
保育園名 非定型保育 緊急保育 私的保育 合計

1,208人 2,051人 

455人 226人 490人 636人 

36人 118人 

高 洲 保 育 園 616人 86人 283人 985人 
弁 天 保 育 園 723人 120人 

448人 933人 

浦 安 駅 前 保 育 園 88人 33人 443人 564人 
し お か ぜ 保 育 園 81人 1人 

738人 1,192人 

ポピンズナーサリー
ス ク ー ル 新 浦 安

761人 65人 100人 926人 

愛 和 元 町 保 育 園 396人 89人 

173人 50人 230人 453人 

○　一時預かり利用状況（園児童数）

ポピンズナーサリー
ス ク ー ル 浦 安

177人 0人 63人 240人 

※市外からの受託児童は除いています。一時預かり年間利用延人数は、令和６年４月１日か
ら令和７年３月31日までの期間です。

合　　計 3,794人 577人 4,095人 8,466人 

新 浦 安 き ら き ら
保 育 園

426人 28人 

渋 谷 教 育 学 園
浦 安 こ ど も 園
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内容
・

青少年健全育成研修事業

内容
・

成果
・

１.青少年交流活動センター指定管理料（債務負担行為分）

・

・年間開館日数　351日　
＊１ 青少年団体とは、子ども会、少年スポーツチーム、サークル等。

宿泊

69,627千円

1,503名

67,000千円

7,989名

4,596名 22,713名

特定財源

合　計

4,976名

宿泊以外 宿泊

決算

一　　般

2,011名

内容

15,988名

青少年団体＊１

一般財源

令和６年度利用状況

令和６年８月
16日（金）～
18日（日）

成果
期間

計

18,117名

青

少

年

課

宿泊以外

成果

回数

延　べ　利　用　者　数
宿泊以外

異年齢間の交流を含むイベントの計画や運営を通じて、リーダーとして必要な技能を修得
し、集団生活において、豊かな心を持ったリーダーとなる青少年の育成を図るため、小中学
生を対象に、イベント計画について９回、イベント実施について２回、合計11回の研修を開
催しました。

決算書Ｐ133

実施予定期間

宿泊

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

青少年指導者育成経費

決算

143千円

決算書Ｐ131

142千円

69,472千円

実行委員会

785千円当初予算

当初予算 67千円
67千円67千円予算現額

場所

青少年交流活動センター管理運営事業

カッター研修（大型手漕ぎ
ボート）、磯の生物観察、

キャンプファイアなど

千葉県立
鴨川青少年
自然の家

参加者数

令和６年６月から令和６年11月 11回(11日間)
イベント計画：中学生14人、

イベント実施：中学生14人、小学生65人

予算現額

当初予算

　その他

指定管理者である株式会社オーエンスの管理運営により、利用者への効果的なサービスの提
供、施設の円滑な運営を行い、青少年の交流推進を図りました。

7,290千円

2,036名

62,182千円

宿泊宿泊以外
学　　校

93名

予定していた主な内容

市内の小・中学生を対象に２泊３日の日程で、平素体験することのない異年齢の集団生活
及び自然体験活動を通じて、他人を受入れ自分の意志や考えを相手に伝えることができる
ようになることを目的とし、実行委員会に補助金を交付するとともに、次代を担う青少年
の健全育成を図る事業を企画しました。

参加予定数

決算書Ｐ133

37名
(小学生14名、
中学生23名)

68,558千円

本研修は台風の影響により中止となりましたが、事前研修や本研修中止を受けて急遽実施
したレクリエーションにより、研修生同士の交流を図ることができました。

委員数13名、
会議開催４回

※事前説明会含む

決算

632名

予算現額

79名230名

1,953名

3,013名1,263名
実　利　用　者　数

3,634名 1,280名
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１．放課後うらっこクラブ運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

令和６年度放課後うらっこクラブ利用状況

新浦安駅前複合施設整備運営事業（債務負担行為分）

・

成果
令和６年度利用状況

・年間開館日数　358日　

各種講座
421名 19,616名 

青

少

年

課

実利用者数 547名 289名 181名 256名 

内容
PFI事業者である株式会社カルチャーによる新浦安駅前複合施設マーレ内の青少年交流施設の
運営経費や維持管理経費等です。利用者への効果的なサービスの提供と施設の円滑な運営を
行い、年間を通して各種講座を開催するとともに、自主事業として人形劇や演奏会、講座受
講者の発表会等を実施しました。

当初予算 57,208千円
予算現額 57,208千円 決算 57,206千円

1,273名 
延べ利用者数 16,364名 2,228名 603名 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に、その放課後等の時間帯に家庭に代わ
る生活の場を提供する「児童育成クラブ」と、通いなれた学校施設を活用し、放課後の子ど
もの「自主的な遊び場」を提供する「放課後子ども教室」を一体的に運営し、子どもたちの
放課後の安心安全な居場所づくりに取り組みました。

成果

36.3%

527名 

入会率

青少年交流広場 スタジオ等貸出 自主事業 合計

決算書Ｐ133

3,221名 

・児童数、入会者数、利用登録者数は、令和６年５月１日現在。

22名 110,610名 5,075日 

40.4%
31.1%

39.3%

- 83名 

349名 

182名 

36.8%

590名 

203名 

41.3%
134名 

268名 

45.1%

159名 

44.5%

90名 

193名 
44.0%

32.2%

27.6%

35.2%

284名 

184名 

149名 54.6%

310名 

245名 

美浜南
45.4%

273名 

602名 
東

408名 

高洲
明海

日の出

871名 

321名 

512名 
553名 

155名 

407名 

276名 

利用
登録者数

336名 

8,202名 

小学校
児童数

626名 

88名 

238名 

64名 
舞浜

入船

日の出南

東野

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

明海南

放課後子ども教室

268名 
207名 

放課後児童
交流センター

178名 

531名 

高洲北

美浜北

- -

203名 

174名 

502名 

入会者数
小学校名

344名 

児童育成クラブ

148名 44.2%

40.3%
40.1%

853名 

335名 

北部
南

富岡

浦安

34.3%

218名 

530名 

486名 

見明川
113名 

321名 

7,198名 

576名 

1,990名 

6,528名 

179名 

7,443名 

214名 
284名 7,850名 

11,334名 
6,876名 

2,965名 

年間
利用者数
5,499名 

11名 

5,033名 

１日
平均

284日 

285日 

16名 
15名 
27名 

27名 

27名 

開所
日数

283日 

19名 

279日 

283日 

3,180名 
17,652名 

5,343名 

1,227名 

7名 

281日 

284日 
11名 
26名 

62名 

15名 

283日 
280日 

40名 

4名 

25名 

285日 

5,251名 計

281日 

277日 4,138名 

7,562名 
330名 

4,183名 

283日 

278日 

放課後うらっこクラブ運営事業 決算書Ｐ133
当初予算 1,631,317千円
予算現額 決算 1,387,262千円1,412,088千円

内容

273日 

280日 

292日 

4,609名 

272,180千円

19名 
23名 

18名 

284日 

２．放課後うらっこクラブ運営費（債務負担行為分） 1,031,826千円

495,009千円国県支出金
特定財源
一般財源 892,253千円
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・

成果
・

・

令和６年度利用状況

・年間開館日数　253日　

・

令和６年度バス利用状況

内容
・

令和６年度利用状況

・年間開館日数　300日　

青少年館管理運営事業 決算書Ｐ133
当初予算 46,170千円

45,969千円

１．こどもの広場指定管理料（債務負担行為分）

２．こどもの広場管理経費

１．青少年館指定管理料（債務負担行為分）

6,080千円
内容

こどもの広場の利便性と安全性の向上のため、団体利用者向け送迎バスの運行を委託すると
ともに、施設管理や補修等を行いました。

成果

延べ利用団体数 119団体
延べ乗車人数 1,866名

実利用団体数 24団体

430団体
実利用者数 1,848名 942名 34名 2,511名 5,335名 50団体
延べ利用者数 15,782名 7,085名 385名 11,577名 34,829名

内容
指定管理者である特定非営利活動法人i-netの管理運営により、利用者への効果的なサービス
の提供と施設の円滑な運営を行い、子どもたちの創造性と自主性の育成を図りました。

成果

未就学児 小学生 中高生 保護者等 合計 利用団体数

一般財源 55,790千円
特定財源
その他 51千円

49,761千円

当初予算 56,537千円
予算現額 55,845千円 決算 55,841千円

217,384千円当初予算

予算現額 46,170千円 決算 46,165千円

213,786千円
-千円

特定財源
213,786千円

217,384千円 決算

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

指定管理者である公益財団法人うらやす財団の管理運営により、利用者への効果的なサービ
スの提供と施設の円滑な運営を行い、青少年の活動及び学びの場を提供しました。

成果

小学生 中学生 高校生 23歳未満

一般財源

国県支出金

決算書Ｐ133

延べ利用者数 18,630名 11,526名 5,154名 654名 1,131名 37,095名
実利用者数 1,738名 1,183名 536名 89名

213,786千円

その他 合計

こどもの広場管理運営事業 決算書Ｐ133

青

少

年

課

内容
県立特別支援学校の誘致に伴い、児童育成クラブを移設するため、中学校敷地内に建設工事
を行いました。

明海南小学校地区児童育成クラブを移設整備するため、建設工事を行い、設備等の移転を行
いました。

１．明海南小学校地区児童育成クラブ移設事業

45名 3,591名

県立特別支援学校誘致事業【実施計画】

予算現額
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・

・

・

・

・

・

（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

健康センター利用者が施設を安全に利用できるよう、令和４年度に実施した劣化度調査結果
を踏まえて、外壁タイルの修繕工事を実施しました。

成果

内容

成果

78,956千円
一般財源 27,956千円
特定財源

地方債 51,000千円

決算予算現額 78,957千円

特定財源
その他 7,333千円

内容
緩和ケアを必要とする患者に対しスムーズな受け入れができるよう、千葉大学病院浦安リハ
ビリテーション教育センタータムス浦安病院に２床のベッドを確保しました。

2,989千円

緩和ケアを必要とする患者1,889人の入院がスムーズに行われました。

健康センター維持補修費 決算書Ｐ137
当初予算

決算書Ｐ137
当初予算 8,000千円

延48人

委員

22人

8,000千円
一般財源 667千円

３回委員会

出席者数

リハビリテーション病院運営事業

予算現額 8,000千円

健康うらやす２１（第３次）計画を策定しました。

外壁タイルの修繕工事を実施することによって、施設の安全性を確保しました。

4,371千円
4,241千円一般財源

12人 延21人

子どもから高齢者まですべての市民が健やかに暮らせるまちを目指して、令和７年度から令
和18年度までの計画とした「健康うらやす２１(第３次）」を策定しました。

出席者数

成果

国県支出金

健康うらやす２１(第３次)策定委員会を開催し、計画の策定の検討を行いました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ137
当初予算 4,649千円

130千円

内容

決算

「健康うらやす２１」計画事業

予算現額 4,649千円

特定財源

決算

健

康

増

進

課

委員会 ３回

委員

１．「健康うらやす２１」計画策定事業（債務負担行為分）【実施計画】 4,000千円

１．高次脳機能障がい相談支援体制整備事業等補助金 8,000千円

31,837千円

２．健康センター外壁修繕工事（債務負担行為分）

健康うらやす２１推進検討委員会を開催し、策定に向けて検討しました。

43,785千円

１．健康センター外壁修繕工事（令和５年度より繰越明許費分）
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・

・

・
①高齢者インフルエンザ ②高齢者肺炎球菌感染症

③風しん追加対策事業（風しん５期）※１

※１:昭和37年４月２日から昭和54年４月１日の間に生まれた男性

④新型コロナウイルスワクチン予防接種事業

・

・

・

・
①高齢者肺炎球菌ワクチン ②麻しん風しん

③帯状疱疹ワクチン

※生ワクチンは１回、不活化ワクチンは２回接種

99件

当初予算 59,245千円

2,043件

実 施 者 数 実 施 者 数

決算書Ｐ139

実 施 者 数

88人

15人障 が い を 持 っ て い る 方 の

任意予防接種事業を円滑に実施しました。

実 施 数

51件

成果

国県支出金
内容

実 施 数

妊娠している女性が風しんにかかった場合の胎児への影響が懸念されている状況から、先天
性風しん症候群の発生を予防するため、18歳以上の妊娠を希望している女性及びその夫、ま
たは妊婦の夫を対象に、麻しん風しん混合ワクチンの任意予防接種を実施しました。

肺炎球菌による肺炎等の重症化を防ぐため、定期対象者以外の未接種者に任意予防接種を実
施しました。

実 施 数

一般財源 10,327千円
決算12,613千円 10,400千円

特定財源

63,064千円 決算 41,601千円

抗 体 検 査 の

任意予防接種事業（健康増進課、母子保健課）

566人
予 防 接 種 の

60 歳 ～ 64 歳 で 心 臓 等 の
65 歳 以 上 の 実 施 者 数 11,033人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

定期予防接種事業（健康増進課、母子保健課）
当初予算 553,240千円

773,908千円予算現額 決算

決算書Ｐ139

内容
疾病の発生及び蔓延を予防するため、予防接種法に基づく定期予防接種を高齢者等を対象に
個別接種方式で実施しました。

国県支出金

定期予防接種事業を円滑に実施しました。

29人 障 が い を 持 っ て い る 方 の 0人

予算現額

※上記のうち健康増進課分
当初予算 8,386千円
予算現額

60 歳 ～ 64 歳 で 心 臓 等 の 60 歳 ～ 64 歳 で 心 臓 等 の

実 施 者 数
障 が い を 持 っ て い る 方 の
実 施 者 数

73千円

521人65 歳 の 実 施 者 数

予算現額 448,560千円 281,752千円
193,792千円

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種について、定期接種として実施しました。

87,960千円
特定財源

19,559人

当初予算

成果

128,456千円
決算

※上記のうち健康増進課分

65 歳 以 上 の 実 施 者 数

一般財源

948,611千円

健

康

増

進

課

帯状疱疹の発生及び重篤化予防を図るために、令和６年度から任意予防接種を実施しまし
た。

－159－－159－
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所
管

（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

１.特定健診
・

２.胃がん検診

３.子宮がん検診

４.乳がん検診
(マンモグラフィ検査）

受診者数

内容

健

康

増

進

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果

13,470千円

11,000千円 決算

実 施 数

318千円

令和５年度以前の接種費用を支払いました。

299,876千円

89件

99千円

297,267千円
予算現額 決算

一般財源
特定財源

-千円一般財源

-千円
決算書Ｐ141

予算現額

内容

臨時予防接種事業
当初予算

318千円

国県支出金
特定財源

439人

健（検）診経費

5,404千円

ワクチン接種で使用した針・シリンジの余剰分の廃棄を行いました。
成果

決算書Ｐ141

医薬材料の廃棄を実施しました。

当初予算

成果

230人

279,528千円
266,058千円

検診結果

受診者数

219千円

検査中止

２．新型コロナウイルスワクチン接種運営事業

2,034人 精密検査不要 要精密検査

標本の不適
11,023人 10,799人 224人

（内視鏡検査）

91,138千円

受診者数 検診結果

0人

頸部がん検診

採取不能
1,874人 1,841人 20人

１．新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

国県支出金

1,804人

内容
生活習慣病の予防・早期発見、早期治療を図り、住民の健康増進に資するため「健康増進
法」及び「がん予防重点教育及びがん検診実施のための指針」に基づき健（検）診を行いま
した。

13人

（妊婦健診も含む）

精密検査不要

生活保護受給者等、高齢者医療確保法第20条の加入者に含まれない40歳以上の住民に健康診
査を行いました。

要精密検査

30,789千円

0人
体部がん検診 精密検査不要 要精密検査

11,138千円

受診者数 検診結果
1,198人 精密検査不要 1,019人 要精密検査 179人

－160－
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所
管

５.成人歯科健診

６.口腔がん検診事業補助金
・

７.肺がん検診

８.大腸がん検診

９.前立腺がん検診

10.がん検診推進事業
・

11.がん検診受診券作成等業務（債務負担行為分）
・年度当初に発送するがん検診等受診券の作成、通知印刷および封入封緘業務を委託しました。

12.肝炎検査
受診者数

15人
異常所見なし

1,305人 陰性
陽性

検診結果

1,519人 1,123人

1,309人 現在、C型肝炎ウイルスに感染している可能性が低い 1,306人

4人
検査結果

現在、C型肝炎ウイルスに感染している可能性が高い 3人
1,301人

健

康

増

進

課

5,729千円

検診結果

10,027千円

精密検査不要

1人

218人

5,760人 要精密検査
受診者数

15,489人 要精密検査

異常なし

Ｃ型

4,439千円

Ｂ型

15,579千円

受診者数

受診者数
59,514千円

受診者数

6,468千円

異常なし
13人

903人

381人

口腔がん871人

要指導 要精密検査

異常あり 32人

15,707人
検診結果

観察必要

13,594人 要精密検査 728人

受診者数

精密検査不要

14,322人

がんについての正しい知識の普及及びがん検診の受診率向上等を図るため、受診勧奨や、各
種がん検診全般にかかる医師会への委託料や事務手数料等の費用を支払いました。

28,722千円

6,095人 精密検査不要 335人

(うち精密検査実施者　14人)

一般社団法人浦安市歯科医師会が行う口腔がん検診事業に要する費用のうち、口腔がん検診
を実施する環境の整備に要する費用の一部のほか、検診費とその精度管理に係る費用などに
対し補助金を交付しました。

精密検査結果

10,576千円

検査結果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

（歯周病検診）

0人

－161－－161－
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所
管

・

①乳がん検診

②胃がん検診（バリウム検査）

・

・

・
成果

訪問歯科診療が受けやすい環境を整備するために、市内の薬局や介護保険事業所にパンフ
レットを設置したり、電話・面接相談や、介護につながっていない市民の自宅に歯科衛生士
が訪問し口腔ケアの指導をしました。

電話・面接・訪問指導（個別） 　　　実４人　　　延４回実施
介護・看護者対象研修会・出前講座 　　　１回開催  　参加者15人　　

高齢者対象出前講座 　　　０回開催　　参加者0人 

２．在宅療養者口腔機能向上事業 1,291千円
内容

在宅療養者がいつまでも食事や会話が楽しめるよう、市内歯科医院の訪問歯科診療を推進す
るとともに、口腔機能向上のための普及啓発を行いました。

10件 72件

（参考）浦安市歯科医師会所属歯科医院の訪問歯科診療実施回数：実633人　延3,056回実施

2,962千円
内容

がんに罹患した方が安心して在宅療養生活を送ることへの支援及びがん治療に伴う外見の変
化をカバーするためのウィッグや胸部補整具に係る費用の一部を助成しました。

成果
在宅療養扶助費 ウィッグ扶助費 胸部補整具扶助費

27件

特定財源
国県支出金 1,423千円

１．安心看護支援事業

利用件数

当初予算 15,489千円

一般財源 14,132千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

予算現額

決算書Ｐ141

決算書Ｐ141
当初予算

98,303千円 決算 87,432千円
98,303千円

2,637人 68人

内容
健康センターにおいて、乳がん検診、胃がん検診を集団検診で実施しました。

成果

受診者数 検診結果

エコー(超音波）検診 精密検査不要 要精密検査

要精密検査

集団検診経費

2,388人

2,705人

検診結果
2,387人 精密検査不要 要精密検査 47人

受診者数
2,340人

予算現額 16,056千円 決算 15,555千円

在宅ケアサービス推進事業

２．集団検診（債務負担行為分）　　　　　　　　　　　　　

125人

１．集団検診　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,347千円

77,085千円

2,263人
マンモグラフィ検診 精密検査不要

健

康

増

進

課
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管

・

・

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・

11.6人
受診者数 診療日数

82,215千円

82,215千円
366千円

特定財源

86,990千円
87,084千円

一般財源

急病診療所では対処できない、検査等を要する患者に対応するため、浦安市内４病院（浦安
病院、浦安中央病院、順天堂大学医学部附属浦安病院、東京ベイ・浦安市川医療センター）
を待機病院と指定して、救急患者の受け入れを行いました。

救急医療体制の充実を図るため、医師会・薬剤師会に業務を委託し、夜間と日曜・祝日・年
末年始の昼間に急病診療所を運営しました。

夜間と日曜・祝日・年末年始の昼間の診療において、3,554人の患者の初期救急対応を円滑に
実施できました。

２．急病診療所受付・医事関係等管理業務（債務負担行為分）

小児救急医療体制の充実を図るため、医師会に業務を委託し、日曜・祝日（ゴールデンウ
イーク、年末年始を除く）の昼間に小児科医による小児初期救急診療を行いました。

昼間 731人 63日

夜間
受診者数

３．小児初期救急診療運営費 8,316千円

15,986千円

52,172千円
１．急病診療所運営費 91,590千円

決算書Ｐ141

決算

329,161千円

国県支出金 1,700千円
その他

4.4人

予算現額

後期高齢者医療対策費

健康診査 歯科口腔健康診査

特定財源

75,439千円

受診者数

予算現額 384,982千円 決算 383,033千円

成果
対象者全員に受診券を送付し、受診を促しました。

その他

一般財源

内容
千葉県後期高齢者医療広域連合より受託し、後期高齢者医療被保険者に健康診査を実施する
とともに、前年度に満75歳に到達した方に歯科口腔健康診査を行いました。

381,399千円
決算書Ｐ143

6,968人 179人

国県支出金

当初予算

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

健

康

増

進

課

診療日数
1,593人

４．待機病院経費

1日平均

当初予算

6,410千円

急病診療事業

１．後期高齢者健康診査経費

昼間 1,961人 72日 27.2人

2,276人の患者の受け入れがスムーズに行われました。

1日平均

83,690千円

365日

日曜・祝日の昼間の診療において、731人の小児患者の初期救急対応を円滑に実施できまし
た。

－163－－163－
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内容
・

成果
・

内容
・

成果
・

７．急病医療電話相談経費（債務負担行為分）
内容

・

成果
・

８．休日救急歯科診療所運営費
内容

・

成果
・

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・タムス浦安病院分の医療救護所用資機材を購入するとともに、順天堂大学医学部附属浦安病

院で救護所運営訓練を実施し、災害時の応急医療体制の強化を図りました。

母体・新生児を対象とした救急医療体制の充実を目的に、順天堂大学医学部附属浦安病院に
母体胎児集中管理室２床、新生児集中管理室２床のベッドを確保しました。

ハイリスクの妊婦や新生児の救急医療に対応することができました。

10．災害時医療体制整備事業【実施計画】 14,223千円

災害時に関係機関との連携の下で医療救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護所用資機
材の整備や関係機関との連携強化に取り組みました。

９．周産期救急医療運営費

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

71,467千円

8,125千円

６．救急診療運営費 10,560千円

救急医療体制の充実を図りスムーズな受け入れ体制を確保するために、浦安病院・浦安中央
病院に救急隊が搬送する患者や診療時間外の救急患者の受け入れを行いました。

救急患者2,761人の受け入れがスムーズに行われました。

1日平均

健康・医療・介護・育児・メンタルヘルス等に関し、医師・保健師・助産師・看護師等の有
資格者が、24時間365日間体制で市民からの電話相談に対応しました。

10,581千円

日曜・祝日、年末年始において、164人の歯科患者の診療を円滑に実施できました。

365日24時間、有資格者による相談先があることで、市民の医療を中心とした様々な相談に対
応することができました。
主な相談内容は、育児に関する相談や、夜間休日の医療機関の案内等となっています。

164人
受診者数 診療日数

休日における歯科急病患者の診療に対応するため、歯科医師会と薬剤師会に業務を委託し、
日曜・祝日・年末年始の昼間に休日救急歯科診療所を運営しました。

健

康

増

進

課

５．救急医療運営費 68,491千円

高度医療を必要とする患者に対してスムーズな受け入れが行えるよう、順天堂大学医学部附
属浦安病院に４床、東京ベイ・浦安市川医療センターに３床のベッドを確保しました。

入院が必要な患者2,443人の入院がスムーズに行われました。

72日 2.3人

13,990件相談件数

－164－－164－
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管

補助金

・

・

・

・

・

166,940千円
１．母子健康手帳交付経費

1,100件
（再10件）

1,050件 541件 509件
　325件

初・経妊婦からの再掲

1,467千円

成果
交付数

予算現額 367,499千円 決算 334,164千円

届出数 初妊婦

特定財源
国県支出金

経妊婦 ハイリスク妊婦

一般財源 167,224千円

32 104 11,961,701円 

母子保健事業費

内容
妊娠届出者に対し、妊娠・出産及び育児に関する一貫した健康記録として広く活用できるよ
う母子健康手帳を交付しています。また、交付時には、必要と思われる保健指導や個々の相
談、各種制度の紹介をしています。

決算書Ｐ137
当初予算 363,578千円

未熟児に必要な医療を給付し、乳児の生命の保護及び健康の増進を図るものです。

成果
未熟児に必要な医療を給付し、乳幼児の生命の保護及び健康の増進を図ることができまし
た。
令和６年度の養育医療の助成状況については、次のとおりです。
対象人数（実人数） 件　　　数 金 額（扶助費）

国県支出金 6,791千円
その他 3,379千円

内容

決算書Ｐ127
当初予算 7,939千円
予算現額 12,752千円 決算 11,981千円

健

康

増

進

課

母

子

保

健

課

養育医療給付事業

一般財源 1,811千円
特定財源

2,500千円

当初予算 -千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果
件数 7件 補助額 2,500千円

特定財源
その他

年末年始におけるインフルエンザの拡大により、救急医療の活動に大きな影響がある状況に
おいても、医療体制を維持し、これを確保するため、市内の救急医療を担っている医療機関
に補助しました。

決算書Ｐ143

内容

予算現額 2,500千円 決算 2,500千円
一般財源 -千円

2,500千円１．救急医療体制維持確保臨時補助金

－165－－165－
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所
管

・

成果
　・
　
　

内容
・

・平成30年度から予約制で助産師による個別相談を実施しています。

成果

※１：生後28日未満の児
※２：出生時体重が2,500ｇに満たない児や、身体の発育が未熟なまま出生した児
※３：満１歳に満たない児

　・

　・

・

・

886人

初妊婦及びそのパートナーを対象に、妊娠・出産・育児について正しい知識を学ぶととも
に、情報共有の場となるよう実施しています。

85人 535人
妊　　婦

実人数 266人
延人数 275人 86人

7人 863人

産婦（実）

548人 13人

産　　婦

２．ウエルカム・ベイビークラス

初妊婦に対する割合
394人

年　回　数

(1)新生児・妊産婦訪問指導

訪問対象者 新生児※１ 未熟児※２ 乳　児※３

実人数

464千円

妊婦や乳児のいる家庭を対象に、妊娠中から出産後の孤立化を防ぎ、不安や悩みを聞き、情
報提供や支援につなげることで安心して子育てができるように訪問指導を実施しています。

49.7%

6,901千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

24回 　269人

(2)母子保健推進員
内容

出産・育児に対する不安は非常に大きいことから、地区の母子保健推進員が、子育て中の家
庭と行政のつなぎ役となり身近な相談相手としての役割を担っています。生後２～３か月児
のいる世帯への家庭訪問を行うほか、月に１度定例会を実施しています。

成果
母子保健推進員26名が775件家庭訪問を行いました。

母

子

保

健

課

３．乳児家庭全戸訪問事業

延人数

内容

「妊娠・出産編」「産後・育児編」の２教室を開催し各12回、合計で年24回実施しました。

４．妊婦健康診査 100,572千円
内容

妊娠期間中の初期に４回、中期に６回、後期に４回の計14回分の妊婦健康診査費用の一部を
委託料により実施しています。また、里帰り出産等で健診受診票を利用できない医療機関に
て自費で受診した場合には、扶助費により費用の一部を助成しています。

成果
医療機関委託 扶助費 合計

受診者数（延） 12,193人 755人 12,948人

５．産婦健康診査 6,591千円

670人 1,069人
扶助費（延） 100人

内容

成果
２週間 １か月 合計

出産後の母親が、育児への不安やストレス等によって精神的に不安定になる「産後うつ」と
ならないために、産後おおむね２週間と１か月の時期に健診を実施しています。また、その
費用の一部を助成することで、経済的負担の軽減を図るとともに、妊娠期から子育て期にわ
たるまでの切れ目のない支援を行うことを目的に実施しています。

184人 284人

助産師相談
27人

妊婦（実）
1人

実施回数
12回

医療機関委託（延） 399人
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所
管

・

・

・

・

※
※

・

※
※

歩行や言語等の発達の明確な徴候が得られる時期に、内科健診・歯科健診等を行いました。
発育・発達の遅れや疾病の疑いのある児に対しては、早期に適切な検査や療育が受けられる
よう働きかけを行いました。

新生児聴覚検査費用の一部助成により、経済的負担の軽減、聴覚障がい等の早期発見及び早
期療育につながりました。

337人
5人

（0.48％） 975人 67人

健診内容
むし歯の
あった者

異常所見
な　　し

健康管理上注意すべき者のうち、精密検査受診票交付者については（　）で再掲
令和７年３月末現在で管理継続者は身体面６人、精神面163人。

９．３歳児健康診査 5,559千円

フッ素
塗布者

かおテレビ
実施者数

3,626千円
内容

むし歯の
あった者

1,210人 696人
353人

(179人)
290人

35人
(3.1％)

対象者
数

受診者
数

17,817千円

受診者数（延） 異常所見なし（延） 要管理者（延）
　　　2,654人
　再掲（12人）

2,326人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

母

子

保

健

課

（　）内は扶助費で助成した件数

成果

乳児期の発育・発達及び疾病の早期発見のため、生後３～６か月、６～９か月、９～11か月
の合わせて３回を委託料により実施しています。また、健診受診票を利用できない医療機関
にて自費で受診した場合には、扶助費により費用の一部を助成しています。

内容

328人

６．乳児健康診査

７．新生児聴覚検査助成事業 2,622千円
内容

令和３年度より千葉県下一律体制に相乗りした事業で、生後50日以内の乳児を対象に、新生
児聴覚検査の一部費用助成を実施しました。（初回検査のみ１回3,000円を助成）

成果

検査件数 リファー件数
医療機関委託 721件 4件 

扶助費 118件 1件 

健康管理上注意すべき者

身体面 精神面

８．１歳６か月児健康診査

成果

受診率
異常所
見なし

内科健診 1,036人 96.1% 156人

歯科健診 1,036人 96.1% （22人)
1,078人 543人

内容

成果

健診内容 対象者数 受診者数 受診率

内科健診・歯科健診・尿検査・歯みがき指導のほか、家庭での視力検査等により必要と思わ
れる児には、視能訓練士による屈折検査等の追加検査を行いました。また、令和６年８月か
ら受診者全員に対し目の屈折検査機器（スポットビジョンスクリーナー）による検査を開始
しました。精密検査の必要な児には、精密検査受診票を発行しました。

健康管理上注意すべき者
身体面 精神面

内科健診 1,135人 93.8%

令和７年３月末現在で管理継続者は身体面130人、精神面62人です。

歯科健診 1,129人 93.3%
健康管理上注意すべき者のうち、精密検査受診票交付者については（　）で再掲
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・

・

12．母子相談支援事業

・

・

・

・
・

・
・

13．新こどもプロジェクト事業

・

子育てケアプラン作成件数　　　　　　　０歳児の体重測定

14．産前・産後サポート事業

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

受診者数

3,738千円
内容

要精密検査

1,908千円
内容

口腔疾患の早期発見・早期治療に結びつけるとともに、生まれてくる子どもの口腔の健康を
意識する機会として実施しました。

成果

受診率母

子

保

健

課

成果
対象者数

316人404人 79人

13,732千円

２歳６か月～11か月児を対象に歯科健診と相談、歯みがき指導、希望者にフッ素塗布を市内
の協力歯科医院において行いました。

11．妊婦歯科健康診査

異常所見なし
9人

10．２歳６か月児歯科健診・フッ素塗布

52.8% 613人

受　診　者　数

フッ素塗布者

内容

1,177人 622人

要　指　導

成果

①妊娠届提出時 1,038件 実件数 381件

成果
妊娠届出1,050件に対して面接を行いました。

育児相談では実232人、延432人(うち栄養相談187人、歯科相談111人)の相談に応じました。
離乳食クラスは、対象別３つのクラスを計48回実施し、合計585人に指導を行いました。

9,698千円

成果
訪問対象者 訪問実数 訪問延数

②出産前後 248件 

育児不安等の高い時期に、産前・産後サポーターが家庭を訪問しました。円滑に育児がス
タートできるよう、話し相手や相談に応じて家庭や地域での孤立感の解消を図りました。

3,769千円

延人数
③１歳の誕生日前後 51件 

妊婦 2件 3件

内容

701件

内容

産婦 25件 164件

妊娠届出時に保健師等の専門職が全数面接を行い、支援が必要な妊婦については妊娠期から
の切れ目のない支援を行いました。また、育児不安の軽減のため、０歳児の体重測定や育児
相談を新こどもプロジェクト事業と共同で平日毎日行いました。

就学前までの乳幼児の発育発達を保護者と共に確認し、育児不安の軽減等を目的として育児
相談を実施しました。
離乳食開始時期の４～５か月児、離乳食中期の７～８か月児、離乳食完了期の10か月～１歳
頃の乳幼児を対象に講義等を通して、「離乳食の進め方」の集団指導を行いました。

０歳児の体重測定や育児相談を、新こどもプロジェクト事業と共同で、実381人、延701人に
行いました。

妊娠・出産・子育て期にわたる切れ目のない支援のひとつとして、①妊娠届提出時、②出産
前後、③お子さんの１歳の誕生日前後の３回の時期に対象となる妊産婦や保護者と面談し、
その方の状況に応じた子育てケアプランを地域子育て支援員と一緒に作成しました。
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15．産後ケア事業

・

・

16．特定不妊治療費助成事業

17．男性不妊治療費等助成事業

・

18．不育症検査・治療費助成事業

・

19．出産・子育て応援交付金事業

・

・

母

子

保

健

課

697日

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

121組

・不妊治療などに悩む方のために不妊相談を年７回実施しました。

(2)デイケア(日帰り)型産後ケア事業
内容

56,641千円

男性不妊検査申請件数

(1)宿泊型産後ケア事業

出産された母と子を対象とした個別による日帰り型産後ケア事業を実施しました。リラック
スした空間で助産師のアドバイスを受けることにより、育児についての不安の軽減を図り、
自分の身体を振り返る時間をもつことで心身の安定や親子の愛着形成を図りました。

家族からの支援が受けられない出産後間もない母子が、数日から１週間程度、助産師等から
育児スキルを身に付けるためにアドバイスを受けたり、母体の回復のためのケアを受けるこ
とにより、母の体の安静や育児不安の解消を図りました。

成果
利用延べ日数

1,556組

利用実数

内容

成果

内容

成果

182千円

利用実数 489組 延べ数

不妊相談実施件数
実施回数 延件数 延人数

7回 9組 16人

398千円
内容

不妊の原因のうち半数が男性側にあるといわれていることから、夫婦そろって不妊治療に
臨むという男性への意識づけのために検査費用を助成するものです。

成果
実件数 延件数
42件 42件

638千円
内容

成果
不育症検査・治療費助成申請件数 7件

不育症の原因を特定するための検査とその治療をした場合に、検査費・治療費の一部を助
成するものです。

子育て応援交付金申請件数 872件

97,833千円
内容

成果
申請件数は、以下のとおりです。

出産応援交付金申請件数 1,062件

国の伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施要綱に基づき、妊娠届出時
から妊婦や子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な
情報発信等を行うことを通じて、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るととも
に、出産・子育て応援給付金の支給を行う経済的支援を一体とし、令和５年３月より事業
開始となったものです。
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※上記のうち母子保健課分

・

・

・

・

・

内容
・

定期予防接種事業（健康増進課、母子保健課）

当初予算 424,784千円
母

子

保

健

課

決算書Ｐ139

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

予算現額

予算現額 500,051千円 決算 492,156千円

当初予算 553,240千円
948,611千円 決算 773,908千円

内容
疾病の発生及び蔓延を予防するため、予防接種法に基づく定期予防接種を個別接種方式で乳
幼児及び児童・生徒を対象に実施しました。
予防接種法施行令及び実施規則が一部改正され、特例措置として平成17年度から平成21年度
の間の積極的勧奨差し控えにより日本脳炎予防接種の接種期間を逸した方（平成19年４月１
日以前の生まれで20歳未満の方）に、不足回数分の予防接種を実施しました。

子宮頸がん予防ワクチン予防接種は、平成25年６月より積極的勧奨を差し控えておりました
が、令和２年10月の厚生労働省通知を受け、同年11月に、接種対象最終学年である、高校１
年生女子に情報提供通知を行い、令和３年５月には高校１年生女子及び中学３年生女子、６
月には中学２年生女子及び中学１年生女子に情報提供通知を行いました。
また、令和４～６年は定期予防接種の対象者に個別通知を行い、積極的勧奨を差し控えた時
期に、子宮頸がんワクチンの接種を逃した方に個別通知を行いました。

子宮頸がん予防ワクチン接種の積極的な勧奨を差し控えていた時期に接種機会を逃し、定期
予防接種の接種期限（16歳に到達する年度（高校１年生相当））を過ぎてから自費で接種を
受けた方へ、接種に要した費用の全額または一部を償還払いにより助成しました。

一般財源 492,135千円
特定財源
国県支出金 21千円

成果
麻しん風しん及びBCGの接種率目標が95％以上と国で定められており、麻しん風しんの接種
率は95.7％、BCGにおいては99.4％(定期扶助費実施分を含む)となっております。

予防接種の種類 実施者延数
①ポリオ（不活化ポリオ） 0人
②５種混合 2,612人
③４種混合 1,325人
④３種混合 3人
⑤麻しん風しん 2,132人
⑥水痘 1,893人
⑦日本脳炎 第１期 3,773人

第２期 1,290人
特例 207人

⑧２種混合 1,155人
⑨ＢＣＧ 922人
⑩ヒブ 1,059人
⑪小児肺炎球菌 3,779人
⑫HPV感染症（子宮頸がん予防） 7,286人
⑬Ｂ型肝炎 2,734人
⑭ロタウイルス感染症 ロタリックス 1,100人

ロタテック 1,041人
⑮こどもの予防接種スケジュール作成支援事業

子育てをする保護者が、スマートフォン等の携帯情報端末により、簡単に予防接種の管理
をすることで、予防接種忘れ等を防止するとともに、子育てをする保護者の負担軽減を図
りました。

成果
周知数 1,050人 登録実数 296人 登録率 28.2%
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※上記のうち母子保健課分

・

子どもインフルエンザ 14,701人
成果

内容

31,200千円予算現額

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算 50,859千円

59,245千円
決算書Ｐ139任意予防接種事業（健康増進課、母子保健課）

母

子

保

健

課

生後６か月～18歳未満の実施者延数

41,601千円予算現額 63,064千円

50,451千円 決算

18歳（高校３年生相当）未満の子どもに対し、インフルエンザ予防接種費用の一部助成を
実施しました。

当初予算
決算
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国民年金事務経費

・市が実施している国民年金の法定受託事務を行うための事務経費です。
・

・

・

・

・年金給付状況について　(日本年金機構の資料より）

国

保

年

金

課

26,510人

区　　　分
老齢福祉年金

第３号被保険者 合　　計

遺族基礎年金
計 27,081人

保険料について　　１か月　16,980円　（付加保険料１か月　400円　希望する人）

法定免除
1,202人

障害基礎年金 415人

遺族基礎年金
老　齢　年　金

45人
56人

（1）基礎年金等・拠出年金の受給状況

2,284,190,943円

790,766,925円877人

428人

34人

156人

申請免除等

373,708,550円

国民年金(新法「昭和61年4月1日施行」)の給付については、全ての国民に共通する基礎年
金等と、旧法による拠出年金及び拠出年金発足当時からすでに老齢にあった方に支給され
る老齢福祉年金（無拠出年金）があります。

4,977人

6人

成果

寡　婦　年　金
障　害　年　金

計

障害基礎年金
障害基礎年金

（旧福祉及び20歳前）

通算老齢年金

区　　　分
老齢基礎年金

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算 11,199千円
国民年金事務運営費 決算書Ｐ123

一般財源 -千円
予算現額 11,718千円 決算 11,469千円

29,670人

特定財源
11,469千円

8,614千円
国県支出金

被保険者の状況（令和７年３月31日現在）

被保険者について
　被保険者は、次の３種類に分類され、その内訳は次のとおりです。

　第１号被保険者→　　日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の第２号被保険者、
　　　　　　　　　　　第３号被保険者以外の方
　第２号被保険者→　　厚生年金保険の被保険者または、共済組合の組合員
　第３号被保険者→　　第２号被保険者の被扶養配偶者であって20歳以上60歳未満の方

3,521人
受給権者数

27,957,800円

保険料の免除には、生活保護受給者や障害基礎年金等を受給している者等に対する法定免
除と低所得者等のための申請免除等があり、その内訳は次のとおりです。

内容

保険料の免除について

第１号被保険者

7,433人6,231人

支払金額

3,797,695円

計
19,279人18,863人

区　　　分

強　　制
416人

任　　意
10,391人

3,524,651,757円

支払金額

0円
支払金額

0人
受給権者数

受給権者数

19,524,278,386円
（3）福祉年金の受給状況

19,021,825,210円

（2）厚生年金・共済年金等と併給されている受給状況

371,395,175円

１．

131,058,001円

老齢基礎年金

5,289,050円
11,256,932円
27,683,862円

計

10人
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※上記のうちこども家庭支援センター分

エンゼルヘルプサービス事業

・

・

子ども家庭総合支援拠点経費

・

・

児童虐待防止対策推進事業

・

・

12,856千円

688件 
母親の体調不良 214件 

児童家庭相談事業 決算書Ｐ123
当初予算
予算現額 53,760千円 決算 51,461千円

一般財源 8,115千円

性的虐待 一時保護

47,731千円

計 902件 

障がい相談 非行相談 育成相談 その他

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ123
当初予算

決算予算現額 41,460千円

子育てサービス事業（こども課、こども家庭支援センター）

こ

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

40,255千円
39,645千円

派遣実数 派遣延数
135件 902件 

内、多胎児派遣 内、多胎児派遣
4件 

エンゼルヘルパーを派遣することで保護者の負担を軽減し、保護者と乳幼児の健康の向上を
図ることができました。

51,538千円

内容

44件 

依頼理由別

13,425千円
予算現額 14,630千円 決算 12,856千円

一般財源 9,928千円
特定財源
国県支出金 1,932千円

当初予算

その他 996千円

特定財源
国県支出金 43,346千円

新　規 482件 426件 0件 5件 8件
養護相談

内容
18歳未満の児童に関する総合的な相談を受け付け、児童虐待の防止をはじめとし、地域で安
心して子育てができる環境づくりに取り組みました。

成果
様々な支援を要する家庭に対し、総合的・専門的な相談支援を行うとともに、関係機関の連
携強化を図り、要保護児童への迅速な対応を行いました。
児童虐待相談件数 身体的虐待 ネグレクト 心理的虐待

新　規 計　612件

産後の手伝い

内容
児童虐待防止に係る啓発、研修会の計画及び実施などを行い、関係機関の虐待に対する共通
理解と連携を図りました。

成果
児童虐待防止の意識を高めるとともに、各関係機関が協力・連携し、迅速かつ適切に対応す
ることに繋がりました。
〇学校教職員や子育て支援者を対象とした研修（年10回）
〇リーフレット配布（公立小中学校・幼稚園・保育園・認定こども園等）
〇啓発用ウェットティッシュ配布（街頭配布：舞浜駅・新浦安駅・浦安駅、配布：児童育成
クラブ）
〇浦安市アートプロジェクト事業（浦安藝大と連携し啓発活動）

産後や体調不良時に周囲の支援が見込めない世帯を対象に、育児・家事支援を行うエンゼル
ヘルパーを派遣しました。
また、多胎児世帯に対しては、多胎児利用の際の手数料減額を行いました。

254件 59件 295件

派遣延数

0件

１．

１．

２．

4件 24件 

成果

その他の相談件数
43件

保健相談

431千円
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こどもの相談体制構築事業【実施計画】

・

・

ひとり親自立支援員・婦人相談員経費

・

・

ひとり親家庭日常生活支援事業

・

・

小学生までの児童のいるひとり親家庭の方が、ひとり親家庭となった直後や一時的な怪我、
病気などで家事や育児などの援助が必要となった際に、ホームヘルパーを派遣しました。

成果
残業により支援が必要な世帯２件、生活環境の激変により支援が必要な世帯２件の計４世帯
へホームヘルパーを派遣し、自立に向けた支援を行いました。

派遣実数 派遣延数 派遣時間数

こ

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

4件 55件 148時間

特定財源
国県支出金 13,184千円
その他 21千円

3,298千円

550千円

8,872千円

内容

内、就労相談

成果

内容
ひとり親家庭等への福祉資金の貸付けや生活に関する相談（ひとり親家庭相談）、また夫婦
間の悩みごとや配偶者等からの暴力に関する相談(婦人相談)を行いました。

決算書Ｐ127
当初予算 16,186千円
予算現額 23,744千円 決算 21,511千円

一般財源 8,306千円

婦人相談 152件 1,960件 735件 
相談種別

ひとり親家庭相談

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

３．

１．

２．

内容
子ども自身や妊婦・子育て世帯が相談をしやすい環境を整備し、関係機関との連携をより強
化するために、前年度に策定した基本方針を踏まえ、相談体制の再編や、地域拠点の機能及
び配置方針を具体的に示した基本計画を策定しました。

成果
こどもの相談体制構築検討委員会を年４回開催し、交流機能と相談機能を備えた地域拠点の
整備に向けた具体的な計画を示すことができました。

ひとり親・婦人相談事業

191件 

実数

613件 
2,995件 

延数
ひとり親家庭等の生活安定と自立の促進、婦人に対する福祉の向上を図りました。

相談種別 実数 延数
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環境部

所
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・

・

・

・

・

決算

内容
・

成果
・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

環

境

保

全

課

環境監視費 決算書Ｐ145
当初予算 18,670千円
予算現額 15,508千円 決算 15,324千円

１．大気汚染常時測定経費 10,816千円
内容

成果

市民の健康保護や住環境の安全を確保するため、猫実一般大気測定局において、大気中の汚
染状況を常時監視（24時間測定）しました。
また、測定したデータは千葉県へ共有し、光化学スモッグ注意報発令などを行う監視体制を
とりました。

令和６年度は、光化学オキシダント（光化学スモッグ注意報発令：５回）を除き、環境基準
を達成しました。
また、継続的に測定を行うため、測定機器の入れ替えを行いました。

２．自動車騒音測定経費 1,779千円
内容

騒音規制法及び振動規制法に基づき、市内の主要幹線道路における環境基準に係る自動車騒
音の測定及び面的評価と、要請限度に係る自動車騒音及び道路振動の測定及び評価を行いま
した。

市民の自然環境の保全に対する理解及び関心を深めることを目的に設置した三番瀬環境観察
館及び三番瀬海岸親水施設において、来館者に自然環境の解説や環境学習講座を開催するな
ど、環境学習の場として運営を行いました。

成果
環境基準に係る自動車騒音の面的評価結果：
市内６区間において騒音を調査しました。（調査日：令和７年１月29日、30日）
環境基準達成状況は、４区間で100％を達成しました。残る２区間のうち１区間（一般国道
357号）は70.5％を達成し、１区間（市道幹線４号）は99.8％を達成しました。
なお、結果については、国と千葉県へ報告しています。

要請限度に係る自動車騒音及び道路交通振動の評価結果：
市内８地点において騒音及び振動を調査しました。（調査日：令和７年２月３日～６日）
全ての調査地点で要請限度以下を達成しましたが、一般国道357号西行き及び市道幹線５号に
おける騒音調査では、夜間の環境基準を超過しました。
なお、結果については、道路管理者へ報告しています。

三番瀬環境観察館管理運営事業 決算書Ｐ145

7,837千円

市主催の環境学習講座や校外学習を通して自然観察などを行いました。

当初予算 14,550千円
予算現額 14.965千円 14,676千円

１．三番瀬環境観察館運営経費（債務負担行為分）

225名

校外学習利用状況
利用校数 利用回数

10校 17回17,087名

その他団体
利用状況

２回

来館者数 親水施設利用者数

2,319名

主催講座実施状況
実施回数 参加者数

11回
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事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

環

境

保

全

課

環境保全対策費 決算書Ｐ145
当初予算 14,789千円
予算現額 14,764千円 決算 14,725千円

一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 6,375千円
その他 8,350千円

１．ゼロカーボンシティ推進経費【実施計画】 3,350千円
内容

森林環境譲与税を活用し、他自治体等との連携により調達した木製品を市民に配付し、木材
利用の推進と森林保全の重要性等について普及啓発を行いました。
ゼロカーボンシティの実現に向け、エネルギー供給元と連携協力し、一部公共施設(38施設・
市立中学校８校)にゼロカーボンエネルギーを導入しました。

成果
山武市産及び群馬県産の木製品を調達しました。

産材 木製品 調達数 配付対象者

山武市
折り紙 1,400セット １歳６カ月児
定規 1,500本 卒園児

群馬県
しおり 16,500枚 図書館利用者

スタンプカード 400枚 図書館講座参加者

ゼロカーボンエネルギーの導入による令和６年度の公共施設における二酸化炭素削減効果
は、約3,200トンでした。

２．カーボン・オフセット事業【実施計画】 5,000千円
内容

市域から排出される温室効果ガス削減を図るため、他自治体と連携したカーボン・オフセッ
トを実施しました。

成果
山武市における森林整備費用を負担することで得られたCO2吸収量を、千葉県の認証により取
得しました。
森林整備の種類 整備面積(ha) CO2吸収量(t-CO2)
間伐・植栽 5.82 35.0
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２．有料事業系指定ごみ袋及び粗大ごみ事務事業

当初予算 24,474千円

回収量
2,554,400㎏

回収量

ご

み

ゼ

ロ

課

内容
資源回収団体（自治会・PTA・管理組合等）の資源回収事業の充実及び拡大を図り、ごみの減
量及び再資源化を行うことを目的として、各団体が回収する資源物に対し、補助金を交付し
ました。

補助単価

資源回収事業者に補助金を交付することで、資源回収団体（自治会・PTA・管理組合等）が行
う資源回収事業が円滑かつ安定的に実施でき、ごみの減量及び再資源化に繋がりました。

交付団体数

資源回収補助事業

決算
当初予算

決算書Ｐ147

１団体（６事業者）

１．資源回収事業者団体補助金

２．資源回収事業奨励補助金

成果

決算書Ｐ147

予算現額

2,650,969㎏

成果

２円/㎏ 252,530㎏減

13,254千円

263,701㎏減

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

19,770千円 18,714千円
21,970千円

前年度比

内容
ごみの減量及び再資源化を行うことを目的として、資源回収団体（自治会・PTA・管理組合
等）から資源の買取りを行っている資源回収事業者で構成する団体に対し、補助金を交付し
ました。

5,108千円

資源回収団体（自治会・PTA・管理組合等）による資源回収事業が実施されたことにより、ご
みの減量及び再資源化に繋がりました。

交付団体数 補助単価
106団体 ５円/㎏

前年度比

ごみ減量・リサイクル奨励事業

内容

予算現額 24,550千円 決算 22,267千円
一般財源 21,413千円
特定財源

その他 854千円
1,601千円

内容
令和６年11月より開始した有害ごみ（発火性危険物）の収集に関する記載を追加し、ごみと
資源物の分け方・出し方ルールブックを改訂しました。また、不用はがきの回収を行い、回
収したはがきを再資源化しました。

１．ごみ減量推進啓発経費

ごみの分別方法や適正な出し方、粗大ごみやリサイクル家電の排出手続きについて周知する
ことができました。また、不用はがきを113kg回収することで、ごみの減量・再資源化に繋が
りました。

12,777千円

成果
スーパーやコンビニエンスストアなど70店舗で有料事業系指定ごみ袋・粗大ごみ処理券を販
売することにより、市民と事業所がごみを適正に排出することができました。

成果

有料事業系ごみ・粗大ごみの適正排出及びごみの減量の推進・発生抑制を目的として、事業
系指定ごみ袋及び粗大ごみ処理券の製造・保管管理・受注・配送の業務委託を実施しまし
た。

－177－－177－

主要<175>



所
管

・

・

・

・

・

・

・

・

３．廃食油等リサイクル経費

609千円

ご

み

ゼ

ロ

課

一般家庭から資源物として排出されたびん・缶・ペットボトル、紙類の収集運搬を実施しま
した。

1,663千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

廃食油1,550ℓ、古着古布37,690㎏を回収することで、ごみの減量及び再資源化に繋がりまし
た。

４．特定家庭用機器処理事業経費
内容

ごみの減量・再資源化の推進を目的として、月に１回市役所や各公民館で廃食油と古着古布
の回収を実施しました。

成果

内容

環境保全の向上を図ることを目的として、不法投棄された特定家庭用機器４品目を指定引取
場所に持ち込み、処理しました。

成果
不法投棄されたテレビ36台、冷蔵庫9台、洗濯機11台を処理し、環境の保全を図りました。

5,616千円５．小型家電リサイクル事業
内容

使用済小型電子機器等をリサイクルするため、市役所及び各公民館等で拠点回収を実施しま
した。また、障がい者の就労支援を目的に回収、分解及び選別業務を浦安福祉事業体に委託
しました。

成果
使用済み小型家電15,912kgを回収することで、ごみの減量に繋がるだけでなく、小型家電に
含まれるレアメタルなどの金属の再資源化を図ることができ、循環型社会の形成に寄与でき
ました。また、浦安福祉事業体への委託により障がい者の雇用促進に繋がりました。

資源ごみ収集運搬費 決算書Ｐ149
当初予算 255,520千円
予算現額 254,131千円 決算 253,619千円

一般財源 253,091千円
特定財源

その他 528千円
内容

収集量 前年度比種類

成果
びん・缶・ペットボトル2,448ｔ、紙類2,194ｔを分別収集し、再資源化を図りました。(び
ん・缶・ペットボトル 前年度比 78ｔ減、紙類 前年度比 32ｔ減)

びん・缶・ペットボトル収集運搬経費
びん 1,364ｔ 70ｔ減
缶 429ｔ 13ｔ減
ペットボトル 655ｔ  5ｔ増

紙 類 収 集 運 搬 経 費 紙類 2,194ｔ 32ｔ減
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内容
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成果
・

内容
・捕獲器によるハクビシン等の捕獲・駆除を行いました。

成果
・

60 件 ８　頭 ８　頭 ５　頭

59 カ所

２．野生動物対策経費

1,610千円

ごみのポイ捨て及び不法投棄防止対策として「浦安市空き缶等の散乱防止等に関する条例」
に基づき、空き缶やタバコの吸殻等、ごみのポイ捨て防止について普及啓発活動を行うとと
もに、市内パトロールを行い不法投棄ごみの回収及び不法投棄防止対策を行いました。

ポイ捨て禁止啓発用立て看板や、路面シートなどにより、ポイ捨て防止及び不法投棄防止の
啓発を図り、市内パトロールを実施し不法投棄ごみの回収を行いました。

1,739千円

ハクビシン８頭、アライグマ８頭、タヌキ５頭を捕獲・駆除し、害獣被害の抑制に努めまし
た。

捕獲器設置件数
ハクビシン
捕獲頭数

アライグマ
捕獲頭数

タヌキ
捕獲頭数

1,913 ㎏ 76 件

市内パトロール
ごみ回収量

市内パトロー
ル回収件数

環境衛生事業
当初予算

看板、路面シート
設置数

ご
み
ゼ
ロ
課

環

境

衛

生

課

可燃ごみ24,881ｔ、不燃ごみ839ｔ、粗大ごみ430ｔの収集を行い、生活環境の保全及び公衆
衛生の向上が図れました。(可燃ごみ 前年度比 392ｔ減、不燃ごみ 前年度比 22ｔ減、粗大
ごみ 前年度比 3ｔ減)

また、ごみ出しが困難な高齢者世帯等104世帯から可燃ごみ22,560kg、不燃ごみ890kgの収集
を行い、環境衛生の向上並びに日常生活の不安を解消することができました。（可燃ごみ 前
年比1,080kg増、不燃ごみ 前年比670kg減）

決算書Ｐ143
16,549千円

予算現額 13,102千円

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算 10,597千円

１．ポイ捨て防止対策経費

ごみ収集運搬費 決算書Ｐ151
当初予算 480,700千円
予算現額 480,700千円 決算 480,700千円

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的として、適正に出された可燃ごみ・不
燃ごみ・粗大ごみの収集運搬を実施しました。また、ごみ出しが困難な高齢者世帯等に対し
てごみ出し支援を実施しました。

一般財源 437,727千円
特定財源
　その他 42,973千円

内容

－179－－179－
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管

内容
・

成果
・狂犬病の発生を抑制できました。

※未注射に関しては、傷病・年齢等により猶予されているものを含みます。

内容
・

成果 　
・飼い主のいない猫の繁殖を抑制し、市民の生活環境の保持に努めました。

内容
・

成果
・

忌避剤配布件数 件
猫除け機貸出件数 件

・

合計  1,221,300　円

３．飼い猫及び地域猫対策経費 639千円

オス　 19　匹 オス　  331,400　円
メス　 31　匹

地域猫（飼い主のいない猫）および放し飼いの猫によるふん尿被害対策として、忌避剤の
無料配布および猫よけ器の試用貸出を行いました。

その他 4,976千円

6,382　頭 4,776　頭

地域猫情報アプリの運用は、地域猫の生息場所等に関する掲載情報が猫の虐待につながる
危険性があること等を理由として、令和６年12月末をもって終了しました。

102
25

忌避剤の無料配布および猫よけ器の試用貸出を行うことで、地域猫（飼い主のいない猫）
および放し飼いの猫によるふん尿被害の軽減を図ることができました。

83　名

注射件数 接種率 未注射数

地域猫愛護員登録者数

74.8% 1,606　頭

1,221千円

助成金額

「地域猫愛護員」として登録された市民ボランティアが、飼い主のいない猫の不妊去勢手術
を実施し、その費用を助成しました。また、令和６年度より千葉県から「飼い主のいない猫
不妊・去勢手術等推進事業補助金」として250,000円助成されております。
なお、助成金額については、オスが18,700円、メスが29,700円を上限としました。

登録件数

狂犬病予防法（第４、５条)に基づく登録、狂犬病予防注射済票の交付等を行いました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

 

犬猫適正飼育推進事業

国県支出金

決算書Ｐ143

１．畜犬対策経費 5,867千円

9,397千円
予算現額 8,578千円 決算 7,727千円

一般財源 2,501千円

250千円
特定財源

環

境

衛

生

課

２．飼い主のいない猫の不妊去勢事業

メス    889,900　円
合計   50　匹

手術実施数

当初予算

－180－－180－
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・
・

・
・

215,935千円

144,264千円

予算現額
71,671千円

228,018千円

126,099千円１．斎場運営経費

２．斎場運営経費（債務負担行為分）

施　設　名

適切に火葬業務を行うことができました。
適正な施設運営や維持管理を行うことができました。

斎場管理運営費

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ147
当初予算

その他

決算

13,792千円

市外 計

成果

火葬業務を委託しました。
斎場の総合管理業務を委託し、斎場施設の管理運営、葬儀や火葬の予約受付、各種設備等の
保守・点検業務等を行いました。

斎

場

一般財源
特定財源

231,018千円

令和６年度の斎場使用状況は、次のとおりです。

(1) 火葬施設使用状況

内容

火　葬　炉 1,295人 1,019人 2,314人
火葬待合室 343件 703件 1,046件

市　内

小計
16歳以上

小計
合計

男 女
29人 6人 35人 1,223人 1,091人

使用件数

(2)  性別・年齢別火葬件数
16歳未満

1,194人 1,085人

(3) 式場施設使用状況

施　設　名
使用件数

市内
106件 850件
市外 計

2,279人

総合計
男 女 男 女

2,314人

霊 安 室 236件 23件 259件

式　　場 744件
106件 850件控　　室 744件

－181－

主要<179>



所
管

・

・

・

・

予算現額 120,369千円 決算 102,331千円

１．斎場長寿命化計画等策定経費（債務負担行為分）

２．斎場長寿命化計画等策定経費（令和５年度より繰越明許費分）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

斎

場

斎場改修事業【実施計画】 決算書Ｐ147
当初予算 113,079千円

一般財源 41,631千円
特定財源
地方債

5,078千円

内容

7,290千円

60,700千円

18,038,000円（令和７年度へ逓次繰越）

18,038,000円

内容

89,963千円３．火葬設備改修事業（継続費分）

火葬炉の給排気設備を適切に維持補修することができました。

火葬炉の給排気設備の改修工事を行いました。

長寿命化計画を策定することができました。

斎場の長寿命化を図ることを目的とし、計画策定のための調査・検討を行いました。

成果

成果

（令和７年度へ逓次繰越）

－182－
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・

・

・

・
運搬量(その他の色）

・

成果
・

鉄類
アルミ類
羽毛布団

8ｔ 557,040円
461枚 731,533円

特定財源
その他 680,233千円

１．塵芥処理施設管理運営費
内容

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業の一環として、廃棄物57,606tのうち、ごみ処理施設に
搬入された可燃ごみ49,500tを適正に中間処理し、不燃ごみ1,211t、粗大ごみ2,136tを適正に
中間処理しました。

396ｔ

予算現額 1,564,064千円 決算 1,560,680千円
一般財源 880,447千円

紙類

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分） 決算書Ｐ149
当初予算 1,571,791千円

内容
再資源化施設で選別処理されたガラス類をリサイクル協会指定業者に引き渡しました。

成果
選別処理されたガラス類をリサイクル協会指定業者により再商品化しました。
ガラスびん(その他の色)再商品化委託

資源ごみ再資源化処理費 決算書Ｐ149
当初予算 762千円
予算現額 762千円 決算 745千円

2,195ｔ

紙（新聞） 266ｔ

24,269,223円
紙（雑紙） 655ｔ
紙（段ボール） 1,262ｔ
紙（飲料紙ﾊﾟｯｸ） 1ｔ

44,494,230円
缶（アルミ） 286ｔ

ペットボトル 669ｔ ペットボトル 611ｔ 49,882,497円

びん（茶） 223ｔ
びん（活びん） 58ｔ

缶類 455ｔ
缶（スチール） 119ｔ

売　却　量 売　却　額

１．再資源化施設管理運営費 203,791千円
内容

びん類 1,437ｔ
びん（白） 417ｔ

170,680円

ク

リ

ー

ン

セ

ン

タ

ー

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分） 決算書Ｐ149
当初予算 203,793千円
予算現額 203,793千円 決算

再資源化施設で中間処理したびん・缶・ペットボトル・紙を再生事業者へ引き渡しました。
選別処理量（搬入量）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

84,173千円
特定財源
その他 119,618千円

1,560,680千円

203,791千円
一般財源

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業の一環として、再資源化施設に搬入されたびん・缶・
ペットボトル・紙を再商品化基準に沿って中間処理しました。

成果

鉄類及び羽毛布団の有価物は選別して、再生事業者へ引き渡しました。
焼却処理量 53,325ｔ

売　却　量 売　却　額
586ｔ 3,508,648円

－183－－183－
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・

・

内容
・

成果
・

内容
・

成果
・

使用済み小型家電（バッテリー内蔵
製品）の運搬処分業務

処分量 3,990㎏

処理困難物を専門業者により委託処分しました。

委託により処理困難物を適正処分しました。

処理困難物運搬及び処分業務
廃タイヤ 0.25ｔ
廃消火器 24本

使用済み蛍光管等運搬処分業務 処分量 6,420㎏
フロンガス回収処理業務 フロンガス回収量 22.73㎏

焼却残渣溶融･焼成処理業務 処理量 1,905ｔ

有害ごみの適正処理の一環として、使用済み乾電池、蛍光管及びフロンガス、使用済み小型
家電（バッテリー内蔵製品）等を専門業者により委託処分しました。

委託により有害ごみを適正処分しました。
使用済み乾電池運搬処分業務 処分量 23,644㎏

２．有害ごみ処分経費 4,889千円

成果
委託により焼却残渣の適正処分と再資源化を図りました。

215,052千円

焼却残渣最終処分業務 処分量 2,980ｔ

予算現額 236,023千円 決算 223,069千円

内容
焼却によって発生した焼却残渣を委託により最終処分場へ搬出しました。
また、残渣の一部は溶融･焼成処理委託により資源化を行いました。

１．焼却残渣処分経費

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

ク

リ

ー

ン

セ

ン

タ

ー

焼却残渣等処分費 決算書Ｐ149
当初予算 262,223千円

３．処理困難物処理経費 88千円

－184－－184－
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１．ごみ処理施設延命化整備事業（債務負担行為分）【実施計画】

２．ごみ処理施設延命化整備事業（債務負担行為分）【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

内容
・

成果
・

３．ごみ処理施設延命化整備事業関連経費
内容
・

成果
・

４．ごみ処理施設延命化整備事業関連経費（債務負担行為分）【実施計画】

５．ごみ処理施設延命化整備事業関連経費（債務負担行為分）【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

内容
・

成果
・

地方債

3,351,553千円 決算 3,351,534千円
一般財源
特定財源
国県支出金

ごみ処理施設延命化整備事業 決算書Ｐ151
当初予算 3,638,861千円
予算現額

焼却施設及び不燃・粗大ごみ処理施設の基幹的設備改良工事を行い、令和６年度の工程につ
いて予定通り完了しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

ク

リ

ー

ン

セ

ン

タ

ー

3,239,458千円

100,089千円

各施設の基幹的設備改良工事の設計・施工監理を行いました。

老朽化したクリーンセンター各施設の延命化を図るため、焼却施設は主に焼却炉等の改修・
更新を行い、不燃・粗大ごみ処理施設は主にコンベヤ類、各選別機の更新、消火設備等の工
事を行いました。

503,904千円

焼却施設及び不燃・粗大ごみ処理施設の基幹的設備改良工事を行い、令和６年度の工程につ
いて予定通り完了しました。

259千円

11,093千円

633千円

基幹的設備改良工事に必要な作業用品や事務用品を購入しました。

工事の付帯事務を円滑に進めることができました。

1,126,330千円
1,721,300千円
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・

・

２．不燃・粗大ごみ処理施設火災復旧関連経費　

内容
・

成果
・

１．し尿処理施設管理運営費
内容
・

成果
・し尿処理施設に搬入されたし尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、下水道放流しました。

※汚水53ｋℓを含む

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業の一環として、し尿処理施設に搬入されたし尿・浄化
槽汚泥を適正に処理しました。

し尿搬入量 300ｋℓ
浄化槽汚泥搬入量 1,923ｋℓ

予算現額 73,914千円 決算 73,912千円
当初予算 73,914千円

船橋市 粗大ごみ 23.49t

廃スプリングマットレス処分業務委託 処分量 29,280㎏

廃棄物処理施設長期包括責任委託事業（債務負担行為分） 決算書Ｐ151

1,176,450円 1,221,480円
松戸市 粗大ごみ 96.11t 5,412,000円 2,796,126円

搬出量 運搬費用 処分費用
市川市 不燃ごみ 295.44t 6,854,100円 8,098,599円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

965,698千円

火災により焼損した不燃・粗大ごみ処理施設の設備機器や建物について、再発防止策を加え
た復旧工事を行いました。

成果
火災復旧工事については、令和６年11月に完了し、不燃・粗大ごみ処理施設を再稼働するこ
とができました。

ク

リ

ー

ン

セ

ン

タ

ー

1,465,698千円 決算 1,465,698千円
一般財源

ごみの仮置き場設置並びに近隣市への処理委託や運搬等を行いました。

内容

ごみの仮置き場設置や近隣市への処理委託により、再稼働までの間、不燃・粗大ごみの処理
に支障がないよう運営することができました。

搬出先 種別

特定財源
その他 500,000千円

廃棄物処理施設復旧事業 決算書Ｐ151
当初予算 1,692,171千円
予算現額

9,678千円

1,362,152千円１．不燃・粗大ごみ処理施設火災復旧事業（継続費分）【実施計画】

３．不燃・粗大ごみ処理施設火災復旧関連経費（令和５年度より繰越明許費分）

73,912千円

93,867千円
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内容
・

成果
・

・

・

・

・

・

・

・

・

成果
ごみの減量と市民のリユースに対する意識の向上、資源の有効活用を図ることができました。

内容
利用者の利便性向上を図るため、ビーナスプラザの一部機能について、まちづくり活動プラ
ザへ移転することから、移転工事の設計をするものです。

ビーナスプラザ施設移転事業 決算書Ｐ149
当初予算 -千円
予算現額 6,996千円 決算 -千円

成果
設計業者を選定し、ビーナスプラザ移転工事設計業務委託に着手し、引き続き設計を進める
ため、業務を令和７年度へ繰り越しました。

6,996,000円（令和７年度へ繰越明許）

-千円
6,996,000円

（令和７年度へ繰越明許）

１．ビーナスプラザ施設移転事業（実施設計）【実施計画】

２．家具・自転車再生工房運営経費

３．ビーナスショップ運営経費

ビーナスプラザの来館者数は延べ38,166人で、前年度より6,244人減少し、市民の資源循環に
対する意識の向上を図ることができました。

785千円
内容

古布などを利用したリサイクル教室や、ガラスびんを再生利用したガラス工芸品作りなどの
教室を計21回開催し、延べ52人が参加し、前年度より16人減少しました。

家庭で不用になった日用品や衣類など30,465点を市が無償で引き取り、7,495人に30,470点を
販売しました。

内容

内容
家庭で不用になった家具1,081点、自転車140台を市が無償で引き取り、修理・再生し、必要
とする方に家具730点、自転車74台を販売しました。

成果

6,505千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

ビーナスプラザ運営費 決算書Ｐ149
当初予算 19,119千円

ビ

ー

ナ

ス

プ

ラ

ザ

一般財源 12,754千円
特定財源
その他 5,773千円

ごみの減量と市民のリユースに対する意識の向上、資源の有効活用を図ることができました。

予算現額 18,739千円 決算 18,527千円

市内のごみ減量、資源の再利用を目的に設置したビーナスプラザにおいて、来館者に、再生
家具自転車の展示販売やリサイクル教室を開催するなど、リサイクルを体験・実践する場と
して運営しました。

教室を開催することで、市民の資源循環に対する意識の向上を図ることができました。
成果

１．多目的工房運営経費

11,235千円
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事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ167
当初予算

決算

内容

公共交通機関整備促進事業

予算現額 8,345千円

都市計画運営事業

5,225千円

都

市

計

画

課

9,204千円

１．用途地域等検証事業【実施計画】

有識者ヒアリングや都市計画審議会での審議を踏まえ「用途地域等の指定方針及び指定基
準」（案）を策定しました。

２．地区計画のあり方検討【実施計画】 2,541千円

8,005千円

内容

成果

一般財源 6,140千円

アンケートの回収率は50％を上回り、地区計画に対するご意見や、住民ニーズについて把握
することができました。

内容

適切な都市計画運営を行うため、都市計画審議会の開催や、都市計画に関する検証業務等を
行うものです。

都市計画審議会を開催し、「浦安都市計画区域の整備・開発及び保全の方針」などについて
審議しました。また、「用途地域等の指定方針及び指定基準」の検討や、地区計画に関する
アンケート調査を行いました。

人口構造や市民ニーズの変化に対応した都市計画の運用が図れるよう、「用途地域等の指定
方針及び指定基準」の策定に向けた作業を行うものです。

成果

成果

地区計画が策定されてから10年以上が経過した地区を対象に、地区計画の認知度や地区の将
来像に関するアンケート調査を行うものです。

決算書Ｐ167
当初予算 15,153千円

特定財源
国県支出金 5,921千円

予算現額 15,153千円 決算 12,061千円

内容
市民生活を支える重要な交通機関である路線バスを維持するとともに、利便性の向上や、利
用の促進を図るため、事業に要した経費の一部に対して補助金を交付するものです。

成果
浦安市バス利用促進等総合対策事業補助金により、ノンステップバスの導入やバス停留所の
周辺改修を実施し、利便性の向上につながりました。
浦安市バス乗務員確保支援補助金により、バス乗務員の採用促進につながりました。
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・
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・

・

電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けている市内公共交通事業者の事業継続を支援
するため、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰対策支援給付金を
交付するものです。

５件 2,040千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容

成果

個人タクシー事業者

大型二種免許取得支援

特定財源
国県支出金 4,100千円

乗務員の採用促進が図られました。
補助金交付実績

補助対象事業

予算現額 4,140千円

都

市

計

画

課

1,940千円
法人タクシー事業者

補助金額補助内容

決算 279,344千円
一般財源

１．浦安市バス乗務員確保支援補助金【実施計画】 5,921千円

バス乗務員不足の影響を最小限に留めるため、バス事業者が実施する乗務員の確保を目的と
した取り組みに要した費用の一部に対して、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用し、補助金を交付するものです。

国県支出金 1,311千円

１．浦安市公共交通事業者物価高騰対策支援給付金 4,100千円

特定財源

コミュニティバス事業 決算書Ｐ169
当初予算 323,320千円
予算現額 293,318千円

内容

成果
公共交通事業者に給付金を交付することで、市民の日常生活及び経済活動を支える公共交通
の維持を図ることができました。

決算 4,100千円
一般財源 -千円

バス事業者の負担額の１/２　一人30万円を上限。 3,382千円
女性乗務員の就業環境整備 バス事業者の負担額の１/５ 366千円
雇用確保のための広告 バス事業者の負担額の２/３　200万円を上限。 2,000千円
乗務員の転居費用の支援 バス事業者の負担額の１/２　一人10万円を上限。 173千円

公共交通対策事業 決算書Ｐ169
当初予算 -千円

給付金交付実績
申請件数 交付金額

バス事業者

　タクシー事業者：車両１台当たり10千円

12件 120千円
計 18件

279,344千円
内容

市内バス交通の不便地域の解消、高齢者等の移動制約者の利便性確保、公益施設へのアクセ
ス性向上を目的にコミュニティバスを運行しており、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金を活用し、運行経費から運行収入を差し引いた金額をバス事業者に補助するものです。

4,100千円

台数
97台
204台
12台
313台

278,033千円

※バス事業者：車両１台当たり20千円

１件

成果

１．コミュニティバス運行経費補助金

コミュニティバス３路線を運行し、市内バス交通の不便地域の解消や高齢者等の移動制約者
の利便性確保をはじめ、公益施設へのアクセス性向上を図ることができました。
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旧第一期護岸有効活用に関する基本計画を策定しました。また、テーマパーク拡張に伴う影
響について把握しました。

予算現額 10,263千円 決算 5,949千円

堀江・猫実元町中央地区及び危険密集市街地の現況調査を行い、土地区画整理事業の完了を
踏まえた危険密集度合などを把握しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

都

市

計

画

課

成果

予算現額 16,479千円 決算 16,478千円

内容
危険密集市街地の解消に向け、地区内の木造建築物等の除却や建物の不燃化を促進し、防災
性を向上させることを目的として補助金を交付するものです。

内容
都市政策に関連する課題解決に向けた取り組みを行うものです。

密集市街地防災まちづくり事業 決算書Ｐ169
当初予算 11,500千円

当初予算 5,500千円

１．不燃化促進補助金【実施計画】 471千円

交付金額
２件 １件

内容
堀江・猫実地区にある「地震時等に著しく危険な密集市街地（危険密集市街地）」を含む堀
江・猫実元町中央地区において、土地区画整理事業の完了を踏まえた現況調査を行うととも
に、危険密集市街地内で木造建築物等の除却や建物の不燃化を行う者に対する補助金の交付
を行うものです。

成果

２．テーマパーク拡張に伴う影響調査事業 10,879千円
内容

補助金を交付することにより、地区の防災性の向上が図れました。

都市整備企画調整事業 決算書Ｐ169

補助金交付実績
承認申請件数 交付決定件数

１．旧第一期護岸有効活用事業【実施計画】 5,599千円
内容

※木造建築物等の除却：延べ床面積（㎡）×10千円（上限額500千円）
　建物の不燃化：延べ床面積（㎡）×10千円（上限額1,000千円）

471千円
建物の不燃化 ０件

成果

不燃化促進補助金を交付することにより、地区の防災性の向上が図れました。

成果

木造建築物等の除却

成果
テーマパーク拡張に伴う車両増加について検証を行いましたが、市内道路における交通処理
に支障はありませんでした。また、市全域において外国人観光客の増加が判明したため、受
入環境の充実に向けた検討が必要であるとの見識を得ることができました。

旧第一期護岸の有効活用を図るため、みどりのネットワーク形成に向けた基本計画を策定す
るものです。

０件 ―

令和６年６月からのテーマパーク拡張に伴う影響について、交通容量の点検や人流データを
用いて影響の調査を行いました。

千葉県との協議や地区住民との意見交換、パブリックコメントを経て、緑道等の整備に向け
た基本計画を策定しました。
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878千円

種　別 交　付　件　数

内容

当初予算 800千円
予算現額 800千円 決算

台帳記載事項証明書等の交付に伴う手数料です。

内容
都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画の認定に伴う手数料で
す。

成果
申請は19件あり、認定を行いました。

台帳記載事項証明等申請手数料 決算書Ｐ35

当初予算 120千円
予算現額 120千円 決算 162千円

内容
長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく長期優良住宅建築等計画の認定に伴う手数
料です。

成果
申請は98件あり、認定を行いました。

低炭素建築物認定等申請手数料 決算書Ｐ35

長期優良住宅認定等申請手数料 決算書Ｐ35
当初予算 640千円
予算現額 640千円 決算 723千円

5 4
計画通知 23 0 0

建　築　物 昇　降　機 工　作　物

47
確認申請 3 12 0

建

築

指

導

課

1,231千円
建築確認等申請手数料

内容
建築基準法に基づく建築物の確認等に伴う手数料です。

成果

申請件数
確　認　申　請　等

許　可 認　定

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ35
当初予算

決算予算現額 1,231千円 1,035千円

成果 （単位：件）

台帳記載事項証明書 1,169
建築計画概要書等の写し
道路位置指定申請図等の写し

962
65
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・
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・

・補助金の交付申請はありませんでした。

３．分譲マンション等耐震改修等補助金【実施計画】

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ175
当初予算

2,311千円
一般財源 931千円

当初予算 501千円
83千円

2,117千円

予算現額

決算

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく建築物エネルギー消費性能適合
性判定及び建築物エネルギー消費性能向上計画認定等に伴う手数料です。

成果

内容

建

築

指

導

課

建築物省エネ法適合性判定等手数料

4,912千円

耐震相談会を２回開催するとともに、市職員による耐震化の必要性や助成制度の説明などを
行いました。

151千円

決算書Ｐ35

決算

-千円

申請は２件あり、建築物エネルギー消費性能基準に適合していることの確認を行いました。

特定財源

申請は耐震診断８件、耐震改修工事（補強設計、工事監理含む）１件あり、補助金を交付し
ました。

２．木造住宅耐震改修等補助金 2,160千円
内容

昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅の所有者が行う耐震診断及び耐震改修等に対
し、補助するものです。

既存建築物耐震改修促進事業

国県支出金

予算現額

成果

内容
昭和56年５月31日以前に建築された分譲マンション等について、耐震診断（予備診断、本診
断）、補強設計、工事監理、耐震改修工事に対し、補助するものです。

501千円

1,380千円
１．既存建築物耐震改修啓発事業

成果

成果

昭和56年５月31日以前に建築された建築物の所有者に、耐震化の必要性などの情報提供等を
行うものです。

内容
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１．分譲集合住宅計画修繕調査費補助金

82千円

103千円

成果

住

宅

課

集合住宅長寿命化支援事業【実施計画】

大規模修繕工事の計画的な実施に向け、建物や設備の劣化診断調査を行った11管理組合及び
長期修繕計画の作成を行った２管理組合に補助金を交付しました。

一般財源

内容

特定財源
国県支出金

分譲集合住宅の計画的な修繕を促進するため、管理組合が行う建物や設備の劣化診断にかか
る調査費用や長期修繕計画の作成費用の一部を補助するものです。

2,827千円

予算現額 6,317千円 決算 5,465千円

2,312千円

決算書Ｐ177
当初予算 5,245千円

126千円

決算

Ｐ波感知型地震時管制運転装置の整備を行った１管理組合に補助金を交付しました。

国県支出金 4,984千円

内容

分譲集合住宅の災害時におけるエレベーター内での閉じ込めを防止するため、Ｐ波感知型地
震時管制運転装置や停電時自動着床装置などのエレベーターの防災対策整備を行う管理組合
に対し、工事費の一部を補助するものです。

内容
5,139千円

5,139千円

１．分譲集合住宅管理適正化事業【実施計画】

２．分譲集合住宅共用部分修繕等工事資金利子補給金

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

住宅対策経費 決算書Ｐ177
当初予算 9,136千円

予算現額 5,245千円

成果
マンション管理計画認定申請支援については１管理組合、プッシュ型アドバイザー派遣につ
いては２管理組合に支援を行いました。

特定財源

成果

481千円

内容
分譲集合住宅の計画的な修繕を促進するため、共用部分の修繕及び改良工事の資金を金融機
関から借り入れた管理組合に、10年間を限度として利子補給するものです。

資金の借り入れを行った４管理組合に交付しました。

分譲集合住宅の管理の適正化の推進を図るため、マンション管理計画認定制度の申請前に専
門家による事前確認の支援を行うとともに、管理不全のおそれのあるマンションに対して
プッシュ型でアドバイザーを派遣するものです。

一般財源

成果

３．分譲集合住宅エレベーター防災対策整備費補助金
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市

街

地

整

備

課

１．当代島地区防災まちづくり推進事業【実施計画】

53,826,188円

決算書Ｐ173

5,500千円

住民参加で検討する組織の設立に向けて、防災まちづくりだよりの発行（２回）や説明会の
開催（２回）による周知を行い、自治会や消防団などの地縁団体からの推薦と地区住民から
委員を公募し、「当代島地区まちづくり協議会」を設立しました。

やなぎ通り南側街区の市有地を活用して駅周辺に分散しているバス停留所を集約化するた
め、交通量調査やバス利用者を対象としたアンケート調査などを行い、整備計画を作成しま
した。

（令和７年度へ事故繰越し）

成果

当初予算 5,500千円
予算現額 5,500千円 決算

5,500千円
内容

地区の防災性を向上させるため、令和５年に策定した「当代島地区防災まちづくり方針」の
具体化に向けて、整備計画（防災まちづくりプラン）を住民参加で作成するものです。

240,506千円

国県支出金

105,696千円一般財源
16,441,675円（令和７年度へ事故繰越し）

その他

10,760千円

39,451千円

175,238千円

16,441,675円

１．新橋周辺整備事業【実施計画】

２．新橋周辺整備事業【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分）

３．新橋周辺整備事業（土地開発基金より購入）【実施計画】

53,826,188円（令和７年度へ繰越明許）

特定財源
10,713千円

（令和７年度へ繰越明許）

109,041千円

6,358千円

225,450千円

内容
都市拠点である浦安駅周辺の都市・交通・防災の機能強化を図るため、段階的な整備に取り
組むものです。

成果

228,410千円
予算現額

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

浦安駅周辺整備事業【実施計画】 決算書Ｐ173
当初予算 8,000千円
予算現額 6,359千円 決算

決算

決算書Ｐ173旧市街地整備事業

防災活動の円滑化を図るため、新橋周辺の市有地を活用し、防災拠点となる多目的広場や防
災避難路の整備に取り組むものです。

成果
多目的広場や防災避難路の整備に向けた基本設計を行うとともに、整備に必要となる用地の
測量や調査を行い、多目的広場用地（１件を土地開発基金より購入）と避難路用地（２件）
を取得しました。

内容

堀江猫実中央地区整備事業
当初予算
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・

・

・

・

土地区画整理法に基づく換地処分に係る手続きを行い、区画整理登記及び清算金徴収交付に
かかる各種資料の作成を行いました。また、道路、下水及び公園の台帳を作成し各施設管理
者に引継ぎを行いました。

市

街

地

整

備

課

ま

ち

づ

く

り

事

務

所

５．猫実Ａ地区土地区画整理造成事業 22,013千円
内容

猫実Ａ地区土地区画整理事業地区内の道路等基盤整備、宅地造成及びそれらに関連する経費
です。

成果
電柱や地中線の移設に伴う道路の舗装復旧工事等を行いました。また、電気工作物等の移設
に伴う補償を行いました。

猫実Ａ地区土地区画整理事業において換地された市有地の評価について意見をいただきまし
た。

４．土地区画整理計画調査経費 34,116千円
内容

土地区画整理法に基づく換地処分等の手続きや、整備した施設の台帳作成を行うための経費
です。

成果

縦覧に供すべき換地計画について意見をいただくため審議会を１回開催しました。

３．評価員３名分報酬 27千円
内容

公正な土地評価を行うための諮問機関の評価員報酬です。

成果

90千円

２．猫実Ａ地区土地区画整理審議会経費 3千円
内容

土地区画整理事業を適正かつ公平に実施するための諮問機関の委員報酬及び開催に必要な経
費です。

成果

一般財源 60,488千円
特定財源
地方債 8,600千円

１．猫実Ａ地区土地区画整理審議会委員１０名分報酬

猫実Ａ地区土地区画整理事業【実施計画】 決算書Ｐ175
当初予算 82,273千円
予算現額 70,540千円 決算 69,088千円

１．過密地区土地活用検討経費【実施計画】 9,889千円

決算 48,082千円

内容
防災活動の円滑化を図るため、細街路や身近な防災拠点の整備に向け、過密買収事業等によ
り取得した市有地の有効活用を検討するものです。

成果
堀江三丁目地区において、現況と防災まちづくり構想に基づく将来像の防災指標の分析を行
い、短期・長期の視点での市有地の活用を検討しました。また、堀江二丁目の市有地を空地
に暫定整備しました。

過密土地買収事業 決算書Ｐ173
当初予算 25,369千円
予算現額 48,409千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果
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所

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
新中通り及び周辺市街地について、道路環境や住環境の改善、防災性の向上に向け調査、検
討する経費です。

新中通り周辺整備事業 決算書Ｐ175
当初予算

成果
工事完成に係るアンケートや整備前後の比較のための交通量調査等を行いました。また、事
業についての広報誌や完成記念誌を作成し、完成記念式典を開催しました。

内容
電線類地中化に起因する損失補償費です。

462千円

成果
１件に対し、損失補償を行いました。

７．土地区画整理事業運営費 12,376千円

６．建物移転等損失補償費

事業について地域住民に周知を図るなど、事業を円滑に実施するための運営経費です。

１．新中通り及び周辺市街地整備事業【実施計画】 3,599千円

成果
区画整理事業が完了した地区周辺の課題のある区域について土地及び建物の権利状況や接道
状況、老朽住宅の戸数等を調査しました。

5,125千円
予算現額 4,237千円 決算 3,951千円
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・

・

・

・

・

・

・道路施設の応急的な維持補修工事や幹線道路等の路面清掃を行うものです。
事業名 事業費 事業内容

計 79,543,123円

道路付属物補修工事 9,165,156円 21件

38件
雨水排水施設補修工事 17,606,600円 36件

223,291千円
特定財源
その他 299千円

内容

予算現額

予算現額 237,605千円 決算 223,590千円

その他 30,593,167円 道路清掃業務委託等

舗装補修工事 22,178,200円

決算

２．市道化事業【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

5,951,000円
（令和７年度へ繰越明許）

内容
道路の適正な管理を図るため、市内の認定外道路から対象路線を選定し、道路法に基づく市
道認定を行うものです。

53,402千円
当初予算 59,943千円

79,543千円

一般財源

道路補修等事業（道路政策管理課、道路整備課）

※上記のうち道路政策管理課分
当初予算 215,966千円

１．市内各道路維持補修事業

予算現額 1,059,695千円 決算

道路管理業務事業

１．道路ネットワーク検討事業【実施計画】

581,517千円

市内交通状況や広域道路ネットワークを把握し、本市の道路整備の基本的な考え方を整理し
ました。

１．市道化事業【実施計画】 13,354千円

5,951,000円（令和７年度へ繰越明許）

決算書Ｐ157

63,040千円

成果

4,351千円

道路の適正な管理を図るため、市内の認定外道路から対象路線を選定し、道路法に基づく市
道認定を行うものです。

「市道化推進計画」を策定するとともに、猫実二丁目及び当代島一丁目の２路線の道路境界
の確定や維持補修工事を行い、市道認定しました。一方、舞浜55番の路線については、関係
者との協議に時間を要したことなどにより年度内執行が見込めないため、令和７年度へ繰り
越しました。

4,361千円

決算書Ｐ157

成果

道

路

政

策

管

理

課

決算

2,035千円

決算書Ｐ159
当初予算 988,346千円

内容

内容

予算現額
5,423千円

安全で快適な道路網や交通環境を整備するため、市内道路のネットワークを把握し、課題の
整理や施策の検討を行うものです。

成果

4,351千円
当初予算

北栄三丁目の１路線について、道路境界の確定を行い、市道認定しました。

道路ネットワーク事業
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・

・

・

【実施計画】

・

・

(令和５年度より逓次繰越分)

・

・

一般財源 175,204千円
特定財源
地方債 363,400千円

道

路

政

策

管

理

課

成果
市道幹線９号、県道西浦安停車場線、新浦安駅前広場の歩道灯及び車道灯について、交通の
安全性の確保やまちなみの景観に配慮するため、４工区に分けた更新工事に着手し、１工区
及び２工区の更新工事を完了しました。

整備から30年以上が経過した市道幹線９号等の街路灯を更新するための工事を行うもので
す。

予算現額

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

１．道路照明施設更新事業（継続費分）【実施計画】 280,858千円

２．道路照明施設更新事業（継続費分）【実施計画】 257,746千円

内容

道路照明施設更新事業 決算書Ｐ163
当初予算 315,024千円

538,604千円 決算 538,604千円

１．市道第１－９号線道路改良事業（土地開発基金より購入） 15,220千円

内容
市道第１－９号線歩道空間の改善を目的に、道路用地の取得を行うものです。

成果
令和５年度に土地開発基金を活用して取得した土地について、一般会計にて買い戻しを行い
ました。

当初予算 15,221千円
予算現額 15,221千円 決算 15,220千円

首都高速湾岸線に連結している舞浜連結路について、首都高速道路株式会社への移管に伴
い、必要な測量及び管理図面等の作成を行うものです。

成果
市道第８－43号線（舞浜連結路）の移管に伴う、隣接土地との境界確定及び土地の所有権の
整理を行いました。

道路用地取得事業 決算書Ｐ163

１．舞浜連結路移管経費（令和５年度より事故繰越し分）

予算現額 6,886千円 決算 6,886千円

6,886千円
内容

成果

舞浜連結路移管経費 決算書Ｐ161
当初予算 -千円

舗装の劣化や道路付属物の破損等、95件の維持補修工事を行うとともに、幹線道路等の路面
清掃を行うことで車両や歩行者が安全に通行するための道路機能の維持と道路環境を確保し
ました。
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管

(令和５年度より繰越明許費分)

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

用地取得に係る土地の測量や物件補償について調査を行い、補償費の概算算定を行いまし
た。

内容
堀江・猫実元町中央地区密集市街地防災まちづくり事業を推進するため、堀江三丁目地区に
おける防災避難路用地の取得に必要な登記に関する業務を行うものです。

成果

堀江三丁目地区細街路整備事業（道路政策管理課、道路整備課） 決算書Ｐ163
当初予算

決算2,718千円 2,589千円

550千円
予算現額 7,239千円 決算 6,769千円

※上記のうち道路政策管理課分

道

路

政

策

管

理

課

１．堀江三丁目地区細街路用地取得関連経費【実施計画】 421千円

２．堀江三丁目地区細街路用地取得関連経費【実施計画】 2,168千円

堀江三丁目地区細街路整備事業
当初予算 550千円
予算現額
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管

　（令和７年度へ繰越明許）

・

・

22,110,000円

12,128,688円 門型標識、小型標識の定期点検業務
事業名

市道第３－41号線舗装修繕工事

１．道路ストック事業（その他）（令和５年度より繰越明許費分）

２．道路ストック事業（その他）（令和５年度より事故繰越し分）

３．道路ストック事業
355,208,000円

41,349,000円

舗装工　　　　　　　　　　2,034㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
道路付属物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　 63.7ｍ

7,442千円

268,798千円

81,686千円

内容
道路の舗装や付属構造物について、計画的に維持補修を実施します。

成果
道路の舗装や付属構造物の維持補修により、安全で安心な道路環境を維持しました。

舗装工　　　　　　　　　　1,331㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　　393ｍ

事業内容
門型標識・小型標識詳細点検業務委託
新浦安駅前交差点交通容量分析業務委
託

484,000円 信号現示変更の効果等について検討

市道幹線３号堀江地区舗装版試掘工事 1,166,000円 試掘工　　　　　　　　　　 １箇所

市道第１－71号線舗装修繕工事
（１工区）

道

路

整

備

課

事業費 事業内容

事業名 事業費 事業内容

市道第３－４号線舗装修繕工事
（その１）

81,686,000円

舗装工　　　　　　　　　　2,440㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
道路付属物施設工　　　　　 　一式
区画線工　　　　　　　　　2,474ｍ

東野交差点交通容量分析業務委託

※上記のうち道路整備課分
当初予算

484,000円 信号現示変更の効果等について検討

7,442,000円計（令和５年度より事故繰越し分）

計（令和５年度より繰越明許費分）

事業費

459,422,000円（令和７年度へ繰越明許）

81,686,000円

事業名

495,000円 試掘工　　　　　　　　　　 １箇所市道第１－71号線舗装版試掘工事

新浦安駅周辺駐車場案内標識撤去工事

契約額
　 12,342,000円
R５支出済
(前払金)
　　 4,900,000円
支出額(部分完了)
　　 7,442,000円

標識撤去（基礎含む）　　　　12基

予算現額

772,380千円
予算現額 822,090千円 決算 357,926千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

道路補修等事業（道路政策管理課、道路整備課） 決算書Ｐ159
当初予算 988,346千円

1,059,695千円 決算 581,517千円
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・

・

・

・

特定財源
国県支出金

内容
平成26年に、港、鉄鋼通り地区を繋ぐ路線を整備しましたが、その後の時間経過と共に港地
区側の開発が進み、歩行者の数が増加したことを踏まえ安全通路を整備するものです。

59,050千円
地方債 160,400千円

成果
千葉県が管理する道路用地の占用に係る協議を進めたほか、整備工事に着手しました。

１．港・鉄鋼通り接続道路整備事業
7,865,000円

４．街区内道路修繕事業【実施計画】

-千円

（令和７年度へ繰越明許）

512,746千円 決算 280,278千円

成果

内容
戸建て住宅地区における安全で快適な交通環境を維持していくため、地区単位で街区内道路
について、舗装の更新を行うものです。

-千円

市道第１－71号線舗装修繕工事
（３工区）

22,176,000円
舗装工　　　　　　　　　　　506㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　　103ｍ

市道第４-41号線舗装修繕工事

268,798,688円

舗装工　　　　　　　　　　4,010㎡
薄層カラー舗装工　　　　　3,760㎡
道路付属施設工　　　　　　　 一式
*R7へ繰越明許

道路改良事業 決算書Ｐ161

一般財源 60,828千円

 52,249,000円（令和７年度へ逓次繰越）

事業費 事業内容

舗装工　　　　　　　　　　2,695㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
道路付属物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　1,281ｍ

契約額
　　56,980,000円
支出額（前払金）
　　22,700,000円

104,214,000円

50,776,000円

174,102,000円（令和７年度へ繰越明許）

事業名

42,174,000円
舗装工　　　　　　　　　　3,100㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　1,329ｍ

451,876千円当初予算
予算現額

計

市道幹線３号堀江地区舗装修繕工事
（その２）

52,756,000円

市道幹線９号歩道補修工事

舗装工　　　　　　　　　　1,764㎡
排水構造物工　　　　　　　　 一式
区画線工　　　　　　　　　652.8ｍ

（令和７年度へ繰越明許）

市道第10-１号線舗装修繕工事

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

道

路

整

備

課

施工箇所が重複する千葉県企業局の水道管敷設替え工事と調整を図り、舗装更新工事の入札
手続きに着手しました。
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３．幹線道路液状化対策事業【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・

・

（令和７年度へ繰越明許）

計（継続費分） 924,000円

172,348,000円

924千円

事業名 事業費 事業内容

新浦安駅北口バスベイ整備に伴う自転
車ラック撤去工事

924,000円
ラック撤去　　　　　　  　 217台
付属施設撤去　　　　　   　 一式

県道西浦安停車場線の交通の円滑化を図るため、歩行空間を確保しつつ歩道に切込みを入れ
た停留所を整備するものです。

（令和７年度へ逓次繰越）

8,628,000円

幹線２号においては、詳細設計、幹線５号と幹線７号の一部において、減災対策工事及び付
帯工事を行い、緊急輸送路の通行を確保しました。

396,000円

成果
バスベイ整備に向けた準備工事に着手しました。また、事業用地購入に向けた調査や設計業
務に取り組みました。

堀江橋から富士見交番交差点を対象
とした設計業務（L=630m）

市道幹線２号（堀江橋～富士見交番交
差点）液状化対策実施設計業務委託

21,450,000円

液状化対策工　          1,435㎡
　（改良土工　　　　　　  381㎡）
　（CAE路盤工　　　　　 　957㎡）
　（単粒度置換工 　　　 　 97㎡）
舗装工　　            　1,957㎡
排水構造物工　　　       　一式
道路付属物工　　           一式
*R7へ繰越明許

計

２．幹線道路液状化対策事業【実施計画】
77,693,000円

-千円

172,348千円

内容

事業名

成果

内容

事業費 事業内容

５．新浦安駅北口バスベイ整備事業【実施計画】 3,137千円

市道幹線５号富士見地区液状化対策工
事に伴う舗装版試掘工事

現況舗装構成を確認するための試掘

市道幹線５号富士見地区液状化対策工
事（その１）

114,202,000円

（令和７年度へ繰越明許）

浦安市地域防災計画で定める緊急輸送路のうち、特に重要な幹線道路を対象に、災害時にお
ける緊急車両の通行を確保するため、地盤の液状化現象に備えた減災対策を行うものです。

液状化対策工　          1,659㎡
　（改良土工　　　　　　1,126㎡）
　（CAE路盤工　　　　　 　533㎡）
舗装工　　            　3,501㎡
排水構造物工　　　       　一式
道路付属物工　　           一式

市道幹線７号液状化対策工事
（その４）

契約額
　　90,926,000円
支出額（前払金）
　　36,300,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

道

路

整

備

課

４．新浦安駅北口バスベイ整備事業（継続費分）【実施計画】
52,249,000円

－202－－202－

主要<200>



所
管

７．市道第１－９号線道路改良事業【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

計（令和５年度より繰越明許費分） 47,000,000円

事業名 事業費 事業内容

市道第１－９号線道路改良工事
（その１）

契約額
　 111,518,000円
R５支出済
(前払金)
　　61,900,000円
支出額(部分完了)
　　47,000,000円

（現年度予算との合算）
横断防止柵工　　　　　     312ｍ
側溝改修工　　　　　　　　 447ｍ
舗装工　　　　　　　　   2,515㎡
（車道舗装工　　　  　  1,900㎡）
（歩道舗装工　　　 　  　 615㎡）

市道第１－９号線道路改良に伴う附帯
工事

99,000円 誘導ブロックの補修　　　　　一式

計 53,624,000円

407,000円

市道第１－９号線道路改良工事
（その２）

契約額
　 126,390,000円
支出額(前払金)
　　50,500,000円

横断防止柵工　　　　　     325ｍ
側溝改修工　　　　　　　　 590ｍ
舗装工　　　　　　　　   3,011㎡
（車道舗装工　　　  　  2,230㎡）
（歩道舗装工　　　 　  　 781㎡）
*R7へ繰越明許

市道第１－９号線道路改良工事
（その１）

契約額
　 111,518,000円
支出額(部分完了)
 　　2,618,000円

（繰越明許費との合算）
横断防止柵工　　　　　     312ｍ
側溝改修工　　　　　　　　 447ｍ
舗装工　　　　　　　　   2,515㎡
（車道舗装工　　　  　  1,900㎡）
（歩道舗装工　　　 　  　 615㎡）

47,000千円

内容
市道第１－９号線における歩行空間の改善を目的に、横断防止柵や路面標示の見直し、側溝
の改修に加え、市が所有する施設の一部にセットバックを行うものです。

成果
市道第１－９号線の一部において、公有地のセットバックを含む歩行空間の改善及び附帯工
に取り組みました。

事業名 事業費 事業内容

計 3,137,200円

６．市道第１－９号線道路改良事業【実施計画】 53,624千円
79,916,000円

契約額
　　3,938,000円
支出額（前払金）
　　1,100,000円

事業用地取得を見据えた、排水勾配
などの見直しを行う修正設計業務
*R7へ繰越明許

新浦安駅北口バスベイ整備事業に係る
不動産鑑定評価業務委託（その１）

672,100円
購入予定用地の不動産価格に関する
調査業務

新浦安駅北口バスベイ整備事業に係る
不動産鑑定評価業務委託（その２）

672,100円
購入予定用地の不動産価格に関する
調査業務

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

新浦安駅北口バスベイ整備に伴う概況
ヒアリング業務委託

242,000円
事業用地取得に向けた土地所有者と
の補償費等に関する調整業務

浦安市入船一丁目48番12他新浦安駅前
北口道路認定に伴う測量業務委託

451,000円
事業用地取得に向けた道路区域認定
に必要な測量業務

道

路

整

備

課

（令和７年度へ繰越明許）

資材価格特別調査　４品目
市道第１－９号線道路改良工事に伴う
資材価格特別調査業務

事業名 事業費 事業内容

新浦安駅北口バスベイ整備修正設計業
務委託

－203－

主要<201>



所
管

・

・

・

・

6,952千円
内容

新浦安駅北口の美浜一丁目地区にエレベーターを新設し、「浦安市交通バリアフリー道路特
定事業計画（平成17年）」に基づき、新浦安駅周辺の特定経路におけるバリアフリー化を推
進するとともに、駅の拠点機能強化を図るものです。

成果
令和７年度の工事に向けた実施設計を行ったほか、当該工事により一部撤去となる歩道橋の
高欄にアスベストが含有されていないことを確認しました。

事業名 事業費 事業内容

当初予算 13,931千円
予算現額 8,704千円 決算 6,952千円

新浦安駅南口利便性向上に向けた歩行
者等調査業務委託

3,245,000円

駅滞在者数調査　　　　　　　一式
人流動態調査　　　　　　　　一式
交通活用状況調査　　　　　　一式
データ分析　　　　　　　　　一式
課題検討　　　　　　　　　　一式

交通安全施設等道路整備事業 決算書Ｐ161

計 3,245,000円

新浦安駅北口エレベーター整備実施設
計業務委託

6,666,000円
実施設計　　　　　　　　　　一式

事業内容

286,000円
試料採取　　　　　　　　　５箇所
分析試験　　　　　　　　　５箇所

１．交通バリアフリー道路特定事業（実施設計）

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
交通結節点である新浦安駅の現状課題を把握し、拠点機能強化に向けて検討をするもので
す。

事業名 事業費

計 6,952,000円

新浦安駅北口歩道橋アスベスト調査業
務委託

８．新浦安駅南口利便性向上事業【実施計画】

交通系ICカードや携帯GPS等のデータを用いて、駅前周辺のマクロ人流調査をし、駅施設利用
実態の現状把握を行いました。

道

路

整

備

課

3,245千円

－204－－204－

主要<202>



所
管

１．無電柱化事業（実施設計）【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

計（令和５年度より繰越明許費分） 154,965,000円

市道幹線４号無電柱化事業電線共同溝
整備工事　海楽側（その３）

契約額
　 148,709,000円
R５支出済
(前払金)
　  54,200,000円
支出額(部分完了)
　　94,509,000円

管路工（電力系管路）　　  　487ｍ
管路工（通信系管路）　　　　178ｍ
特殊部　　　　　　　　　　 　５基

市道幹線４号無電柱化事業電線共同溝
整備工事　海楽側（その４）

60,456,000円
管路工（電力系管路）　　　　100ｍ
管路工（通信系管路）　　　　 49ｍ
舗装工　　　　　　　　　　　 一式

市道幹線４号無電柱化事業電線共同溝
整備に伴う引込管・連系管等設備工事
の設計に関する令和６年度委託協定

7,965,100円 電力引込・連系管路設計　　　一式

事業名 事業費 事業内容

市道幹線４号無電柱化道路照明整備工
事に伴う資材価格特別調査業務

363,000円 資材価格特別調査　　　　　２品目

計（令和５年度より繰越明許費分）

事業名 事業費 事業内容

15,620千円

２．無電柱化事業【実施計画】 16,347千円

３．無電柱化事業【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分） 154,965千円

事業内容

成果
幹線４号について電線共同溝本体設備の整備及び東京電力による引込・連系管路工事の設計
に取り組みました。また、市道第５－１号線について無電柱化事業に伴う事前家屋調査、測
量、設計業務に取り組みました。

事業名 事業費

一般財源 41,982千円
特定財源

国県支出金 59,550千円
地方債 85,400千円

道路環境整備事業 決算書Ｐ161
当初予算 17,559千円
予算現額 202,550千円 決算 186,932千円

浦安市無電柱化推進計画(令和２年９月策定)に基づき、緊急輸送道路のうち特に重要な路線
について、無電柱化を推進するものです。

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

道

路

整

備

課

計 16,347,100円

市道第５－１号線無電柱化事業電線共
同溝整備工事に伴う家屋事前調査業務
委託

8,382,000円
家屋事前調査　　　　　　　　14棟
工作物調査　　　　　　　　１箇所

市道第５－１号線無電柱化設計業務委
託

13,178,000円
電線共同溝詳細設計　　　　　一式
道路照明施設詳細設計　　　　一式
仮設構造物設計　　　　　　　一式

市道第５－１号線無電柱化設計に伴う
測量業務委託

2,079,550円
基準点測量　　　　　　　　　一式
路線測量　　　　　　　　　　一式
現地測量　　　　　　　　　　一式

15,620,550円

－205－－205－
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所
管

１．堀江三丁目地区細街路整備事業（基本設計）【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・

・

美浜２号歩道橋伸縮装置補修工事 319,000円 伸縮装置補修　　　　　　　１箇所
計 41,679,000円

見明川中央歩道橋タイル補修工事
（その２）

341,000円 表層 　　　　　　　　　　A=4.1㎡

新中橋平板ブロック補修工事 275,000円 平板ブロック撤去設置　　 A=1.8㎡

堀江橋橋脚断面補修工事 99,000円 断面補修　　　　　　　　　１箇所

39,083,000円 塗装工  　A=194m2 防滑工 A=705㎡
堀江橋点検口補修工事 264,000円 点検口補修　　　　　　　　１箇所

新浦安駅北口歩道橋伸縮装置補修工事 77,000円

舞浜駅前歩道橋接続部段差補修工事 99,000円 段差補修　　　　　　　　　１箇所
美浜２号橋高欄補修工事 825,000円 高欄補修  18箇所 塗替塗装 A=１㎡

地方債 9,200千円
１．橋りょう維持補修経費 41,679千円

40,070,000円

事業名 事業費 事業内容

（令和７年度へ繰越明許）

155,291,000円（令和７年度へ逓次繰越） 一般財源 196,197千円
 40,070,000円（令和７年度へ繰越明許） 特定財源

国県支出金 7,811千円

橋りょう維持補修事業 決算書Ｐ163
当初予算 250,522千円
予算現額 409,029千円 決算 213,208千円

堀江・猫実元町中央地区密集市街地防災まちづくり事業を推進するため、堀江三丁目地区に
おける防災避難路の整備に向けた設計を行うものです。

成果
避難路整備に向けた基本設計を行いました。

事業名 事業費 事業内容

予算現額 4,521千円 決算 4,180千円

4,180千円

内容

予算現額 7,239千円 決算 6,769千円

※上記のうち道路整備課分
当初予算 -千円

堀江三丁目地区細街路整備事業（道路政策管理課、道路整備課） 決算書Ｐ163
当初予算 550千円

伸縮装置補修　　　　　　　１箇所
見明川中央歩道橋タイル補修工事 297,000円 表層 　　　　　　　　　 　A=２㎡
新浦安駅前歩道橋補修工事

成果
橋りょうの通行や安全に支障を及ぼす損傷を補修し、安心で安全な橋りょう環境の確保を図
りました。

内容
緊急性の高い橋りょうの維持補修を行うものです。

計（令和５年度より繰越明許費分） 4,180,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

堀江三丁目地区細街路整備測量及び道
路予備設計業務委託

契約額
　 　5,280,000円
R５支出済
(前払金)
　 　1,100,000円
支出額
（部分完了）
　　 4,180,000円

現地測量　　　　　　　　　 　一式
道路予備設計　　　　　 　　　一式

道

路

整

備

課

－206－－206－
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３．橋りょう長寿命化修繕及び耐震補強事業【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

橋面舗装工               A=166㎡
塗替塗装工               A= 57㎡

　　（令和７年度へ逓次繰越）
５．舞浜駅南口歩道橋橋面改修事業（継続費分）【実施計画】

（令和５年度より逓次繰越分）

・

・

事業名 事業費 事業内容

舞浜駅南口歩道橋橋面改修工事Ⅰ期側
（その１）

契約額
　  84,260,000円
支出額(前払金)
　　19,822,000円

（逓次繰越費との合算）
舗装打換え工（一般部）　 A=534㎡
舗装打換え工（階段部）　 A= 54㎡
*R7へ逓次繰越

事業名 事業費 事業内容

舞浜駅南口歩道橋橋面改修工事Ⅰ期側
（その１)

契約額
　  84,260,000円
支出額(前払金)
　　13,878,000円

（現年度予算との合算）
舗装打換え工（一般部）　 A=534㎡
舗装打換え工（階段部）　 A= 54㎡

契約額
　　81,950,000円
R５支出済(前払金)
　  27,600,000円
支出額
　　54,350,000円

計 19,822,000円

68,228千円

内容
舞浜駅南口歩道橋において、橋面上の不陸等の発生により修繕が必要となったことから、玄
関口としての役割を引き続き担うに相応しい修繕を実施するものです。

成果
平成12年に拡張された歩道橋の範囲において、舗装の打換え及び排水施設の改修工事を実施
したほか、平成元年から供用されている歩道橋の一部の範囲において、舗装の打換えを実施
し、通行の安全を確保しました。

事業名 事業費 事業内容

４．舞浜駅南口歩道橋橋面改修事業（継続費分）【実施計画】 19,822千円
155,291,000円

事業費 事業内容
橋梁修繕設計業務委託
（堀江橋外１橋）

18,480,000円
修繕設計                    ２橋
堀江橋、見明川歩道橋

西境橋修繕工事 11,451,000円

事業名

２．橋りょう長寿命化修繕及び耐震補強事業【実施計画】 63,580千円

19,899千円

内容
橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、対象となる橋りょうの修繕設計や工事を実施するもの
です。

成果

計（令和５年度より逓次繰越分） 68,228,000円

舗装打換え工　　　　　　 A=903㎡
排水施設改修工 　　　　　A=5.92m

舞浜駅南口歩道橋橋面改修工事
（Ⅱ期側）

あけぼの橋修繕工事 33,649,000円

計 63,580,000円

北栄２号橋修繕工事 19,899,000円
橋面舗装工 　　　　  　 A=86.4㎡
断面修復工 　　　　　　 　　一式

計（令和５年度より繰越明許費分） 19,899,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

橋面舗装工 　　　　　  　A=118㎡
断面修復工　                一式

堀江橋、見明川歩道橋の修繕設計を実施したほか、西境橋、あけぼの橋の修繕工事を行い安
全性を確保しました。

道

路

整

備

課

－207－－207－

主要<205>



所
管

１．雨水対策事業

・

・

２．雨水対策事業（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

雨水対策事業 決算書Ｐ163
当初予算
予算現額 1,332,591千円 決算 1,313,214千円

17,699,000円（令和７年度へ繰越明許）
一般財源 95,000千円 1,341,691円（令和７年度へ逓次繰越）

内容

577,000千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

190,150千円

15,460千円

国県支出金 641,214千円
特定財源

排水活動の円滑化を図るため、市内12箇所の人孔内に設置された水位計や市内13箇所に設置
された冠水センサーの保守点検を行うものです。また、舞浜第一児童公園復旧の設計につい
ては追加にて現地測量を行うものです。

地方債

成果
マンホールアンテナ及び冠水センサーの保守点検を行い、動作の正常を確認しました。舞浜
第一児童公園復旧に向け、住民ワークショップを２回実施し、住民意見を取り入れた基本設
計及び実施設計を行いました。

基本設計及び実施設計　       一式

オンサイト貯留施設構造及び整備順位
の検討業務委託

682,000円

雨水出水浸水想定区域図作成のための
シミュレーション業務委託

貯留施設構造検討等

事業名 事業費 事業内容

雨水管理システム保守管理業務委託

契約額
  　 7,161,000円
支出額
(令和６年度分）
　   6,138,000円

マンホールアンテナ及び雨水管理シ
ステムの保守点検　　  　　　 一式

舞浜第一児童公園復旧設計業務委託

契約額
  　14,212,000円
支出額
(令和６年度分）
　   2,002,000円

6,050,000円 シミュレーション業務　       一式

冠水センサー保守管理業務委託

契約額
  　　 558,800円
支出額
(令和６年度分）
　  　 479,600円

保守点検及びシステムライセンス賃
貸借　　　　　　 　 　　　　 一式

冠水センサー必要経費 108,511円 光熱水費（電気料金）
計 15,460,111円

8,610千円
内容

舞浜地区の雨水貯留管整備工事において、シールドマシンの発進基地で使用している公園を
復旧するための設計を行うものです。

成果
舞浜第一児童公園の復旧に向け、住民ワークショップを２回実施し、住民意見を取り入れた
基本設計及び実施設計を行いました。

事業名 事業費 事業内容

舞浜第一児童公園復旧設計業務委託

契約額
　  14,212,000円
R５支出済(前払金)
　   3,600,000円
支出額
(令和６年度分）
　   8,610,000円

基本設計及び実施設計　    　一式

道

路

整

備

課

計 8,610,000円
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３．雨水対策事業【実施計画】
5,170,000円

・

・

４．舞浜地区雨水貯留管整備事業（継続費分）【実施計画】

・

・

５．舞浜地区雨水貯留管整備事業（継続費分）【実施計画】
（令和５年度より逓次繰越分）

1,341,691円

・

・

６．富岡地区雨水貯留管整備事業（基本設計）【実施計画】
12,529,000円

・

・
成果

貯留管整備箇所について過年度成果を基に立坑位置や施設構造等の比較検討に着手しました。

1,130,632千円

152,000千円

6,512千円

事業内容

舞浜地区に次いで雨水貯留管を整備することが計画されている富岡地区について、貯留管の
立坑位置や施設構造等を比較検討し、最適な施設構造を定めるものです。

排水機場の更新に係る基本計画策定
一式
*R7へ繰越明許

198,000円

五丁歩排水機場更新に向けた基本計画を作成するとともに、地域の浸水被害防止のために土
のうステーションを市内11箇所に設置するものです。

大雨・台風時に舞浜交差点付近で発生している道路冠水被害の軽減を図るため、国が主体と
なって施工する市道幹線６号直下への雨水貯留管の整備に対する負担金を支出するもので
す。

成果

購入及び設置に係る費用

6,512,000円

道

路

整

備

課

契約額
  　 7,370,000円
支出額(前払金)
　   2,200,000円

土のうステーション設置準備工事

成果

大雨・台風時に舞浜交差点付近で発生している道路冠水被害の軽減を図るため、国が主体と
なって施工する市道幹線６号直下への雨水貯留管の整備に対する負担金を支出するもので
す。

内容

4,114,000円

事業名

土のうステーション購入

土のうステーションは冠水常襲箇所11箇所に設置しました。五丁歩排水機場更新に向けた基
本計画の策定に関しては建替え用地の検討などに向けた関係機関との協議に時間を要したた
め、業務を令和７年度へ繰り越しました。

事業費

計

内容

五丁歩排水機場更新基本計画業務委託

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

令和６年５月からシールドマシンによる掘進作業に着手し、令和６年11月に全長約760ｍの掘
進が完了しました。

成果

内容

令和６年５月からシールドマシンによる掘進作業に着手し、令和６年11月に全長約760ｍの掘
進が完了しました。なお、取水口設置に当たって試掘工が必要になったこと、警察協議に時
間を要したことなどから令和７年度に逓次繰越しています。

-千円

コンクリート打設2.76㎡（２箇所）

（令和７年度へ繰越明許）

（令和７年度へ逓次繰越）

（令和７年度へ繰越明許）
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１．各排水機場・ポンプ場維持補修経費
102,410,000円

２．各排水機場・ポンプ場維持補修経費（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

１．排水管維持管理経費
15,943,400円

・

・

5,830,000円

事業費

水位計補修等工事他１件

（令和７年度へ繰越明許）

（令和７年度へ繰越明許）

ポンプ異音による緊急オーバーホー
ル

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

道

路

整

備

課

計（令和５年度より繰越明許分） 88,539,000円

堀江第２排水機場他高圧ケーブル等改
修工事

船圦川第２排水機場電動ポンプ分解整
備工事

64,900,000円

136,129千円

事業内容

247,879千円 決算

決算書Ｐ165
当初予算 132,648千円
予算現額

成果

102,410,000円（令和７年度へ繰越明許）

各排水機場管理事業

計 5,807,014円

ポンプ等の分解整備などを行い、雨水排水施設の機能を維持しました。

事業名 事業費
本沢前排水機場エンジンポンプ分解整
備工事

22,946,000円

高圧ケーブル等交換　　　　　一式

電動機故障による緊急オーバーホー
ル

その他維持補修工事 2,701,600円 雨水管補修等　　　　　　　 計５件

事業内容

18,480,000円 更新計画に基づくオーバーホール

その他の維持補修等工事

事業名

計

窓口用パソコン雨水管理システムライ
センス賃貸借

契約額
  　　 385,000円
支出額
(令和６年度分）
　  　 330,000円

窓口用パソコンにおける雨水管理シ
ステム使用のため

幹線２号雨水管路新設工事に伴う水道
施設移設工事における建設事業補償金

842,890円
水道局への上水管撤去依頼に伴う費
用

事業名 事業費 事業内容
雨水管清掃等委託業務
（汚泥処理含む）

1,932,524円 雨水管清掃及び調査         計５件

15,943,400円（令和７年度へ繰越明許）

5,807千円

内容
管路清掃や人孔鉄蓋の交換など雨水管路の維持管理を行うものです。適切な排水経路を確保
し、当該地の冠水軽減を図るものです。

成果
管路清掃や雨水管路の維持補修を行いました。

当初予算 30,006千円
予算現額 32,816千円 決算 14,645千円

88,539千円

22,946千円

排水対策事業 決算書Ｐ165

ポンプのオーバーホールなど市管理の排水機場・ポンプ場の維持管理を行うものです。
内容

山城屋前排水機場２号電動ポンプ分解
整備工事

17,809,000円

4,466,000円
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１．堀江川浄化ポンプ（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

１．境川水辺空間整備事業【実施計画】

・

・

・

・

堀江川の水質浄化が図られました。

35,200千円
内容

堀江川の水質浄化を図るため、境川から取水し、堀江川上流部の吹上橋まで河川水を送って
いる堀江川浄化取水ポンプの機能の維持を行うものです。

成果

当初予算 107,561千円
予算現額 140,642千円 決算 135,584千円

一般財源 237,298千円
特定財源

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算 100,813千円

60,237,000円（令和７年度へ繰越明許）

河川施設維持管理費 決算書Ｐ165

令和６年８月、「境川かわまちづくり（第１期）計画」が「かわまちづくり」支援制度に登
録されました。

事業名 事業費 事業内容

地方債 19,100千円

22,604千円
内容

成果

境川沿川及び沿川後背地について、国土交通省が定める「かわまちづくり」支援制度の活用
に向け計画を策定するものです。

99,000円 啓発品作成
境川Cゾーン看板作成業務委託 495,000円

境川かわまちづくり推進検討業務委託 22,000,000円
かわまちづくり計画の作成
かわまちづくり社会実装に向けた検
討

催事用看板作成

境川公園整備工事の施工者を選定し、着工しました。引き続き整備を進めるため、業務を令
和７年度へ繰り越しました。

326,240千円 決算

28,300千円

決算書Ｐ165

２．境川・市役所周辺エリア整備事業【実施計画】

256,398千円

60,237,000円

事業費

旅費

成果

計 22,604,339円

東水門から国道357号境川橋までの区間の右岸側沿川において、河川管理用通路及び境川公園
などを遊歩道として一体的に整備を行うものです。

10,339円

かわまちづくり啓発品作成業務委託

境川公園整備工事

契約額
  　70,895,000円
支出額(前払金)
　  28,300,000円

敷地造成工　　　　　　　　　一式
擁壁工　　　　　　　　　　　４基
給水・電気施設　　　　　　　一式
園路整備工　　　　　　　　　535㎡
階段工　　　　　　　　　　　３基
デッキ工　　　　　　　　　　154㎡
*R7へ繰越明許

事業名

国土交通省、千葉県庁等

内容
（令和７年度へ繰越明許）

事業内容

道

路

整

備

課

予算現額

28,300,000円計

河川海岸環境整備事業
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３．境川・市役所周辺エリア整備事業【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

４．千鳥地区前面海岸護岸開放事業【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

道

路

整

備

課

82,792千円

内容

土工　　　　　　　　　　　　一式
舗装工　　　　　　　　　　　222㎡
デッキスロープ　　　　　　　一式
立入防止柵　　　　　　　　　85ｍ
展望デッキ　　　　　　　　　一式

事業名 事業費 事業内容

境川東野地区遊歩道安全施設設置工事

浦安海岸千鳥地区前面護岸の開放のため、千葉県と協議を行いながら、転落防止柵や階段等
の整備を行うものです。

成果
前面護岸の開放に必要な転落防止柵や階段等の整備を行い、令和５年度に施工済みの範囲と
併せた約700ｍについて施工を完了し、計画した全範囲について開放を行いました。

境川排水機場内フェンス補強工事

787,732円

転落防止柵　　　　　　　　　３ｍ
看板　　　　　　　　　　　　２枚
視線誘導標　　　　　　　　　５本
路面標示シート　　　　　　　７枚

境川Cゾーン修景設備照明改修工事
（その2）

990,000円 桜ライトアップ照明　　　　　11基

内容

220,000円 フェンス補強　　　　　　　　一式

車止め設置　　　　　　　　　２基境川管理用通路用車止め設置工事 484,000円

境川排水機場内通路整備工事 80,311,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

事業内容
浦安海岸千鳥地区車止め設置等工事

事業名 事業費

計（令和５年度より繰越明許費分） 82,792,732円

計（令和５年度より繰越明許費分） 110,475,000円

浦安海岸千鳥地区安全施設設置等工事
（２工区）

103,686,000円
転落防止柵工     　　　　277.5ｍ
組立階段工 　             　一式

1,254,000円 車止め設置工　　　　　　　　一式

東水門から国道357号境川橋までの区間の右岸側沿川において、河川管理用通路及び境川公園
などを遊歩道として一体的に整備を行うものです。

取付階段工　　　　　　　　　一式

110,475千円

境川排水機場内に新たな通路を整備し、親水性の向上が図られました。
成果

浦安海岸千鳥地区取付階段設置工事

契約額
　   8,635,000円
R５支出済
(前払金)
　   3,100,000円
支出額(部分完了)
　　 5,535,000円
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５．堀江ドック整備事業（基本設計）【実施計画】
（令和５年度より繰越明許費分）

・

・

・

・

堀江ドック基本設計業務委託 4,994,000円 基本設計　　　　　　　　　　一式
事業内容

計 4,994,000円

道

路

整

備

課

内容
境川河口部への水門・排水機場の整備について、その必要性や課題を整理し、実現方策を検
討するものです。

成果

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果

事業費

境川河口部への水門・排水機場の整備について、気候変動に伴う千葉県の海岸保全基本計画
の見直しや本市の雨水管理総合計画、境川かわまちづくりへの効果を検証することで必要性
を再整理し、千葉県と協議していくための基礎資料を作成しました。

事業名 事業費 事業内容
境川河口部水門の必要性に関する調査
検討業務委託

5,445,000円
現地調査、資料収集整理、対策方法
の検討

６．境川水門整備検討経費 5,445千円

計 5,445,000円

4,994千円

内容
千葉県と協議を行いながら耐震対策の整備促進を図るとともに、堀江ドックの再整備後の利
活用について検討を進めるための基本設計を行うものです。

堀江ドック再整備後の利活用について検討を進め、後背地の造成高や活用方法について整理
し、千葉県と協議していくための基礎資料を作成しました。

事業名
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国県支出金

・

・

・

・

・

・

257,729千円

地籍調査経費【実施計画】

210,451千円

地

籍

調

査

課

223,925千円

42,300千円

地籍調査を推進するために必要な地権者情報管理や測量業者の工程管理などを行うととも
に、地権者特定調査を行うものです。

内容

土地所有者と現地立会を実施し、地籍調査票の回収を行いました。
事業名

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ159
当初予算

決算予算現額

東日本大震災の液状化の影響により境界が不明確となった美浜四丁目の一部、弁天一丁目及
び高洲八丁目・九丁目について、調査を行うものです。

事業名 事業費 業務内容

地籍調査事業に伴う地権者特定
業務委託

対象面積：0.16㎢
対象筆数：445筆

5,000,000円

成果

1,646,685円

46,109,000円
（令和７年度へ繰越明許）

現住所調査
相続人調査

その他

浦安市地籍調査事業コンサルティング
業務委託

93,060,000円
対象面積：2.739㎢
対象筆数：6,021筆

業務内容事業費

3,500,000円

46,109,000円（令和７年度へ繰越明許）

96,376千円
内容

計 96,376,606円

成果

1,669,921円

13,500,000円

浦安市地籍本調査測量業務委託
（美浜四丁目の一部）
浦安市地籍本調査測量業務委託
（弁天一丁目、舞浜二丁目の一部Ⅱ）
浦安市地籍本調査測量業務委託
（高洲八丁目・九丁目）

5,000,000円

計

対象面積：0.232㎢
対象筆数：363筆
対象面積：0.32㎢
対象筆数：42筆

地権者の情報管理や測量業者の工程管理及び土地所有者の現住所調査や法定相続人調査を行
い、地籍調査の進捗を図りました。

一般財源 179,094千円
特定財源

31,357千円
１．地籍予備調査経費

13,500千円

消耗品費、使用料及び賃借料等

２．地籍調査経費

浦安市地籍本調査測量業務委託
（舞浜三丁目の一部）

11,370,000円
対象面積：0.27㎢
対象筆数：563筆

計 42,300,000円

浦安市地籍本調査測量業務委託（美浜
三丁目の一部、今川二丁目の一部Ⅱ）

17,600,000円
対象面積：0.265㎢
対象筆数：423筆

浦安市地籍本調査測量業務委託
（舞浜二丁目の一部）

13,330,000円
対象面積：0.24㎢
対象筆数：610筆

３．地籍調査経費（令和５年度より繰越明許費分）
内容

成果

事業名 事業費 業務内容

東日本大震災の液状化の影響により境界が不明確となった美浜三丁目の一部、舞浜二丁目の
一部及び舞浜三丁目の一部について、調査を行うものです。

土地所有者と現地立会を実施し、地籍調査票の回収を行いました。
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（債務負担行為分）

・

・

４．地籍予備調査経費（立会業務経費）

26,615千円

境界復元案に基づく現地立会等を行いました。

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

浦安市地籍予備調査立会業務委託

4,235千円

浦安市地籍予備調査測量業務委託
（東野三丁目）

9,570,000円

５．地籍予備調査経費（立会業務経費）（債務負担行為分）

６．地籍予備調査経費（測量業務経費２０２２年度開始地区）

７．地籍予備調査経費（測量業務経費２０２２年度開始地区）

地

籍

調

査

課

内容

東日本大震災の液状化現象により境界が不明確となった東野三丁目、今川四丁目、弁天二丁
目及び弁天三丁目について、土地所有者との現地立会を行うものです。

東日本大震災の液状化現象により境界が不明確となった東野三丁目、今川四丁目、弁天二丁
目及び弁天三丁目について、調査を行うものです。

境界復元案の現地表示を行い、土地所有者と現地立会を実施しました。

業務内容
対象面積：0.66㎢
対象筆数：2,141筆

20,844千円

業務内容
対象面積：0.22㎢
対象筆数：607筆
対象面積：0.13㎢
対象筆数：490筆

計 27,424,300円

浦安市地籍予備調査測量業務委託
（今川四丁目)

5,078,100円

浦安市地籍予備調査測量業務委託
（弁天二丁目)

7,156,300円
対象面積：0.15㎢
対象筆数：537筆

事業名

浦安市地籍予備調査測量業務委託
（弁天三丁目)

5,619,900円
対象面積：0.16㎢
対象筆数：507筆

30,850,200円

6,580千円

成果

事業名 事業費

事業費

成果
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498,598千円
472,808千円

市民が集い憩いの場所となる公園を提供することができました。

内容
118,469千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ169
当初予算

その他

決算

２．公園植栽管理業務（債務負担行為分） 196,955千円

適切な植栽状況を保ち、市民の憩いの場所となる公園を提供することができました。

公園の美観を保ち安全な公園を提供するため、維持管理を行うものです。

当初予算 17,625千円

公園管理運営事業

１．公園維持管理費

予算現額

み

ど

り

公

園

課

一般財源
特定財源

513,709千円

決算

25,790千円

内容

504,997千円

内容

緑のリサイクル事業

予算現額 17,625千円 17,624千円

成果

公園の美観を保ち安全な公園を提供するため、公園植栽の維持管理を行うものです。

決算書Ｐ171

17,624,200円

枝葉粉砕　　　　　　　 2287.3㎥
チップ敷均し　　　　　　　774㎥
チップ材堆肥管理　　　　　 ６回
剪定チップ堆肥化業務　　316.9㎥

成果

成果
堆肥化したチップを植栽地のマルチング材として使用することで、再資源化とともに、ゴミ
の減量が図られました。

街路樹や公園樹木の剪定等で発生した枝葉等を粉砕・チップ化し、堆肥や土壌改良材などに
リサイクルして、再資源化及びゴミの減量を図るものです。

事　業　費 事　業　内　容事　　　業　　　名

緑のリサイクル業務委託
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（令和５年度より繰越明許費分）

・

・
成果

千鳥地区の利便性の向上を図るため、臨海公園用地において駐車場を整備しました。

その他工事 2,321,000円
３件（植栽工、アスファルト舗装工、
サイン施設工）

計 42,999,000円

千鳥第１公共駐車場照明灯設置工事 9,097,000円 照明設備工、電線管路工

臨海公園用地公共駐車場整備工事
（その２）

31,581,000円
公園施設撤去工、敷地造成工、電気設
備工、園路広場整備工

２．千鳥地区前面海岸護岸開放事業【実施計画】 42,999千円

内容
千鳥地区前面海岸護岸の開放に伴い、駐車場の整備を行うものです。

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

人流データを活用して、当該エリアにおける利用者数の経年や月ごとの推移等について調
査・分析を行い、民間活力の導入に資する基礎資料をまとめました。

明海・高洲地区公園エリアについて、市民がみどりと水辺に親しめる空間を創出するため、
民間活力の導入に向け、基礎調査を行うものです。

成果

１．明海・高洲地区公園エリア整備事業【実施計画】 3,670千円
内容

当初予算 21,162千円
予算現額 47,639千円 決算 46,669千円

公園建設事業 決算書Ｐ171

開 園 日 数 191日 114日 305日

215,919人

16,383人 32,110人

曜日別利用者数

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

み

ど

り

公

園

課

決算書Ｐ171
当初予算 87,527千円
予算現額 88,109千円 決算 85,870千円

内容

交通公園管理運営事業

交通公園の円滑な運営を図るため、管理運営の一部委託や施設修繕等を行いました。
利用状況につきましては、次のとおりです。
開園日数

平　日 土曜・日曜・祝日 合　計

平　日 土曜・日曜・祝日 合　計
乗 物 利 用 者 57,243人 158,676人

39,120人 30,494人 69,614人

市内外別乗物利用者数
市　内 市　外 合　計

大 型 四 輪 車 15,727人

47,885人
幼 児 用 乗 物 15,615人 11,729人 27,344人

小 型 四 輪 車 20,201人 18,765人 38,966人
バ ッ テ リ ー カ ー

団　体　数 来　園　者　数

自 転 車 26,366人 21,519人

団 体 来 園 者 数 6団体 215人

成果
交通ルールの体得や動物とのふれあいなど、さまざまな乗り物や動物を通じて楽しみながら
学べる場を提供しました。利用者数は前年度比で約12.4％（約23,800人）増加しました。

乗 物 利 用 者 合 計 117,029人 98,890人 215,919人
団体来園者数
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市民一人一人が積極的な緑化活動を行えるよう、その環境づくりとして市民向けオープン講
座の開催やみどりのカーテンの普及活動を、市民団体の「みどりのネットワーク」と協働で
行うものです。

成果
「みどりのネットワーク」と協働でみどりのカーテン普及活動等を行い、積極的な緑化活動
の推進が図られました。

成果
保存樹木助成金の交付により、緑の保全と緑化に対する意識の向上が図られました。

３．みどりのネットワーク事業補助金 452千円
内容

緑の保全と、緑化に対する意識の向上を図るための支援を行うものです。
事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

保存樹木指定事業助成金 3,225,000円 保存樹木　566本

229,000円

成果
生垣の設置により、市街地のみどり豊かで良好な環境整備が図られました。

２．保存樹木指定事業助成金 3,225千円
内容

１．生垣設置奨励事業補助金 229千円
内容

生垣設置者に対する補助金交付を行い、緑化の推進に取り組むものです。
交 付 件 数 4件 生 垣 延 長 27.6ｍ 補 助 金 額

その他 142千円

予算現額 17,405千円 決算 16,849千円
一般財源 16,707千円

事　業　内　容

第48回植木まつり運営業務委託 9,900,000円

緑化推進事業 決算書Ｐ171
当初予算 17,854千円

４．植木まつり事業 9,900千円

特定財源

苗木配布、リサイクル堆肥配布、会場
設営、緑化啓発

成果
緑化の推進に関するイベントの実施により、みどりに親しむ機会が創出されました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

み

ど

り

公

園

課

内容
緑化意識の向上を図るため、植木まつりにおいて苗木の配布のほか、緑化の推進の啓発活動
を行うものです。

事　　　業　　　名 事　業　費
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・

・千葉県が主体となって、舗装工、排水工、付帯工を行いました。

１．舞浜地区海岸整備事業（債務負担行為分）【実施計画】 12,698千円
内容

快適な海岸環境の保全及び良好な都市空間を創出するため、千葉県が進める護岸改修事業に
あわせ、緑道の整備を行うものです。

成果

緑地・緑道整備事業 決算書Ｐ171
当初予算 36,000千円
予算現額 19,300千円 決算 12,698千円

その他 1,187千円

市内防犯カメラ設置工事 8,470,000円 高洲境川沿い緑道他２緑道　６基設置

内容
緑道利用者に安心感を与えるため、緑道内に防犯カメラを設置するものです。

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

内容
ナラ枯れ等により枯れてしまった樹木の伐採や予防保全として薬剤の注入を行うものです。

成果
傷んだ樹木の撤去工事や薬剤注入を行い、安全性が確保されました。

３．防犯カメラ設置事業 8,470千円

枯れてしまった街路樹木の伐採や補植、緑道の補修等を行うものです。

成果
傷んだ樹木の撤去工事や施設の維持補修工事を行い、安全性が確保されました。

２．ナラ枯れ等病害虫対策事業 2,813千円

成果
防犯カメラを３緑道に６基設置したことで、犯罪の発生を抑止するとともに、緑道利用者へ
安心感を与える効果が得られました。

一般財源 458,711千円
特定財源
国県支出金 1,055千円

１．市内街路樹等改修・補植事業 46,544千円
内容

み

ど

り

公

園

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

緑地・街路樹管理運営事業 決算書Ｐ171
当初予算 467,670千円
予算現額 479,339千円 決算 460,953千円
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高洲地区緑道西側１・２工区基本設
計・実施設計業務委託

14,421,000円
高洲地区西側の基本設計（１・２工
区）、実施設計（１工区）

第二東京湾岸候補道路未利用地を有効活用し、緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、
高洲地区の緑道の整備を行うものです。

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

２．高洲地区緑道整備事業【実施計画】（令和５年度より繰越明許費分） 46,200千円
内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

14,080,000円（令和７年度へ事故繰越し）
240,893千円

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

第二東京湾岸候補道路未利用地有効活用事業 決算書Ｐ171
当初予算 250,491千円
予算現額 270,391千円 決算

131,725,000円
高洲地区西側１工区の敷地造成工、
雨水排水設備工、園路広場整備工

高洲地区北側緑道他１園路舗装修景工
事

１．高洲地区緑道整備事業【実施計画】 188,181千円
内容

高洲地区緑道西側２工区実施設計業務
委託

7,678,000円 高洲地区西側２工区の実施設計

高洲地区緑道東側２工区整備工事（現
年度分）

1,290,000円
高洲地区東側２工区の敷地造成工、
雨水排水設備工、園路広場整備工

12,760,000円
高洲地区北側緑道他１の園路広場整
備工

成果

高洲地区緑道西側１工区植栽工事 31,735,000円 高洲地区西側１工区の植栽工

46,200,000円

高洲地区緑道西側１工区整備工事

緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、高洲地区西側２工区の緑道整備に係る実施設計
を行うとともに、高洲地区東側２工区及び西側１工区の緑道を整備しました。

高洲地区緑道その他工事 2,993,870円 ５件（仮設工、植栽工等）

計 188,181,870円

第二東京湾岸候補道路未利用地を有効活用し、緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、
高洲地区の緑道の整備を行うものです。

成果
緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、高洲地区西側の緑道整備に係る設計を行うとと
もに、高洲地区東側２工区の緑道を整備しました。

３．明海地区緑道整備事業（実施設計）【実施計画】 6,512千円

高洲地区緑道東側２工区整備工事（繰
越分）

31,779,000円
高洲地区東側２工区の敷地造成工、
雨水排水設備工、園路広場整備工

計

14,080,000円
（令和７年度へ事故繰越し）

1,012,000円 明海地区東側の除草業務

内容
第二東京湾岸候補道路未利用地を有効活用し、緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、
明海地区の緑道の整備に係る設計を行うものです。

事　　　業　　　名 事　業　費 事　業　内　容

計 6,512,000円
成果

緑化の推進及び地域の魅力向上を図るため、明海地区東側の緑道整備に係る設計に着手し、
引き続き設計業務を進めるため、令和７年度へ繰り越しました。

み

ど

り

公

園

課
明海地区緑道東側基本設計・実施設計
業務委託

5,500,000円
（前払い金）明海地区東側の基本設
計・実施設計

明海地区緑道東側除草業務委託
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消防本部

所
管

・

・

３　（一財）救急振興財団

種　　　　別

成果

消防職員の知識及び技術を修得させるため、各種派遣研修を行いました。
総

務

課

（

消

防

本

部

）

目　　　　　的

内容

予算現額 9,610千円

2
救急救命士の資格を有する消防職員に対して、指導救命士に
必要な専門的知識及び技術の修得を図る。

消防の各教育機関に派遣したことで消防活動に必要な知識及び技術の修得を図ることができ
ました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ177
当初予算

決算
10,268千円

9,566千円

職員研修費

人数(人)

２　千葉県消防学校
種　　　　別 人数(人) 目　　　　　的

指 導 救 命 士
（ 九 州 研 修 所 ）

幹 部 科 1
消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、消防
の上級幹部たるに相応しい人材を養成する。

初 任 科

2
はしご自動車等の取扱いについて、安全確実な操作技術の向
上を図る。

救 急 科 6
救急医学に関する基礎的な知識を修得することにより、救急
現場での的確な観察・判断能力や応急処置に必要な専門的技
能の向上を図る。

１　消防大学校

はしご自動車等講習

2
訓練礼式やポンプ操法等の訓練指導者に必要な知識及び技術
の修得を図る。

1

特 殊 災 害 科 2
特殊物質等の災害現場において、隊員の安全管理と、適切・
効果的な消防戦術が指揮できるよう、専門知識及び消防活動
要領の修得を図る。

新規採用職員に対し、消防職員としての職責を自覚させると
ともに、消防業務上必要である基礎的な知識及び技術の修得
と体力の練成を図る。

中 級 幹 部 科 1

1
査察業務に関する専門知識及び技能を修得し、厳正で公正な
査察及び重大な違反対象物に対する是正指導・権限行使が行
える能力の向上を図る。

2
救助活動に係る最新の専門的な知識及び高度な技能・技術を
修得し、救助隊員として活動できる能力の向上を図る。

中級幹部として、消防行政の動向を理解し、迅速かつ的確な
意思決定により上司の補佐及び部下の指揮監督を行い、円滑
な組織の管理運営ができる能力の向上を図る。

火 災 調 査 科

危 険 物 科 1
危険物に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、危
険物規制業務に対し是正指導・権限行使が使える能力の向上
を図る。

火災原因調査に係る専門知識及び技術を修得し、適切に活用
して火災調査業務を的確に遂行できる能力の向上を図る。

合 計 3

14

合 計 32

予 防 査 察 科

訓 練 指 導 科

救 助 科

種　　　　別 人数(人) 目　　　　　的
救 急 救 命 士
（ 東 京 研 修 所 ）

1
救急隊員が救急救命士の資格を取得するために必要な高度か
つ専門的知識及び技術の修得を図る。
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１．（仮称）消防署舞浜出張所建設事業（実施設計）

２．（仮称）消防署舞浜出張所建設事業関連経費

・

・実施設計及び家屋事前調査業務の実施により、事業の推進が図れました。

○　消防団の火災及び訓練等の出動について
・消防団の災害等の出動状況は、次のとおりです。

１．火災予防啓発費

・

・

総

務

課

　
（

消

防

本

部

）

予

防

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果

決算書Ｐ181（仮称）消防署舞浜出張所整備事業【実施計画】
当初予算 66,737千円
予算現額

内容

65,649千円 決算 54,333千円

消防・救急体制の充実を図るため、（仮称）消防署舞浜出張所の整備に向け、実施設計及び
家屋事前調査業務を行いました。

19回 225人

48,620千円

 5,713千円

令和５年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ）

特 別 警 戒

0回 0人 3回 36人 3回
応 急 手 当 指 導 0回 0人
演 習 ・ 訓 練

24回

152人
36人

69回

△ 223人そ の 他 148回 1,019人 116回 796人

比較（Ｂ－Ａ）
火 災 出 動 30回 303人 49回 528人

種　　別

182人 38回 251人 14回 69人
131回 1,690人 145回 1,542人 14回

内容
幅広く防火思想の普及、啓発を図ることを目的として、市内に在学する小学生及び中学生か
ら防火をテーマとした絵画を募集しました。制作過程を通じて防火への理解を深めるととも
に、優れた作品を防火ポスターとして市内公共施設や事業所等に掲示しました。

成果
応募総数571点の絵画が集まり、優れた作品を防火ポスターとして掲示や広報をすることで、
幅広く防火思想の普及、啓発を図ることができました。

1,258千円

△ 148人

広 報 ・ 指 導
69回

△ 32回

152人

決算書Ｐ179
当初予算 3,393千円
予算現額 3,393千円 決算 3,295千円

予防啓発費

応　募　数 合　計
中学生 161点

571点
小学生 410点

－222－－222－
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・

・

・

・

・

・

・

・

102,948千円

千葉県防災行政無線（衛星系）再整備工事について、令和６年度に完了しないため、令和７
度への繰越を行いました。

３．千葉県防災行政無線（衛星系）再整備工事負担金 -千円

内容
千葉県が再整備しております、防災行政無線（衛星系）の再整備工事のための負担金です。

成果

8,920,000円

ちば北西部消防指令センター運用に関わる本市の指令装置、出場車両運用管理装置、消防情
報管理システム等の耐用年数が10年間と設定される賃貸借にかかる経費です。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

警

防

課

消防指令業務運用事業 決算書Ｐ179
当初予算 112,169千円
予算現額 111,987千円 決算

39,337千円
内容

各災害の報告書作成等に関する本市の事務用端末、指令端末装置等の耐用年数が５年間と設
定される賃貸借及び保守点検経費です。

成果
迅速な災害対応及び情報の集約並びに各装置の維持管理を行うことができました。

１．千葉県消防指令業務共同運用経費（債務負担行為分） 30,226千円
内容

成果
迅速な災害対応及び情報の集約並びに各装置の維持管理を行うことができました。

42,059千円
予算現額 41,309千円 決算 41,307千円

２．千葉県消防指令業務共同運用経費

最新の資機材を装備することで、より有効な活動が可能となりました。

一般財源 5,349千円
特定財源
国県支出金 13,158千円
地方債 22,800千円

8,920,000円（令和７年度へ繰越明許）

（令和７年度へ繰越明許）

41,307千円
内容

最新の装備を備え、現在の情勢に適合する高規格救急自動車を購入し、消防署に配置しまし
た。

成果

１．高規格救急自動車購入費（更新１台分）

消防車両等整備事業【実施計画】 決算書Ｐ181
当初予算
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・

・

市内　 13件
火災 65件

その他の災害 1,428件 1,588件 160件

救急 11,059件
救助 158件

82,876千円

136件

救助訓練用ロープ

1,350着
災害用防火衣 27着

一式

火災、救急、災害等で活動するための消防資機材整備及び消防車両、消防資機材維持管理を
行うものです。

成果

▲22件

市内　 45件
76件

市内   58件
11件

市外   20件 市外   18件 市外 ▲ 2件
11,367件 308件

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算

○ 各種災害件数は次のとおりです。
災害種別 令和５年度 (A) 令和６年度 (B)

感染防止衣

物　品　名

比較 (B-A)

常備消防活動費 決算書Ｐ177

60本

決算

内容

予算現額 81,979千円

消防用ホース

金　額
10,187,100円
6,199,600円
2,095,500円

521,000円
503,429円

消

防

署

数　量
○ 消防資機材の主な内訳は次の通りです。

安全、確実、迅速な現場活動及び隊員の安全確保や技術向上を強化し、且つ市民の安全安心
の確保に繋がりました。

８箱

79,747千円

指揮活動用資機材

－224－－224－
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教育総務部

所
管

・

・

・

・

・

・

稼動率 50.6% 48.7% 45.2%

利用可能日数 233日 238日 217日
利用日数 118日 116日 98日

内容
浦安市教育委員会バスの運行に関する規則に基づき、教育委員会の主催事業や市立小・中学
校及び幼稚園などの教育事業、社会教育関係団体の社会教育事業を支援するため、大型バス
（ふれあい号）を運行するものです。

成果
教育委員会が主催する行事及び市立小学校、中学校、幼稚園、認定こども園並びに社会教育
関係団体が行う教育活動等の振興の促進を図ることができました。

利用状況
令和６年度 令和５年度 令和４年度

当初予算 10,264千円
予算現額 10,264千円 決算 10,079千円

内容
浦安市教育委員会会議規則に基づき、教育委員会会議を適切かつ円滑に運営するものです。

成果
毎月１回の定例会（第１木曜日）及び臨時会（不定期）において、教育行政の基本方針や重
要事項などを審議・決定し、本市教育行政の推進を図ることができました。

教育委員会大型バス経費 決算書Ｐ183

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

教

育

総

務

課

教育委員会運営費 決算書Ｐ183
当初予算 4,593千円
予算現額 4,409千円 決算 4,218千円

奨学金事業 決算書Ｐ183
当初予算 43,261千円
予算現額 38,201千円 決算 37,218千円

１．奨学支援金 36,535千円

内容
浦安市奨学支援金支給条例に基づき、学業成績が優秀で学習意欲があり、経済的理由により
就学が困難な者に対し、その者の就学を容易にし、教育の機会均等に寄与することを目的に
奨学支援金を支給するものです。また、大学等に在学する者のうち学業成績が特に優秀な者
については、支給金額の上乗せを行うものです。

成果
学業成績が優秀で学習意欲のある者に対し、奨学支援金を支給することにより、学業に必要
な経費の一部を支援することができました。
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*

*

*

*

*

*

奨学支援金受給者の推移

※上記のうち教育総務課分

・

・各小学校の教育環境を良好な状態で維持することに繋がりました。

※上記のうち教育総務課分

・

・各中学校の教育環境を良好な状態で維持することに繋がりました。

内容

成果

当初予算 5,993千円
予算現額 5,993千円

各中学校の教育環境を良好な状態で維持していくための学校用ごみ袋購入代や電話代等の経
費です。

決算 5,568千円

中学校管理事業（教育総務課、教育施設課） 決算書Ｐ193
当初予算 1,030,764千円
予算現額 1,183,214千円 決算 1,079,414千円

成果

当初予算 10,333千円
予算現額 10,521千円 決算

各小学校の教育環境を良好な状態で維持していくための学校用ごみ袋購入代や電話代等の経
費です。

10,213千円

内容

1,381,246千円予算現額 1,455,434千円

教

育

総

務

課

小学校管理事業（教育総務課、教育施設課）

243人 285人

令和６年度 令和５年度

決算書Ｐ191
当初予算 1,377,249千円

決算

大学等 125人 130人 135人
合　　計 205人

令和４年度
高等学校等 80人 113人 150人

合　　計

※上記の他に、中等教育学校後期課程及び高等専門学校の公立・私立も対象としています。
※大学等成績優秀者の支給額について、令和４年３月31日以前に入学している申請者は月額３
　万円、同年４月１日以降に入学した申請者は月額３万５千円となります。

2人 780,000円

高等学校等　計 80人 4,695,000円

1人 180,000円
0人 0円

205人 36,535,000円

10人 2,145,000円

大学等　計
125人 31,840,000円
49人 18,520,000円

専修学校
高等課程

公立 0人 0円
専修学校
専門課程

公立

私立 0人 0円 私立

0人 0円

私立 0人 0円 私立
2人 600,000円
1人 420,000円

特別支援学校
高等部

公立 0人 0円
短期大学

公立

1,700,000円

私立 48人 2,835,000円 私立
104人 26,675,000円
41人 15,620,000円

奨学支援金

高等学校
公立 32人 1,860,000円

大学
公立

8人 2,240,000円
5人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

支給状況

高等学校等（月額5千円）
大学等（月額1万5千円）

*うち成績優秀者（月額3万円または月額3万5千円）

区　　　分 人数 奨学支援金 区　　　分 人数
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・

・

教

育

政

策

課

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

県立特別支援学校誘致事業【実施計画】 決算書Ｐ185
当初予算 94,792千円
予算現額 90,413千円 決算 90,343千円

内容
県立特別支援学校の誘致に伴い、令和７年度から明海南小・明海中学校の同一校舎での学校
運営を開始することから、明海南小学校の機能を明海中学校側へ移行するための環境改善工
事及び引越し業務を行うものです。

成果
明海中学校校舎改修工事のほか、明海南小学校の機能を明海中学校に移転するための引越運
搬業務や明海南小学校校歌板移設工事を実施し、令和７年度からの小中同一校舎の学校運営
に向けた環境を整えることができました。

一般財源 3,745千円
特定財源
国県支出金 86,598千円
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※上記のうち教育施設課分

・

・

＜予算別執行内容＞

件
件
件
件

等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件
等 件

等 件
件

・補修工事等を行うことで、安全性の確保や教育環境の維持・改善を図ることができました。

地方債 531,500千円
国県支出金 68,352千円

件

1,366,916千円

15,782,470円 

施設の安全性の確保や教育環境の維持・改善を図るため、施設や設備の修繕及び維持補修工
事等を行いました。

4,868,600円 

日の出南小学校

当初予算

11等

各 小 学 校

6

102,903,780円 128
各小学校体育館ランプ補修工事（1,100,000円） 3 1,955,130円 

成果

４年生系統GHP室外機補修工事(1,155,000円)

計

門扉用電気錠・インターホン補修工事
(1,290,300円)

7,976,870円 東 野 小 学 校

15

明 海 小 学 校 １階多目的ホール排煙窓補修工事(1,287,000円) 7

1,974,500円 
高 洲 北 小 学 校

3,894,000円 

屋上防水シート飛散防止工事(1,287,000円)

昇降口前樹木植替工事(660,000円) 5

明 海 南 小 学 校
8 6,053,960円 

高 洲 小 学 校 別棟便所用汚水ポンプ交換工事(1,028,500円)

3
職員室チャイム時計交換工事(1,206,700円)

4

9,718,940円 

3,608,000円 

美 浜 北 小 学 校 散水ポンプ配管補修工事(1,276,000円) 4 3,216,400円 
日 の 出 小 学 校 1,877,370円 

舞 浜 小 学 校 会議室EHP空調機設置工事（1,232,000円）

5,113,130円 
事務室建具等改修工事(6,545,000円)

入 船 小 学 校 屋外体育倉庫撤去工事(864,160円) 3 1,678,160円 
東 小 学 校 図書室EHP室外機補修工事(1,232,000円) 10 8,969,620円 
美 浜 南 小 学 校 増築棟３階廊下床補修工事(990,000円) 11 2,940,300円 

見 明 川 小 学 校 ４年生系統GHP室外機補修工事(1,298,000円)
富 岡 小 学 校 11 10,154,650円 

7
北 部 小 学 校

5,892,920円 

計 341 115,153,314円 

＜各学校の維持補修工事等の内訳＞

3 7,228,760円 電話設備改修工事(6,434,560円)

53

南 小 学 校 各教室内線電話補修工事（1,276,000円） 6
浦 安 小 学 校 給水設備改修工事(7,700,000円) 11

学　校　名

原 材 料 費 校庭の砂や花壇の土、部品など原材料の購入代

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ191
当初予算

決算

小学校管理事業（教育総務課、教育施設課）

内容

1,381,246千円予算現額 1,455,434千円

一般財源

教

育

施

設

課

1,377,249千円

1,128,850円 

事業内の予算別内訳及び各学校別の工事内容については下記のとおりです。

需 用 費 施設や設備の修繕代 160 11,120,684円 

内　　　　　訳 金　額

128

金　額

工 事 請 負 費

内　　　　　容

１．小学校維持補修費 115,153千円

102,903,780円 各学校の維持補修工事費（下表参照）

細　節　名

763,685千円

その他 7,495千円

66,800,000円（令和７年度へ逓次繰越）
予算現額 1,444,913千円 決算 1,371,032千円

特定財源
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（令和５年度より逓次繰越分）

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

（令和５年度より逓次繰越分）

成果
室内の衛生環境を向上し、児童の健康管理や熱中症対策等を図ることができました。

４．小学校長寿命化計画更新事業【実施計画】 2,157千円

成果
特別な支援が必要な児童への個に応じた指導・支援の充実を図ることができました。

16,380千円

内容

内容

成果

蛍光灯の生産終了及び照度が低下した照明器具に対して計画的に対応するために、見明川小
学校、日の出南小学校のＬＥＤ照明器具改修工事を実施しました。

5,214千円

11,694千円

南小学校、見明川小学校、美浜北小学校、日の出小学校のメディアセンター整備工事の設計
を完成させました。

６．各小学校照明設備改修事業

３．各小学校エアコン更新事業（１期）（継続費分）【実施計画】

138,765千円

児童の情報活用能力の向上が図れるよう、学校図書館にＩＣＴ機器を配置したメディアセン
ターを整備するものです。

教育環境の維持・改善が図られ、省エネ対策としても整備することができました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

８．メディアセンター整備事業【実施計画】

改修サイクル及び改修実施計画ロードマップ・将来コスト試算の見直しを行うことができま
した。

５．特別支援学級等の整備（令和５年度より繰越明許費分）

教育センターと連携を図り富岡小学校に通級指導教室（ことばときこえ）を整備しました。

内容

教

育

施

設

課

成果
富岡小学校の安全対策工事の設計を完成させました。

成果

288,600千円

内容
浦安小学校、南小学校、北部小学校、高洲小学校において耐用年数を経過した普通教室等の
エアコン更新を行いました。（２ヶ年事業の２年目）

167,637千円

内容

旧耐震の建築物の非構造部材や二次部材を補強し、より耐震化に取り組むものです。

７．公共施設安全対策事業（実施設計）

内容
令和２年度に策定した浦安市学校施設長寿命化計画をより効率的・効果的な施設整備となる
よう更新しました。

２．各小学校エアコン更新事業（１期）（継続費分）【実施計画】

成果

９．メディアセンター整備事業（継続費分）【実施計画】 143,793千円

10．メディアセンター整備事業（継続費分）【実施計画】 42,666千円
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＜主な工事内容＞

・

・

・

11．メディアセンター整備事業（２期）（継続費分）【実施計画】

157,737千円

２．美浜南小学校改修事業（継続費分）（令和５年度より逓次繰越分）

成果
浦安小学校、入船小学校の整備工事が完了し、総合的な学習や情報活用が可能となりました。

建築、電気設備、機械設備の工種毎に設計を完成させました。

内容

成果
整備工事を契約し、工事を開始しました。

南小学校の図書室にＩＣＴ機器を配置したメディアセンターを整備するものです。

内容

建　　築

外　　部 ： 防水改修、屋上フェンス改修、外壁の亀裂補修及び塗装
普通教室 ： 床張替、壁・天井塗装、
　　　　　　家具改修（ロッカー、掃除用具入れ、背面黒板他）等
階段廊下 ： 床・壁・天井の改修

１．美浜南小学校改修事業（継続費分）

内容
東小学校の校舎において、安全性の確保や老朽化などに対応した改修を行うための設計業務
を行いました。

成果

校舎について、安全性の確保や老朽化などに対応するための改修工事や工事監理業務を行い
ました。（２ヶ年事業の２年目）

成果

ＬＥＤ照明器具改修、内線電話の整備 、キュービクル・放送設備等の更新等

13,461千円

当初予算 662,310千円

219,159,210円（令和７年度へ逓次繰越）

改修工事により施設の機能が回復し、安全性や教育環境を改善することができました。

内容

国県支出金
特定財源

　8,591,000円（令和７年度へ繰越明許）

決算書Ｐ193小学校改修事業【実施計画】

児童の情報活用能力の向上が図れるよう、学校図書館にＩＣＴ機器を配置したメディアセン
ターを整備するものです。

（令和７年度へ逓次繰越）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

教

育

施

設

課

電気設備

予算現額 763,864千円 決算

298,500千円

535,846千円

内容
東小学校の校舎において、安全性の確保や老朽化などに対応した改修を行うものです。

４．東小学校改修事業（継続費分） 19,383千円

（令和７年度へ逓次繰越）

79,609千円

一般財源

2,000千円
66,800,000円

95,429,160円

383,881千円

98,463千円

３．東小学校改修事業（実施設計）（債務負担行為分）

地方債
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・
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・

・舞浜小学校の校舎において、安全性の確保や老朽化などに対応した改修を行うものです。

・

・

・

※上記のうち教育施設課分

・

一般財源
特定財源
国県支出金 56,581千円
地方債

予算現額 1,177,221千円 決算 1,073,846千円

（令和７年度へ繰越明許）
内容

６．舞浜小学校改修事業（継続費分） 6,893千円

成果

内容
舞浜小学校の校舎において、安全性の確保や老朽化などに対応した改修を行うための設計業
務を行いました。

成果
建築、電気設備、機械設備の工種毎に、契約し、工事を開始しました。

成果
改修工事の設計業務委託の契約を行いました。

７．富岡小学校校舎増築棟改修事業（実施設計）

（令和７年度へ繰越明許）

472,100千円

当初予算 1,024,771千円

1,183,214千円
1,030,764千円

1,079,414千円

中学校管理事業（教育総務課、教育施設課）

13,763千円

決算書Ｐ193

内容

建築、電気設備、機械設備の工種毎に設計を完成させました。

内容
富岡小学校校舎増築棟において、安全性の確保や老朽化などに対応した改修を行うための設
計業務を発注しました。

５．舞浜小学校改修事業（実施設計）（債務負担行為分）

99,264,000円（令和７年度へ繰越明許）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

19千円

545,146千円

当初予算
予算現額

教

育

施

設

課

-千円

１．中学校維持補修費 46,649千円

建築、電気設備、機械設備の工種毎に、契約し、工事を開始しました。
成果

決算

施設の安全性の確保や教育環境の維持・改善を図るため、施設や設備の修繕及び維持補修工
事等を行いました。

その他

99,264,000円

123,730,050円

8,591,000円

（令和７年度へ逓次繰越）
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・

件
件
件
件

等 件
等 件
等 件

等 件
等 件
等 件
等 件
等 件

件

・

（令和５年度より逓次繰越分）

・

・

・

・

・

・

教

育

施

設

課

計

見 明 川 中 学 校 プール衛生設備補修工事（1,287,000円）

浦 安 中 学 校

36 38,746,298円 

成果

高 洲 中 学 校 高圧受電設備仮復旧工事（11,671,000円） 4 12,712,700円 

各 中 学 校
明海中・日の出中学校GHP用室外機用消火器格納
箱設置工事

1 件 98,898円 

日 の 出 中 学 校 プールろ過器五方弁交換工事(1,122,000円) 3 2,674,100円 
明 海 中 学 校 校舎Ｄ棟湧水ポンプ交換工事(1,298,000円） 4 4,128,300円 

富 岡 中 学 校 校舎会議室空調設備設置工事（1,287,000円） 2 1,987,700円 
美 浜 中 学 校 屋外ピット内ガス配管補修工事(1,257,300円) 5 4,642,000円 

入 船 中 学 校
屋上キュービクルＢ種設置改修工事
（1,298,000円）

等 3 件 1,798,500円 

堀 江 中 学 校 校舎漏水補修工事（693,000円） 3 2,032,800円 
7 6,074,200円 

＜各学校の維持補修工事の内訳＞
学　校　名 内　　　　　訳 金　額

校舎内壁設置物撤去補修工事(732,600円) 4 2,597,100円 

38,746,298円 
原 材 料 費 校庭の砂や花壇の土、部品など原材料の購入代 24 610,577円 

計 127 46,649,248円 

需 用 費 施設や設備の修繕代 67 7,292,373円 

内容
令和２年度に策定した浦安市学校施設長寿命化計画をより効率的・効果的な施設整備となる
よう更新しました。

成果
室内の衛生環境を向上し、生徒の健康管理や熱中症対策等を図ることができました。

事業内の予算別内訳及び各学校別の工事内容については下記のとおりです。

297,801千円

404,661千円

＜予算別内訳＞

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

２．各中学校エアコン更新事業（継続費分）【実施計画】

３．各中学校エアコン更新事業（継続費分）【実施計画】

工 事 請 負 費 各学校の維持補修工事費（下表参照） 36

中学校８校において耐用年数を経過した普通教室等のエアコン更新を行うものです。（２ヶ
年事業の２年目）

成果
改修サイクル及び改修実施計画ロードマップ・将来コスト試算の見直しを行うことができま
した。

細　節　名 内　　　　　容 金　額

４．中学校長寿命化計画更新事業【実施計画】 1,142千円

内容

補修工事等を行うことで、安全性の確保や教育環境の維持・改善を図ることができました。

５．公共施設安全対策事業（実施設計） 11,429千円
内容

旧耐震の建築物の非構造部材や二次部材を補強し、より耐震化に取り組むものです。

成果
浦安中学校、堀江中学校の安全対策工事の設計を完成させました。
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学校地域連携運営協議会委員（小中学校合計） 延べ 231人  実数 96人
会議開催回数 各小中学校　年4回程度

24人

成果

小 中 学 校
臨 時 用 務 員 経 費

17人 7人

令和６年度のメンタルヘルスカウンセリングは、電話による相談が２回、面接による相談が
５回ありました。相談内容は、仕事上の悩みや家族の問題、自身の心理的・精神的な悩みな
どがあり、面接や電話相談を利用することで教職員が抱える悩みの解消や軽減に役立ちまし
た。ストレスチェックは、対象者732人に対し、673人が受検し、自身の心身の健康状態を知
る機会となりました。ストレスチェックの診断により高ストレスと判定された職員のうち、
医師との面談を希望した職員はいませんでした。

成果

児童生徒の個々に応じたきめ細かな指導や支援、教科指導の充実を推進することができまし
た。

小　学　校 中　学　校 計

学 習 支 援 室
活用推進教員経費

17人 9人 26人

422,870千円 決算 414,187千円

学 年 ・ 教 科 支 援
教 員 経 費

62人 18人 80人

内容
児童生徒への指導・支援をよりきめ細かく充実させるための教員や特別支援教育における一
人ひとりの教育的ニ－ズに応じて支援するための教員等を配置しました。

学校教育臨時教員等経費 決算書Ｐ185
当初予算
予算現額

内容
市立全小中学校に浦安市コミュニティ・スクールを導入し、学校と地域が一体となって子ど
もを育む「地域とともにある学校づくり」を推進する。

304千円

学

務

課

コミュニティ・スクール推進事業
1,300千円

成果

540千円

内容
精神性疾患による教職員の療養休暇や休職がある中、臨床心理士資格等を有する相談員によ
る電話相談または面接を業者に委託し、教職員の健康相談や悩みの相談に応じました。ま
た、県費負担教職員を対象としたストレスチェックを実施しました。

435,014千円

１．メンタルヘルスカウンセリング経費

計画的に協議会を実施し、学校運営の基本方針の承認や課題の共有、活動内容の協議を行
い、学校運営の改善や課題解決に活かすことができました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ185
当初予算

決算予算現額 1,300千円
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・

・特別支援学級８校27人、通常学級１人、通級指導教室１人、特別支援学校２校７人の保護者
に対し援助を行い、学校生活における保護者の経済的負担の軽減を図ることができました。

要保護及び準要保護生徒就学援助費

2,263千円
一般財源 1,420千円

経済的理由によって、就学困難な生徒に対し「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励につ
いての国の援助に関する法律」に基づき、新入学学用品費、学用品費、校外活動費、卒業ア
ルバム費等、必要な援助を行いました。

260千円

20,952千円
一般財源

決算書Ｐ195

要保護児童35人、準要保護児童359人に対して援助を行い、学校生活における保護者の経済的
負担の軽減を図ることができました。

13,348千円

決算
20,692千円

成果

当初予算

当初予算

特別支援教育児童就学奨励費

成果

国県支出金

22,305千円

決算

決算書Ｐ195

予算現額 22,305千円

3,291千円

成果
要保護生徒32人、準要保護生徒268人に対して援助を行い、学校生活における保護者の経済的
負担の軽減を図ることができました。

当初予算

内容

3,291千円

特定財源
　国県支出金

3,173千円

1,060千円

成果

予算現額

特別支援教育生徒就学奨励費

特別支援学級16校52人、通常学級１人、通級指導教室２人、特別支援学校２校22人の保護者
に対し援助を行い、学校生活における保護者の経済的負担の軽減を図ることができました。

小学校特別支援学級及び学校の児童の就学、通級指導教室への通学、通常学級に在籍し規定
の障がいがある児童に対し、保護者の経済的負担を軽減するため、一部援助を行いました。

特定財源
国県支出金

決算
3,908千円

予算現額 3,908千円

15,342千円

2,113千円

学

務

課

特定財源
　国県支出金 843千円

内容
中学校特別支援学級及び学校の生徒の就学、通級指導教室への通学、通常学級に在籍し規定
の障がいがある生徒に対し、保護者の経済的負担を軽減するため、一部援助を行いました。

一般財源

内容

一般財源

要保護及び準要保護児童就学援助費

特定財源

当初予算 15,342千円
決算書Ｐ193

予算現額 決算 13,417千円

経済的理由によって、就学困難な児童に対し「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励につ
いての国の援助に関する法律」に基づき、新入学学用品費、学用品費、校外活動費、卒業ア
ルバム費等、必要な援助を行いました。

決算書Ｐ193

内容
69千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果
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予算現額 70,241千円

学校図書館教育推進事業

68,332千円

195,525千円

３．学びの多様化学校設置事業【実施計画】

241,184千円

一般財源

国県支出金 1,659千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ187
当初予算

決算

88,564千円

成果

当初予算 238,778千円
予算現額 257,461千円

いちょう学級猫実には、統括指導員を２名、指導員を３名、主任教育相談員を１名、教育相
談員を２名、いちょう学級入船には、統括指導員を２名、指導員を２名、主任心理相談員を
１名、教育相談員を１名任用し、児童生徒の実情に応じ、弾力的な学習指導・支援、小集団
活動など、きめ細かな支援を行いました。
利用児童生徒については、「学習支援」では、猫実で52人、入船で46人、「教育相談」で
は、猫実で128人、入船で98人でした（学習支援及び訪問支援利用者を含む）。また、学校に
復帰できるようになったケースだけでなく、いちょう学級での活動及び学習する時間が増え
るなど、行動の変容（好転）も見られました。

決算

成果
学びの多様化学校開設等検討委員会を３回開催し、開室後の運営方法等について方向性をま
とめることができました。また、浦安中学校分教室運営委員会を設置し、生徒の入室等に関
し有識者から意見やアドバイスをいただきました。集合事務所４階の一部を改修工事し、令
和７年４月、県内初の学びの多様化学校となる「浦安市立浦安中学校分教室ＵＭＩ」を開室
し、12名の生徒が入室しました。

地方債 39,000千円
その他 5,000千円

内容
不登校生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成して教育を行うことができる学びの多様
化学校を、浦安市立浦安中学校の分教室として、令和７年４月に開室しました。

指

導

課

63,478千円

１．メディアセンター整備事業【実施計画】 3,515千円
内容

児童生徒が情報を活用し主体的に学習に取り組める場所及び読書に親しめる場所を確保する
ため、メディアセンターを設置しました。

成果

内容

多くの情報が溢れている中、児童生徒が自分の課題を解決するために、紙媒体・電子媒体を
問わず最適な媒体から必要な情報を取り出せる能力を身に付けることができるように、図書
室とコンピューター室を統合したメディアセンターを浦安小学校と入船小学校で整える事が
できました。

２．いちょう学級入船経費 16,582千円

決算書Ｐ187

11,022,000円（令和７年度へ繰越明許）

１．いちょう学級猫実経費 26,560千円

特定財源

教育相談推進事業

11,022,000円
（令和７年度へ繰越明許）

各いちょう学級では、「学習支援」として、不登校児童生徒に対し、学習や小集団活動、カ
ウンセリング等を行い、学校や社会生活への適応及び復帰を支援しました。また、「教育相
談」として、児童生徒及びその保護者、教育関係者を対象に、学校生活及び教育全般にわた
る諸問題の相談に対応しました。
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児童生徒がＩＣＴ機器を活用した学習が進められるよう、また、教職員が校務のためのシス
テムを使用できるよう、学校のＩＣＴ環境を整備しました。

成果

内容
いじめの早期発見及び対応を図るために、いじめ110番を設置し、相談事業を展開するなど、
いじめ防止等のための対策や取り組みに係る必要な措置を講じました。

成果

289,259千円

一般財源

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

指

導

課

情報教育推進事業 決算書Ｐ187
当初予算 505,725千円

472,262千円

内容

１．小中学校ＩＣＴ活用推進事業

情報教育の良好な環境が整うとともに、情報教育に必要な支援体制が整備されました。ま
た、ヘルプデスクの設置やＰＣ保守、各種研修会の実施により、教職員や児童生徒のＩＣＴ
活用を支援することができました。さらに、教職員や児童生徒がＩＣＴ支援員からＩＣＴ機
器の使用方法についてサポートを受けられる環境を整えることで、児童生徒の情報活用能力
の育成や教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図りました。

2,714千円 決算 2,693千円

予算現額 484,912千円 決算 476,319千円

２．コンピュータ教育推進事業（債務負担行為分） 46,358千円

特定財源
国県支出金 4,057千円

2,718千円

内容
情報教育環境を有効に活用するためのサポート体制を整備し、ＩＣＴの活用による学校教育
の質的改善を図りました。

１．いじめ問題等対策経費 2,693千円

いじめに関わる悩みや不安、訴えなどを児童生徒やその保護者等が一人で悩むことなく相談
できる体制を整えました。令和６年度は、いじめ１１０番で９件（延べ13回）の相談を受
け、学校や関係機関等との連携を図り、いじめの早期発見・対応につなげることができまし
た。また、弁護士相談により、いじめ問題等への対応や、学校に対する要求・苦情への対応
について、令和６年度は10件（延べ相談回数55回）対応し、専門的な見地から助言を受け
て、法的根拠を明確にした的確な対処を迅速に行うことができました。

当初予算

３．小中学校ＩＣＴ環境整備経費（債務負担行為分）【実施計画】 102,296千円

予算現額

シンプルで耐障害性に優れたネットワーク環境を構築し、児童生徒が使いやすく、セキュリ
ティが確保された安心安全な環境を提供できるようなネットワークの更新業務が完了しまし
た。キャッシュ機能を搭載した機器を導入し、同時接続の負荷に耐えられるようにしまし
た。また、きめ細かな保守管理報告が実施されるようになり、ネットワークの安定稼働と適
切な運用がなされました。

生徒指導推進事業 決算書Ｐ187

４．小中学校ＩＣＴ環境運用経費（債務負担行為分） 36,094千円

成果
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２．社会科副読本発行事業（令和５年度より事故繰越し分） 1,767千円

決算 90,088千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

一般財源

107,039千円

成果

当初予算 112,227千円
教科指導推進事業

110,436千円

特定財源

1,722千円

相談業務の会計年度任用職員７名、校内支援を行う特別支援教育支援員21名を任用するとと
もに、特別支援学級や通級指導教室の環境整備を行いました。さらに、医療的ケアが必要な
生徒に対して、学校に巡回訪問看護師を派遣し、個に応じた適切な支援を提供することがで
きました。また、就学における相談（155家庭）をはじめ、学校への引継ぎ、就学後の継続し
た相談・支援（363家庭）を行い、児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう支援
することができました。

108,761千円

決算書Ｐ189

成果

１．社会科副読本発行事業 788千円

特定財源

決算

内容
市内小学校３・４年生が社会科で使用する社会科副読本と浦安市地図・千葉県地図の発行を
行いました。

国県支出金 907千円

89,181千円

１．まなびサポート事業 90,016千円
内容

特別な教育的支援が必要な幼児・児童・生徒の教育的ニーズを把握し、より豊かな園・学校
生活を実現できるよう就学前後における継続した相談や環境を整えるなどの支援を行いまし
た。

一般財源

市内小学校３・４年生が社会科で使用する浦安市地図・千葉県地図を改訂及び発行し、浦安
市学校教育推進計画が目指す子ども像「豊かなかかわり（参画・交流・郷土愛・多文化共
生）」の達成を図る一助となりました。

指

導

課

まなびサポート事業 決算書Ｐ189
当初予算 112,581千円
予算現額 99,167千円

予算現額

国県支出金

－237－

主要<235>



所
管

・学校給食費の徴収、全ての市立小・中学生の学校給食費の無償化を行いました。

・

・

・

・

　　 　 区分
年度

調　定　額 収入済額

第３子以降の児童生徒における学校給食費については、千葉県公立学校給食費無償化支援事
業補助金31,781千円を受入れました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保

健

体

育

安

全

課

給食費徴収金 決算書Ｐ65
当初予算 85,301千円

76,878千円

内容

成果
令和６年度の収入割合について、現年度分は99.7％、過年度分は36.7％となりました。

給食費徴収金収入の推移

予算現額 85,301千円 決算

不納欠損額 収入未済額 収入割合

令
和
６
年
度

現年度分 73,695,760円 73,502,300円 -円 193,460円

計 149,620円

99.7％

過年度分 9,204,840円 3,376,370円 149,620円 5,678,850円 36.7％

459,932,480円 -円 3,526,280円

計 472,455,420円 462,508,850円 67,750円 9,878,820円

令
和
４
年
度

99.2％

過年度分 8,996,660円 2,576,370円 67,750円 6,352,540円 28.6％

現年度分 463,458,760円

-円 2,175,260円

過年度分

359,054,450円 349,529,500円 331,570円計

9,930,420円 2,580,730円 331,570円

97.9％

99.4％

97.3％

児童生徒の教育費に係る保護者の負担軽減を図るため学校給食費の減免及び免除を行いまし
た。

26.0％

令
和
５
年
度

現年度分 349,124,030円 346,948,770円

7,018,120円

令和６年度における対象人数及び減免・免除額
対象人数 減免・免除額

9,193,380円

内容

5,872,310円 92.7％82,900,600円 76,878,670円

全児童生徒給食費免除 11,786人 673,149,020円

決算 15,962千円

１．部活動推進経費

部活動推進事業 決算書Ｐ189
当初予算 18,932千円
予算現額 18,469千円

成果
児童生徒の興味関心を高め、技能の向上により部活動の活性化を図ることができました。

9,272千円
内容

浦安市小・中学校部活動指導者派遣事業実施要綱に基づき、市立小中学校に部活動指導者と
して社会人等121人（延べ139人）を合計4,073回派遣し部活動の充実を図るとともに、部活動
指導者保険に加入しました。

－238－－238－

主要<236>



所
管

・  市立小中学校の部活動に要する消耗品、大会参加費等の経費の一部を補助しました。

・

・

・

・

・

小学校 中学校

保

健

体

育

安

全

課

２．浦安市立学校部活動奨励補助金 4,064千円
内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果
部活動に必要な消耗品等を充実させることにより、部活動の活性化を図ることができました。

学校名 補助金額 学校名 補助金額
浦 安 小 学 校 86,812円 東 野 小 学 校 99,550円
南 小 学 校 100,000円 浦 安 中 学 校 480,650円
見 明 川 小 学 校 99,638円 堀 江 中 学 校 520,181円
東 小 学 校 99,429円 見 明 川 中 学 校 245,400円
舞 浜 小 学 校 89,684円 入 船 中 学 校 252,114円
美 浜 北 小 学 校 98,500円 富 岡 中 学 校 322,200円

331,628円

日 の 出 小 学 校 92,660円 美 浜 中 学 校 228,078円
明 海 小 学 校 98,700円 日 の 出 中 学 校 302,439円

内容
地区大会で優秀な成績を収め、県大会・関東大会および全国大会に出場した児童生徒及び社
会人指導者等の交通費や宿泊費を補助しました。

成果

高 洲 小 学 校 81,290円 明 海 中 学 校 244,076円
日 の 出 南 小 学 校 91,762円 高 洲 中 学 校
高 洲 北 小 学 校 99,915円 合 計 4,064,706円

３．浦安市立学校県大会・関東大会・全国大会出場補助金 1,288千円

県大会以上の大会に出場した児童生徒の日頃の努力と栄誉を賞賛し、交通費等の補助をする
ことにより児童生徒の意欲を一層高め、部活動の活性化を図ることができました。

学校名 補助金額 学校名 補助金額

東 野 小 学 校 161,920円

浦 安 中 学 校

児童生徒の体力向上とスポーツ精神の育成を図る推進母体となり、市の学校体育振興に貢献
している浦安市小・中学校体育連盟と、教育委員会が共催する小中学校の各種体育大会を運
営するための消耗品や報償品を購入しました。陸上大会ではバスの委託を行いました。

9,000円 明 海 中 学 校 55,600円
堀 江 中 学 校 488,990円 高 洲 中 学 校 76,741円
入 船 中 学 校 137,010円 南 小 学 校 198,440円
美 浜 中 学 校

４．市内小中学校部活動体育大会関連経費 611千円
内容

合　　　　計 1,288,441円
160,740円

成果

種　　目 種　　目
陸上競技 バレーボール
男子ミニバスケットボール 軟式野球
女子ミニバスケットボール　　　　 バスケットボール
サッカー ソフトボール

サッカー

部活動の各種大会や交流会等を各種目、年間１回の開催を円滑に実施することができ、学
校部活動の振興を図ることができました。
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千鳥学校給食センター次期事業準備経費

１．千鳥学校給食センター次期事業準備経費【実施計画】

・

・

１．学校給食運営経費

・

・

・栄養バランスのよい食事はどのよう
　な食事だろう　等

成果
学校給食センターの適正かつ円滑な運営を図ることができました。また、食育授業を通して
子ども達へ食の大切さを伝えることができました。

887

・食について考えよう
・こんだてを工夫して

保

健

体

育

安

全

課

学

校

給

食

セ

ン

タ

ー

小学校 23 5 16

予算現額 28,946千円 決算 28,389千円

・１食分のこんだてを考えよう
・栄養素について知ろう
・食べて元気に

学校給食センターの円滑な運営及びその充実を図るため、委託事業者が管理・運営業務を適
切に履行しているかを確認するモニタリングや調理場内細菌検査、米飯残渣リサイクル処理
等を業務委託により実施しました。また、学校給食における食育を推進するため、学校と連
携し、学校栄養教諭による児童の発達段階に応じた食育授業を行いました。なお、食育授業
の実施状況は以下のとおりです。

実施日 実施回数 実施学校数 実施クラス数 延べ人数 食育授業のテーマ

27,250千円
内容

13,079千円

学校給食センター運営費 決算書Ｐ211
当初予算 25,915千円

内容
千鳥学校給食センター第一・第二調理場（長期包括責任委託事業）及び第三調理場（PFI事
業）の次期事業者の公募を行うために必要な要求水準や募集条件などを検討する経費です。

成果

６．千葉県小中学校体育連盟加盟負担金 574千円

５．市川・浦安支部小中学校体育連盟大会経費 150千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

千葉県小中学校体育連盟より市川・浦安支部へ分担された負担金を負担しました。

成果
千葉県小中学校体育連盟に加入することで、県大会・関東大会・全国大会への道が開け、市
立小中学校部活動の活性化を図ることができました。

内容

内容
千葉県小中学校体育連盟市川・浦安支部の総合体育大会における消耗品を購入しました。

成果
県大会につながる支部大会に対して、市川市教育委員会、浦安市教育委員会が共催して支援
することで、部活動の更なる活性化ができました。

事業の基本的な考え方や内容を示した実施方針や、事業者募集に必要な要求水準書及び募集
要項などを公表し、事業者の募集を行うことができました。

決算書Ｐ211
当初予算 28,917千円
予算現額 13,210千円 決算 13,207千円
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所
管

国県支出金

・

・

・

・

千鳥学校給食センター第一及び第二調理場長期包括責任委託事業
（債務負担行為分）

・

・千鳥学校給食センター第一・第二調理場（小学校分）の運営を適正かつ円滑に行いました。

千鳥学校給食センター第三調理場の設計建設等及び施設維持管理、運営の対価として運営期
間中、事業者に支払った経費です。

ＰＦＩ事業として千鳥学校給食センター第三調理場（中学校分）の運営を適正かつ円滑に行
いました。

内容

成果

決算書Ｐ211

当初予算 624,962千円
予算現額 624,962千円 623,573千円決算

千鳥学校給食センター第一・第二調理場の施設維持管理及び運営の対価として運営期間中、
事業者に支払った経費です。

397,567千円

内容

成果

　　※主食とは、ごはん、パン、麺類などです。
　　※一般物資とは、副食で使用する魚、卵、豆腐、果物などの食品のほか、醤油や味噌などの
　　　調味料です。

成果
安全安心な食材を使用して、栄養バランスの取れた学校給食を児童生徒に提供することがで
きました。

398,195千円 決算

学

校

給

食

セ

ン

タ

ー

千鳥学校給食センター第三調理場整備運営事業（債務負担行為分） 決算書Ｐ211
当初予算 401,226千円
予算現額

777,394,549円 

21.8％ 19.2％ 12.9％ 6.4％ 39.7％ 100.0％ 
合計

169,419,005円 149,417,289円 100,131,438円 50,089,682円 308,337,135円 

107,661,030円 258,337,882円 

22.1％ 17.2％ 12.7％ 6.3％ 41.7％ 100.0％ 
中学校 第三調理場

57,040,924円 44,452,046円 32,855,046円 16,328,836円 

200,676,105円 519,056,667円 

21.6％ 20.2％ 13.0％ 6.5％ 38.7％ 100.0％ 
小学校 第一・第二調理場

112,378,081円 104,965,243円 67,276,392円 33,760,846円 

内容
学校給食において、使用した食材料費です。内訳は下表のとおりです。
（％は各品目の合計に対する小学校、中学校の割合）

内容 主食 牛乳 野菜類 肉類 一般物資 合計

一般財源 668,735千円
特定財源

31,781千円
その他 76,878千円

当初予算 763,577千円
予算現額 777,469千円 決算 777,394千円

給食事業費 決算書Ｐ211

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果
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生涯学習部

所
管

・

・

内容
・

成果
・市民の文化芸術活動の振興を図るため、施設の貸出や各種事業を実施しました。

―
※利用可能日数は、開館日数から保守日等の使用できない日を除いた日数であり、
  利用率は、利用日数÷利用可能日数です。
※コマ数とは、時間区分での数であり、稼働率は、利用コマ数÷利用可能コマ数です。

市民プラザ管理運営費 決算書Ｐ93

予算現額 184,554千円 決算 183,919千円

2,318件 ― ― ― ― 190,494人

特定財源
その他 26,680千円

当初予算 184,554千円

――― ― ―グランドロビー

＜施設利用状況＞ 

一般財源 157,239千円

680ｺﾏ 67.9% 8,335人
― 323人

計 ―
―

リハーサル室 334日 269日 314件 80.5% 1,002ｺﾏ

6,081人
和 ・ 茶 室 337日 143日 149件 42.4% 1,011ｺﾏ 304ｺﾏ 30.1% 1,415人

34.0% 6,287人
練 習 室 (3) 337日 142日 148件 42.1% 1,011ｺﾏ 327ｺﾏ 32.3%

390ｺﾏ 38.7% 6,944人
練 習 室 (2) 337日 141日 148件 41.8% 1,011ｺﾏ 344ｺﾏ
練 習 室 (1) 336日 159日 168件 47.3% 1,008ｺﾏ

6,931人
第 ２ 会 議 室 334日 192日 226件 57.5% 1,002ｺﾏ 362ｺﾏ 36.1% 1,578人

38.5% 4,686人
第 １ 会 議 室 337日 161日 174件 47.8% 1,011ｺﾏ 344ｺﾏ 34.0%

430ｺﾏ 42.9% 8,860人
中 会 議 室 334日 173日 194件 51.8% 1,002ｺﾏ 386ｺﾏ

933ｺﾏ 701ｺﾏ 75.1% 34,785人
大 会 議 室 334日 192日 224件 57.5% 1,002ｺﾏ

726ｺﾏ
日数 コマ数

78.6% 104,269人
小 ホ ー ル 311日 254日 298件 81.7%

利用件数 利用率
利用可能 利用可能

大 ホ ー ル 308日 258日 275件 83.8% 924ｺﾏ

決算 304,193千円

利用
稼働率 利用者数

一般財源 264,663千円
特定財源
その他 39,530千円

279,657千円１．文化会館指定管理料（債務負担行為分）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

生

涯

学

習

課

文化会館管理運営費 決算書Ｐ93
当初予算 309,497千円
予算現額 309,198千円

指定管理者である公益財団法人うらやす財団により、利用者への効果的なサービスの提供と
施設の円滑な管理運営を行いました。

181,279千円１．市民プラザ指定管理料（債務負担行為分）

指定管理者である公益財団法人うらやす財団により、利用者への効果的なサービスの提供と
施設の円滑な管理運営を行いました。

市民の文化芸術活動の振興を図るため、施設の貸出や各種事業を実施しました。

内容

成果

コマ数
施　設　名 利用日数

－242－
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所
管

・

・

※コマ数とは、時間区分での数であり、稼働率は、利用コマ数÷利用可能コマ数です。

2,920ｺﾏ 66.8% 3,204人
計 - -
※利用可能日数は、開館日数から保守日等の使用できない日を除いた日数であり、

334日Ｅ 336日

利用率は、利用日数÷利用可能日数です。

1,600件
3,613ｺﾏ 82.7%

利用者数
日数

利用可能

7,890件 - - - - 93,681人

3,891人

＜施設利用状況＞

施設名 利用日数 利用件数 利用率

297日 378件 88.4%コンサートホール

4,217人
336日 336日 1,915件 100.0% 4,368ｺﾏ

3,622ｺﾏ336日 336日 1,727件
Ｂ 336日 335日 1,253件 99.7% 4,368ｺﾏ

稼働率

99.4% 4,368ｺﾏ

82.9%

ハーモニーホール

ス
タ
ジ
オ Ｄ

Ｃ 100.0% 4,368ｺﾏ

23,506人
747ｺﾏ 74.1% 12,009人

64.8% 6,365人2,831ｺﾏ
Ａ 336日 328日 652件 97.6% 1,008ｺﾏ

77.8% 40,489人
336日 261日 365件 77.7% 1,008ｺﾏ 627ｺﾏ 62.2%
336日 1,008ｺﾏ 784ｺﾏ

利用
コマ数 コマ数

利用可能

特定財源
その他 880千円

予算現額 318,344千円 決算 310,360千円
一般財源 309,480千円

101,073人
※利用可能日数は、開館日数から保守日等の使用できない日を除いた日数であり、
  利用率は、利用日数÷利用可能日数です。
※コマ数とは、時間区分での数であり、稼働率は、利用コマ数÷利用可能コマ数です。

音楽ホール管理運営費 決算書Ｐ93
当初予算 318,344千円

46.3% 4,763人
計 ― ― 4,153件 ― ― ― ―

1,605ｺﾏ 39.9% 5,605人
6 336日 265日 321件 78.9% 4,027ｺﾏ 1,864ｺﾏ
5 336日 263日 372件 78.3% 4,027ｺﾏ

2,861人
4 336日 295日 521件 87.8% 4,027ｺﾏ 1,673ｺﾏ 41.5% 3,066人

39.1% 2,175人
3 336日 286日 510件 85.1% 4,027ｺﾏ 1,551ｺﾏ 38.5%

1,530ｺﾏ 38.0% 2,753人
2 336日 265日 407件 78.9% 4,027ｺﾏ 1,573ｺﾏ

1,833ｺﾏ 47.8% 8,361人

市
民
サ
ロ
ン

1 336日 289日 495件 86.0% 4,027ｺﾏ
市民練習室 332日 283日 403件 85.2% 3,833ｺﾏ

6,138人
ギャラリー3 335日 161日 161件 48.1% 334ｺﾏ 161ｺﾏ 48.2% 17,052人

51.4% 6,021人
ギャラリー2 334日 160日 160件 47.9% 333ｺﾏ 160ｺﾏ 48.0%

599ｺﾏ 61.7% 11,928人
ギャラリー1 334日 171日 171件 51.2% 333ｺﾏ 171ｺﾏ

965ｺﾏ 562ｺﾏ 58.2% 30,350人
小ホール 324日 280日 374件 86.4% 971ｺﾏ

稼働率 利用者数
日数 コマ数 コマ数

大ホール 323日 236日 258件 73.1%

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

生

涯

学

習

課

＜施設利用状況＞

施設名
利用可能

利用日数 利用件数 利用率
利用可能 利用

126,078千円１．音楽ホール指定管理料（債務負担行為分）

指定管理者である株式会社コンベンションリンケージにより、利用者への効果的なサービス
の提供と施設の円滑な管理運営を行いました。

成果

内容

音楽をはじめとする文化芸術活動の振興を図るため、施設の貸出や各種事業を実施しまし
た。また、ネーミングライツを導入しています。
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所
管

・

・

・

・

・

・

・
・

・
成果

学習支援員の個別支援により、多くの生徒が最後まで参加することができ、学習意欲の高ま
りや、一人ひとりの課題や躓きの解消が図られました。

生

涯

学

習

課

高洲中学校 １～３年生 21名
明海中学校 １～３年生 16名 英語 17回

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

数学

英語 17回 数学

17回 日の出公民館

17回

17回

高洲公民館

17回 美浜公民館

数学 17回 日の出公民館

数学
17回

日の出中学校 １～３年生 11名 英語 17回
美浜中学校 １～３年生 19名 英語
入船中学校 １～３年生 13名 英語 17回 数学

17回
富岡中学校 １～３年生 20名 英語 17回 数学 17回

見明川中学校 １～３年生 6名 英語 17回 数学

17回
堀江中学校 ２～３年生 14名 英語 17回

教科 回数

数学 17回
浦安中学校 ３年生 18名 英語 17回 数学

実施校　浦安中学校、堀江中学校、見明川中学校、富岡中学校、入船中学校、美浜中学校、

青少年自立支援未来塾は、市立中学校の生徒に対して、学習習慣の確立や基礎的な学力を身
に付けさせるなど、確かな学力の向上を図ることを目的に、教員ＯＢや大学生など地域住民
の協力を得て学習支援を行いました。

　　　　日の出中学校、明海中学校、高洲中学校
学習支援員　教職経験者、大学生、地域住民
実施概要（５月から２月までの期間に英語と数学を隔週で実施）

学校名 参加学年 登録数 教科 回数

一般財源 3,249千円
特定財源
国県支出金 2,449千円

内容
2,697千円１．青少年自立支援未来塾事業

当初予算 6,458千円
決算書Ｐ199

大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする青年を祝い励ますため、１月13日（成人
の日）に東京ディズニーシー（ブロードウェイ・ミュージックシアター）で「浦安市成人式
二十歳の集い」を開催しました。式典は、式典対象者（平成16年４月２日～平成17年４月１
日生まれの市民）が自ら式典を企画、運営する実行委員会方式で行いました。

予算現額 5,987千円 決算 5,698千円

内容

成果
対象者2,028名のうち、1,631名が出席し、参加者が大人としての自覚を持つ機会となりまし
た。（出席率80.4％）

生涯学習推進事業

２．音楽ホール賃借料（債務負担行為分） 183,248千円
内容

民間ビル内に設置した浦安音楽ホールの１年間の賃借料です。

成果
賃借料を支払うことにより、浦安音楽ホールの持続的な管理運営が可能となり、利用者への
効果的なサービスの提供と施設の円滑な管理運営を行うことができました。

美浜公民館
富岡公民館
富岡公民館
堀江公民館
中央公民館

場所

成人式開催事業 決算書Ｐ199
当初予算 16,790千円
予算現額 16,816千円 決算 15,020千円
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所
管

２．地域学校協働活動推進員経費

・

・
・46名に委嘱（小学校30名、中学校16名）

・

（仮称）子ども図書館等整備事業【実施計画】

・

成果
・

・

・

生

涯

学

習

課

舞浜地区公民館整備事業【実施計画】 決算書Ｐ201
当初予算 76,304千円
予算現額

50,072,000円

76,304千円 23,765千円

実施設計の作成に向け地質調査などを実施しましたが、工法等の検討に時間を要したため、
令和７年度へ繰り越しました。

内容

50,072,000円（令和７年度へ繰越明許）

内容

成果

子ども図書館に子育て世代の居場所や相談機能を追加するとともに、隣接する日の出公民館
を含めた一体的な施設として整備するため、令和元年度に作成した（仮称）子ども図書館の
基本設計を修正しました。

（仮称）子ども図書館基本設計を基に親子の広場や一時預かり、子どもや子育てに関する相
談室といった子育て支援機能を追加し、（仮称）子ども・子育て複合施設の基本設計を作成
しました。

（令和７年度へ繰越明許）

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算 14,938千円
予算現額 14,630千円

決算書Ｐ199

1,101千円
内容

学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで子どもを育てる体制を整えることにより、学
校教育の充実、生涯学習社会の実現及び地域の教育力の向上に資することを目的として、浦
安市地域学校協働活動推進員（学校支援コーディネーター）を配置しました。
市立全小・中学校に配置

１．（仮称）子ども図書館等整備事業（基本設計）

成果
地域学校協働活動推進員（学校支援コーディネーター）が学校と地域を繋ぐ担い手となり、学
校の教育活動において、地域の人材を積極的に活用することができました。

決算 14,630千円

（仮称）舞浜地区公民館基本設計を基に、実施設計を作成しました。

23,765千円１．舞浜地区公民館整備事業（実施設計）

14,630千円

決算
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所
管

内容
（１）第８回浦安市写真展

（２）第44回浦安市美術展

・文化芸術活動の発表や鑑賞の機会を定期的に設けることで、市民の文化芸術活動の技術の向
上及び市の文化芸術の振興と普及を図ることができました。

出品点数合計 167 37 15 219

成果

洋　　　画 84 19 4 107
工芸・彫塑 22 3 4 29

書　　　道 41 10 4 55
日　本　画 20 5 3 28

入場者数 2,735名
（単位：点）

区　　分
出　品　点　数

合　計
一般 無鑑査 審査員

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

生

涯

学

習

課

内　　容 広く市民から美術作品の公募を行い、優れた作品を審査選考し、市民に紹介
することで、市の文化芸術の振興と普及を図ることを目的に開催しました。

会　　期 令和６年11月10日（日）～11月16日（土）
会　　場 浦安市民プラザ　市民ギャラリー、多目的大ホール
出品資格 16歳以上の市内在住・在勤・在学・市内のサークル及び美術教室所属の方・

本市出身者

現代文化振興事業 決算書Ｐ203
当初予算 49,740千円
予算現額 49,496千円 決算 49,462千円

一般財源 48,218千円
特定財源
その他 1,244千円

4,216千円１．美術展覧会

内　　容 広く市民に写真作品の発表及び鑑賞の機会を提供することで、市民の写真技
術の向上と文化の振興を図ることを目的として開催しました。

会　　期 令和６年９月９日（月）～９月15日(日)
会　　場 浦安市民プラザ　市民ギャラリー
出品資格 ①一般の部　16歳以上の市内在住・在勤・在学・市内の写真サークル及び写

真教室所属の方・本市出身者
②高校生の部　市内在住・在学の高校生

入場者数 438名
（単位：点）

区　　分
出　品　点　数

合　計
一般 無鑑査 審査員

一　　　般 68 9 2 79
高　校　生 22 22

出品点数合計 90 9 2 101
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所
管

内容
・

・

内容
・

成果
・

生

涯

学

習

課

187名

青少年による文化芸術活動の推進を図るため、小学３年生から高校生までの初心者を対象に
弦楽器を体験する教室を行い、最終日に成果発表会を開催しました。
開 催 日 令和６年８月９日（金）～11日（日）

観覧人数

1,244千円２．青少年文化・芸術支援事業

44,001千円３．浦安アートプロジェクト事業【実施計画】

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

成果
青少年に弦楽器演奏の体験を通して文化芸術への興味や関心を高めてもらうことができまし
た。また、発表会により保護者や地域の方にも音楽の素晴らしさを感じてもらう機会を提供
することができました。

東京藝術大学と連携し、アートの手法を活用した本市の課題解決へのきっかけづくりとし
て、「社会的孤立の防止」「第一期埋立護岸の利活用」等をテーマとしたワークショップ
や、活動の過程を見ることができるプロセス展に加え、成果発表としてのプロジェクト展を
実施しました。また、市内商業施設でのトークイベントや新浦安駅前ステージを使用した
ワークショップ及び作品展示を行いました。ワークショップや展示等を35回実施し、あわせ
て14,998人が参加しました。

本市の社会課題を捉えたイベントやワークショップのほか、より幅広い市民の参加が得られ
るよう、社会福祉協議会や自治会といった団体と連携するとともに、幼稚園、認定こども
園、保育園、小学校など、子どもとその保護者を巻き込んだ事業を展開しました。

会　　場 浦安市文化会館　大ホール、小ホール、リハーサル室
参加人数 70名

－247－－247－

主要<245>



所
管

・

成果
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（１）市民大会の実施状況 （２）「浦安スポーツフェア」の実施状況

成果
・

～令和７年３月31日

令和２年４月１日

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ65
当初予算

決算

57,084千円

3,120千円

スポーツ・レクリエーション事業
当初予算 58,754千円

330千円／年

ネーミングライツ収入

決算

市

民

ス

ポ

ー

ツ

課

3,120千円

内容

決算書Ｐ207

予算現額 55,208千円

予算現額 3,120千円

一般財源 32,164千円
特定財源
その他 23,044千円

体験コーナー

１．スポーツ推進業務

春季

9,443千円
内容

多くの市民が自ら目的に向かってスポーツに親しみ、心身ともに明るく健康で生きがいある
生活を送れるよう、多様な競技スポーツの市民大会や「浦安スポーツフェア」を開催しまし
た。

参加者数
40種目

競技数 参加者数

各種競技スポーツの市民大会の開催により、市民がスポーツに参加する機会の拡充を図るこ
とができました。
スポーツフェアでは、スポーツを通して人や地域が交流する機会を提供するとともに、市内
を拠点として活動するトップスポーツチームの競技やチームの活動を身近に感じてもらうこ
とで、スポーツへの関心の喚起につなげることができました。なお、参加者数は令和５年度
の11,444人から約11％増加し、12,669人となりました。

20競技 8,466人
秋季

12,669人
22競技 9,140人

令和２年４月１日
1,200千円／年

中央公園軟式野球場

～令和12年３月31日

５施設でネーミングライツを導入し、財源の確保に努めることができました。

～令和７年３月31日

令和２年４月１日
ＫＧ軟式野球場

ブリオベッカ浦安競技場

令和２年４月１日

施設名 愛称 契約期間 契約金額

運動公園総合体育館・屋内水泳プール バルドラール浦安アリーナ
令和２年４月１日

1,100千円／年

持続可能な施設運営を行うため、次のスポーツ施設でネーミングライツを導入しています。

高洲中央公園少年野球場 J:COM浦安少年野球場 240千円／年

明海球技場 ブリオベッカフィールド明海 250千円／年
～令和７年３月31日

～令和７年３月31日

運動公園陸上競技場
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・

成果
・

・

成果
・

２．総合体育館大規模修繕事業（継続費分）（令和５年度より逓次繰越分）

・

成果
・

内容
23,094千円

地方債 343,700千円
１．総合体育館大規模修繕事業 （継続費分） 457,694千円

浦安市社会体育施設長寿命化計画に基づき、令和４年度から令和６年度までの３か年で総合
体育館の空調設備を改修しました。

老朽化した空調設備（エアハンドリングユニットおよび自動制御設備）の改修工事が令和
６年６月に完了し、新たな設備の供用を開始することができました。

一般財源 122,925千円
特定財源
国県支出金 14,163千円

総合体育館・屋内水泳プール大規模修繕事業 決算書Ｐ209
当初予算 483,159千円
予算現額 503,882千円 決算 480,788千円

スポーツを通して心身ともに明るく健康な生活を送れるよう、市民が気軽にスポーツを楽し
める機会の提供を目的に「東京ベイ浦安シティマラソン」を開催するため、実行委員会に補
助金を交付しました。

合計

浦安の水際線等を活用し、新たなスポーツニーズに対応したスポーツ振興を図るとともに、
スポーツツーリズムの推進を図ることを目的に「浦安クリテリウム」を開催するため、実行
委員会に補助金を交付しました。

部門 エントリー 出走者

229人 208人 138人

初開催でしたが、幅広い世代が参加ができる「一般の部」に加えて、実業団の選手による公
式戦「JBCFの部」を誘致したことで、多くの出走者を得ることができました。また、自転車
安全利用啓発イベント「ちゃりフェス」との同時開催により、約5,500人の方に来場いただき
ました。

JBCFの部 109人 101人 74人

内容
３．東京ベイ浦安シティマラソン実行委員会補助金 10,000千円

64人一般の部

内容
15,000千円

120人 107人
完走者

２．浦安クリテリウム実行委員会補助金【実施計画】

1,596人
3kmの部 955人 644人 644人

エントリー 出走者 完走者部門

市

民

ス

ポ

ー

ツ

課

合計 3,131人 2,244人 2,240人

10km、3kmの２種目を実施し、マラソンを通じて市民の健康増進やスポーツの振興を図ること
ができました。

10kmの部 2,176人 1,600人

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果
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成果
・

内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

市

民

ス

ポ

ー

ツ

課

施設維持補修費 決算書Ｐ209
当初予算 278,687千円

13,728千円

予算現額

２．陸上競技場改修事業 【実施計画】

291,997千円 決算 286,756千円
一般財源 208,256千円

122,957千円

老朽化したトラック（全天候舗装）の張り替え、砲丸落下域や砲丸サークルの改修等を行
い、第４種ライト競技場の公認を更新することができました。

特定財源
地方債 78,500千円

日本陸上競技連盟による第４種ライト競技場の公認の期限が満了となるため、公認検定に向
けた改修を行いました。

１．運動公園球技場維持補修費 （令和５年度より事故繰越し分）
内容

運動公園内の球技場施設について、施設の安全性の確保や老朽化などに対応した補修を行い
ました。

運動公園野球場人工芝張替補修工事について、天候不順で不測の日数を要したことから令
和６年度に事故繰越しを行いましたが、令和６年９月に完了しました。
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・

・特別パトロール（県下一斉広域列車パトロール等の実施）

・

・

・

※

青

少

年

セ

ン

タ

ー

333回

1,056人
766人

623人
241人

107人 104人青少年補導員数 103人 104人

398人
735人

　　328人

108人

【連携】
浦安警察署、市川児童相談所、市内及び隣接する他市の関係機関・団体等との連携を図
り、青少年の非行防止・健全育成活動に取り組みました。

５年度

延べ参加人数

188回

  908人
　　　239人

165回

976人

・地区パトロール（中学校区【９ブロック】ごとに実施）

・臨時パトロール（青少年に関わる不審者情報があった場合等に実施）
【情報交換】

決算書Ｐ207

４年度

リスクレベル １：自身の個人情報の公開（氏名、学校、写真の三点が揃ったもの）

 ７件

成果

ネットパトロール事業

リスクレベル ２：いじめ、飲酒、喫煙などの問題行動や他人の誹謗中傷・詳細な個人情報の公開

18件

294回

 25件

245件

2,115千円

国県支出金

・各中学校区ブロック会議

実 施 回 数

延べ補導人数

【街頭補導活動】
・中央パトロール（市内全域を４つの時間帯に分けてパトロールを実施）

181回

年度
４年度

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ207
当初予算

決算

内容
250千円

予算現額 2,534千円

特定財源

２年度

青少年補導員活動等経費

 ０件

2,534千円

2,057千円
2,057千円

リスク
３年度

青少年補導員等の活動状況

レベル１

内容

251件
 ０件

一般財源

青少年補導員と青少年センター職員が中心となり、学校や警察等のご協力をいただきながら
補導活動を行いました。また、青少年の非行防止や健全育成のための啓発活動、補導員の資
質の向上に取り組みました。

区分
３年度 ６年度

1,865千円

青少年の活動実態に即した重点箇所や時間帯を踏まえた活動計画を策定し、地区パトロール
等の効果的な街頭補導活動を実施しました。補導内容につきましては、夜間無灯火などの自
転車危険走行や帰宅指導が多数を占めています。

リスクレベル外：個人が推測される恐れがあり、注意が必要なもの

10件
11件

 ０件

当初予算

年度

 ９件

レベル３

予算現額

リスクレベル ３：少年事件、自殺、犯罪予告など事件性があり人命に影響をあたえかねないもの

決算 2,056千円

子どもたちを犯罪被害から守ることを目的にネットパトロールを実施しています。ＳＮＳサ
イトや掲示板サイト、Youtube等を検索し、不適切な投稿や問題行動の早期発見に取り組みま
した。（令和２年７月より開始）

５年度

３件

レベル２

256件

６年度

 ０件
288件

 10件

レベル外

－251－－251－
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公認心理師による青少年に関する学校や家庭、友人関係の悩み等の相談事業を実施しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

21回

成果

105回
メ ー ル 13回

延べ相談回数
13回 ０回 ６回 2回

５年度

67回
11回30回 19回 32回

52回 60回 35回

120回 71回 84回 58回

成果
青少年相談は、電話、メール、来所の相談に対応し、相談の内容により連携が必要と判断し
た場合は他の専門機関へつないでいます。
他部署・専門機関への連携につきましては、より適切な相談機関に相談することが相談者の
利益につながることに加え、繰り返し会話することへのストレスを減らし、より問題に向き
合いやすくするという効果もあります。それぞれの専門性を生かし相談者を多角的にサポー
トする上で重要であり、センター相談室は相談者支援において重要な役割を果たしていると
考えています。

24件ケース数（実人数） 45件 42件

区分
電 話 77回

内容

４年度３年度

来 所

当初予算 2,312千円

年度

予算現額 2,021千円 決算

青少年相談事業

６年度２年度

これまでレベル３相当の投稿は発見されていません。レベル２相当の投稿は11件と、令和５
年度と比べて７件減少しています。投稿内容は、「個人を特定した誹謗・中傷」２件、「他
人の個人情報の公開」２件、「暴力・問題行動」６件、「わいせつ表現(写真等)」１件でし
た。リスクレベル１相当の投稿は10件で、令和５年度と比べて７件増加しています。

44件 29件

青

少

年

セ

ン

タ

ー

決算書Ｐ207

1,893千円
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40千円

926千円

郷

土

博

物

館

17,501千円
旧大塚家住宅移築及び耐震補強改修事業【実施計画】

内容

市内公民館との共催事業
(わらぞうりづくり体験、しめ縄
づくり体験など)

各公民館と共催することにより、
より多くの市民に体験の機会を提
供し、博物館事業の周知をする。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ205
当初予算

決算予算現額 14,101千円 13,939千円

重点密集市街地を含む地区の防災性の向上を図るため、防災拠点となる多目的広場や境川沿
いの防災避難路整備に伴い、旧大塚家住宅を移設することで、歴史・文化資源を集約し、市
民に対し公開するため、旧大塚家住宅移設に係る実施設計業務を行うものです。

成果
旧大塚家住宅移設に係る移設後耐震補強及び移設工法を決定し、詳細図面の作成・工事費の
積算等を行い、設計業務を完了しました。

博物館活動費 決算書Ｐ205
当初予算 2,010千円
予算現額 2,010千円 決算 1,814千円

一般財源 1,742千円
特定財源
その他 72千円

１．講演事業経費
内容

浦安に関する歴史・文化・民俗等についての講演会を開催するものです。なお、開催した講
演会の内容は以下のとおりです。

事　業　内　容 内　容 実施回数 参加者数

講演会「浦安の住宅開発の歴史」
埋立事業以降の浦安の住宅事情に
関する講演

１回 27人

２．館内事業経費
内容

郷土博物館の事業として「ふるさと浦安」を感じることができる体験事業やイベントを開催
するものです。なお、開催した事業及び企画展の内容は以下のとおりです。

成果

事　業　内　容 目　的 実施回数 参加者数
休日体験
（お手玉・ねつけ作り、貝がらに
絵をかこうなど）

ふるさと浦安について理解を深
め、郷土愛を育む。

28回 709人

文化財の活用（かまどの日）
文化財を活用した事業を実施し、
郷土学習に取り組む。

５回 42人

季節の行事 年中行事を行い、郷土愛を育む。 ７回 178人

季節のイベント
（正月遊びなど）

様々なイベントを実施し、博物館
を活用しながら楽しむ。

７回 　7,536人

博学連携事業
(昔遊び体験、昔のくらし体験、
海苔すき体験など)

各学年の発達段階に合わせた博物
館活用プログラムでの学校教育内
の博物館利用を推進する。

284回
（団体）

11,939人

３回 40人

体験事業を通して、「埋立事業」や、その当時の浦安を知る方々の思いにふれることで、郷
土学習の機会を提供することができました。
また、郷土の歴史・自然・伝統文化や昔あそびなど、体験を主としたさまざまな取組を実践
し、郷土愛を育む機会を提供することができました。

13,939千円１．旧大塚家住宅移築及び耐震補強改修工事関連経費
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505千円

郷

土

博

物

館

ジュニア学芸員と交流しながら、
浦安の文化を知り、昔ながらの遊
び等を体験する。

あっさり君チャレンジ

事　業　内　容 目　的

14回 529人

ジュニア学芸員講習基礎講座

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

実施回数 参加者数
夏休みの自由研究支援
(ふるさと浦安相談会、ふるさと
浦安関連講座)

学校の長期休業期間中、博物館が
郷土学習の拠点となるような事業
を実施する。

17回 382人

児童生徒の郷土愛を育むととも
に、将来にわたる博物館ボラン
ティアを育成する。

６回 99人

ジュニア学芸員講習応用講座（ス
ペシャル学芸員講座）

ジュニア学芸員認定者を対象に、
児童生徒の興味関心に合わせたよ
り専門的な講座を開催する。

21回 91人

企画展名 内　　容 開催期間 来場者数

もっと知りたいふるさと浦安

ふるさと浦安をテーマにした
展示、郷土学習の相談会・工
作コーナー、浦安に関する資
料や自由研究を展示

７月20日～
　　８月25日

6,111人

ふるさと浦安作品展
市内小中学校生による浦安を
テーマにした自由研究の優秀
作品を展示

９月28日～
　　10月20日

4,328人

浦安の海苔養殖

浦安の基幹産業であった海苔
養殖について歴史、民俗、自
然などを多方面にわたって紹
介

１月４日～
　　３月２日

5,771人

目　　的 実施回数 参加者数

「浦安の漁撈
　　　―刺網漁―」

浦安の漁撈用具のうち、点数
が一番多く収蔵されている刺
網を使った漁法である刺網漁
を紹介

３月22日～
　　５月25日

5,807人

境川乗船体験・干潟観察会・野鳥
観察会・街路樹観察会など

ふるさと意識の高揚と自然を大切
にする心を育む。

７回 91人

成果

常設展示とは異なるテーマでの取組を展示化する企画展を実施したことで、新たな発見や気
づきを得るとともに、より一層の郷土愛を育む機会を提供することができました。

体験事業を通して、身近にある浦安の自然・環境について学び、考える機会を提供し、郷土
愛を育む一助とすることができました。

３．館外事業経費
内容

郷土博物館の事業として、「ふるさと浦安」に欠かせない境川や三番瀬などの身近な自然を
活用し、体験事業やイベントを開催するものです。なお、開催した事業の内容は以下のとお
りです。

事　業　内　容

－254－－254－
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管

・
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成果

郷

土

博

物

館

大衆芸能展示環境整備事業 決算書Ｐ205
当初予算 330千円

決算 330千円

かつての漁師町浦安で、芸事好きな人々が余暇を楽しむために盛んに行われていた、大衆芸
能に関連する展示を作成するため、調査を行うものです。

浦安における大衆芸能の保存継承に向け、聞き取り調査を実施し、展示案・方向性などをま
とめた調査報告書を作成しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

予算現額 330千円

内容
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主要<253>



所
管

・

・

・

・幼児・青少年を対象に浦安市の伝統文化を学ぶ「三社祭を楽しもう！」や、子育て期にある
方を対象とした家庭教育に関する事業を実施しました。そのほか、地域づくりの拠点とし
て、学校とサークルが成果を発表する「地域交流会」などの実施を通して、人とのつながり
を創出することができました。

成果

506回合　　計

障がいのある方との共生に関する取り組み 0 0回 0人
135人

7,683人37

3
豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 2,872人

19回 1,748人

56人

地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

7

346回
5回

高齢者（向老期を含む）への取り組み 10 96回 2,068人

参加人数

6回1

学　習　課　題　別 事業数 総回数
幼児・青少年の発達に応じた取り組み 8
子育て期にある成人への取り組み

804人

成果
青少年を対象とした「夏休みこどもの羊毛フェルト」や、施設の特色を活かして、豊かな生
活文化・人とのつながりを育む「野菜づくり事業」を実施しました。そのほか、公民館サー
クルの協力で、こども卓球大会を高洲児童センターと共催で実施し、地域の大人との交流を
深めることができました。

一般財源 9,749千円
特定財源
その他

合　　計 38 577回 17,219人

現代的課題への取り組み 2
豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 8 358回 7,202人

22回 1,059人

障がいのある方との共生に関する取り組み 1 4回 35人
8回 6人

6,744人
3 26回 268人

高齢者（向老期を含む）への取り組み 8 100回 1,905人
子育て期にある成人への取り組み

34回

8

11,128千円 9,989千円

幼児・青少年の発達に応じた取り組み 11 59回

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

総回数

240千円

5

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

当初予算
決算

決算書Ｐ199
11,095千円

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

参加人数

公

民

館

公民館活動費

予算現額

地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

現代的課題への取り組み

3,473千円１．高洲公民館活動費

２．中央公民館活動費 967千円

学　習　課　題　別 事業数
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豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業として、施設の特色を生かした「野菜栽培入
門」や、青少年の居場所づくりを目的とした「ふれあいコーナーの開放」を実施しました。
そのほか、サークル体験講座を積極的に実施することで、地域づくりの拠点として、公民館
で自主的に活動を継続しているサークルの支援を行いました。

地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

4 5回 1,970人

合　　計 37 954回 11,851人

現代的課題への取り組み 3 13回 60人
豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 12 452回 4,414人

高齢者（向老期を含む）への取り組み 9 135回 2,341人
障がいのある方との共生に関する取り組み 1 1回 15人

参加人数
幼児・青少年の発達に応じた取り組み 7 338回 2,998人
子育て期にある成人への取り組み 1 10回 53人

３．堀江公民館活動費 984千円

933千円４．富岡公民館活動費

公

民

館

12

1

学　習　課　題　別 事業数 総回数

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

成果
幼児・青少年を対象に、「県民の日イベント」や「親子おんがくひろば」を開催しました。
また、障がいのある方との共生に関する取り組みとなる「きぼう青年学級」では、提灯づく
りや館外学習などの余暇活動や生涯学習を支援することで、ワークライフバランスの推進を
行うことができました。

内容

18回 412人
0 0回

生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

現代的課題への取り組み
豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み
地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

合　　計

3 11回 59人
6

学　習　課　題　別 事業数 総回数 参加人数
幼児・青少年の発達に応じた取り組み
子育て期にある成人への取り組み
高齢者（向老期を含む）への取り組み
障がいのある方との共生に関する取り組み

0人
8 100回 1,373人

12回 363人

345回 2,263人

3 15回 1,913人

33 501回 6,383人
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５．美浜公民館活動費

1,123千円６．当代島公民館活動費

成果
乳幼児とその親を対象に、助産師による育児相談や読み聞かせを行い、子育てへの不安の解
消や、親同士が交流できる事業、また、家族での防災力を高めるポイントを学び、防災への
関心、意識を高めることができる「今から取り組もう！防災講座」を実施することで、地域
の教育力の向上を図ることができました。

合　　計 30 787回 13,281人

豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 5 340回 3,935人
地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

3 15回 1,816人

障がいのある方との共生に関する取り組み 1 4回 88人
現代的課題への取り組み 2 4回 41人

14回 136人
高齢者（向老期を含む）への取り組み 6 90回 1,835人
子育て期にある成人への取り組み 2
幼児・青少年の発達に応じた取り組み 11 320回 5,430人

学　習　課　題　別 事業数

合　　計 34 527回 14,780人

総回数 参加人数

豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 8 354回 5,162人
地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

4 14回 3,098人

3,663人
障がいのある方との共生に関する取り組み 1 3回 12人
現代的課題への取り組み 2 11回 30人

幼児・青少年の発達に応じた取り組み 10 40回 2,815人
学　習　課　題　別 事業数 総回数 参加人数公

民

館

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

成果
高齢者を対象とした「みはまいきいきサロン」を社会福祉協議会と共催で実施しました。そ
のほか、障がいのある方のための学習支援事業「にこにこ運動広場」や、親子とシニア世代
が交流する「美浜マーブル広場」を実施することで、人とのつながりを育むことができまし
た。

子育て期にある成人への取り組み 0 0回 0人
高齢者（向老期を含む）への取り組み 9 105回

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

1,046千円
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72,944 457,866

5,814

25回 2,099人

合　　計

34,976

72,046 83,162 39,783 70,326 62,302 57,303

20人
豊かな生活文化・人とのつながりを育む事業への取り組み 7

3,608 4,795 4,561 4,568 5,660

地域づくりの拠点として、市民の連帯・自治意識を育む事業へ
の取り組み

3

高齢者（向老期を含む）への取り組み 8 102回

36 614回 15,585人

12人
現代的課題への取り組み 2 8回

1,118人
学　習　課　題　別 事業数

388回 8,849人

1回

子育て期にある成人への取り組み 2 19回 183人

1,089千円７．日の出公民館活動費

3,304人

総回数 参加人数
幼児・青少年の発達に応じた取り組み 13

１．当代島公民館改修事業（実施設計）
33,200,000円

（令和７年度へ繰越明許）
内容

施設運営や基本方針等を大きく変更することなく、建設当初の能力に限りなく近づけること
を主眼として現状復旧を目的に改修を行うものです。

内容
生涯学習推進計画に掲げる基本目標に基づき、生活や健康、文化などの多様な学習課題をと
らえ、世代やライフスタイルに応じた主催事業を実施しました。学習課題ごとの取り組み状
況は次のとおりです。

71回

成果
改修工事の設計業務に着手し、基本設計、実施設計のための劣化度調査を実施しました。

高齢者を対象に、浦安市社会福祉協議会と共催で「シニアサロンひのでCafé」を実施しまし
た。そのほか、子育て応援講座「“自己肯定感”とこんにちは！」では、自己肯定感の大切
さや捉え方を学ぶことで、子育てへの不安の軽減やよりよい子育て環境についての理解を深
めることができました。

14,100千円

14,100千円

33,200,000円（令和７年度へ繰越明許）

当代島公民館改修事業【実施計画】 決算書Ｐ201
当初予算 19,086千円
予算現額

公民館の利用状況は、次のとおりです。
高洲 中央

48,159千円 決算

利用件数
(件）
利用人数
（人）

5,970

障がいのある方との共生に関する取り組み 1

公

民

館

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

○公民館利用状況

当代島 日の出 合計堀江 富岡 美浜

成果
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１．一般奉仕事業

・図書館資料の貸出し冊数は、次のとおりです。

・貸出し者数等は次のとおりです。

※

・
・

・

・

２．レファレンスサービス事業

・

・

・

３．障がい者サービス事業

・

・

・

児童書

当該年度に１回以上貸出しを受けた市民の数。資料閲覧、主催事業への参加のみの来館者は含
まない。

471,519件 

成果
市民の読書環境の充実を図るとともに、学習や仕事等、暮らしに役立つ資料を提供すること
ができました。

423,486件 

図書館資料やデータベース等を活用して、浦安の歴史や文化に関する資料や、市民の様々な
調査研究等の参考となるような情報を提供しました。

市民からのリクエストに応え、資料を提供しました。

ビデオ

成果

一般書

1,380,187冊 

貸出し者数　※ 貸出し利用率
市民一人あたりの

貸出し冊数
33,430人 19.5％ 8.1冊 

舞浜駅前 浦安駅前
208,049冊 135,748冊 156,566冊 13,493冊 14,792冊 

60,095冊 

富岡分館 美浜分館 当代島分館

日の出分館 高洲分館
図書サービス 行政サービスセンター

計
コーナー

中

央

図

書

館

3,231千円

869千円
内容

中央図書館 堀江分館

図書館サービス事業

3,195千円

猫実分館

74,661冊 429,275冊 

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ203
当初予算

決算予算現額 3,231千円

74,346冊 83,620冊 129,542冊 

宅配

資料案内 利用案内 調査回答 計

387,213件 36,273件 

利用件数は、次のとおりです。

1,323件 

内容

図書館への来館が困難な市民へ資料を届ける宅配や、活字資料の利用が困難な市民へ録音図
書等の貸出し及び対面朗読を実施しました。

539千円
内容

対面朗読

図書

45件 

73,018件 

リクエスト受付件数は、次のとおりです。

地域に密着した分館運営を行い、全域で図書館サービスを提供することができました。

市民が必要とする資料や情報を提供し、学習活動や課題解決に向けた支援を行うことができ
ました。

障がい者資料の来館貸出

ＣＤ
4,479件 

合計

89,372件 

1,785千円

窓口、電話及びメールによる受付件数は、次のとおりです。

15,031件 

貸出タイトル数・提供点数
1,730ﾀｲﾄﾙ 

781ﾀｲﾄﾙ 
64点 

18件 

雑誌

26,591件 

視聴覚資料
カセット

2件 
21,442件 

ＤＶＤ レコード
16,898件 

事業名 件数
287件 
67件 
45件 

順天堂大学医学部附属浦安病院の入院患者に対し、リクエストのあった資料を15件、43点提
供しました。また、再開した図書コーナーに図書を配置し、週に１回職員を派遣しました。
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・

１．ものづくり環境運営事業
２．ものづくり環境運営事業（債務負担行為分）

・

・

・

１．児童サービス事業

・

・

・
・

ストーリーテリング

図書の探し方案内、図書館見学、
中学生の職業体験など

市内小・中学校 24回 135人 

参加者数
304人 

3,215人 

5,890人 

特定財源
74千円

225千円
その他

3,485人 

事業数
実施した事業は、次のとおりです。

279人 

188回 460人 

内容

予算現額

87回 

351人 

一般財源 4,576千円

当初予算

子どもと子どもに関わる大人を対象に、発達段階に応じた読書相談やレファレンスに対応す
るとともに、各種主催事業を実施しました。

209回 

390千円

ファブスペースを利用するために必要な事前
講習会。

児童サービス事業

ものづくり体験イベント

事業名
デジタルファブリケーション機器等を備えたファブスペースを運営しました。

機器や工具などを使った様々なものづくり体
験。

66回 

利用者同士の交流など、新たなコミュニケーションの場を提供することができました。

6,348千円
1,447千円

4,651千円

昔話などの語り 市内小学校

4,651千円

中

央

図

書

館

ものづくり環境整備事業
当初予算

個人利用が598件あり、幅広い年代の市民が気軽にものづくりを体験できる機会を提供するこ
とができました。

参加者数回数

決算 7,796千円

成果

内容

その他

3事業 
534回 

4,650千円

特定財源

実施回数

成果

市内幼稚園・認定
こども園・保育園

231回 

決算書Ｐ203

データ作成や操作等、設置機器を活用し、も
のづくりを体験してもらう。

決算

機器操作体験会

一般財源

内容

予算現額

図書館への来館や活字資料の利用が困難な市民に対し、必要な情報を提供することができ
ました。

7,911千円

小学校中学年～18歳

33回 

8,185千円

8事業 

対象 回数

3事業 6回 
3回 

39人 

絵本についての講義、公民館主催
事業等でのよみきかせなど

―

子どもに関わる大人 2事業 

絵本のよみきかせ、わらべうた

内容　

小学校、幼稚園、認定こども園、保育園等へ司書を派遣し、よみきかせ等を行いました。
実施した事業は、次のとおりです。

125人 

よみきかせ

主な対象
乳幼児と保護者

7,406千円

利用講習会

決算書Ｐ203

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

その他 園児の図書館利用体験など ― 187回 

参加者数

利用案内

講師派遣

2,554人 

就学前～小学校低学年

事業名

16回 231人 

ブックトーク テーマに沿った本の紹介 市内小学校 67回 1,957人 

734回 14,252人 合計

－261－－261－
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所
管

・
・

２．ブックスタート事業
内容

・

・

・

３.読書手帳運用事業
内容

・
・

・

・

・

１．図書購入費

・

・

２．逐次刊行物購入費

・

・

2,668冊 

64,506千円
決算書Ｐ203

49,999千円

1,974冊 

全館富岡

内容

成果
子どもの読書環境の充実を図ることで、発達段階に応じた読書支援を行うことができました。
子どもと子どもに関わる大人に、本の楽しみや読書の大切さを伝えることができました。

660千円

3,764千円

1,500冊 921冊 271冊 

読書通帳の配布、販売冊数は、次のとおりです。

図書館で借りた図書等を記録する読書通帳を、市内小中学校の児童・生徒及び希望する未就
学児等に配布しました。また、配布対象外である16歳以上の利用者に対しては、読書通帳を
販売しました。

配布（学校） 配布（図書館）

1,897冊 1,882冊 11,979冊 

市民の読書や学習活動、課題の解決に役立つ資料を購入し、蔵書の充実を図ることができま
した。

1,834冊 2,503冊 

図書館資料の充実

図書館 分館

乳児と保護者に対し、絵本の楽しさ、大切さを伝えることができました。

子どもの読書活動の推進と図書館利用の促進のため、読書通帳機を運用しました。

64,506千円 決算 64,303千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

計

分館
日の出

出生した全ての子どもを対象に、読書のきっかけになる絵本及びサービス案内等の入った
「ブックスタートパック」を、903セット配布しました。

成果

令和６年度に読書通帳の登録をした小中学生は252人となっており、子どもたちの図書館利用
のきっかけとなりました。

販売
2,692冊 

美浜 高洲

中央図書館において、生後４か月から５か月の乳児と保護者を対象に、乳児絵本の選び方や
よみきかせの仕方等について説明する「ブックスタート絵本講座」を35回実施し、164組355
人の参加がありました。

分館 分館分館 分館
当代島

当初予算

中央 堀江 猫実

購入タイトル数 443タイトル 

26,811冊 

雑誌
中央図書館、分館において購入した、閲覧用の逐次刊行物は次のとおりです。

2,074冊 

成果

分館 合計

新聞 追録（加除式図書）

成果

64タイトル 1タイトル 

12,117千円
内容

成果

図書では得ることが難しい最新の情報を、市民へ提供することができました。

市立図書館や学校図書館で借りた本を読書通帳に記帳することを通して、子どもの読書意欲
を高め、読書活動の推進を図ることができました。

中央図書館、分館の蔵書となる資料として、購入した図書は次のとおりです。

予算現額

中

央

図

書

館

－262－－262－
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所
管

３．視聴覚資料購入費

・

・音楽や映画、ドキュメンタリー等、音声や映像による資料を収集し、市民へ提供することが
できました。

ＣＤ ＤＶＤ 合計
購入点数 226点 97点 323点 

貸出用として購入した視聴覚資料は次のとおりです。

成果

2,185千円
内容

中

央

図

書

館

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

－263－－263－
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 ２３．令和６年度決算主要施策等成果表（特別会計） 国民健康保険

所
管

・
・

・

・

・

件 給付額

※

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

国

保

年

金

課

保険給付費 決算書Ｐ245
当初予算 8,162,820千円

特定財源
国県支出金 7,268,152千円

１.加入状況

予算現額 7,911,470千円 決算 7,323,178千円
一般財源 55,026千円

国民健康保険は、社会保険等に加入していない方が加入する保険です。
国民健康保険に含まれる退職者医療制度は、平成27年３月に廃止され、平成26年度までに退
職被保険者等となった方が65歳となるまでの経過措置とされましたが、令和６年度において
市内に対象者はいません。

区　　　　分 前年度末現在 本年度末現在 年間平均
世　　　帯　　　数（世帯） 17,075 16,795 17,045
被　保　険　者　数　（人） 24,010 23,291 23,803
内
訳

退 職 被 保 険 者 等 0 0 0
一 般 被 保 険 者 24,010 23,291 23,803

２.給付の状況
療養給付費は、医療機関での療養の給付（診察や治療、薬剤の支給等）にかかる費用を保険
者が負担するものです。保険者の負担割合は、未就学児は８割負担、70歳以上75歳未満は７
割または８割負担、その他は７割負担です。

療養費は、やむを得ない事情で療養の給付を受けることができなかった場合の現金給付で
す。柔道整復師やあんま師、はり師等の施術を受けた場合や、コルセット等治療用装具の費
用などが該当します。

高額療養費は、同じ月内の医療費の自己負担額が限度額（年齢や所得による）を超えた場合
などについて、超えた分を給付するものです。

（単位：円）

科　　目
件　　数 給　付　額 １件当たり

療養給付費 401,877　 6,284,354,056　 15,638　
療養費 11,306　 77,248,712　 6,833　

高額療養費 17,847　 903,751,366　 50,639　
高額介護合算療養費 46　 1,749,753　 38,038　

出産育児一時金 69　 33,337,610　 483,154　
葬祭費 109　 5,450,000　 50,000　

5,668千円

傷病手当金 0　 0　 -         
その他、審査支払手数料として17,274,181円、出産育児一時金役務費とし
て13,230円を支出しています。

脳ドック費用の助成

内容
国民健康保険被保険者の脳ドックの受診を促進することにより、脳血管疾患の早期発見及び
早期治療を図るため、脳ドック費用の助成を行いました。

成果
376人に対して費用の助成を行い、被保険者の健康の保持増進及び健康寿命の延伸並びに医療
費の適正化に寄与しました。

決算書Ｐ249
当初予算 8,297千円
予算現額 6,785千円 決算

*表中の予算現額は、当初予算の補正や流用等をした後の額です。
 決算額は千円未満切り捨てです。

－264－－264－
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所
管

・

特定健康診査 （単位：人） 特定保健指導 （単位：人）

積極的支援 173

情報提供 6,202 動機づけ支援 89
動機づけ支援 503 積極的支援 24

内容
40歳～74歳の国民健康保険被保険者に対し、糖尿病等の生活習慣病を予防するため、内臓脂
肪肥満に着目し、生活習慣病の要因を改善するための特定健康診査・特定保健指導を実施し
ました。

成果

受診者数 6,878 利用者数 113

一般財源
特定財源
国県支出金 71,335千円

26,978千円

特定健康診査等事業費 決算書Ｐ249
当初予算 106,639千円
予算現額 101,254千円 決算 98,313千円

6
現 年 課 税 分
滞 納 繰 越 分

計

4
現 年 課 税 分
滞 納 繰 越 分

計

5
現 年 課 税 分
滞 納 繰 越 分

計

　　　　　　 区　分
年　度

収入割合
収入済額
前年度比

43,668,291

18.4　　 20.4　　
78.0　　 4.4　　

723,377,928
6

現 年 課 税 分
滞 納 繰 越 分

3,086,948,500 2,890,910,764

2,936,861,600 2,724,835,775

3,829,568,900 3,062,522,681計

計

○　国民健康保険税の推移

　　　　　　 区　分
年　度

収入未済額

212,021,425
772,451,743 175,876,872 41,511,122 555,063,749

4,400
滞 納 繰 越 分

円

地方税法第15条の７に
よるもの

計

件数

国

保

年

金

課

不納欠損事由別内訳（１）

税額
件

5
現 年 課 税 分

865 10,789,349 4,055 43,668,291

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

調　定　額 収入済額 不納欠損額

円 件

１号　差押財産なし ２号　生活困窮 ３号　所在不明 計
不納欠損事由別内訳（２）（地方税法第15条の７によるもの）

税額 件数 税額

3,190 32,878,942

件数 税額 件数 税額 件数 税額 件数 税額
件 円 件 円 件 円 件 円

865 10,789,349409 5,004,599 431 5,264,550 25 520,200

76,200 219,648,427
56,966,314 561,336,316

3,816,966,936 2,978,939,679 57,042,514 780,984,743
139,633,206

2,839,306,473

767,085,174

742,620,400 171,611,917 43,646,991 527,361,492
21,300 196,016,436

3,709,313,343 2,900,712,647 41,515,522

80.0　　 5.6　　

92.8　　 △4.0　　
22.8　　 26.0　　
78.2　　 △2.6　　

23.1　　 △2.4　　

地方税法第18条に
よるもの

件 円
件数

（単位：円）

（単位：％）

93.6　　 6.1　　

92.8　　 3.8　　

計

3,059,031,100
757,935,836滞 納 繰 越 分

現 年 課 税 分
4

－265－－265－
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墓地公園事業

所
管

・

成果

○墓地公園使用料等の主な内訳 （単位：円）

○墓地公園使用料等の推移 （単位：円.％）

2,554,130

99.6

1,803,310

2,709,160 98.6227,090

905,850

227,090

令
和
6
年
度

現年度分 214,582,485 213,676,635 -           

合計 217,136,615 214,200,365

523,730滞納繰越分

33.0

合計 216,177,810 213,108,800 393,890 2,675,120

3,031,250 999,890 393,890

98.6

97.2

令
和
５
年
度

現年度分 213,146,560 212,108,910 -           1,037,650 99.5

滞納繰越分 1,637,470

99.3

滞納繰越分 7,056,910 1,692,460 3,784,430 1,580,020 24.0

3,412,270

令
和
４
年
度

現年度分 247,578,080 245,745,830 -           1,832,250

合計 254,634,990 247,438,290 3,784,430

-         

区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
収入
割合

合葬式墓地 3,455,000 3,455,000 3,455,000 3,455,000 -         

66,000
樹林墓地 48,840,000 48,840,000 48,840,000 48,840,000 -         -         
短期納骨堂 3,079,075 2,019,325 2,220,625 1,953,325 858,450

-         -         
2体用 3,157,000 3,157,000 3,157,000 3,157,000 -         -         

長期納骨堂
6体用 1,540,000 1,540,000 1,540,000 1,540,000

1,122,000 312,000
1.5㎡ -         -         -         -         -         -         

更新料
3.0㎡ 14,157,000 12,972,000 13,035,000 12,660,000

573,680 145,730
1.5㎡ 1,305,220 1,302,420 1,305,220 1,302,420 -         -         

-         
1.5㎡ 18,450,000 18,450,000 18,450,000 18,450,000 -         -         

管理料
3.0㎡ 47,912,180 47,223,480 47,338,500

72,450,000

47,077,750

72,450,000 -         

△ 4
△ 43

施設名称
合計額 現年度分 滞納繰越分

調定額 収入済額

墓
所

20.5

調定額 収入済額調定額 収入済額

使用料
3.0㎡ 72,450,000 72,450,000

43人
18人

8

△ 786人
2

312人

41壇 
△ 1

22人

8
99

3
△ 12

83人

2

101人

28壇 
411人

△ 17
△ 9

前年度比 許可数

384人

166人
97人

181人
許可数

△ 271

令和４年度
前年度比

令和５年度 令和６年度
前年度比許可数

当初予算 221,944千円
予算現額

長期納骨堂

221,944千円

3.0㎡

31壇 

施設名称

更新
1.5㎡

環

境

衛

生

課

墓地使用料

皆増

2

610壇 

15

内容
墓所、納骨堂、樹林墓地、合葬式墓地の新規使用を許可しました。
また、墓所使用期間満了(30年)を迎えた使用者に使用期間の更新を許可しました。

決算書Ｐ271

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算 214,200千円

短期納骨堂 20壇 
2体用

164人

6体用

92人

10壇 

△ 5
113人

墓所
△ 38

△ 195

0

直葬型 93人
1

△ 6

△ 3

樹林墓地

7壇 

5

通常
小型

39壇 

△ 34
保管型

合葬式墓地

21壇 
346人
20人

－266－
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所
管

一般財源
特定財源
その他

・

・

・

・

環

境

衛

生

課

１．墓地公園整備事業【実施計画】

２.浦安市墓地公園墓所墓碑撤去費等補助金

第３工区５街区に園路等を設置し、墓地の安定供給に備えました。また、墓地公園の段階的
な整備を推進するため、長期納骨堂及び第３工区の各工事について実施設計を行いました。

-千円

30,670千円
27,820千円

2,850千円

33,549千円

通常墓所19件の返還費用について、補助を実施しました。

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算 30,670千円

墓地公園整備事業 決算書Ｐ277

内容

成果

当初予算 46,739千円

第３工区に園路等を整備する工事を発注しました。また、令和７年度に発注する予定の長期
納骨堂増設工事と第３区６～10街区造成及び外周道路敷設工事の実施設計業務委託を行いま
した。

予算現額

内容
墓所の返還を希望する使用者の負担を軽減するため、墓石の撤去など原状回復に要した費用
について、150,000円を上限に補助しました。

成果

－267－－267－
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介護保険（保険事業勘定）

所
管

・

・
（単位：円）

（単位：円）

・

・

人数（人）

計計 3,621 100.0% 5,075 100.0%
要介護５ 373 10.3% 要介護５ 402 7.9%
要介護４ 462 12.8% 要介護４ 559 11.0%
要介護３ 365 10.1% 要介護３ 491 9.7%
要介護２ 645 17.8% 要介護２ 779 15.3%
要介護１ 663 18.3% 要介護１ 1,068 21.0%

21.4%
要支援２ 445 12.3% 要支援２ 692 13.6%

非該当 25 0.7% 区　分 割　合
要支援１ 643 17.8% 要支援１ 1,084

２．認定状況
介護保険法に基づく保険給付を受ける際は、要介護又は要支援の認定を受ける必要が
あります。
令和６年度の介護認定審査会は120回開催し、認定者の状況は次のとおりです。

(1) 介護認定審査会認定結果内訳 (2) 認定者の実人数
区　分 人数（人） 割　合 （令和７年３月31日現在）

１．第１号被保険者の状況
65歳以上の被保険者（第１号被保険者）の状況は、次のとおりです。

区　　　分 令和７年３月31日
第１号被保険者 32,227人

4,449,700 12,314,170 15,893,210 13.63%
計 2,191,238,460 2,149,240,920 12,314,170 29,683,370 98.08%

97.89%

6
現年分 2,158,581,380 2,144,791,220 － 13,790,160 99.36%

滞納繰越分 32,657,080

36,077,840 7,055,420 12,511,240 16,511,180 19.56%
計 2,053,694,800 2,010,368,590 12,511,240 30,814,970

34,016,220 97.67%

5
現年分 2,017,616,960 2,003,313,170 － 14,303,790 99.29%

滞納繰越分

99.21%
滞納繰越分 39,111,206 7,482,340 13,269,776 18,359,090 19.13%4

現年分 1,989,119,570 1,973,462,440 － 15,657,130

計 2,028,230,776 1,980,944,780 13,269,776

過去３年の介護保険料収納状況は以下のとおりです。

　　 　　  区分
年度

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入割合

13.63%
合計 2,191,238,460 2,149,240,920 12,314,170 29,683,370 98.08%

32,657,080 4,449,700 12,314,170 15,893,210 13.63%
計 32,657,080 4,449,700 12,314,170 15,893,210

13,790,160 99.36%
滞
納
繰

越
分

特別徴収 － － － － －
普通徴収

100.13%
普通徴収 291,217,840 275,047,570 － 16,170,270 94.45%

現
年
分

特別徴収 1,867,363,540 1,869,743,650 － △ 2,380,110

計 2,158,581,380 2,144,791,220 －

内容
65歳以上の第１号被保険者に賦課している介護保険料です。

成果
介護保険料の収納状況は、次のとおりです。

　 　 　   区分
年度

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入割合

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

介

護

保

険

課

介護保険料 決算書Ｐ301
当初予算 2,075,440千円
予算現額 2,124,440千円 決算 2,149,240千円
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管

・

・

第１号訪問事業費（介護保険課、高齢者包括支援課）

当初予算

・

・身近な地域での支え合いの体制づくりを推進しました。

209,948,287
そ の 他 諸 費 138,072

内容

一般財源 -千円

国県支出金

105,917

2,780千円

区　　　分 件数（件） 給付額（円）
介護保険の給付状況は次のとおりです。

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 14,389
高額医療合算介護サービス等費 908 35,260,056

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

保険給付費 決算書Ｐ313
当初予算 7,314,300千円

6,903,600

その他 5,001,900千円

要介護又は要支援の認定を受けた方が、介護が必要になっても地域で安心して暮らしていけ
ることを目指すとともに、できる限り自立した日常生活を営むことができるよう、必要な介
護保険サービスに係る給付を行いました。

7,424,480千円予算現額

成果

6,711,197,210
介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費 21,668 321,729,936

特定財源

決算 7,391,288千円

介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

2,389,388千円

当初予算 55,650千円

特定入所者介護サービス等費 3,472 106,249,277
計 284,426 7,391,288,366

47,656千円

内容

一般財源

１．介護予防・日常生活支援総合事業住民主体訪問型サービス事業補助金 1,327千円

成果

延べ利用回数
２団体 36人 819回

決算書Ｐ315

決算 45,429千円

※上記のうち高齢者包括支援課分

予算現額 3,256千円 決算 2,347千円

予算現額

-千円
特定財源
国県支出金 762千円
その他 1,585千円

介

護

保

険

課

高

齢

者

包

括

支

援

課

サービス提供団体数 利用者実人数

要支援認定者または、基本チェックリストにより介護予防・日常生活支援総合事業対象者と
判断した者に日常生活の支援を行う住民ボランティア団体に対し、補助金を交付しました。
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所
管

・

・

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

高

齢

者

包

括

支

援

課

２．Ｃ型訪問サービス事業費 1,020千円
内容

成果

リハビリテーション専門職による実績 管理栄養士による実績

利用者数　※１
実人数 15人 実人数 ３人

実施回数 102回 実施回数 10回
サービス終了者数 15人

サービス終了者内
訳※２

改善 ６人
維持 ７人
悪化 ０人
中断 ２人

※１． 利用者数とは、年度内に一度でもサー
ビスを利用した人数です。

※２． サービス終了者数は、令和６年度末ま
でに終了した人数であり、年度をまた
いで終了した者は計上されないため、
実人数と一致しないことがあります。

第１号通所事業費（介護保険課、高齢者包括支援課） 決算書Ｐ315
当初予算 184,970千円
予算現額 182,743千円 決算 176,958千円

※上記のうち高齢者包括支援課分
当初予算 2,860千円
予算現額 654千円 決算 637千円

一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 207千円
その他 430千円

１．Ｃ型通所サービス事業費 637千円
内容

成果

利用者数
実人数 ８人

サービス終了者内訳

改善 ７人
実施回数 47回 維持 １人

サービス終了者数 ８人 悪化 ０人
０人

要支援認定者または、基本チェックリストにより介護予防・日常生活支援総合事業対象者と
判断した者にリハビリテーション専門職等が利用者の居宅で、短期集中的に生活行為を改善
するためのサービスを提供しました。

サービス終了者の９割以上が、改善・維持という評価を受けており、サービスの効果が得ら
れました。

要支援者認定者または、基本チェックリストにより介護予防・日常生活支援総合事業対象者
と判断した者が事業所に出向き、リハビリテーション専門職等が短期集中的に生活行為を改
善するためのサービスを提供しました。

サービス終了者全員が改善・維持という評価を受けておりサービスの効果が得られました。

中断
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管

内容
・

成果
・

・

・

・

・

＜リハビリテーション専門職等派遣＞
実人数 延人数

介護事業所 ４か所 35人 35人

歯科衛生士 １人 １人

＜リハビリテーション専門職等同行訪問＞
実人数

検討プラン数
11回 16件

管理栄養士 ３人 ３人

1回 34人 34人

延人数
理学療法士・
作業療法士

６人 ６人

実績
＜自立支援会議（地域ケア会議）＞

開催数

20人

２．地域リハビリテーション活動支援事業 378千円
内容

介護予防講演会

成果

1回 93人 93人
介護予防パネル展

実人数 延人数
口腔機能向上教室

出前講座 21回 597人 597人

低栄養予防教室 65歳からの男性の食卓 6回

4,985千円
１．介護予防普及啓発事業 6,994千円

54人
65歳からの食卓 4回 42人 53人

開催回数

決算 7,372千円
一般財源 -千円

口福ひろば 12回 60人

国県支出金 2,387千円
その他

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

高

齢

者

包

括

支

援

課

一般介護予防事業 決算書Ｐ317
当初予算 7,595千円
予算現額 7,745千円

特定財源

口腔機能向上、低栄養予防に関する介護予防教室や出前講座、介護予防パネル展、介護予防
講演会を通して、フレイル予防の基礎知識を市民に広く周知できました。

自立支援会議にリハビリテーション専門職が参加することで、自立支援に資するケアマネジ
メント力を向上させることができました。
リハビリテーション専門職等が対象者宅を訪問しアセスメントを行うことで、高齢者の生活
課題をより明確に把握し、課題解決に向けたケアプラン作成につなげることができました。
介護事業所や住民運営の通いの場等へリハビリテーション専門職を派遣し、地域における介
護予防や自立支援の取組を促進することができました。

地域の高齢者に対し介護予防教室や出前講座、介護予防パネル展を行うことで、介護予防に
関する知識・技術の普及を行いました。

通いの場 11団体 255人 255人

地域における介護予防の取組を機能強化するために、自立支援会議（地域ケア会議）、介護
事業所、住民主体の通いの場等へリハビリテーション専門職を派遣しました。

223人
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管

・

・

実績

認知症地域支援・ケア向上事業

・

・

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

高

齢

者

包

括

支

援

課

在宅医療・介護連携推進事業 決算書Ｐ319
当初予算 1,130千円
予算現額 660千円 決算 587千円

一般財源 -千円

包括的かつ継続的な在宅医療と介護の提供体制の構築に向け、浦安市在宅医療・介護連携推
進検討委員会及び部会の開催、医療・介護関係者の研修会の他、市民講座や出前講座を実施
しました。また、エンディングノートを作成し、在宅医療と介護についての普及啓発を行い
ました。

特定財源
国県支出金 300千円
その他 287千円

内容

成果
部会において、地域の医療・介護の専門職と情報共有システムの運用等に関する検討を行い
ました。また、単身高齢者への支援に関する意見交換を行い、本市の単身高齢者に関する課
題を抽出することができました。

委員会 ２回
部会 ６回
市民講座 ２回 （実）137人
出前講座 ４団体 （実）62人

決算 4,147千円

多職種連携研修会 １回 （実）49人
わたしの手帖 配布数 5,802冊

市内３か所で認知症家族交流会を開催したことで、家族が参加しやすい環境を整備するこ
とができました。また、認知症の方の家族の不安や悩みの軽減を図ることができました。

その他 1,753千円

一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 2,394千円

決算書Ｐ319

１．認知症家族支援事業 2,600千円
内容

認知症の方やその家族が自分らしく安心して暮らせるよう、悩みや体験などを語り合う認
知症家族交流会を開催しました。

成果

当初予算 4,730千円
予算現額 4,730千円

家族交流会
実施場所 回数 参加者数（実） 参加者数（延）

浦安市役所 12回 ６人 10人
認知症対応型デイサービス
デイルーム和楽

12回 16人 22人

認知症対応型デイサービス
はじめ

12回 16人 32人
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認知症サポーター養成事業

・

・

認知症サポーター養成講座　令和６年度

通算（平成18年度から令和６年度）

※上記のうち中央地域包括支援センター分

・

・

決算 465千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ319

国県支出金 268千円
その他 197千円

予算現額

小学校 12回

高

齢

者

包

括

支

援

課

中

央

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

510千円

1,570件

1,066件

一般財源

169件

開催回数 受講者数

20,315人

第１号介護予防支援事業 90件 154件

指定介護予防支援事業 161件 214件 125件 209件
1,525件 1,857件 1,218件 1,999件

浦安駅前
69件 127件

668件 1,345件 600件
101件
829件

内容
地域包括支援センターの各圏域において、要支援認定者及び事業対象者に対し、介護予防及
び日常生活支援を目的として、訪問型サービス、通所型サービス等の適切なサービスが、包
括的・効率的に提供されるよう援助を行いました。

成果
要介護状態になることをできる限り防ぎ、地域において自立した日常生活を送ることができ
るよう、マネジメントを行うことができました。また、保健医療の向上及び福祉の向上を図
ることができました。

(上段：実件数、下段：延件数)　
内　　　　　容 中央 新浦安 高洲 富岡

一般財源 -千円
特定財源
国県支出金 12,213千円
その他 28,769千円

当初予算 41,473千円
予算現額 41,142千円 決算 40,982千円

決算書Ｐ317
当初予算 68,353千円
予算現額 63,712千円 決算 63,498千円

内容
地域で認知症の人を見守る体制づくりの一環として、市内小学校・自治会・事業所などに向
け、認知症サポーター養成講座を開催しました。また、認知症サポーター養成講座を受講し
た事業所である「認知症とともに生きるまちづくり応援店」とともに、認知症アルツハイ
マー月間には認知症の理解を促す普及・啓発活動を実施しました。

成果
講座の開催を通じて認知症の人と家族を支える認知症サポーターを2,057人養成しました。ま
た、「認知症とともに生きるまちづくり応援店」54事業所とともに行った啓発活動により、
共生社会の実現に寄与することができました。

開催区分

-千円
特定財源

当初予算 510千円

各地区 12回 98人
事業所等 18回 572人

1,387人
合計 42回 2,057人

開催回数 516回 受講者数

第１号介護予防支援事業（介護保険課、中央地域包括支援センター）
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・

・

・

・

・

・

13,494千円 決算予算現額 13,300千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ347
当初予算 13,957千円

8,812千円
内容

高

齢

者

福

祉

課

特別養護老人ホーム等維持管理事業

内容
特別養護老人ホーム等の機能を維持するため、業務委託や各種備品の購入・施設修繕等の維
持管理を行いました。

成果
浦安市特別養護老人ホーム等の管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指定管
理者に指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

１．特別養護老人ホーム等維持管理経費

電気式食器消毒保管庫 3,410,000円

フロン回収及び破壊業務委託

特別養護老人ホーム等の管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指定管理者に
指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

成果
産業廃棄物の処分や必要な備品を購入し、施設利用者の安全性や利便性を確保し、円滑な利
用を図ることができました。

件名 事業費 事業内容
フロン回収及び破壊業務

産業廃棄物収集運搬処分業務委託 494,010円 産業廃棄物収集運搬処分業務

全自動洗濯機及び汚物除去機購入 2,640,000円 購入数量　各１台

99,000円

購入数量　１台
食品用ミキサー購入 106,700円 購入数量　１台
包丁まな板消毒保管庫購入 396,000円 購入数量　１台
厨房給湯器購入 495,000円
介護用電動ベッド購入 1,172,050円 購入数量　５台

合計 8,812,760円

購入数量　１台

２．特別養護老人ホーム等維持補修経費 4,488千円
内容

特別養護老人ホーム等の補修工事及び施設修繕を行いました。

成果
利用者の安全性や利便性を確保し、円滑な利用を図ることができました。

件名 事業費 事業内容
スチームコンベクションオーブン部品交
換修繕

218,460円
スチームコンベクションオーブン故障
による部品交換

業務用冷蔵庫修繕 376,970円 故障による修繕
送迎車足回り部品交換修繕 482,605円 経年劣化による部品交換
廊下誘導灯交換修繕 200,200円 不点灯箇所の交換
厨房自動ドア駆動装置交換修繕 385,000円 故障による修繕
雨水ポンプ交換工事 770,110円 故障による交換工事
誘導灯設備交換工事 1,009,800円 誘導灯設備の交換工事
厨房配膳車用コンセント改修工事 1,045,000円 経年劣化による交換工事

合計 4,488,145円
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・

・利用者に適正なサービス提供ができました。

・

・利用者に適正なサービス提供ができました。
（定員）25名

・

・利用者に適正なサービス提供ができました。
（定員）25名

・

・利用者に適正なサービス提供ができました。
（定員）50名

・

・
（定員）100名

浦安市特別養護老人ホームの管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指定管理
者に指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

成果
利用者に適正なサービス提供ができました。
実利用者数 123人 平均利用者数 99.3人／日

一般財源 156,256千円
特定財源
その他 471,362千円

内容

特別養護老人ホーム指定管理料（債務負担行為分） 決算書Ｐ349
当初予算 656,541千円
予算現額 656,541千円 決算 627,618千円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

高

齢

者

福

祉

課

通所介護施設管理運営費 決算書Ｐ347
当初予算 124,039千円
予算現額 124,039千円 決算 119,633千円

一般財源 -千円
特定財源
その他 119,633千円

内容
高齢者デイサービスセンター（２箇所）の運営を指定管理者制度により行いました。

成果

１．猫実高齢者デイサービスセンター指定管理料（債務負担行為分） 64,032千円
内容

猫実高齢者デイサービスセンターの管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指
定管理者に指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

成果

実利用者数 99人 平均利用者数 20.7人／日

２．高洲高齢者デイサービスセンター指定管理料（債務負担行為分） 55,600千円
内容

高洲高齢者デイサービスセンターの管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指
定管理者に指定し、利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

成果

実利用者数 105人 平均利用者数 19.7人／日

短期入所施設指定管理料（債務負担行為分） 決算書Ｐ347
当初予算 266,347千円
予算現額 266,347千円 決算 255,198千円

一般財源 61,106千円
特定財源
その他 194,092千円

内容
短期入所施設の管理運営については、社会福祉法人 聖隷福祉事業団を指定管理者に指定し、
利用者への効果的なサービス提供と施設の円滑な活用を図りました。

成果

実利用者数 343人 平均利用者数 41.3人／日
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後期高齢者医療

所
管

・

加入状況は次のとおりです。

65歳以上75歳未満の

・後期高齢者医療保険料の収納状況は、次のとおりです。

後期高齢者医療保険料の推移

収入済額
前年度比（％）

10.0
45.7
10.1
6.3

12.3

766,600 6 14,700 73 781,300

6.4
15.2

△ 5.4
15.1

件数

計

-              0 -              
67 766,600 6 14,700
0

67

保険料額(円)
現 年 度 分 0 -              
滞 納 繰 越 分 73 781,300

2,090,261,110

不納欠損額事由別内訳

高齢者の医療の確保に関
する法律第160条第１項に
よるもの（消滅時効）

浦安市後期高齢者医療保
険料不納欠損に関する要

綱第３条によるもの
（即時消滅）

計

件数 保険料額(円) 件数 保険料額(円)

2,088,748,000 2,084,774,300 －
10,514,400 781,300

1,815,472,471 964,300

5,486,810

99.5
99.8

3,695,600

781,300

3,973,700
4,246,290
8,219,990

52.2

7,481,700

99.6

64.0
99.6

478,000
1,706,838,300

99.8
10,485,671 5,798,971 900,600 3,786,100 55.3

1,714,421,771 478,000

4,673,700

1,809,673,500

1,706,349,400 1,701,675,700 99.7

計

滞納繰越分
計

現年度分

1,813,432,800

2,099,262,400

1,823,918,471

8,072,371 5,162,600

収入割合
（％）

2,431,771
7,105,471

63,700

－

合　　　計

4

5

収入未済額

滞納繰越分

6

現年度分
滞納繰越分

計
現年度分

（単位：円）
　　　　 区　分
年　度

調定額 収入済額 不納欠損額

2,099,262,400 2,090,261,110 781,300 8,219,990

滞納繰越分
(普通徴収)

10,514,400 5,486,810 781,300 4,246,290 52.2

100.3
99.5
99.8

－
－ 3,973,700

99.6

△ 2,312,000
6,285,700

収入割合
（％）

特別徴収
普通徴収

計

898,111,400 900,423,400
1,190,636,600

現
年
度
分

区　　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

－

2,088,748,000
1,184,350,900
2,084,774,300

内
訳

75 歳 以 上 の 方 17,508

障 害 認 定 の 方
127

（単位：円）

予算現額 2,087,880千円

国

保

年

金

課

2,007,100千円

成果

区　　　　　　分

加入状況
後期高齢者医療保険は、75歳以上の方（65歳以上75歳未満の一定の障がいのある方で広域連
合の認定を受けた方を含む）が加入する保険です。

被 保 険 者 数 ( 人 ) 17,635

後期高齢者医療保険料

2,090,261千円

令和７年３月31日現在

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ369
当初予算

決算

内容
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〇市内各種団体への補助（（）内の数字は交付団体数）

補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市自主防災組織防災器材等購入補
助金（危機管理課）

各自治会自主防災組織
（55）

7,975 7,787 188 2.4

浦安市自主防災組織設立及び事業費補
助金（危機管理課）

各自治会自主防災組織
（55）

1,504 1,598 △ 94 △ 5.9

浦安市原子爆弾被爆者団体育成補助金
（地域振興課）

浦安被爆者つくしの会 80 80 0 0.0

浦安市自治会及び自治会連合会運営費
補助金（地域振興課）

各自治会（81）及び浦安
市自治会連合会

35,275 29,531 5,744 19.5

浦安市ふるさとづくり推進協議会運営費
補助金（地域振興課）

浦安市ふるさとづくり推進
協議会

77,591 99,028 △ 21,437 △ 21.6

浦安市多文化共生推進事業補助金
（地域振興課）

浦安市国際交流協会 4,140 3,680 460 12.5

浦安市防犯協会運営費補助金
（市民安全課）

浦安市防犯協会 737 674 63 9.3

浦安市防犯カメラ設置費補助金
（市民安全課）

自治会（３） 1,600 3,000 △ 1,400 △ 46.7

浦安市市民活動補助金
（市民参加推進課）

市民活動団体 0 394 △ 394 皆減

浦安市まちづくり活動補助金
（市民参加推進課）

まちづくり活動団体（１） 2,996 2,071 925 44.7

浦安市商店街共同施設設置等事業費補
助金（商工観光課）

市内商業団体（２） 62 113 △ 51 △ 45.1

浦安市商工業振興共同事業補助金
（商工観光課）

市内商工業団体（４） 3,100 3,166 △ 66 △ 2.1

浦安市特定創業支援等事業費補助金
（商工観光課）創業支援セミナー

浦安商工会議所 483 455 28 6.2

浦安商工会議所補助金
（商工観光課）

浦安商工会議所 18,000 20,000 △ 2,000 △ 10.0

浦安市浦安市民まつり事業補助金
（商工観光課）

浦安市民まつり実行委員
会

14,891 19,464 △ 4,573 △ 23.5

浦安市経済団体事業費補助金
（商工観光課）

市川法人会浦安北・南地
区

168 116 52 44.8

浦安市遊漁船業振興補助金
（商工観光課）

浦安遊漁船協同組合 2,415 2,686 △ 271 △ 10.1

浦安観光コンベンション協会補助金
（商工観光課）

(一社)浦安観光コンベン
ション協会

22,500 22,500 0 0.0

浦安市民生委員児童委員協議会運営費
補助金（社会福祉課）

浦安市民生委員児童委
員協議会

2,889 2,889 0 0.0

浦安市社会福祉協議会補助金
（社会福祉課）

浦安市社会福祉協議会 73,080 71,919 1,161 1.6

浦安市遺族会事業費補助金
（社会福祉課）

浦安市遺族会 240 240 0 0.0

浦安市保護司連絡協議会補助金
（社会福祉課）

浦安市保護司連絡協議
会

400 400 0 0.0

浦安市障がい者緊急時支援事業費補助
金（障がい事業課）

社会福祉法人　佑啓会 19,800 19,800 0 0.0

浦安市障がい福祉団体事業費補助金
（障がい事業課）

市内障がい福祉団体（６） 1,229 1,271 △ 42 △ 3.3

浦安市障がい者グループホーム運営費
補助金（障がい事業課）

グループホームの運営事
業者（13）

15,613 10,606 5,007 47.2

浦安市障がい者グループホーム施設整
備費補助金（障がい事業課）

グループホームの開設事
業者（２）

12,733 28,380 △ 15,647 △ 55.1

浦安市地域活動支援センター経営事業
費補助金（障がい事業課）

地域活動支援センターの
設置者

0 3 △ 3 皆減

２４．各種団体等補助金交付状況調
( △ 印 は 減 )
( 単 位 ： 千 円 ， ％ )
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補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市重度障がい児等通所事業所特別
支援事業補助金（障がい事業課）

放課後等デイサービス事
業所の設置者（１）

9,600 9,600 0 0.0

浦安市重度障がい者支援事業所運営費
補助金（障がい事業課）

通所事業所等の設置者
（12）

174,923 151,063 23,860 15.8

重度の強度行動障がい者支援事業所運
営費補助金（障がい事業課）

指定障がい者支援施設
等（１）

11,288 4,112 7,176 174.5

浦安市計画相談支援等推進事業補助金
（障がい事業課）

相談支援事業所の設置
者（９）

17,580 16,672 908 5.4

浦安市障がい者等喀痰吸引等研修費等
補助金（障がい事業課）

居宅介護事業所等の設
置者（１）

216 350 △ 134 △ 38.3

浦安市障がい者短期入所事業所運営費
補助金（障がい事業課）

短期入所事業所の設置
者（３）

14,018 17,100 △ 3,082 △ 18.0

浦安市高次脳機能障がい相談支援体制整
備事業等補助金（障がい事業課）

医療法人社団城東桐和
会

17,442 17,442 0 0.0

浦安市障がい福祉サービス等従事者住
宅手当支給事業費補助金
（障がい事業課）

障がい福祉サービス事業
所（21）

7,520 8,500 △ 980 △ 11.5

浦安市障がい福祉サービス事業所物価
高騰対策支援給付金（障がい事業課）

障がい福祉サービス事業
所（12）

440 840 △ 400 △ 47.6

浦安市老人クラブ補助金
（高齢者福祉課）

各老人クラブ（48）及び老
人クラブ連合会

12,368 10,874 1,494 13.7

公益社団法人浦安市シルバー人材セン
ター補助金（高齢者福祉課）

公益社団法人  浦安市シ
ルバー人材センター

19,500 19,500 0 0.0

浦安市高齢者支え合いサロン活動及び
担い手育成事業補助金（高齢者福祉課）

当事業を運営する団体
（６）

1,218 1,130 88 7.8

浦安市介護予防・日常生活支援総合事
業住民主体訪問型サービス事業補助金
（高齢者包括支援課）

当事業を運営する団体
（２）

1,327 1,290 37 2.9

浦安市介護予防における通いの場運営
費補助金（高齢者包括支援課）

住民主体の介護予防活
動を行う団体（１）

45 0 45 皆増

浦安市認知症カフェ運営費補助金
（高齢者包括支援課）

認知症カフェ運営団体 0 80 △ 80 皆減

浦安市要介護度改善ケア奨励事業補助
金（介護保険課）

市内介護事業所を運営
する介護事業者

0 5,720 △ 5,720 皆減

浦安市介護従事者宿舎借上げ支援事業
費補助金（介護保険課）

市内介護事業所を運営
する介護事業者（４）

4,014 5,998 △ 1,984 △ 33.1

浦安市介護支援専門員更新研修受講料
等補助金（介護保険課）

市内介護事業所を運営
する介護事業者（３）

63 0 63 皆増

浦安市介護サービス事業所物価高騰対
策支援給付金（介護保険課）

市内介護事業所を運営
する介護事業者（43）

10,600 20,000 △ 9,400 △ 47.0

浦安市公的介護施設等整備費補助金
（介護保険課）

市内介護事業者 0 4,570 △ 4,570 皆減

子育て応援メッセ実行委員会補助金
（こども課）

子育て応援メッセ実行委
員会

576 576 0 0.0

お助けねっと・こんぺいとう
おやこの広場・ほこほこ

浦安市つどいの広場運営費補助金
（こども課）

浦安市社会福祉協議会 6,200 6,200 0 0.0

浦安市ひとり親家庭福祉会事業費補助
金（こども課）

浦安市ひとり親家庭福祉
会

72 106 △ 34 △ 32.1

浦安市私立保育所等運営費等補助金
（保育幼稚園課）

市内認可保育所等（44） 1,724,450 1,715,951 8,499 0.5

浦安市私立保育所施設整備資金借入金
補助金（保育幼稚園課）

市内認可保育所（２） 7,299 7,299 0 0.0

浦安市私立保育所施設整備資金借入金
利子補給金（保育幼稚園課）

市内認可保育所（６） 541 647 △ 106 △ 16.4

浦安市公私連携型保育所大規模修繕等
補助金（保育幼稚園課）

市内認可保育所（１） 71,665 0 71,665 皆増

2,952 △ 483
地域子育て応援団事業補助金
（こども課）

△ 16.42,469
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補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市私立保育所等保育士等宿舎借上
げ支援事業費補助金（保育幼稚園課）

市内認可保育所等（40） 130,705 137,222 △ 6,517 △ 4.7

浦安市私立保育所等業務効率化推進事
業補助金（保育幼稚園課）

市内認可保育所 0 1220 △ 1,220 皆減

浦安市私立保育所等給食費臨時補助金
（保育幼稚園課）

市内認可保育所等 0 24,258 △ 24,258 皆減

浦安市私立保育所等及び幼稚園物価高
騰対策支援給付金（保育幼稚園課）

市内認可保育所等（57） 11,600 23,100 △ 11,500 △ 49.8

浦安市私立保育所等及び私立幼稚園給
食費臨時補助金（保育幼稚園課）

市内認可保育所等（44） 33,209 33,694 △ 485 △ 1.4

浦安市私立保育所等新型コロナウイルス
感染症対策備品購入費等補助金（保育
幼稚園課）

市内認可保育所等 0 1,939 △ 1,939 皆減

浦安市私立保育所等及び私立幼稚園防
犯カメラ設置費補助金【実施計画】（保育
幼稚園課）

市内認可保育所等 0 5,893 △ 5,893 皆減

浦安市青少年健全育成研修実行委員会
補助金（青少年課）

浦安市青少年健全育成
研修実行委員会

137 679 △ 542 △ 79.8

浦安市青少年健全育成連絡会補助金
（青少年課）

浦安市青少年健全育成
連絡会

748 446 302 67.7

浦安市高次脳機能障がい相談支援体制
整備事業等補助金（健康増進課）

医療法人社団城東桐和
会

8,000 8,000 0 0.0

一般社団法人  浦安市医師会 4,800 4,800 0 0.0
一般社団法人  浦安市歯科医師会 3,200 3,200 0 0.0
一般社団法人  浦安市薬剤師会 520 520 0 0.0

浦安市口腔がん検診事業補助金
（健康増進課）

一般社団法人  浦安市歯
科医師会

6,468 6,444 24 0.4

浦安市救急医療体制維持確保臨時補助
金（健康増進課）

市内医療機関（７） 2,500 7,200 △ 4,700 △ 65.3

浦安市資源回収事業者団体補助金
（ごみゼロ課）

浦安市資源事業協同組
合

5,108 5,613 △ 505 △ 9.0

浦安市資源回収事業奨励補助金
（ごみゼロ課）

自治会等の登録団体
（106）

13,254 14,573 △ 1,319 △ 9.1

浦安市バス利用促進等総合対策事業補
助金（都市計画課）

東京ベイシティ交通株式
会社

6,140 864 5,276 610.6

浦安市バス乗務員確保対策支援補助金
（都市計画課）

東京ベイシティ交通株式
会社

5,921 3,554 2,367 66.6

浦安市公共交通事業者物価高騰対策支
援給付金（都市計画課）

市内公共交通事業者
（20）

4,100 3,940 160 4.1

浦安市コミュニティバス運行経費補助金
（都市計画課）

東京ベイシティ交通株式
会社

279,344 353,268 △ 73,924 △ 20.9

浦安市分譲マンション等耐震改修等補助
金（建築指導課）

分譲集合住宅管理組合 0 0 0 0.0

浦安市街灯補助金
（住宅課）

分譲集合住宅管理組合 0 3,795 △ 3,795 皆減

浦安市分譲集合住宅共用部分修繕等工
事資金利子補給金（住宅課）

分譲集合住宅管理組合
（４）

103 312 △ 209 △ 67.0

浦安市分譲集合住宅エレベーター防災
対策整備費補助金（住宅課）

分譲集合住宅管理組合
（１）

126 5,379 △ 5,253 △ 97.7

浦安市分譲集合住宅計画修繕調査費補
助金（住宅課）

分譲集合住宅管理組合
（11）

5,139 3,736 1,403 37.6

浦安市みどりのネットワーク事業補助金
（みどり公園課）

みどりのネットワーク 452 452 0 0.0

浦安市明るい選挙推進協議会運営費補
助金（選挙管理委員会）

浦安市明るい選挙推進
協議会

267 239 28 11.7

浦安市教育研究会事業費補助金
（指導課）

浦安市教育研究会 0 280 △ 280 皆減

浦安市公衆衛生事業補助金
（健康増進課）
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補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安クリテリウム実行委員会補助金
（市民スポーツ課）

浦安クリテリウム実行委員
会

15,000 0 15,000 皆増

浦安D-Rocks市民応援バスツ
アー運営団体 0 319 △ 319 皆減

千葉ロッテマリーンズイースタ
ン・リーグ公式戦運営団体 0 80 △ 80 皆減

東京ベイ浦安シティマラソン実行委員会
補助金（市民スポーツ課）

東京ベイ浦安シティマラ
ソン実行委員会

10,000 9,999 1 0.0

浦安市青少年補導員連絡協議会補助金
（青少年センター）

浦安市青少年補導員連
絡協議会

400 400 0 0.0

浦安市社会教育関係団体活動補助金
浦安市青少年相談員連
絡協議会（青少年課）

585 520 65 12.5

子ども会（24）
（青少年課）

603 614 △ 11 △ 1.8

ボーイスカウト浦安第１団
（青少年課）

72 64 8 12.5

ボーイスカウト浦安第２団
（青少年課）

72 64 8 12.5

ガールスカウト千葉県第
80団（青少年課）

72 64 8 12.5

浦安市リーダースクラブ
（青少年課）

135 120 15 12.5

浦安市婦人の会連合会
（生涯学習課）

0 0 0 0.0

浦安市立小・中学校PTA
連絡協議会
（生涯学習課）

486 516 △ 30 △ 5.8

浦安地区公立幼稚園・こ
ども園PTA連絡協議会
（生涯学習課）

237 63 174 276.2

浦安市民謡舞踊連盟
（生涯学習課）

180 180 0 0.0

浦安市美術協会
（生涯学習課）

200 200 0 0.0

浦安市華道協会
（生涯学習課）

140 140 0 0.0

浦安市吟剣詩舞道連盟
（生涯学習課）

350 350 0 0.0

浦安市合唱連盟
（生涯学習課）

400 400 0 0.0

浦安シティオーケストラ
（生涯学習課）

2,000 2,000 0 0.0

浦安市読書会連絡協議
会（中央図書館）

76 76 0 0.0

浦安お洒落保存会
（郷土博物館）

220 220 0 0.0

浦安囃子保存会
（郷土博物館）

220 220 0 0.0

浦安伝統技術伝承活動
補助金（郷土博物館）

220 220 0 0.0

一般社団法人浦安市ス
ポーツ協会
（市民スポーツ課）

15,449 16,218 △ 769 △ 4.7

浦安市スポーツ推進委員
連絡協議会
（市民スポーツ課）

640 640 0 0.0

トップアスリート支援事業補助金
（市民スポーツ課）
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補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市社会教育関係団体活動補助金
浦安市少年野球連盟
（市民スポーツ課）

396 396 0 0.0

浦安市サッカー協会第４種
委員会（市民スポーツ課）

396 396 0 0.0

浦安市ソフトテニスジュニ
ア（市民スポーツ課）

108 108 0 0.0

浦安市ジュニアゴルフ協
会（市民スポーツ課）

72 72 0 0.0

浦安リトルシニアリーグ
（市民スポーツ課）

270 270 0 0.0

全国大会・関東大会出場
団体（市民スポーツ課）

1,120 682 438 64.2

(合    計) 24,719 24,813 △ 94 △ 0.4

小                                                計 3,006,895 3,070,654 △ 63,759 △ 2.1
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〇個人への補助

補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市自転車乗車用ヘルメット購入補助
金（市民安全課）

1,406 4,605 △ 3,199 △ 69.5

浦安市中小企業資金利子補給金
（商工観光課）

162,879 183,463 △ 20,584 △ 11.2

浦安市中小企業退職金共済掛金補助金
（商工観光課）

8,430 8,476 △ 46 △ 0.5

浦安市特定退職金共済掛金補助金
（商工観光課）

388 357 31 8.7

浦安市貨物運送事業者物価高騰対策支
援給付金（商工観光課）

26,186 25,226 960 3.8

浦安市障がい者職場実習奨励金
（商工観光課）

420 280 140 50.0

浦安市高年齢者及び障がい者雇用促進
奨励金（商工観光課）

7,795 8,110 △ 315 △ 3.9

浦安市住民税非課税世帯等電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付金（社会福祉課） 48,720 938,730 △ 890,010 △ 94.8

浦安市住民税均等割のみ課税世帯電力・ガス・食
料品等価格高騰支援特別給付金（社会福祉課） 0 32,700 △ 32,700 皆減

浦安市低所得者支援及び定額減税補足
給付金（調整給付）（社会福祉課）

1,106,390 0 1,106,390 皆増

浦安市物価高騰対策低所得世帯支援給
付金（社会福祉課）

275,550 0 275,550 皆増

奉仕員養成研修交通費等補助金
（障がい福祉課）

469 0 469 皆増

浦安市介護職員研修受講料等補助金
（介護保険課）

526 415 111 26.7

浦安市ファミリー・サポート・センター多胎
児利用補助金（こども課）

522 483 39 8.1

児童扶養手当（加算分）
（こども課）

27,510 0 27,510 皆増

子育て世帯生活支援特別給付金
（こども課）

0 123,350 △ 123,350 皆減

子どもの成長応援臨時給付金
（こども課）

0 130,680 △ 130,680 皆減

浦安市子どもの成長応援臨時給付金
（こども課）

1,210 80,860 △ 79,650 △ 98.5

浦安市簡易保育所通園児補助金
（保育幼稚園課）

10,258 15,548 △ 5,290 △ 34.0

浦安市訪問型病児・病後児保育利用料
補助金（保育幼稚園課）

185 47 138 293.6

浦安市立幼稚園・認定こども園学校給食費臨
時補助金（保育幼稚園課）幼稚園運営費

19 0 19 皆増

浦安市骨髄移植ドナー支援事業補助金
（健康増進課）

140 280 △ 140 △ 50.0

浦安市国民健康保険脳ドック費用の助成
（国保年金課）

5,634 6,793 △ 1,159 △ 17.1

浦安市住宅用設備等脱炭素化促進事業
補助金（環境保全課）

6,375 6,378 △ 3 △ 0.0

浦安市飼い主のいない猫不妊去勢手術
費助成金（環境衛生課）

1,221 694 527 75.9

浦安市墓地公園墓所墓碑撤去費等補助
金（環境衛生課）

2,850 8,606 △ 5,756 △ 66.9

浦安市不燃化促進補助金
（都市計画課）

471 3,376 △ 2,905 △ 86.0

浦安市木造住宅耐震改修等補助金
（建築指導課）

2,160 240 1,920 800.0

( △ 印 は 減 )
( 単 位 ： 千 円 ， ％ )
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補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

浦安市台風等による災害復興住宅資金
利子補給金（住宅課）

15 16 △ 1 △ 6.3

浦安市生垣設置奨励事業補助金
（みどり公園課）

229 203 26 12.8

浦安市保存樹木指定事業助成金
（みどり公園課）

3,225 3,240 △ 15 △ 0.5

オリンピック・パラリンピック等選手育成補
助金（市民スポーツ課）

700 600 100 16.7

小                                                計 1,701,883 1,583,756 118,127 7.5

〇その他の補助

補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名 ６年度 ５年度 増減額 増減率

自主研修助成金
（人事課）

個人及び研究グループ 71 10 61 610.0

政務活動費
（議会事務局）

浦安市議会会派又は議
員

5,148 5,505 △ 357 △ 6.5

浦安市立学校部活動奨励補助金
（保健体育安全課）

浦安市立小・中学校 4,064 4,089 △ 25 △ 0.6

浦安市立学校県大会・関東大会・全国大
会出場補助金（保健体育安全課）

浦安市立小・中学校 1,288 6,028 △ 4,740 △ 78.6

小                                                計 10,571 15,632 △ 5,061 △ 32.4

合                                                計 4,719,349 4,670,042 49,307 1.1

( △ 印 は 減 )
( 単 位 ： 千 円 ， ％ )
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（節の不用額が300万円以上のものまたは予算現額の20％以上かつ10万円以上のもの）

Ⅰ　一般会計 （単位:千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

5 議会費 5 議会費 5 議会費 9 交際費 540 336 204 議長交際費執行残

18
負担金、補助
及び交付金

7,980 5,927 2,053 政務活動費執行残

10 総務費 5 総務管理費 5 一般管理費 2 給料 693,553 690,135 3,418 給料執行残

3 職員手当等 663,824 639,448 24,376 職員手当等執行残

4 共済費 283,494 272,698 10,796 共済組合負担金執行残

8 旅費 1,017 732 285 一般事務経費旅費執行残

9 交際費 1,162 759 403 市長交際費執行残

10 人事管理費 7 報償費 1,610 1,248 362
その他福利厚生経費不執
行

12 委託料 152,043 146,660 5,383
総合人事管理システム経
費執行残

30 財産管理費 1 報酬 360 246 114
プロポーザル等事業者選定委員
会委員及び入札監視委員会委
員報酬執行残

10 需用費 159,247 148,817 10,430 光熱水費等執行残

12 委託料 490,894 485,256 5,638
複写機・印刷機等管理経
費執行残

37 営繕費 8 旅費 230 25 205 営繕事務経費旅費執行残

42 地域振興費 7 報償費 549 332 217
災害時外国人サポーター養
成講座報償費執行残

8 旅費 484 328 156
平和学習青少年派遣随行
旅費執行残

11 役務費 941 732 209 筆耕翻訳料執行残

18
負担金、補助
及び交付金

156,907 117,537 39,370
浦安市ふるさとづくり推進協議会
運営費補助金執行残

50 防災対策費 1 報酬 117 0 117
防災会議及び国民保護協
議会未開催による不執行

13
使用料及び賃
借料

1,746 1,263 483
防災アプリ及び一斉情報配
信システム使用料執行残

18
負担金、補助
及び交付金

33,560 30,211 3,349
耐震性貯水槽保守点検負
担金執行残

60 情報政策費 12 委託料 172,038 168,293 3,745
ネットワーク基盤経費委託料、自
治体ＤＸ推進事業委託料執行残

14 工事請負費 1,247 699 548
ネットワーク基盤経費工事
請負費執行残

70
市民文化施設
費

12 委託料 605,974 592,359 13,615
音楽ホール指定管理料（債
務負担行為分）等執行残

22
償還金、利子
及び割引料

204 39 165 還付金執行残

10 徴税費 5 税務総務費 8 旅費 218 108 110 一般事務費旅費執行残

10 賦課徴収費 3 職員手当等 1,200 856 344 職員手当等執行残

12 委託料 217,906 204,387 13,519
電算処理経費委託料執行
残

22
償還金、利子
及び割引料

164,754 144,690 20,064 市税還付金執行残

15
戸籍住民基
本台帳費

5
戸籍住民基本
台帳費

3 職員手当等 123,387 120,245 3,142 職員手当等執行残

※ここでの予算現額には、翌年度に繰越された事業費分が除かれています。

款 項 目 節

２５．歳入歳出決算不用額調
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予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

12 委託料 75,919 71,512 4,407
戸籍の附票システム改修
業務委託等執行残

20 選挙費 5
選挙管理委員
会費

3 職員手当等 20,850 17,194 3,656 職員手当等執行残

15
衆議院議員選
挙費

11 役務費 9,985 7,419 2,566 通信運搬費等執行残

40
市長選挙執行
費

1 報酬 217 38 179 投票管理者等報酬執行残

3 職員手当等 651 0 651 職員手当等不執行

10 需用費 4,482 2,677 1,805 消耗品費等執行残

12 委託料 7,736 5,276 2,460
ポスター掲示場設置撤去
委託等執行残

13
使用料及び賃
借料

726 332 394 備品等賃貸料執行残

18
負担金、補助
及び交付金

6,606 466 6,140
選挙運動費用公費負担
執行残

15 民生費 5 社会福祉費 5
社会福祉総務
費

3 職員手当等 187,442 182,082 5,360 職員手当等執行残

4 共済費 84,121 78,147 5,974 共済組合負担金執行残

10 需用費 5,806 842 4,964
浦安市低所得者支援及び定額
減税補足給付金（調整給付）給
付事務執行残

11 役務費 16,579 10,112 6,467
浦安市低所得者支援及び定額
減税補足給付金（調整給付）給
付事務執行残

12 委託料 155,865 137,312 18,553
浦安市住民税非課税世帯等電
力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金給付事務執行残

17 備品購入費 1,065 380 685 包括的支援事業執行残

18
負担金、補助
及び交付金

1,755,764 1,508,216 247,548
浦安市住民税非課税世帯等電
力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金執行残

24 積立金 529 28 501 福祉基金積立金執行残

8
障がい者福祉
費

1 報酬 49,994 45,110 4,884
会計年度任用職員報酬執
行残

18
負担金、補助
及び交付金

350,909 336,443 14,466
浦安市障がい者グループホーム
施設整備費補助金執行残

19 扶助費 5,138,064 4,995,948 142,116
障がい福祉サービス（介護
給付費等）執行残

15
障がい者福祉
施設費

10 需用費 52,268 47,237 5,031
総合福祉センター維持管
理経費執行残

12 委託料 876,306 790,947 85,359
障がい者福祉センター指定管理
料（債務負担行為分）執行残

25 老人福祉費 8 旅費 798 629 169 一般事務費執行残

12 委託料 440,276 402,853 37,423
ケアハウス指定管理料（債
務負担行為分）執行残

18
負担金、補助
及び交付金

1,144,854 1,141,749 3,105
浦安市介護サービス事業所物価
高騰対策支援給付金等執行残

19 扶助費 282,324 241,475 40,849
要介護高齢者等紙おむつ
給付事業執行残

30
老人福祉施設
費

12 委託料 201,122 179,301 21,821
老人福祉センター指定管理
料（債務負担行為分）執行残

10 児童福祉費 5
児童福祉総務
費

3 職員手当等 196,886 193,172 3,714 職員手当等執行残

11 役務費 2,694 2,110 584
保育料決定通知等郵送代
執行残

14 工事請負費 5,635 4,329 1,306
こども家庭支援センター運
営費執行残

18
負担金、補助
及び交付金

2,020,336 1,999,743 20,593
浦安市簡易保育所通園児
補助金執行残

（総務費）
（戸籍住民基本
台帳費）

（戸籍住民基本台
帳費）

目 節款 項
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予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

20 貸付金 6,480 3,600 2,880
保育士養成修学資金貸付
事業執行残

10 児童措置費 12 委託料 2,472 1,766 706
児童手当派遣業務委託執
行残

18
負担金、補助
及び交付金

2,110 1,210 900
浦安市子どもの成長応援
臨時給付金執行残

19 扶助費 8,016,857 7,816,068 200,789 子ども医療費助成執行残

15 母子福祉費 8 旅費 183 72 111
会計年度任用職員通勤費
執行残

12 委託料 1,247 547 700
ひとり親家庭日常生活支
援事業等執行残

19 扶助費 464,035 444,781 19,254 児童扶養手当執行残

20 保育園費 1 報酬 375,888 357,320 18,568
保育園会計年度任用職員
経費等執行残

3 職員手当等 724,144 704,822 19,322 職員手当等執行残

4 共済費 289,047 278,716 10,331 共済組合負担金執行残

10 需用費 226,782 219,683 7,099 保育園光熱水費等執行残

12 委託料 116,025 109,860 6,165
巡回訪問看護委託料等執
行残

25
児童福祉施設
費

1 報酬 100,273 96,591 3,682
会計年度任用職員報酬執
行残

30 青少年費 12 委託料 1,567,522 1,543,204 24,318
放課後うらっこクラブ運営
費等執行残

14 工事請負費 232,481 228,963 3,518
明海南小学校地区児童育成
クラブ移設工事費執行残

15 生活保護費 5
生活保護総務
費

3 職員手当等 58,127 54,509 3,618 職員手当等執行残

8 旅費 737 253 484 就労支援相談事業執行残

19 扶助費 4,300 2,682 1,618
進学準備給付金事業執行
残

10 扶助費 19 扶助費 3,006,876 2,951,637 55,239 生活保護費執行残

20 衛生費 5 保健衛生費 5
保健衛生総務
費

3 職員手当等 175,852 172,290 3,562 職員手当等執行残

12 委託料 279,743 258,921 20,822
妊婦・乳児健康診査委託
料執行残

19 扶助費 115,072 104,493 10,579
出産・子育て応援交付金
執行残

10 予防費 10 需用費 2,773 2,016 757
定期予防接種事業等執行
残

12 委託料 943,538 759,095 184,443
定期予防接種事業等執行
残

19 扶助費 67,937 46,458 21,479 任意予防接種事業等執行残

17 成人保健費 10 需用費 4,068 2,783 1,285
がん検診推進事業印刷製
本費等執行残

12 委託料 462,560 429,032 33,528 集団検診事業等執行残

25 環境衛生費 18
負担金、補助
及び交付金

1,704 1,226 478
飼い主のいない猫不妊去
勢手術費助成金執行残

35 斎場費 10 需用費 55,529 51,018 4,511 光熱水費執行残

12 委託料 155,332 148,191 7,141
総合維持管理業務委託執
行残

10 清掃費 7
リサイクル処
理費

8 旅費 411 281 130
会計年度任用職員通勤費
執行残

10 塵芥処理費 12 委託料 2,393,790 2,377,725 16,065
焼却残渣処分経費等執行
残

（民生費） （児童福祉費）

款 項 節目

（児童福祉総務
費）
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予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

30 商工費 5 商工費 5 商工総務費 4 共済費 25,750 22,074 3,676 共済組合負担金執行残

10 商工業振興費 7 報償費 694 538 156
中小企業経営等アドバイ
ザー派遣経費等執行残

10 需用費 1,678 1,251 427
チャレンジショップ運営事業
等執行残

11 役務費 564 373 191
ふるさと納税推進事業等
執行残

12 委託料 718,276 656,331 61,945
ふるさと納税推進事業等
執行残

18
負担金、補助
及び交付金

254,407 243,784 10,623
中小企業資金利子補給金
等執行残

20 消費者対策費 8 旅費 256 150 106
会計年度任用職員通勤費
等執行残

35 土木費 5 土木管理費 5 土木総務費 3 職員手当等 64,166 60,526 3,640 職員手当等執行残

7 報償費 3,593 325 3,268
災害出動に伴う報償費執
行残

14 工事請負費 6,776 3,322 3,454
市道化事業維持補修工事
費執行残

15 交通安全費 14 工事請負費 17,501 14,205 3,296 維持補修工事費執行残

18
負担金、補助
及び交付金

5,308 1,512 3,796
浦安市自転車乗車用ヘル
メット購入補助金執行残

10
道路橋りょう
費

10 道路維持費 10 需用費 101,016 93,033 7,983
街灯維持管理経費光熱水
費執行残

12 委託料 175,561 169,995 5,566
市内各道路維持補修事業
委託料執行残

14 工事請負費 434,455 428,565 5,890 舗装修繕工事費執行残

15
道路新設改良
費

12 委託料 84,907 73,928 10,979 建設事業委託料執行残

14 工事請負費 960,360 947,247 13,113
道路環境整備工事費執行
残

25 排水路費 14 工事請負費 122,490 114,385 8,105
排水機場・ポンプ場維持
補修工事費執行残

21
補償、補填及
び賠償金

3,000 843 2,157
水道施設移設に係る建設
事業補償金執行残

15 河川費 5 河川総務費 14 工事請負費 273,514 263,952 9,562
河川海岸関係工事費執行
残

20 都市計画費 5
都市計画総務
費

1 報酬 2,410 629 1,781
景観評価委員報酬等執行
残

7 報償費 160 10 150
良好なまちづくり支援事業
等執行残

18
負担金、補助
及び交付金

317,767 296,340 21,427
コミュニティバス運行経費
補助金等執行残

15 公園費 12 委託料 416,130 410,569 5,561
公園管理運営事業等執行
残

20 緑化推進費 7 報償費 2,490 60 2,430
災害応急措置の協力に関する協
定に基づく報償費不執行

12 委託料 453,981 428,471 25,510
緑地・街路樹管理運営事
業等執行残

14 工事請負費 277,480 269,577 7,903
第二東京湾岸候補道路未利
用地有効活用事業等執行残

18
負担金、補助
及び交付金

23,536 16,720 6,816
舞浜地区海岸整備事業等
執行残

30 建築指導費 18
負担金、補助
及び交付金

5,109 2,456 2,653
木造住宅耐震改修等補助
金執行残

35
土地区画整理
費

11 役務費 561 303 258 不動産鑑定手数料不執行

25 住宅費 5 住宅管理費 7 報償費 1,401 685 716
分譲集合住宅管理適正化
事業等執行残

40 消防費 5 消防費 5 常備消防費 3 職員手当等 736,232 729,722 6,510 職員手当等執行残

目項款 節
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予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

4 共済費 298,472 289,373 9,099 共済組合負担金執行残

10 需用費 143,117 140,022 3,095 公用車燃料費等執行残

10 非常備消防費 9 交際費 300 158 142 消防団長交際費執行残

11 役務費 1,080 848 232 通信運搬費等執行残

15 消防施設費 12 委託料 65,649 54,333 11,316
家屋事前調査委託料執行
残

14 工事請負費 60,355 56,686 3,669 維持補修工事費執行残

45 教育費 5 教育総務費 10 事務局費 4 共済費 262,084 258,543 3,541 共済組合負担金執行残

13 学務費 1 報酬 296,216 288,076 8,140
学校教育臨時教員等報酬
執行残

15 指導費 1 報酬 235,757 227,236 8,521
会計年度任用職員報酬執
行残

7 報償費 4,503 3,522 981
地域とつながる教育活動
推進事業報償金執行残

8 旅費 16,383 13,243 3,140
会計年度任用職員通勤費
執行残

12 委託料 293,246 283,788 9,458
小中学校ICT活用推進事
業委託料等執行残

18
負担金、補助
及び交付金

1,543 1,141 402
浦安市教育研究会事業費
補助金執行残

17
保健体育安全
費

10 需用費 3,063 2,330 733
コロナ対策用消毒液及び
防犯ブザー購入費執行残

13
使用料及び賃
借料

350 204 146
学校事故対策経費乗用車
借上料執行残

10 小学校費 5 学校管理費 10 需用費 235,814 230,597 5,217 光熱水費等執行残

12 委託料 163,853 160,386 3,467 維持管理委託費執行残

15 中学校費 5 学校管理費 10 需用費 132,080 128,246 3,834 光熱水費等執行残

20 幼稚園費 5 幼稚園費 1 報酬 203,704 194,518 9,186
幼稚園・認定こども園会計年
度任用職員経費等執行残

2 給料 273,860 270,684 3,176 給料執行残

3 職員手当等 238,329 235,248 3,081 職員手当等執行残

10 需用費 52,374 47,152 5,222 幼稚園光熱水費等執行残

15 原材料費 280 147 133
維持補修用原材料費執行
残

19 扶助費 289,934 274,218 15,716
特定教育・保育施設運営
費等執行残

25 社会教育費 5
社会教育総務
費

3 職員手当等 55,351 52,110 3,241 職員手当等執行残

18
負担金、補助
及び交付金

1,574 775 799
社会教育関係団体活動補
助金執行残

10 公民館費 10 需用費 94,437 90,880 3,557 光熱水費等執行残

12 委託料 255,506 250,944 4,562
家屋調査業務委託料執行
残

15 図書館費 3 職員手当等 130,082 125,763 4,319 職員手当等執行残

8 旅費 5,068 3,823 1,245
会計年度任用職員通勤費
執行残

20 文化費 24 積立金 201 28 173
文化芸術振興基金積立金
執行残

23 博物館費 7 報償費 667 529 138 ボランティア報償費執行残

項款

（消防費） （消防費） （常備消防費）

目 節
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予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

30 保健体育費 5
保健体育総務
費

10 需用費 415 283 132 公用車修理代等執行残

10 体育施設費 12 委託料 1,100,108 1,042,106 58,002 指定管理料等執行残

14 工事請負費 789,909 763,969 25,940 維持補修工事費等執行残

22
償還金、利子
及び割引料

270 131 139 施設使用料還付金執行残

15
学校給食セン
ター費

11 役務費 1,420 727 693
支払督促送達費用等執行
残

48 災害復旧費 10
公共土木施設
災害復旧費 15

市街地災害復
旧費

8 旅費 100 0 100
液状化対策先進市町村視
察旅費不執行

節款

（教育費）

項 目
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Ⅱ　特別会計

（単位：千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

5 総務費 5 総務管理費 5 一般管理費 12 委託料 57,144 51,725 5,419
診療報酬明細書点検等業
務委託料執行残

10 保険給付費 5 療養諸費 5
一般被保険者
療養給付費

18
負担金、補助
及び交付金

6,762,050 6,284,354 477,696
一般被保険者療養給付費
執行残

15
一般被保険者
療養費

18
負担金、補助
及び交付金

87,261 77,249 10,012
一般被保険者療養費執行
残

10 高額療養費 5
一般被保険者
高額療養費

18
負担金、補助
及び交付金

1,000,000 903,751 96,249
一般被保険者高額療養費
執行残

25 葬祭諸費 5 葬祭費 18
負担金、補助
及び交付金

7,200 5,450 1,750 葬祭費執行残

30
傷病手当金
諸費

5 傷病手当金 18
負担金、補助
及び交付金

500 0 500 傷病手当金不執行

26 保健事業費 10
特定健康診
査等事業費

5
特定健康診査
等事業費

10 需用費 625 498 127
特定健康診査印刷製本費
執行残

○墓地公園事業特別会計 （単位：千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

5 総務費 5 総務管理費 5 一般管理費 22
償還金、利子
及び割引料

468 312 156
墓地公園使用料還付金執
行残

10
墓地公園事
業費

5
墓地公園事
業費

5
墓地公園事業
費

24 積立金 156,651 141,752 14,899
墓地公園事業基金積立金
執行残

○介護保険特別会計（保険事業勘定） （単位：千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

5 総務費 20
介護認定調
査費

5
介護認定調査
費

10 需用費 1,148 890 258 消耗品費等執行残

12 委託料 1,095 800 295
介護認定調査委託料執行
残

10 保険給付費 5
介護サービス
等諸費

10
介護予防サー
ビス給付費

18
負担金、補助
及び交付金

341,440 321,730 19,710
介護予防サービス給付費
執行残

20
高額介護サー
ビス等費

18
負担金、補助
及び交付金

213,670 209,948 3,722
高額介護サービス費執行
残

27
特定入所者介
護サービス等費 18

負担金、補助
及び交付金

115,275 106,249 9,026
特定入所者介護サービス
費執行残

20
地域支援事
業費

7
介護予防・生活支
援サービス事業費 5

介護予防・生活支援
サービス事業費 12 委託料 2,270 1,658 612

C型訪問サービス事業費
執行残

18
負担金、補助
及び交付金

229,030 221,541 7,489
通所介護相当サービス事
業費等執行残

8
一般介護予防
事業費 1

一般介護予防
事業費

7 報償費 541 414 127
一般介護事業報償費執行
残

10
包括的支援事
業・任意事業費 10 任意事業費 19 扶助費 7,061 4,976 2,085

報酬助成に係る扶助費執
行残

35 諸支出金 10 繰出金 5
一般会計繰出
金

27 繰出金 48,710 44,587 4,123
一般会計への繰出金執行
残

款 項 目 節

款 項

○国民健康保険特別会計

款 項 目 節

節目
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○介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） （単位：千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

10 事業費 5
居宅サービス
事業費

5
居宅介護サー
ビス事業費

12 委託料 351,518 337,252 14,266
短期入所施設指定管理料
（債務負担行為分）執行残

10
施設介護サー
ビス事業費 5

施設介護サー
ビス事業費

12 委託料 656,541 627,619 28,922
特別養護老人ホーム指定管理料
（債務負担行為分）執行残

○後期高齢者医療特別会計 （単位：千円）

予算現額 支出済額 不用額 不用額の主な内容

10
後期高齢者医療
広域連合納付金

5
後期高齢者医療広
域連合納付金

5
後期高齢者医療広域
連合納付金 18

負担金、補助
及び交付金

2,299,250 2,293,701 5,549
後期高齢者医療広域連合
納付金執行残

款 項 目 節

款 項 目 節
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（参考）下水道事業会計

所
管

・

・

・

・

・

・

下

水

道

課

収入済額

各ポンプ場の運転及び維持管理、清
掃等

現年度分

95.4％ 15,546,424円8,418,267円496,579,939円520,544,630円過年度分

機器類定期修繕及び部品交換、電気
設備定期点検及び部品交換等

21,780,000円汚水ポンプ場定期修繕

自家用電気工作物保安管理業務委
託

498,960円
点検・清掃・緊急時の応急処置と原
因究明・軽微な補修等

下水道使用料（調定件数510,167件）について徴収しました。
成果

予算現額

-千円

35,854,000円
下水道使用料の徴収に関する事務
委託

市民の快適な生活環境を確保するうえで重要な汚水ポンプ場やマンホールポンプについて、
適切な維持管理を行い、排水機能を維持するものです。

徴収一元化後の使用料徴収に伴う業
務（県企業局分）

122,963,048円下水道使用料等の徴収事務委託

158,817,048円計

事業内容事業費事業名

徴収一元化前の使用料徴収に伴う業
務。減免、一時使用及び休止等の付
帯事務（民間事業者分）

その他 158,817千円
内容

使用料徴収事務経費 決算書Ｐ405

決算書Ｐ405

161,274千円

19,376,040円
光熱水費（電気料金・上下水道料
金）、通信運搬費、保険料等

事業費

予算現額 161,274千円

事業内容
汚水中継ポンプ場(４箇所)維持管
理業務委託

46,310,000円

浦安市下水道条例に定めるところにより、公共下水道の使用者が負担するべき料金であり、
事業運営の主な財源とするものです。

次のとおり収入し、管路施設やポンプ場等の維持管理費用の一部に充当しました。

事業名

収入割合未収金額

87,965千円
内容

成果

当初予算

-千円
特定財源

108,418千円 決算 87,965千円
118,333千円

収入割合
82.6％ 496,850,527円－2,356,153,411円

不納欠損額収入済額 収入未済額

不納欠損額

決算 158,817千円
当初予算

収入未済額

一般財源

計 87,965,000円

汚水ポンプ場維持管理経費

その他

2,853,003,938円

2,860,269千円

調 定 額

下水道の維持管理費の一部に充てるため、下水道使用料の徴収等を行うものです。

汚水ポンプ場およびマンホールポンプの運転管理ほか施設修繕を行いました。

一般財源

汚水ポンプ場必要経費

特定財源

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ405
当初予算

決算

成果

2,853,003千円

内容

2,860,269千円

下水道使用料

予算現額

－292－－292－
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4,175千円 決算 -千円

契約金額
事業費

0円

事業名

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

浦安市下水道事業経営戦略改定事務経費 決算書Ｐ405
当初予算 10,000千円
予算現額

将来にわたって安定的に下水道事業を継続していくための経営の中長期計画である「浦安市
下水道事業経営戦略」について、見直しを行うものです。

3,168,000円（令和７年度へ事故繰越し）

5,467千円
一般財源
特定財源

下水道整備事業【実施計画】（現年度分） 決算書Ｐ407
当初予算 19,650千円

内容

5,100千円

事業内容

成果

試掘工　N=３箇所

未整備箇所の下水道整備に伴う試掘及び管路施設の整備工事を実施しました。

内容

成果

341,000円

事業内容

予算現額

下

水

道

課

猫実三丁目公共下水道整備工事 5,126,000円
開削管布設工φ150　L=22m
公設桝設置工　N=４箇所

計 5,467,000円

3,168,000円

猫実三丁目地区下水道整備に伴う試
掘工事

事業名 事業費

事業の現状把握や財務分析等を進めるとともに、収支見通しとなる投資・財政計画やロード
マップについて検討するなどして、改定素案の作成を行いました。

浦安市下水道事業経営戦略改定業務
委託

投資・財源試算　一式
ロードマップ検討　一式

公衆衛生や生活環境の向上と流域河川の水質改善を図るため、未整備箇所の整備を行うもの
です。

地方債

7,336千円

支出額

決算
367千円
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12,423千円

決算書Ｐ407

決算

特定財源

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

下

水

道

課

下水道整備事業【実施計画】(令和５年度より建設改良繰越分） 決算書Ｐ407
当初予算 -千円
予算現額

公共下水道ストックマネジメント人
孔蓋交換工事（Ｒ６）

内容

内容

千葉県の下水道事業計画改定に合わせ、市下水道事業計画等について、事業計画の見直しや
期間の延伸などを行うものです。

-千円

53,400千円

決算 73,322千円
一般財源 17,661千円

市下水道事業計画等の見直しに着手したほか、都市計画決定の変更手続きを行いましたが、
引き続き見直しを進めるため、業務を令和７年度まで繰り越しました。

事業名

支出額(前払金)
0円

ストックマネジメント推進事業【実施計画】

2,261千円
地方債

公共下水道ストックマネジメント改
築修繕計画策定業務委託（Ｒ６）

改築修繕計画策定　一式

マンホール蓋交換　N=40基

富岡２－２地先人孔内面補修工事 マンホール管口補修　N=６箇所

事業内容

成果

85,438千円
予算現額 79,090千円

管きょ施設の延命化とライフサイクルコストの平準化を図るため、計画的、効率的に施設の
改築や修繕を進めるものです。

11,385,000円

当初予算

浦安市江戸川左岸流域関連公共下水
道事業計画等変更業務委託

下水道事業計画見直し　一式

国県支出金

計 73,322,051円

36,850,000円 マンホール蓋交換　N=60基

17,197,851円

299,200円

11,385,000円（令和７年度へ事故繰越し）

公共下水道ストックマネジメント人
孔蓋交換工事（Ｒ６）その２

18,975,000円

管路施設の改築・修繕の優先度等を定めた計画を策定したほか、老朽化したマンホール蓋
の予防保全ができました。

事業費事業名

成果

事業費 事業内容
契約金額
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契約金額

支出済額（前払金）

契約金額

支出額

108,400千円

公共下水道総合地震対策工事
（Ｒ６）その２

24,000,000円

60,005,000円
人孔内面更生 N=11基
人孔浮上対策 N=８基
ずれ防止 N=９箇所

人孔内面更生 N=７基
公共下水道総合地震対策工事
（Ｒ５）その２

1,375,000円

54,725,000円 

地震対策の必要性が高い路線の耐震化を図ることができました。

下

水

道

課

下水道総合地震対策事業【実施計画】（現年度分） 決算書Ｐ407
当初予算 253,947千円

事業費

地方債

決算

内容

予算現額

災害時に重要な役割を果たす緊急輸送路及び防災拠点や病院、避難所に接続する下水道施設
を対象に、計画的に耐震化を図っていくものです。

一般財源 13,235千円
特定財源

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

253,942千円

国県支出金 80,600千円

202,235千円
51,695,000円（令和７年度へ建設改良繰越）

管きょ更生 L=230ｍ、管口耐震化
N=５箇所、人孔更生 N=11基、人孔浮
上対策 N=40基、ずれ防止 N=10基

人孔更生 N=42箇所
人孔浮上対策 N=49箇所
ずれ防止 N=4箇所

事業内容

詳細診断 L=3,559ｍ
マンホール目視調査 N=100基
鉄筋探査調査 N=30基

人孔内調査工　N=６箇所

37,070,000円

23,133,352円
公共下水道管路施設耐震診断
業務委託（Ｒ６）

公共下水道総合地震対策工事に伴
う人孔事前調査業務委託

30,800,000円

公共下水道総合地震対策工事
（Ｒ６）

公共下水道工事資材価格等特別調
査業務委託（Ｒ６）

85,096,000円

198,000円

資材価格特別調査　８品目

管きょ更生 L=320ｍ
人孔更生 N=６基
人孔浮上対策 N=７基

成果

計 202,235,552円 

事業名

563,200円

公共下水道管路施設耐震実施設計
業務委託（Ｒ６）その２

公共下水道管路施設耐震実施設計
業務委託（Ｒ６）

－295－
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下水道総合地震対策事業【実施計画】
（令和５年度より建設改良繰越分）

下

水

道

課

473,000円 管路内テレビカメラ調査 L=50ｍ

舞浜ポンプ場倉庫解体工事 3,905,000円 倉庫解体 A=53.1㎡

計 5,403,834円

舞浜ポンプ場用地分筆登記嘱託業務
委託

1,025,834円
調査・測量　一式
申請手続　一式

舞浜ポンプ場既設雨水管調査業務委
託

舞浜ポンプ場の耐震化や設備の老朽化対策として建て替えを行い、下水道機能の維持及び向
上を図るものです。

成果
舞浜ポンプ場内に埋設されている雨水管の調査や公民館用地との分筆登記に加え、仮設電気
設備の設置に支障となる既設倉庫の解体工事を行いましたが、引き続き整備を進めるため、
業務を令和７年度へ繰り越しました。

事業内容事業費事業名

7,002,000円（令和７年度へ建設改良繰越）

舞浜ポンプ場整備事業【実施計画】（現年度分） 決算書Ｐ407
当初予算 13,147千円
予算現額 13,147千円 決算 5,403千円

計 77,328,000円

支出額
公共下水道総合地震対策工事
（Ｒ５）その２

契約金額

支出額
42,978,000円

国県支出金 28,680千円
48,500千円

人孔更生 N=７基
54,725,000円

34,350,000円

決算 77,328千円

公共下水道総合地震対策工事
（Ｒ５）

契約金額

特定財源

事業名 事業費 事業内容

人孔更生 N=10基
人孔浮上防止 N=19基
ずれ防止 N=４基

71,478,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ407

当初予算 -千円

内容

地方債

一般財源 148千円
予算現額 77,328千円
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下

水

道

課

支出額(前払金)
3,638,000円

成果

事業名 事業内容

舞浜ポンプ場の建て替えに向けた既設管理棟の解体設計やアスベストの含有調査を行いまし
たが、引き続き設計を進めるため、業務を令和７年度へ繰り越しました。

アスベスト事前調査　一式99,000円
舞浜ポンプ場既設倉庫アスベスト
事前調査

舞浜ポンプ場整備事業【実施計画】（令和５年度より建設改良繰越分）
当初予算 -千円

決算 4,718千円
8,528,000円（令和７年度へ事故繰越し）

決算書Ｐ407
当初予算 99,650千円
予算現額 73,600千円 決算 -千円

-千円
予算現額 99,650千円 決算 74,800千円

舞浜ポンプ場整備事業（継続費分）【実施計画】（現年度分）

4,718,200円

24,850,000円（令和７年度へ逓次繰越）
一般財源 -千円

73,600,000円（令和７年度へ逓次繰越）

舞浜ポンプ場整備事業（継続費分）【実施計画】（令和５年度より逓
次繰越分）

計

決算書Ｐ407

当初予算

383,900円
舞浜ポンプ場既設倉庫アスベスト
分析調査委託

アスベスト分析調査　30検体597,300円
舞浜ポンプ場管理棟アスベスト調査
業務委託

アスベスト分析調査　８検体

（仮称）舞浜地区公民館整備事業
実施設計業務委託

契約金額

既設管理棟解体設計　A=468.0㎡
12,166,000円

事業費

事業名 事業費 事業内容

舞浜ポンプ場耐震建替に伴う
仮設電気設備設置工事

契約金額 引込受電盤 １面、主変圧器盤 １
面
仮設動力制御盤 ３面、
仮設非常用自家発電装置　１台

187,000,000円
支出額(前払金)

74,800,000円

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

決算書Ｐ407

予算現額 14,305千円

舞浜ポンプ場仮設電気設備設置に
伴う工事監理業務委託

契約金額

工事監理　一式
5,610,000円

支出額(前払金)

地方債
特定財源

既設の管理棟を解体後もポンプ場としての機能を維持するため、令和５年度に実施した詳
細設計を基に仮設電気設備設置工事及び工事監理に着手しましたが、引き続き工事を進め
るため業務を令和７年度へ繰り越しました。

計 74,800,000円
0円

74,800千円
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高洲ポンプ場耐震診断業務委託 24,002,000円
耐震診断
流入きょ、ポンプ室、流出きょ 一式
ボーリング調査 L=52ｍ

平成26年に改訂された最新の耐震基準で高洲ポンプ場の耐震診断を行いました。

24,002千円 決算

成果

事業名 事業費 事業内容

事　　業　　の　　内　　容　　と　　成　　果

24,002千円

内容
高洲ポンプ場を耐震化し、下水道機能の維持及び向上を図るものです。

高洲ポンプ場改修事業【実施計画】 決算書Ｐ407
当初予算 24,002千円
予算現額

－298－－298－
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〇個人への補助

６年度 ５年度 増減額 増減率

13 28 △ 15 △ 53.6

13 28 △ 15 △ 53.6

（単位：千円）

予算額 決算額 不用額

1 1 3,832,805 3,793,323 39,482

2 営業外費用 132,152 103,657 28,495

1 資本的支出 1 建設改良費 802,376 796,047 6,329

※ここでの予算額には、翌年度に繰越された事業費分が除かれています。

合                                                計

下水道事業会計各種団体等補助金交付状況調

( △ 印 は 減 )
( 単 位 ： 千 円 ， ％ )

補 助 金 の 名 称 交 付 団 体 名

浦安市水洗便所改造資金融資あっせん及び
利子補給金（下水道課）

消費税執行残

管路建設費工事請負費執
行残

下水道事業会計決算不用額調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（不用額が300万円以上のものまたは予算額の20％以上かつ10万円以上のもの）

款 項 不用額の主な内容

下水道事業費用 営業費用
管きょ費工事請負費、ポンプ場費
委託料、業務費委託料執行残
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